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はじめに

独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下、「中小機構」という。）では、平成１９年

度に経済産業省から公表された「中小企業地域資源活用プログラム」に基づき、都道府

県と一体となって、地域中小企業応援ファンド（スタート・アップ応援型）（以下、「地域ファ

ンド」という。）を組成しました。

地域ファンドは、地域の多様な取組みに対して当該ファンドの運用益を財源とした助成

金による支援を行っております。また、地域ファンドの仕組みを活用した農商工連携型地域

中小企業応援ファンド(スタート・アップ応援型）では、中小企業者と農林漁業者が連携し

て行う創業や経営革新を支援しております。平成１９年度から平成２２年度にかけて組成

された４４都道府県６９ファンドにおいて、創意と工夫に富んだ様々な事業が実施されてお

り、助成金を活用した中小企業者の新商品・新サービスの開発等の新たな取組みは着

実に成果を上げつつあります。

近年経済のグローバル化のさらなる進展、市場経済の成熟化など中小企業者を取り巻

くビジネス環境は著しく変化しており、中小企業者にとっては、従来にも増した工夫と努力

が必要となっております。このような厳しい環境の中でも、ファンドを活用し、積極的な事業

展開に取り組む中小企業者が数多く存在します。

本書は、各都道府県及びファンド運営管理法人の方々にご協力をいただき、ファンドか

らの助成金を活用して新商品・新サービスの開発を行い、事業化を達成した事例を取りま

とめたものです。

今後、創業、新事業の展開を目指す中小企業の皆さまにとって、身近な成功事例として、

ご参考の一助になれば幸いです。

最後に、取材に対しご多忙中にもかかわらず、快くご協力いただきました各企業をはじ

め関係各機関の方々に心からお礼申し上げます。

平成２５年３月

独立行政法人中小企業基盤整備機構

地域経済振興部 高度化事業推進課
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地域中小企業
応援ファンド

［スタート・アップ応援型］
とは

地域密着型の事業で、地域コミュニティへの貢献度が高い新たな事業への取組み、地域資源を
活用した初期段階の取組みなど、地域経済の活性化に資する中小企業の方が、ファンドからの助
成、または、ファンドから助成を受けた支援機関からの経営支援を受けることができます。
また、農商工連携型地域中小企業応援ファンド（スタート・アップ応援型）では、地域中小企業応

援ファンド（スタート・アップ応援型）の仕組みを活用し、地域の中小企業者と農林漁業者が連携し
て行う創業や経営革新を支援します。  

知恵や工夫を活かした
地域の多様な取組みを支援します

中
小
機
構

都
道
府
県

無利子貸付 無利子貸付

貸
付
等

支
援

運用益で
助成

ファンドの
総額の最大
8割を貸付

貸付期間
10年以内

貸付期間
10年以内

ファンド

地域活性化
事業

農商工連携
事業

運営管理法人

都道府県等が拠出する
財団法人など

地域の参加
地域金融機関

など

経済産業局
中小機構（地域本部）など

中小機構は、都道府県に対してファンド総額の8割を上

限に、無利子融資をします。都道府県は、中小機構貸付

金と都道府県貸付金を合わせて、ファンド運営管理法人

に貸し付けます。ファンド運営管理法人は、上記貸付金

および市町村、金融機関や財団法人等の負担分を合わ

せてファンドを造成し、そのファンドの運用益を財源と

して助成事業を行います。なお、本ファンドは各都道府

県の創意・工夫により組成されるため、助成分野、対象、

規模などは、各都道府県で異なります。
※ 現在、新規のファンド造成は行っておりません。すでに造成
されたファンドによる支援を受けたい場合は、巻末のファンド運

営管理法人までお問い合わせください。

 地域中小企業応援ファンド
年度 ファンド造成数

平成19年度 23
平成20年度 20

計 43

農商工連携型地域中小企業応援ファンド
年度 ファンド造成数

平成20年度 8
平成21年度 16
平成22年度 2

計 26

ファンド造成の実績

地域中小企業
応援ファンド
（スタート・アップ応援型）

農商工連携型
地域中小企業
応援ファンド
（スタート・アップ応援型）

※ 原則として、自らが所在する都道府県において造成されているファンドの助成を受けることができます。
※ （農商工ファンド事業について）中小企業者のみの連携や農林漁業者のみの連携は認められておりません。
※ （農商工ファンド事業について）単なる商取引は含みません。
※ 各都道府県のファンドごとに助成対象、企業の選定条件などの詳細が異なります。

1

2

3

1

2

創業または経営の革新を行おうとするベンチャー
企業または中小企業

ベンチャー企業、中小企業の創業または経営革新を
支援する事業を行う者

助成総額の3割未満の範囲内で、自ら事業を行う
中小企業以外の者

3

助成対象

ファンド造成

2

1

情報をインターネットで提供
http://www.smrj.go.jp/keiei/chikipg/fund/index.html

中小機構  地域ファンド

創業または経営の革新を行おうとする中小企業者
と農林漁業者との連携体

創業または経営革新を行おうとする中小企業者と
農林漁業者との連携体を支援する事業を行う者

助成総額の3割未満の範囲内で、自ら事業を行う
中小企業以外の者と農林漁業者との連携体
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北海道空知郡

テレビアニメをヒントに
エゾシカ撃退装置を開発

北海道の各地で、エゾシカによる農
作物被害が深刻な状況にある。エゾシ
カによる被害を減らしてほしいという
声に応えて株式会社太田精器が開発し
た「モンスタービーム」は、赤外線セ
ンサーで近づくエゾシカを感知し、点
滅する発光ダイオード（LED）と大音
量で追い払う「鳥獣忌避装置」だ。
同社は、北海道の厳しい冬に耐える
寒冷地仕様LED照明を開発し、好評を
得ていた。これまでは照明の発熱で雪
がとけてつららができ、器具の腐食や
歩行者につららが当たる危険性があっ
たが、同社の寒冷地仕様では外枠にス
テンレス、LEDの保護カバーに強化プ
ラスチックを使用。さらに放熱効果を
高めてつららをできにくくした。
太田裕治代表取締役はLEDを事業の
柱に育てるために、さらに研究を進め
ていた。イカ釣り船の集魚灯にLEDを
使用した実験で、イカが逃げてしまっ
たことを聞き、さらに画面が激しく点
滅するテレビアニメを見た子どもが、
吐き気などの「光過敏性発作」を発症
したことに着目。エゾシカを追い払う
装置に応用できるのでないかと、エゾ

シカの専門家に相談した。しかし「シ
カは学習能力が高く、すぐに慣れて効
果はない」とアイデアを却下されて
しまった。その言葉に太田社長は発奮
し、開発に取り組み始めた。
「やる気はあっても、資金的なバッ
クアップの必要性があった」と太田社
長。同社の澤田石征志専務取締役は、
以前、別の事業で支援を受けた経験が
あったため、北海道庁を訪れ、利用で
きる助成金がないかを相談。北海道と
中小機構などが資金を拠出して造成した
「北海道中小企業応援ファンド」を勧め
られて申請。平成22年に採択された。

光と音声パターンの
組み合わせで
シカが慣れない工夫

装置はタテ40cm、ヨコ50cmほどの
ボックスにカラーフィルムを張った
LEDを並べたもの。どんな色に反応す
るのかを調べるために、助成金を活用
しいろいろなカラーフィルムを張った
LEDを試作。エゾシカが出没する場所
に出かけては実験を繰り返し、最終的
に赤・青・黄・白の4色に決定した。
さらに効果を高めるためにスピーカー
を取り付け、犬の鳴き声、銃声などを

光と一緒に大音量で流し、どの音が効
果的か実験も繰り返した。その結果、
シカが危険を察知した時に発する声が
最も効果的なことを突き止めた。しか
し、同じ音では慣れてしまうため、ラン
ダムに入れ替わるように改良を加えた。
助成金を調査費として活用し、被害
の大きかった弟子屈町の農家で実証実
験も行った。農家には、助成支援を
受けた事業であることを説明すること
で、安心して長期間の実証実験に協力
してもらうことができた。
約20haの畑に20mほどの間隔で10台
設置した結果、畑周辺で足跡は数多く
見つかったが、光と音に驚いて退散し
たと思われ、農作物被害が出なくなっ
た。一緒に設置したカメラにも、光と
音に反応し、エゾシカが逃げる映像が
はっきりと写っていた。当初1年間の実
験予定が、その効果の大きさに設置延
長をお願いされたほどだった。開発に
協力してきた北海道大学大学院文学研
究科の立澤史郎助教授は「単純な発光
や音はすぐに慣れてしまう。LEDが点
滅することで嫌悪感を与え、効果が高
く長続きするはず」と語っている。

省電力LEDで
設置場所も自由

公益財団法人北海道中小企業総合支
援センターのアドバイスで、実用新
案権も助成金を活用して取得した。
平成23年から商品として販売を始めた
が、車のテストコースに侵入するアラ
イグマやウサギに悩んでいた自動車関
連会社が購入したほか、シカの線路侵
入に悩む鉄道会社などからの問い合わ
せも相次いでいるという。LEDは電
力消費が少なく、太陽光パネルやバッ
テリー、家庭用コンセントなど電源を
選ばず設置場所も自由だ。「シカが逃
げるのだからほかの動物にも効果があ
るはず」と太田社長。「イノシシ、ク
マ、タヌキなど鳥獣被害に悩んでいる
人は多いと聞く。北海道発の技術を全
国に広め、さらには世界へも技術をア
ピールしていきたい」と目を輝かせる。

今後の事業展開
動物を傷つけないこの商品は、動物愛護とも対立せず導入がしやすい。
北海道以外の県や、海外の鳥獣害向けの商品としても改良を進めたい。

太
おお

田
た

裕
ゆう

治
じ

 代表取締役

道外在住者では理解できないほど北
海道のシカ問題は深刻であり、この
商品はその悩みに応えた。しかも無
人の状態で追い払うので人がケガを
することもない。さらに環境意識が
高まる中で、寿命が長いLEDを使っ
たことも注目された要因だろう。こ
うした生活者としての日々の視点
が、商品開発のアイデアには欠かせ
ない。

ファンド担当者の視点！

事業成功のポイント

公益財団法人
北海道中小企業総合支援センター

社会の環境意識が高まる中でLEDを
使ったこの商品は、環境面はもちろ
ん、技術面と独自性でも優れている。
今後はファンドのネットワークを活か
し、ビジネスマッチングの提案などで
販路開拓をサポートしたい。

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

「モンスタービーム」開発のきっかけとなった
寒冷地仕様LED照明

株式会社太田精器 お問い合わせ
公益財団法人北海道中小企業総合支援センター
☎ 011-232-2403

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

「光過敏性発作」を
逆手に応用した
点滅LED
エゾシカ撃退新兵器

LEDの光と大音量の音がエゾシカを撃退する「モンスタービーム」

ファンド名 北海道中小企業応援ファンド
ファンド運営管理法人 公益財団法人北海道中小企業総合支援センター
事業メニュー 市場対応型製品開発支援事業

申請テーマ LEDを使用したエゾシカ被害防止器具
及び暴風雪時の衝突回避器具開発

助成期間 平成22年11月2日～平成23年10月31日

● 社名 株式会社太田精器
● 事業内容 非鉄金属製造・加工
● 代表者 太田裕治 代表取締役
● 設立年 昭和 55（1980）年
● 所在地 北海道空知郡奈井江町字茶志内 
 89-6
● TEL 0125（65）2759
● FAX  0125（65）2765
● URL  http://www.ohtaseiki.co.jp/
● 従業員数 48人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 2億 6,000万円（平成 24年 8月期）

会社概要

「音と光のパターンは自由に組合せが可能です」と
開発担当者の武市富士雄課長

平成20年
LEDを使った寒冷地仕様の照明器具開
発をスタート
平成21年
LEDを利用したエゾシカの忌避装置
へと改良
平成22年

「北海道中小企業応援ファンド」助成事
業に採択
平成23年

「モンスタービーム」を開発し実用新案
権を取得

事業化までの道程～年表～

開発協力

基盤組立
委託

鉄道会社・自動車関連会社・農業関係者  など
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株式会社太田精器

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）
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青森県青森市

有限会社田向商店

サメ軟骨の
コンドロイチンを
利用したサプリで、
人と地域を元気に！

「サメ屋」がつくった
サプリメント

有限会社田向商店は、昭和初期から
食用のサメの加工・卸しに携わってき
た「サメ屋」だ。サメは、青森県内の
食卓で昔から親しまれている魚の一つ
だったが、平成12年頃から始まった大
型スーパーの進出や価格競争の激化に
より卸売価格が低迷。さらに平成15年
には、魚介類に含まれる水銀量が問題
となったことで、出荷量も激減した。

「新しいサメの利用法を」という思
いから生まれたのが「青森のサメ屋が
つくったサメ軟骨」サプリメントだ。

アブラツノザメの軟骨には、健康や
美容に効果的と言われているコンドロ
イチンが豊富に含まれている。田向商
店では、水揚げされたばかりの新鮮な
アブラツノザメの頭部の軟骨を自社工
場で取り出し、そのまま殺菌・乾燥・
粉末化。天然素材のサプリメントとし
て、地元を中心に人気を集めている。
 
サメが持つ有効成分が
問題解決の突破口に
 

平成16年、「サメの消費量向上のた
めに何かしなくては」と思った田向商

店の田向常城専務取締役は、自社ホー
ムページを立ち上げた。そして、それ
を見た海外在住の日本人から「サメ
の有効成分が知りたい」という問合せ
があったことが、サプリメント開発の
きっかけになった。「サメは食用」と
思っていた田向専務取締役は、有効成
分を商品化するという新しい発想に、
可能性を見いだしたのだ。

平成19年、アブラツノザメの成分を
調べるため、青森県産業技術センター
に成分分析を依頼。アブラツノザメの
軟骨にはコンドロイチンが豊富に含ま
れていることが分かった。サメの軟骨
は食用には使えない、廃棄されてしま
う部位だ。この分析結果により「サメ
を使った新しい商品の開発」「加工廃
棄物の有効利用」という2つの問題をク
リアできるめどが立った。

しかし、田向専務取締役は、多額の
費用が必要となる、新商品開発に取り
組むことをためらっていた。

そんな時、産業技術センターから、
青森県と中小機構などが資金拠出して
造成した「あおもり元気企業チャレン
ジ助成基金」を勧められ、申請。平成
20年に採択されたことで、商品化への
動きは一気に加速した。

「自社で一貫製造」が
大きな武器になる

助成金を活用して試作・分析のため
の設備を用意し、商品化のための試作
が始まった。サメ軟骨の粉末を使った
サプリメントは、魚の生臭さが問題と
なるが、それを解決することは難しく
はなかったと田向専務取締役は言う。
「新鮮なうちに処理すれば、尿素がア
ンモニアに変化しないため、臭いが出
にくくなるんです」。水揚げされたば
かりの新鮮なサメの解体から粉末化ま
でを自社工場で一貫して行うことで、
臭いはおさえられる。また、自社工場
で加工することは、地元の雇用にも結
びつく。さらに「サメ屋がつくった」
というブランドを確立し、他社との差
別化を図ることもできるのだ。

素材をそのまま粉末化して商品にす
ることには、リスクもあった。季節や
生息する海域、個体の違いによって
含有成分にばらつきがある場合、それ
が直接、商品自体の成分に反映されて
しまうことが想定されるからだ。しか
し、さまざまな軟骨を何度も検査した
結果、すべて同じ品質で保たれてい
ることが分かった。専門機関による検
査・分析のための費用にも、助成金が
活用された。

サメを知り尽くしてはいるものの、
サプリメントの開発はまったくの初め
て。試作や分析・検査を繰り返し行
う費用はもちろん、青森県のコーディ
ネーターから品質の安定や安全性の必
要性、展示会の参加の勧めなど、いろ
いろなアドバイスをもらえたことも、
助成のメリットだったという。
 
サプリメントの成功が
新たな挑戦に繋がる
 

「青森のサメ屋がつくったサメ軟
骨」は、青森県産品を原材料にした青
森発の「あおもり地サプリ」プロジェ
クトにも参加。

さらに、平成21年には中小機構東北
本部の支援を受けて国の支援事業であ
る「地域産業資源活用事業計画」、平
成24年には「農商工等連携事業計画」
の認定を受け、サメ軟骨を使った新た
な商品開発を積極的に続けている。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

会社概要

近隣にある三厩漁港などで水揚げされたアブラツ
ノザメの頭部の軟骨を、独自の方法で取り出す

今後の事業展開
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 代表取締役

ファンド担当者の視点！

消費者店舗やホームページなど
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有限会社
田向商店

青森県内の漁業協同組合

事業成功のポイント

公益財団法人
21あおもり産業総合支援センター

平成19年
アブラツノザメの軟骨にコンドロイ
チンが含まれていることを知る
平成20年
「あおもり元気企業チャレンジ助成基
金」助成事業に採択され、商品化が現
実的に動き出す
平成21年
サメ軟骨を使ったサプリメントの商
品化に成功
10月、国の支援事業である「地域産業
資源活用事業計画」の認定を受ける

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 あおもり元気企業チャレンジ助成基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人21あおもり産業総合支援センター

事業メニュー 創業又は経営の革新を行うために必要なものであって、調査事業、
新商品・新技術・新役務の開発、販路開拓及び人材養成を行う事業

申請テーマ 青森県産アブラツノザメ加工廃棄物からの機能性食品素材
「コンドロイチンー蛋白質複合体」の開発、製造、販売

助成期間 平成20年5月1日～平成21年３月27日
「青森のサメ屋がつくったサメ軟骨」は錠剤とカプセルの２種類。店頭や展示会での
告知だけでなく、口コミでの購入者も多い、地元で人気のサプリメントだ

サメ軟骨の殺菌・乾燥・粉砕などの加工は、すべて
自社工場内で一貫して行われている

お問い合わせ
公益財団法人 21あおもり産業総合支援センター
☎ 017-777-4066

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 有限会社田向商店
● 事業内容 青森近海で水揚げされる水産物
 （主にサメ類）の加工食品製造業 
 ／青森市中央市場水産仲卸業
● 代表者 田向健二 代表取締役
● 創業年 昭和 4（1929）年
● 所在地 青森県青森市港町２-23-14
● TEL 017（741）0936
● FAX  017（741）2586
● URL  http://tamukaisyoten.com/
● 従業員数 12人
● 資本金 750万円
● 売上高 2億2,700万円（平成24年6月期）

農林水産資源の豊富さは青森県の
大きな強み。同社の取り組みは、
すべて「made in Aomori」であり
地域への波及効果が高い。新たな
事業展開も進んでおり、「青森の
サメ」を大きく発信して欲しいと
期待している。

より幅広い商品に活用できるよう、サメ軟骨のコンドロイチンを成分抽出
して、水溶性にする設備を導入。サメ軟骨由来のコンドロイチンを使った
基礎化粧品など新たな商品の開発を行っている。

魚屋がサプリメントを作る。それ
は異業種への挑戦だった。何度も
大きな壁にぶつかったが、それで
も諦めなかったのは「何とかしな
ければならない」という危機感が
あったからだと思う。新しい世界
に飛び込み、先が見えなくなった
時は、県に相談すれば道を示して
くれる。立ち止まってしまった時、
相談に乗ってくれるのは心強い。

アブラツノ
ザメの供給
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秋田県秋田市

株式会社コスメティカアキタ

「美人の国・秋田」の
イメージブランドを
目指す、自然派
基礎化粧品を開発

「美人の国・秋田」のイメージブランドの確立を目指す
「花のいろはうつりにけりな」シリーズの化粧水200ml（左）と美容液30ml（右）

日本酒の「もろみ」成分を
配合した「純・秋田産」
基礎化粧品

「故郷、秋田の無農薬食材を使い、  安
全・安心な化粧品を作ってみたい」。 株
式会社コスメティカアキタの千葉章代表
取締役が、料理の世界から異業種へと
チャレンジし、 作り上げた秋田県産100％
の原材料による基礎化粧品「花のいろは
うつりにけりな」。「無農薬合鴨米あきた
こまち」を原料米に、県内の酒蔵が開発
した日本酒酵母で「もろみ」を醸造し「保
湿成分」や「美白成分」などの美容成分
を抽出。 さらに県内産無農薬菊から抽
出した「アントシアニン」などの抗酸化成
分を配合した安心・安全の商品だ。

ネーミングには全国でもトップクラスの
美白率を誇る「秋田美人」と、  絶世の
美女で秋田生まれといわれる女流歌
人・小野小町をイメージし、  彼女の歌の
一部をそのまま採用した。

化粧品事業を
新たな会社経営の核に

千葉社長が化粧品開発に取り組ん
だのは、平成19年に、日本酒プロデュー
サー・関矢健二氏に紹介された化粧品

の企画販売を行う株式会社ワタナベの
渡部秀夫社長との出会いが始まりだ。 
当時千葉社長は、東京での料理人経
験をもとに、秋田に戻り会席料理店を経
営。 一方、渡部社長は焼酎を使った化
粧品を手がけていた。 出会ってすぐに
二人は意気投合し、千葉社長は自身が
経営する店で、 渡部社長の作る化粧品
をサンプルとしてお客様に提供すること
になった。

使用したお客様の反応は「肌がしっとり
する」など、  まずまずの反応。 化粧品を
扱うことにおもしろさを感じた千葉社長は
日本酒プロデューサー関矢氏の下で日本
酒の企画販売プロデュースを手伝った経
験から、「秋田県の日本酒を使ってできな
いものだろうか」とひらめき、そのアイデアを
もとに、化粧品事業を新たな会社経営の
核とすべく開発に乗り出した。

事業断念の危機も
「応援ファンド」をバックに
乗り切る

商品開発にあたっては「各県でいろ
いろな助成金があるはずだから、  まず
はそれを探してみてはどうか」と資金調
達についてのアドバイスを渡部社長から
受けた。その直後に新聞で、秋田県と中

小機構などが資金を拠出して造成した
「あきた企業応援ファンド」の事業者募
集記事を見つけ申請。 秋田県ならでは
の地域資源である米と日本酒を活かし
た商品開発であると認められ、平成20
年度助成事業として採択された。

平成21年1月に助成金の採択が決ま
り、無農薬合鴨米あきたこまちの生産
者である岩出農園も知人の紹介で見つ
かった。3月には日本酒の「もろみ」を作る
ために協力を依頼していた新政酒造株
式会社に原料米を持ち込んだが、 その
時になって業務用の精米機では商品化
を予定した米の量が少なすぎて、精米で
きないことが判明した。 千葉社長は八
方手をつくして精米できる所を探し出した
が、精米が完了した時にはすでに季節は
夏が目前。 酒蔵では腐造時期となるた
め休蔵期間となってしまった。 このままで
は原料の「もろみ」が造れず、作業の遅
れから当初準備した開業資金も不足の
危機に追い込まれた。

当初の予定から6カ月遅れで10月に
ようやく「もろみ」が完成。 大急ぎで開
発に取りかかった。 化粧品開発は競
争が激しく、開発段階での機密性の確
保も重要だ。 配合割合などの重要な部
分については、秋田から東京へ、何度も
委託先であるパーソナルコスメディック
株式会社まで足を運び、渡部社長や開
発担当者と直接打ち合わせを行った。
また、商品ボトルも商品イメージを左右す

る重要なものだが、オリジナルボトルの製
造には多額の費用がかかる。 パーソナ
ルコスメディックの好意により、所有して
いる在庫の中からイメージに近いボトル
を、必要な数分だけ助成金を活用し購
入することができた。10月末になって試
作品第１号が完成し、翌11月に商品発
表会を開催して販売をスタートした。

秋田大学との
産学共同プロジェクトで
コストダウンへ

この事業がきっかけで秋田大学大学
院から声がかかり、学生が中心となっ
て行う“秋田美人をもっと世に出そう！”と
いう「秋田美人プロジェクト」にも参加し
た。 そこでの共同プロジェクトの結果、
より低コストで原料を抽出するアイデア
を思いついた。 今後の課題はコストダ
ウン。 よりリーズナブルな商品開発で、
首都圏市場での展開に意欲を見せる。

無農薬合鴨米あきたこま
ちを原料米として供給

原料酒醸造委託

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援
共同開発

委託製造

商品卸

● 社名 株式会社コスメティカアキタ
● 事業内容 化粧品の企画・開発
● 代表者 千葉章 代表取締役
● 創業年 平成 21（2009）年
● 所在地 秋田県秋田市土崎港西 3-9-15
 チャレンジオフィスあきた 209
● TEL・FAX 018（874）8662
● URL  http://www.cosmetica-akita.com/
 contents/
● 従業員数 2人
● 資本金 50万円
● 売上高 800万円（平成 23年 1月期）

会社概要

試作品用のチラシ
はイメージにこだわ
り、助成金を活用し
六歌仙・小野小町
のイラストをオリ
ジナルで制作

今後の事業展開
秋田大学とのプロジェクトで、コストダウンの可能性も見え、目標であっ
たより大きなマーケットである首都圏展開も現実味を帯びてきた。これぞ
「秋田」という商品開発が目標。

千
ち ば

葉  章
あきら

 代表取締役

化粧品のことを全く知らなかった自分
がここまでできたのは、いろいろな人
に助けられてのこと。助成金という
資金だけではなく、「あきた企業活
性化センター」には、あらゆる分野
に精通した専門家がいるので、経
営に関するようなことも相談してみる
とよいだろう。加えて余裕ある資金
計画も大事。そうすればトラブルが
あっても慌てなくて済む。

ファンド担当者の視点！

秋田空港、県内物産振興会、
県産品アンテナショップなど
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卸
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株式会社
コスメティカアキタ

岩出農園新政酒造株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
あきた企業活性化センター

商品企画に始まり、開発、販売まで
が一通り完了したことで、助成した
側としても大変安堵。
これで終わりということではなく、今後
も動向に注目し、秋田県人の一人と
しても、商品を応援し販路の拡大に
期待している。

平成19年
秋田県内産の米を使った化粧品を構想
平成21年
あきた企業応援ファンド「チャレン
ジ企業育成事業（一般枠）」助成事業
に採択。商品開発に着手
平成22年
試作品が完成。県内物産店や首都圏
の秋田物産店で販売を開始

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

「あきた企業活性化センター」のアドバイスを受け
開催した商品発表会

販売

お化粧水

お問い合わせ
公益財団法人あきた企業活性化センター
☎ 018-860-5702

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

ファンド名 あきた企業応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人あきた企業活性化センター

事業メニュー チャレンジ企業育成事業（一般枠）

申請テーマ 清酒もろみを使った化粧品製造販売

助成期間 平成21年1月10日～平成21年12月31日
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宮城県黒川郡

画期的な方法で
ガスを通す「ガストース」

株式会社プラモール精工は、精密電
子機器などに使用されるプラスチック
部品の射出成形・加工を手がけ、金型
の設計から製作、試作、量産までの一
貫体制を整えたプラスチック加工メー
カーだ。
近年は電子機器の製造技術向上と共
に部品にも精度が求められ、複雑な形
状の部品を安定した品質で作り出すこ
とが欠かせない。しかし、プラスチッ
ク樹脂の射出成形の工程では必ずガス
が発生し、金型内に付着するガスの
“ヤニ”によって、部品に“バリ”と
呼ばれる不要な突起ができたり、変形
してしまう要因となっていた。
射出成形の金型には、成形したプラ
スチック部品を金型から外すための押
し出しピンが必ず取り付けられてい
る。従来の技術では発生するガスを、
この押し出しピンの外周部分に溝を作
り逃がしていた。しかし、この方法で
は溝にヤニが付着し、たびたびメンテ
ナンスを行う必要があった。
この問題を解決するために、プラ

モール精工が開発したのが、ガス抜き
ピン「ガストース」だ。ピンの先端に

特殊な技術で微細な穴をあけ、ピンの
中心部からガスを抜くようにしたこと
でガスの流れを良くし、バリの不良を
防止することができるようにした。

リーマン・ショックで
会社の危機

実は同社の脇山高志代表取締役社長
は、10年以上も前からこのアイデアを
持っていた。たびたびメンテナンスで
機械を止めなければならないガス抜き
ピンに、改善の必要性を強く感じてい
たのだ。しかし、日々の生産に追われ
る中で、なかなか開発に取り組めずに
いた。そんな時に「リーマン・ショッ
ク」が起きた。輸出産業に部品を供給
してきた同社では、受注が激減。「業
務効率化を進めて受注が減った分をカ
バーしなければ」と脇山社長は長年温め
てきたアイデアの実現に取り組んだ。
試作品を自社工場で使ってみると、
ガスの排出効果が格段に上がった、と
脇山社長。機械のメンテナンス回数が
減り、部品の不良率も下がった。夜間
の操業でも、機械を止める必要がなく
なり、夜間の監視スタッフが不要にな
り、夜間無人操業が可能になったため
業務効率は劇的に向上した。「プラス

チック射出成形を行う会社なら、同じ
ような悩みで困っているはず。これを
製品として発売すれば事業になるはず
だ」と脇山社長は販売に踏み切った。
これまでは受注生産ばかりで、自社
商品の販売経験はなかった。購入して
もらうには従来品との違いを示し、
優位性を証明することが必要だった。
しかしその実証実験には、高額な金型
の準備が必要になる。以前から事業展
開の相談などでつながりのあった公益
財団法人みやぎ産業振興機構から、宮
城県と中小機構などが資金拠出して造
成した「宮城・仙台富県チャレンジ応
援基金」支援事業を紹介され、自社開
発製品の事業展開に活用するために申
請。平成22年、同事業に採択された。

営業部門を新設し
500社と契約

助成金は、流動樹脂量の変化を見る
ための金型や樹脂のソリ改善を検証す
るためのものなど4タイプの金型製作
と、ガスが抜けていく際のシミュレー
ション解析に活用した。流動樹脂量を
検証する金型では、ガストースを使用
した場合、成形部品の先端まで樹脂が
流し込まれ、使用していない金型との
違いは一目瞭然だった。助成金を活用

して、宮城県産業技術総合センターに
依頼した解析の結果、穴の形状を微妙
に修正することで、ヤニがさらに付き
にくくなることが判明。ピン先にあけ
たスリット状の穴の角度に改良を加え、
バリ発生量を最大50％低減できるガス抜
きピンが完成した。
実験結果をもとに営業資料を作成

し、国内外のプラスチック・ゴム関連
事業者や金型事業者が集まる展示会に
出展した。同様の悩みを持つ企業が
次々にブースを訪れ、その反響の高さ
に手応えを感じた脇山社長は、営業部
門を新設。短期間で約500社との販売契
約に至った。
自社のものづくり技術に自信を深め
「ガストースの導入は成形工場に革命
を起こす！」と語る脇山社長。ガス
トースに続く新商品開発にも力を入
れ、自社中国工場を通じた中国・東南
アジア、さらに世界マーケットも視野
に、営業体制の確立を進めている。

脇
わきやま

山高
たか

志
し

 代表取締役社長

日常の業務の中で、常に問題意識
を持って改善に取り組み、現場で
培ったものづくりの経験から、大
手企業と競合しない独自のオンリ
ーワン商品を完成させることがで
きた。販路開拓でも、助成金の活
用で製作することができた金型の
おかげで、誰にでもわかりやすい
実験見本を作ることができ、営業
活動がスムーズに進められた。

ファンド担当者の視点！

事業成功のポイント

公益財団法人
みやぎ産業振興機構

大手自動車メーカーの生産工場が
県内に進出し、宮城県のものづく
りにおける技術力が注目され、期
待もされている。ものづくり企業
としての見本になり、県全体の底
上げとなるよう期待している。

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

お問い合わせ
公益財団法人みやぎ産業振興機構
☎ 022-222-1310

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

国内だけでも数万社のプラスチック加工企業があり、販売先は限りない。自社工
場を、「ガストース」を使用したモデル工場として位置づけ、見学会を積極的に
開催して販路拡大を目指す。

株式会社プラモール精工

プラスチック成形工場に
ガス抜き革命！
生産性が飛躍的に向上する
「ガストース」

ファンド名 宮城・仙台富県チャレンジ応援基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人みやぎ産業振興機構

事業メニュー 宮城・仙台富県チャレンジ応援基金
創業・新事業創出支援事業

申請テーマ ガストース（ガス抜きピン）の開発販売

助成期間 平成22年8月6日～平成23年2月25日
使用する樹脂の流動性に合わせ、穴の幅を0.005～0.05ミリの幅で選べるよう
バリエーションを揃えた「ガストース」

● 社名 株式会社プラモール精工
● 事業内容 プラスチック射出成形・金型製作
● 代表者 脇山高志  代表取締役社長
● 創業年 昭和 58（1983）年
● 所在地 宮城県黒川郡富谷町鷹乃杜 4-3-5
● TEL 022（348）1250
● FAX  022（348）1244
● URL  http://www.plamoul-seiko.co.jp/
● 従業員数 37人
● 資本金 5,000万円
● 売上高 3億5,000万円（平成24年3月期）

会社概要

ピンの内部は空洞。先端にガスを逃がす穴をあけた
画期的な形状

平成20年
ガス抜きピンを試作し自社工場で試
験使用
平成22年
「宮城・仙台富県チャレンジ応援基金」
助成事業に採択
実証実験用の金型を製作し、実験結果
をプレゼン資料に活用
平成23年
「ガストース」の販売・営業活動を開始

事業化までの道程～年表～

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

プラスチック射出成形・加工企業など
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株式会社
プラモール精工

販売

シミュレー
ション
解析依頼

「ガストース」を使用した実験加工品（左）と、使用し
ていないもの（右）。使用していないものでは。樹脂
の流動性が悪く、正しく成形できないものが多い

今後の事業展開
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山形県西村山郡

日本で一番の
スリッパを目指して

阿部産業株式会社のある山形県西
村山郡河北町谷地地区は、国内有数の
稲ワラを使った草履表の生産地だった
歴史を持つ。ワラ草履を履くことが無
くなった現在は、室内履き製造へと移
り、スリッパ製造で全国有数の生産量
を誇る。

しかし、安い海外品が入ってくるよ
うになると、かつて三十数社あった同
業者は瞬く間に減少した。「このまま
では地場産業としての伝統の技も無く
なってしまう」と危機感を感じた阿部
弘俊代表取締役社長は、価格競争に負
けない新しい商品の開発を目指して試
行錯誤。新しい道を探す中、平成19年
に山形県主催の「エクセレントデザイ
ン塾」に参加した。

このデザイン塾への参加をきっかけ
に生まれたのが、正絹100％の最高級の
絹織り生地で作った室内履き「KINU 
HAKI」と、日本の伝統美に西洋の視点
を加えた商品「HAKAMA JITATEシ
リーズ」だ。開発には、山形県と中小
機構などが資金拠出して造成した「や
まがた地域産業応援基金」を活用し
た。

日本の様式美をテーマに
商品開発

「エクセレントデザイン塾」では、
百貨店の商品ディレクターやライフス
タイルコーディネーターとして活躍す
る山田節子氏に「山形県には袴地とい
う堅牢で美しい米沢織がある」と素材
のヒントをもらい、平成20年に、山形
県工業技術センターと共同で、「たた
む、仕舞う、携える」という日本の様
式美をテーマにした商品開発プロジェ
クト「HAKAMA-JI 再考プロジェク
ト」を立ち上げた。

商品開発には、資金調達が欠かせな
いと考えていた阿部社長は、同技術セ
ンターの紹介で基金の助成金事業を
知った。基金に申請したことで、「新
しい事業がいよいよ始まる」と、気持
ちにも区切りがついたと言う。平成20
年に採択され、事業の歯車が回り出し
た。

プロジェクト第１弾として完成した
「KINU HAKI」は、独特の形状とデ
ザインが注目され、平成21年にグッド
デザイン賞日本商工会議所会頭賞を受
賞。「助成金に後押しされ、賞を受賞
したことでプロジェクトに弾みがつい
た」と阿部社長は言う。

日本の伝統美に西洋の
ライフスタイルを融合

次の「HAKAMA JITATEシリー
ズ」では、山田氏の紹介で、ロンドン
在住のバッグデザイナー和井内京子氏
がメンバーに加わり、阿部社長、阿部
宏子取締役と共に商品コンセプトを練
り上げ、デザインに携わった。和井内
氏のロンドンでの生活の視点をヒント
に、日本の伝統美と西洋的なライフス
タイルを融合させた商品を目指した。
生地には欧州など海外での販売を考
え、機能性に優れた合繊素材の袴地を
選び、KINU HAKIとは違ったカジュア
ル感を表現した。

部屋とテラスや庭を、室内履きで行
き来するライフスタイルに合わせ、ス
リッパ中敷きに新素材畳、底の部分に
は固いスポンジ素材を使うことで耐久
性を向上させるなど助成金を活用しな
がら工夫を随所に施し、「リゾート・
スリッパ」を完成させた。

手がけたことのない商品のため資材
調達にも苦労し、助成金を活用しなが
ら時間をかけて数多くの試作品を製作
した。ロンドン在住の和井内氏もたび
たび阿部産業を訪れ、納得できる仕上
がりにするために、自らミシンを踏ん
で完成させた。

今までは問屋からの注文でスリッパ
を作るだけだったが、「百貨店やセレ
クトショップとの取引が始まり、売場
担当者を通じてお客様の声を直接聞く
機会を得た」（阿部社長）。

それにより、顧客ニーズに応えるき
め細かい商品開発ができるようになっ
たことは大きな成果だった。また、
個人からの問い合わせも増え、ホーム

ページから購入できる仕組みも構築し
た。お客様の声を直接聞くことで、も
のづくりに対する意識に加え、よりお
客様目線で取り組むように変わってき
たという。

ロンドン、ミラノで
販売をスタート

平成23年に山形エクセレントデザイ
ン奨励賞を受賞したことで、新聞やテ
レビに取り上げられ、商品知名度も向
上した。「助成金を受けて、目指して
いた最高峰のスリッパができた。ス
リッパしか作ったことのなかった企業
に、新たなフィールドが広がった」と
阿部社長は助成金の効果を語る。ロン
ドンとミラノでの販売もスタートし、
地域の技と素材で、地場産業に新たな
可能性を切り開いている。

今後の事業展開
百貨店などのキャンペーン商品として、引き合いも増えている。お客様
の声には、より購入しやすい値段設定を望む声が多く、量産体制の構築
によるコストダウンに力を入れている。

阿
あ べ

部弘
ひろとし

俊 代表取締役社長（右）
阿
あ べ

部宏
ひろ

子
こ

 取締役（左）

衰退する産業への危機感が大きく、
何かをやらなければいけないという
思いが強かった。日本の古い地場産
業に、海外在住デザイナーの視点と
新たな感性が加わったことで成功へ
の足がかりとなり、助成金を受けた
ことで予想以上のものを作り上げる
ことができた。

ファンド担当者の視点！

事業成功のポイント

公益財団法人
山形県産業技術振興機構

助成審査会から熱意の強さを感じてい
た。単に業界全体が良くないと諦める
ことなく、熱意を持って取り組むこと
が欠かせない。賞の受賞も成功へとつ
ながる一歩となる。今後もさまざまな
分野へとチャレンジして欲しい。

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

阿部産業株式会社 お問い合わせ
公益財団法人山形県産業技術振興機構
☎ 023-647-3163

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

支援

共同
開発

百貨店、セレクト
ショップ、ホームページ 和井内京子氏

消費者 消費者（海外）

公
益
財
団
法
人
山
形
県

産
業
技
術
振
興
機
構

山
形
県
工
業
技
術

セ
ン
タ
ー
置
賜
試
験
場

阿部産業株式会社

販売 販売

総合監修

商品監修

米沢織
袴地の供給

デザイン依頼

ライフスタイル
コーディネーター
山田節子氏

神尾織物

バッグ
デザイナー
和井内京子氏

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）日本の伝統美と西洋
のライフスタイルを
融合した
袴地プロジェクト

袴地の凛とした日本の伝統美と穏やかなリゾート地のイメージを
融合させた「HAKAMA JITATEシリーズ」のピクニック・バッグ

ファンド名 やまがた地域産業応援基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人山形県産業技術振興機構

事業メニュー 創業・新事業支援事業（地域資源活用型）

申請テーマ
地域資源間連携による新商品開発
「HAKAMA-JI 再考プロジェクト」
～米沢織袴地の室内履き及び各種小物ケース～

助成期間 平成20年9月3日～平成23年8月31日

● 社名 阿部産業株式会社
● 事業内容 室内履き製造業
● 代表者 阿部弘俊 代表取締役社長
● 創業 年 大正 8（1919）年
● 所在地 山形県西村山郡
 河北町谷地中央 3-3-2
● TEL 0237（73）2141
● FAX  0237（73）2110
● URL  http://www.abesangyo.jp/
● 従業員数 23人（パート含む）
● 資本金 3,000万円
● 売上高 1億4,000万円（平成 23年 3月期）

会社概要

平成19年
山形県主催「エクセレントデザイン塾」
に参加
平成20年
「やまがた地域産業応援基金」助成事業
に採択、試作を開始。「HAKAMA-JI再
考プロジェクト」第1弾「KINU HAKI」
を発表
平成21年
「HAKAMA-JI再考プロジェクト」第2
弾「HAKAMA JITATE」を発表

事業化までの道程～年表～

「HAKAMA JITATEシリーズ」のリゾート・スリッパ
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今後の事業展開

福島県二本松市

杉島塗料株式会社

福島伝統の色漆
「色譜漆」の
製造技術確立に
成功

福島県の伝統産業が
途絶える危機

今、誰かがやらなければ、福島県の
伝統産業である「色譜漆（しきふうる
し）」は途絶えてしまう。杉島塗料株
式会社の杉島洪徳代表取締役は、危機
感を募らせていた。
福島県が特許を所有し、限られた人
だけに製造を認可してきた色譜漆唯一
の製造業者が突然亡くなり、製造でき
る者がいなくなってしまったためだ。
最後の製造業者が亡くなってしまっ
たことで、このままでは福島県の漆産
業そのものが無くなってしまう、と福
島県としても色譜漆製造の後継者を探
していた。
そこへ、福島県二本松市で一般塗料
の製造・販売や色譜漆の販売を行って
きた杉島社長が、色譜漆を地域の産業
として残さなければならないという使
命感を感じ、「誰もいないのならば、
自分がやるしかない」と決心して、色
譜漆の製造認可を福島県に申し出た。
福島県内の色譜漆関係者が注目する
なか、杉島社長と福島県の関係者によ
る協議が繰り返され、平成20年に杉島
塗料は色譜漆の製造者として福島県に
認可された。

漆の成分に負けない
安定した顔料を試行錯誤

色譜漆とは、天然漆に有機化合物を
添加し、速乾性を向上させたカラー漆
だ。速乾性が向上したことで、一般塗
料と同様に幅広い商業製品での活用が
可能だ。杉島社長は、塗料販売で培っ
た経験から、色譜漆をインクの一つと
とらえ「一般塗料として使用するた
めには、単色だけではだめだ」と、カ
ラーバリエーションの揃った色譜漆製
造法の確立に着手した。
漆塗りは、数千年の歴史を持つ日本
の伝統技術であるが、職人の経験と勘
の世界。微妙な色の違いを表現できる、
確立された製造技術はまだなかった。
漆に色を付けるためには顔料を混ぜ
込むが、現代の高度な工業印刷に対応
するためには、顔料の粒子をナノレベ
ルにまで細かくしなければならなかっ
た。「顔料を開発するための機器がど
うしても必要だった」と杉島社長。機
器の購入資金に活用するために、福島
県と中小機構などが資金拠出して造成
した「ふくしま産業応援ファンド」に
申請し、平成21年に採択された。「成
功の保証はどこにもない技術開発でと
ても不安だったが、助成支援があった

からこそ開発に踏み切れた」と杉島社
長は語る。

数千色の試作で
顔料の割合を数値化

従来は勘に頼っていた顔料の割合
や、添加剤、安定剤の割合を数値化
するために、杉島社長は助成金を活
用し、福島県ハイテクプラザ会津若松
技術支援センターに成分分析を依頼し
た。漆の主成分であるウルシオールに
影響を受けにくい安定した顔料を探す
ため、助成金を活用しながら、さまざ
まなタイプの顔料で試作を繰り返し
た。試作は一つの色で数百を数え、基
本色が揃うまでには、数千を超える試
作色が作られた。
また、助成金を活用し、開発した漆イ
ンクが実際の使用に耐えられるものか、
蒔絵師に使ってもらい、インクの伸びや
色の定着具合などの検証も行った。
伝統工芸品以外の幅広いニーズに対
応するため、助成金の活用で福島県ハ
イテクプラザ会津若松技術支援セン
ターに依頼して作ってもらった伝統文
様を使用して、シルク印刷所に依頼
し、工業製品に対応するための印刷テ
ストも行った。複雑なデザイン模様な
どでも均一に仕上げる印刷技術の指導
を受け、十分な発色を表現することが
でき、杉島社長は工業印刷にも十分に
通用することを確信した。

漆の新しい世界を開拓し
地域に貢献

1年かけて開発した漆インクは7色。
これを基本色として、平成23年より

「色譜漆」の販売を開始した。消泡
性、肉持ち感、折り曲げ性に優れ「色
譜漆」の特徴である速乾性もある。手
塗りだけでなく、シルクスクリーン印
刷、吹付け塗装などさまざな使用法に
対応が可能な「色譜漆」は、高級日本
酒のラベルにも採用された。
さらに旧来からの漆工芸品のみでは
漆インクの販売先が限られてしまうと
考え、新たな販路の開拓を目指した。
一時は途絶えていた「しぶいち塗り」
や「ふきうるし塗り」など古い漆技法
の復活にも取り組み、漆製品の商品企
画から漆インクの販売・漆加工までを
トータルで行う新たなビジネスモデル
「漆マジョリカ」を確立し、商標化も
目指している。
「単なる売り上げ優先の事業ではな
く、地場の産業としての漆産業を残す
という使命感を感じながら、何か一つ
光る企業になりたい」と杉島社長は色
譜漆にかける思いを語る。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

成分分析
依頼

アドバイス

印刷テスト
依頼

● 社名 杉島塗料株式会社
● 事業内容 塗料製造・販売、塗装業
● 代表者 杉島洪徳 代表取締役
● 設立年 昭和 23（1948）年
● 所在地 福島県二本松市亀谷 1-124
● TEL 0243（22）0803
● FAX  0243（23）5254
● 従業員数 10人
● 資本金 2,400万円
● 売上高 2億円（平成 24年 2月期）

会社概要

ゴルフクラブのような曲面にも繊細な柄を印刷する
ことができる

杉
すぎしま

島洪
ひろのり

徳 代表取締役

漆の世界は閉鎖的で、ゼロからのス
タートとなった。それが逆に新し
い分野として注目された。顔料の割
合を決定するまでの試行錯誤は、気
の遠くなるような思いだったが、助
成金に採択されたことで、勇気が出
た。地場産業を途絶えさせてはなら
ないという使命感と、何か一つ光る
企業になりたいという強い思いが
あったから実現できた事業だ。

ファンド担当者の視点！

消費者

シ
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ク
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公
益
財
団
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杉島塗料株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
福島県産業振興センター

福島県の財産であり残すべき技術
に支援できたことは意味のあるこ
とだったと感じます。企業として
は利益を上げていくことも重要で
あり、販路の拡大に今後期待して
います。

平成20年
福島県より「色譜漆」の製造認可
平成21年
「ふくしま産業応援ファンド」助成事
業に採択
平成23年
製造方法を確立し「色譜漆」の販売を
スタート
平成24年
「色譜漆」を使用した商品開発に着手

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

商品企画、漆販売・加工

ファンド名 ふくしま産業応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人福島県産業振興センター

事業メニュー 技術（地域資源）開発等事業

申請テーマ 速乾性漆（自動酸化重合型漆）を応用した
色漆インクの開発とその活用研究

助成期間 平成21年4月1日～平成22年3月31日
「色譜漆」は、商業施設用車両など、大型のものにも使用可能

お問い合わせ
公益財団法人福島県産業振興センター
☎ 024-525-4070

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

漆マジョリカで開発した家具が「ジャパンインテリア総合展2011」で内閣総理大
臣賞を受賞し、販路開拓にも弾みがついた。今後も数多くの展示会に参加し、現
代にマッチする色譜漆の技術をPRし、販路開拓を進めたい。

木工所、家具店、印刷所、伝統
工芸師、家具メーカーなど

今後の事業展開
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茨城県笠間市 

株式会社小田喜商店

栗の旨味と風味が
ぎゅっとつまった
 栗菓子「ぎゅ」で
岩間の栗をアピール

栗の美味しさをそのまま
凝縮した新しい栗菓子

日本一の栗の収穫量を誇る茨城県。
株式会社小田喜商店は、茨城県内でも
有数の栗の産地である笠間市岩間地区
で約40年間、栗の加工や販売を営んで
きた「栗や」だが、平成12年からは栗
菓子の製造・販売も始めている。

小田喜商店が栗菓子を作ったきっか
けは、小田喜保彦代表取締役の「岩間
の栗の美味しさを伝えたい」という思
いだった。岩間の栗を消費者に直接ア
ピールするため、小田喜社長はさまざ
まな栗菓子を開発してきた。

平成23年に発売された「ぎゅ」も小
田喜商店オリジナルの栗菓子。原材料
は栗と砂糖だけ。栗本来の旨味と風味
がぎゅっとつまった濃厚でやさしい味
わい。しっとり・ほくほくした独特の
食感。栗の美味しさをそのまま味わえ
る、まったく新しい栗菓子だ。

「栗や」にしか作れない
菓子作りに取り組む

「最初はケーキを作ろうと思ってい
た」と小田喜社長は言う。栗のお菓子
といえば洋菓子という固定観念を持っ

ていたからだ。どんなケーキを作ろう
か迷っていた小田喜社長は、以前から
懇意にしていた笠間地域農業改良普及
センターに相談。「栗そのものの味を
楽しめるものがいいのでは」というア
ドバイスが転機となり「そうだ！ 小田
喜商店は洋菓子店じゃない。『栗や』
だからこそ作れる栗菓子を作ろう」と
小田喜社長は思い立った。

新しい栗菓子を作るためには、新し
い知識やアイデアを提供してくれる人
脈が必要だ。そう思った小田喜社長
はインターネットなどで支援機関を探
し、茨城県と中小機構などが資金拠出
して造成した「いばらき産業大県創造
基金」を知った。「助成を受ければ人
脈が広がり、より多くの人の知恵を借
りることができそうだ」と思い申請。
平成21年に採択されたことで、新しい
栗菓子作りが本格的にスタートした。

助成から生まれた人脈が
新しいアイデアをくれた

栗の美味しさをそのまま伝える菓子
作りは容易ではなかった。

助成金を活用して市場調査を行った
が、栗の味と風味を十分に引き出す製
法のヒントはなかなか見つからない。

壁にぶつかった小田喜社長を救った
のは、助成を通して生まれた人脈だっ
た。ファンド運営管理法人である公
益財団法人茨城県中小企業振興公社の
担当者からもらった「栗ペーストを使
う」というアイデアが、突破口になっ
た。栗の風味が感じられる栗ペースト
は、小田喜商店の人気商品の一つ。以
前から洋菓子店などに卸していたが、
それをさらに加工して商品にするとい
う発想は、小田喜社長にはなかった。

栗ペーストを使った菓子の試作を始
めた小田喜社長が、最も頭を悩ませた
のはしっとりした食感の実現だった。
「ぎゅ」は、栗ペースト生地を型で成
形し、オーブンで焼くという製法で作
られるが、生地が薄いと火が通り過
ぎて固くなり、逆に厚いと中がべとべ
としてしまう。また、長い時間加熱す
ると栗の風味が逃げてしまうため、高
熱・短時間で一気に焼き上げなければ
ならない。形や厚みを変えた生地を、
温度や時間を変えて何度も焼く。数え
きれないほど行われた試作用オーブン
の導入には、助成金が使われた。

試作を繰り返し、理想の食感にたど
り着いても、小田喜社長は満足できな
かった。「味のアクセントが欲しい」
と思った小田喜社長が悩んだ末にひら
めいたのが、表面に砂糖をまぶして焼
くという方法。砂糖が熱で溶けてでき
るカラメルの甘さとほろ苦さがアクセ
ントになり、栗の風味を一層引き立て
た。「いいお菓子ができた」と小田喜
社長は満足そうに顔をほころばせる。

平成22年、「ぎゅ」が完成。小田喜
商店の店頭やインターネットで販売を
始めると、口コミやメディアに紹介さ
れたことで評判となり売上も好調だ。

栗の評価を高めることが
農家の繁栄につながる

「ぎゅ」をはじめとした栗菓子を通
して、岩間の栗の美味しさをさらに広
めていきたいと小田喜社長は言う。

岩間の栗の美味しさが正しく評価さ
れることは、栗農家の収益向上にもつ
ながる。「栗農家が健全に存続してい
くためにも、栗の美味しさを伝え続け
ることが大切なんです」。そう語る小
田喜社長の言葉には地元への愛、そし
て栗への愛がぎゅっとつまっていた。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援 アドバイス

原料提供

会社概要

「ぎゅ」の原材料となる岩間の栗。小田喜社長は「普
通の岩間の栗だよ」と言うが、ふっくらとした丸みや
表面のつやから品質の高さが分かる

小
お だ き

田喜保
やすひこ

彦 代表取締役

ファンド担当者の視点！

消費者
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人
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社

株式会社
小田喜商店

笠間地域
農業改良普及
センター
茨城県
工業技術
センター
茨城県農業
総合センター
園芸研究所

栗農家

事業成功のポイント

公益財団法人
茨城県中小企業振興公社

平成21年
「いばらき産業大県創造基金」に採択
され、栗本来の味と風味を活かした新
しい栗菓子の開発を始める
平成22年
助成期間ギリギリまで試作を繰り返
し、8月に栗菓子「ぎゅ」が完成
平成23年
製造体制を整え、11月から小田喜商
店の店頭やホームページで「ぎゅ」の
販売をスタート

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 いばらき産業大県創造基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人茨城県中小企業振興公社

事業メニュー いばらき地域資源活用プログラム  
地域資源育成支援事業

申請テーマ 茨城栗ペーストの小売用新商品開発事業

助成期間 平成21年８月20日～平成22年８月19日 栗やの作った栗菓子「ぎゅ」。一見ようかんのように見えるが、口に入れるとびっくり
するほど「栗」！ その味と香り、食感は、まさに新感覚

農家から届いた栗を台に広げ、手作業で良質な栗を
選定。その素早さはまさにプロの技だ

お問い合わせ
公益財団法人茨城県中小企業振興公社
☎ 029-224-5317

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 株式会社小田喜商店
● 事業内容 茨城県産の生栗の販売／
 栗の加工・加工品の販売
● 代表者 小田喜保彦 代表取締役
● 設立年 昭和 46（1971）年
● 所在地 茨城県笠間市吉岡 185-1
● TEL 0299（45）2638
● FAX  0299（45）2639
● URL  http://www.kurihiko.com/
● 従業員数 17人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 2億4,000万円（平成24年4月期）

「ぎゅ」の開発には２つのポイント
があった。まずは妥協しない小田
喜社長の熱意。もうひとつは小田喜
社長が支援機関等を上手に活用した
こと。「ぎゅ」はこれらの力が結集
し、生まれた商品である。

現在は「ぎゅ」の商品開発を通して知り合った人脈を活かし、新しい栗菓子
を構想中。栗の収穫期以外でも生の栗の美味しさを味わってもらえるよう、
栗の味や風味だけでなく、その食感まで再現した菓子を作ることが目標。

私たちのような中小企業には、新
商品開発を専任で行う社員を採用
する余裕はない。助成を受けたこ
とでアドバイスをもらい、専門家
を紹介してもらえたことは大きな
メリットだったと思う。何よりも
うれしかったのは、茨城県と栗を
愛する人たちと出会い、一緒に仕
事ができたこと。同じ思いを持つ
人と話すことは本当に楽しかった。

販売

今後の事業展開
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千葉県長生郡

株式会社森川製作所

直径30μマイクロメートルmの穴を
精密に仕上げる
世界レベルの
微細切削技術を実現

微細切削技術に求められる
ミクロ単位の精度

金属に直径１mm以下の微細穴加工を
行う場合、もっとも精度が高いのはド
リルで金属を切削するドリル加工だと
言われているが、その反面「バリ」が
発生するというデメリットがある。
バリとは、ドリルの抜け際で表面に
突出した削り残し部分のことで、穴加
工を行う場合はドリルの入口側と出口
側、つまり穴のまわりに発生する。顕
微鏡でしか確認できない小さな突起だ
が、精密機器においては、さまざまな
トラブルのもととなるやっかいなもの
だ。しかも微細穴加工の場合は穴もバ
リも小さいため、加工後に除去するこ
とはできない。
バリがなく、角がシャープに仕上

がった穴のことを、精密加工業界では
「バリレス・ピンカドの穴」と呼んで
いる。このバリレス・ピンカド加工を
実現することは、業界が追求する永遠
のテーマであった。

バリレスを実現できない
悔しさが開発のきっかけ

精密加工を行う株式会社森川製作所

は、平成20年にあるメーカーからプラ
ズマディスプレイ製造部品の試作の依
頼を受けた。技術力の高さには定評の
ある同社だったが、この時はバリを完
全に除去することができず、受注には
至らなかった。この時の悔しさがバリ
レス・ピンカド加工技術の強化に本格
的に取り組むきっかけとなったのだ。
技術開発は、技術顧問の吉田真也氏
が中心となって行われた。吉田氏がま
ず行ったのは、最新技術の調査だ。
社内での研究や社外セミナーへの参加
などによって分かったのは「バリ取り
は困難である」ということだった。し
かし吉田氏は「困難だからと諦めてし
まっては駄目だ」と考え、技術力強化
への思いをより一層強めた。

最新技術＋経験が生んだ
今までにない技術

吉田氏は現状を打開するため、千葉
県と中小機構などが資金拠出して造成
した「ちば中小企業元気づくり基金」
を活用することにした。以前も助成を
受けて技術開発に取り組み、新事業を
展開した実績があったからだ。助成金
を活用することで技術開発のスピードを
アップさせたいという思いがあった。

ここから、バリレス・ピンカド加工
技術の開発が具体的に動き出した。
まずは、精密加工機の調整を行い、
主軸の揺れを1μm以下におさえた。こ
れは日本でもトップクラスの精密さを
意味する。さらに切削工具（ドリル）
を最適化。ドリルの形状はメーカーに
よって異なるため、さまざまなドリル
を取り寄せ、バリが発生しづらいドリ
ルを選定した。そして切削油に超音波
でエネルギーを与えることで、切削し
ながらバリを排出する、超音波キャビ
テーションを導入。ドリルの購入や
最新機器を使った試作のための費用に
は、助成金が活用された。
これによって、バリは少なくなった
が、まだ吉田氏が満足できるレベルで
はなかった。さらに試行錯誤を繰り返
した結果、昔ながらの金型設計技術を
プラスすることによって、バリレス・
ピンカド加工技術を実現できること
が分かった。「詳しいことは内緒。森
川製作所独自のシークレットな技術で
す」と吉田氏はいたずらっぽく言う。
最新技術と昔からある技術の融合

が、最新を超える技術を完成させた。
「世界で一番パーフェクトで美しい、
バリレス・ピンカドの穴ができたと自
負しています」と吉田氏は言う。
助成金を利用をしたメリットは、試

作のための費用捻出だけではなかっ
た。産学官連携を推進する千葉県のサ
ポートにより、千葉大学名誉教授・吉
田嘉太郎氏からアドバイスや情報提供
を受けられたことも、技術開発の大き
な推進力になったという。

微細加工のトップ技術で
さらなる発展をめざす

ホームページや展示会でバリレス・
ピンカド加工技術をアピールすること
で、新しい顧客も着実に増えている。
また、今までの顧客である電機メー
カーや化学繊維メーカーの他に、医療
機器メーカーや高度研究機関からの問
い合わせもある。「納入した精密部品
が顧客を通して、他の顧客へと営業でき
るのが理想」と吉田氏は考えている。
今後は、微細穴加工のトップメーカー
としての認知度を日本全国で高め、さら
なる事業拡大をめざしていく。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

● 社名 株式会社森川製作所
● 事業内容 機械部品製造業（多種・少量部品加工）
● 代表者 森川孝行 代表取締役社長
● 創業年 昭和 43（1968）年
● 所在地 千葉県長生郡白子町八斗 2484
● TEL 0475（33）6651
● FAX  0475（33）2164
● URL  http://www.morikawa-precision.co.jp/
● 従業員数 39人（パート・アルバイト含む）
● 資本金 1,000万円
● 売上高 3億3,000万円（平成23年12月期）

会社概要

試作品ができるたびに、顕微鏡でバリの有無を確
認。これを繰り返し「バリレス」へと近づけていく

森
もりかわ

川孝
たかゆき

行 代表取締役社長

ファンド担当者の視点！

顧客（電機メーカー・医療機器メーカー・
化学繊維メーカーなど）
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株式会社森川製作所

振動機器メーカー工具メーカー

事業成功のポイント

公益財団法人
千葉県産業振興センター

延性材料などの難削材の加工でバリ
がほとんど発生しない技術として、
液晶テレビ製造用のディスペンサー
ノズルや医療用ノズル部品製造に活
用され始めている。今後当センター
としても、注目していきたいと思う。

平成20年
メーカーからの依頼でプラズマディ
スプレイ製造部品の微細穴加工を試
作するが、バリ除去ができず、失注
平成21年

「バリレス・ピンカド」実現のための技
術力強化に着手。社内での研究試作や
社外セミナーへの参加などを行う
平成22年
現状を打開するため「ちば中小企業元気
づくり基金」助成事業に申請。支援を受け

「バリレス・ピンカド」加工技術を確立

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 ちば中小企業元気づくり基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人千葉県産業振興センター

事業メニュー 新商品・新技術・特産品等開発助成

申請テーマ 超精密微細難加工部品の切削加工技術の開発

助成期間 平成22年7月2日～平成23年2月28日

微細穴加工を行った金属の顕微鏡写真。中央は森川製作所の技術を使って仕上げた
穴形状（バリレス・ピンカド）、右下は通常加工による穴形状（バリあり）。穴の周囲にあ
るめくれあがっているように見える部分が「バリ」。穴の直径はどちらも50μm（100
分の5mm）。穴の大きさを比較すると「バリ」がいかに小さなものかが分かる

微細穴加工を行う精密加工機。ここに試行錯誤を繰
り返して完成した、森川製作所の技術がつまっている

お問い合わせ
公益財団法人千葉県産業振興センター
☎ 043-299-1078

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。
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供
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機器の
検討・提供

ドリル
提供

顧客からの多様な要望に対応できるよう、0.1mmの薄板やチタン、セラ
ミックといった硬脆性材の微細穴加工にも取り組み、「どんなものにもバ
リレス・ピンカドの微細穴加工ができる」技術をめざす。

中小企業が研究費を捻出するのは
容易ではないが、生き残っていく
ためには、他社にはできない技術
を開発し続けなければならない。
助成金はその一歩を踏み出す力に
なった。今世の中にある技術レベ
ルを超えた、ナンバーワン・オン
リーワンの技術を開発するという
強い気持ちを持って技術開発に向
き合うことが大切だと思う。

今後の事業展開
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新潟県妙高市

中越地震の経験を教訓に
無人航空機開発へ

株式会社エア・フォート・サービス
は、自動シャッターのカメラを取り付
けたラジコンヘリで航空写真を撮影す
る事業を行う、全国でも珍しい企業。
子どもの頃からラジコンが趣味の山㟢
健吾代表取締役が、妙高市で発生した
土砂崩れ災害をラジコンヘリで撮影し
たことがきっかけとなり、平成2年に設
立された。

事業開始後は新潟県内の自治体を中
心に、ラジコンヘリを使った河川の撮
影や、測量会社からの依頼で上空から
土地の撮影などを行っていたが、平成
16年に発生した新潟県中越地震での経
験が、山㟢社長をUAV（Unmanned 
Aerial Vehicle/自立無人航空機）の開発
へと向かわせることとなった。

新潟県中越地震の発生直後に、航空
写真の撮影を依頼され、山古志村に向
かったが、村へ通じる道路が寸断さ
れ、現場までたどり着くことができな
かった。有視界飛行で操作するラジコ
ンヘリは、飛行距離半径500mほどが
限界。航空写真を撮影することができ
ずに無力感を味わった山㟢社長は、
「もっと遠くまで飛ばせるものにした

い」と、当時、海外で開発が進んでい
たUAVの開発を決心した。

助成金活用でタフな機体と
高品質画像を実現

GPSの緯度・経度情報をもとに自力
で飛行し、撮影して戻ってくるUAV
は、高度約5,800mまで上昇することが
でき、巡航距離も約500kmの長距離飛
行が可能だ。気温零度以下の厳しい条
件でも安定した撮影ができ、しかも人
が乗っていないため、万が一の状況で
も人命に関わる事故にならない。

国内のさまざまな企業がUAVの開発
に取り組んでいるが、実際に事業とし
て運営している企業は、今のところ同
社以外にない。UAVの開発には、イン
ターネットで見つけた、新潟県と中小
機構などが資金拠出して造成した「に
いがた産業夢おこし基金」を活用し
た。平成20年に採択され、県外の協力
企業と共に自動自立ソフトの開発と、
高度5,000m以上という厳しい環境下で
も壊れない、タフな機体とエンジンの
開発に取り組んだ。

最も苦心したのは、エンジンの振動
でカメラが揺れ、画像がブレてしまう
点。カメラの手ブレ補正機能に加え、

助成金を活用しながら、エンジンの振
動でカメラが揺れず、安定した撮影画
像を実現するために機体の補強やエン
ジンの周囲に緩衝材を入れるなど、何
度も試作を繰り返した。試行錯誤の
末、平成20年にUAVが完成すると、翌
年には妙高市と「災害支援協定」を結
び、災害時にいち早く被災の状況を調
査するという社会貢献活動に動き出し
た。

福島原発事故の撮影画像が
日本中を駆け巡る

そんな時に起きたのが平成23年3月11
日の東日本大震災だ。

発生から1週間余り過ぎた3月20日、
山㟢社長はUAVと共に福島市にいた。
水素爆発が起き、大量の放射性物質が
出ていた東京電力福島第一原子力発電
所を撮影するためだった。事故後、放
射線量が高いために誰も近づくことが
できない状況を見かねた妙高市長が、
「空から無人で撮影する技術を持った
会社がある」と政府に知らせた。

福島市内の飛行場から飛び立った
UAVは、現場上空で撮影を済ませ無事
帰還。この時の撮影画像が報道各社に
配布され、エア・フォート・サービス
の技術が一躍注目を浴びることとなっ
た。「政府関係者から直接依頼の電話
をいただいた時にはびっくりしまし
た。この基金の助成先企業ということ
で信頼されたのだと思います」と山㟢
社長は語る。

本物の航空機が近づいた時に自動回
避する機能など、安全機能の開発に加
え、「今後は災害分野だけでなく、海
水温の観測など環境分野や農業分野で

の広がりを目指している」と言う山㟢
社長。UAVの小さな機体に、社会の大
きな期待が寄せられている。

今後の事業展開
知的無人ロボットの研究が近年進み、UAVの可能性もだいぶ認知され
てきた。災害時に社会に貢献することが最優先の使命と考えているが、
人が喜ぶエンターテインメント分野も取り入れたい。

ファンド担当者の視点！

事業成功のポイント

公益財団法人
にいがた産業創造機構

遭難者の捜索・救助におけるUAVの活
用について、県との共同研究が進めら
れ、地域と密接した社会貢献活動への
期待がますます高まっている。海外か
らの問い合わせも多いと聞き、妙高市
発の国際企業として注目している。

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社エア・フォート・サービス お問い合わせ
公益財団法人にいがた産業創造機構
☎ 025-246-0025

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

ブレのない驚きの
鮮明画像を実現。
福島原発撮影で注目の
無人航空機撮影

実機を使用した航空写真とくらべて同等以上の写真品質、しかもローコスト、
人が乗らないので人災もなくメリットが大きいUAV

ファンド名 にいがた産業夢おこし基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人にいがた産業創造機構

事業メニュー わざづくり助成事業

申請テーマ 天災発生から安全かつ早く情報収集を
可能にする特殊飛行機の開発

助成期間 平成20年8月8日～平成21年8月7日

● 社名 株式会社エア・フォート・サービス
● 事業内容 無人飛行機による空中写真撮影
● 代表者 山﨑健吾 代表取締役
● 創業年 平成 2（1990）年
● 所在地 新潟県妙高市東陽町 2-20
● TEL 0255（73）7728
● FAX  0255（72）1196
● URL  http://www.yamazaki-k.co.jp/  
 airphoto/
● 従業員数 5人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 3,600万円（平成 23年 4月期）

会社概要

飛行中のUAVをGPSで監視するコントロール基地

平成16年
無人航空機の開発に着手
平成20年
「にいがた産業夢おこし基金」助成事
業に採択、試作を開始。自動自立コン
ピュータが完成、テストフライトを
実施
平成23年
東京電力福島第一原子力発電所の現場
航空写真で注目される

事業化までの道程～年表～

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

山
やまざき

㟢健
けん

吾
ご

 代表取締役

趣味が高じて始めた事業だったが、
投げ出さずに続けて来たことが成
果となった。撮影技術にもこだわっ
て、実際の航空機で人が撮影する以
上の品質を実現できたことも注目さ
れた。助成金は資金面だけでなく、
企業の信頼感という面でも大きな効
果があった。

自治体・政府関係機関・土地測量企業・農業関係者など

公
益
財
団
法
人

に
い
が
た
産
業
創
造
機
構

妙
高
市

株式会社
エア・フォート・サービス

サービス提供

災害支援
協定

平成23年には「新潟県技術賞」の表彰を受けた

3月20日に撮影された福島第一原発。現場のようす
が鮮明に撮影されている 
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山梨県南アルプス市

有限会社榊工業

寝具から森林保全。
人と自然に優しい
間伐材を利用した
「循環型」寝具

職人の技へのこだわりと
森林への思い

自然豊かな山梨県南アルプス市にあ
る建設会社、有限会社榊工業の横内靖
英代表取締役には、二つの悩みがあっ
た。一つは建築工法の変化により、職
人の技が活かされる仕事が減少してい
ること。もう一つは間伐材問題だ。森
林を育てるためには、間伐（間引き）
が必要不可欠だ。しかし、安価な輸入
材のシェア増加に伴い、国内の木材や
間伐材の需要が減少。費用の問題から
適切な間伐が行われていないことが、
森林破壊を進める原因となっている。
「森林を守るためには、間伐材の有
効利用が必要だ」「職人の技を活かし
て、森林保全に貢献したい」。そんな
横内社長の思いから生まれたのが、山
梨県産ヒノキの間伐材チップを使った
「フィトンの寝具」だ。

「使い捨て」が
エコにつながる

フィトンの寝具のメイン商品は枕。
ヒノキに含まれる「フィトンチッド」
という成分が持つ消臭・除菌効果、
熱吸収・吸湿効果。そして、適度な硬

さと頭を乗せた時のほどよいフィット
感が、快適な睡眠をサポートしてくれ
ると人気の商品だ。しかし、フィトン
チッドの効果は約1年で薄れてしまうた
め、買い替えが必要になる。極端に言う
と「使い捨て」の枕ということだ。
「使い捨て」と「エコ」は反するも
のと思われがちだが、フィトンの寝具
の場合は使い捨てることがエコにつ
ながると横内社長は言う。「間伐材は
発生し続けています。だから、間伐材
を使った寝具を消費し続けることは
森を豊かに育てることにつながるんで
す」。また、フィトンの寝具は、製造
する時はもちろん、破棄の際も環境に
与える影響が少ない。「チップを土に
混ぜれば、植物の肥料になる。使い捨
てというよりも『循環型』の寝具なん
です」と横内社長は強調する。
フィトンの寝具は、人に優しいだけ
でなく、環境にも優しい寝具なのだ。

新聞記事で知った
商品開発のための助成金

横内社長が間伐材を使った寝具作り
を考え始めたのは平成20年。「木の特
性は知っていたからね。それを活かす
には、寝具がいいと思ったんです」。

間伐材を使った枕の試作を始めた
頃、助成金を活用して新技術を開発し
たという新聞記事を見つけた。新商品
開発のための助成なら条件に合ってい
ると思い、山梨県と中小機構が資金拠
出して造成した「山梨みらいファン
ド」に申請。平成22年に採択されたこ
とによって、横内社長の「思い」は具
体的な「形」になっていく。

建築業の技を活かし、
独自のチップ加工を実現

横内社長が最もこだわったのはチッ
プの形状だ。チップが薄ければ柔らか
なフィット感を出せるが、1カ月ほど使
用するとチップがへたり、体積が20％
ほど減ってしまう。チップを厚くすれ
ばへたりは少なくなるが、硬くなるた
め寝心地がいいとは言えない。
横内社長は助成金を活用して作った
試作設備で、木材を削る刃の形状や削
るスピードの調整を繰り返し行い、
オリジナルのカールチップを完成させ
た。カールが重さを分散することで体
積の減少を7～12％におさえることがで
き、さらに通気性もアップする。
「工夫するのは私の得意とするとこ
ろですからね」と横内社長は言う。木
を知りつくした職人の技とこだわり
が、チップ作りにも活かされたのだ。
チップの試作と並行して、材料とな
る間伐材が持つ消臭性試験や温度・湿
度試験も実施。研究機関に委託して行
われた試験にも助成金が活用された。
「やらなきゃいけないことが予想以
上にあったけど、助成金のおかげでゆ
とりを持って開発に取り組めました」
と横内社長は当時を振り返る。

小さな「気づき」が
明日を変えていく

平成23年6月、フィトンの寝具の販売
を開始。当初は個人向けの販売が中心
だったが、展示会などを通して他の企
業との提携による販路拡大の商談も進
行している。
寝具を通して自然のよさを感じ、そ
の大切さに気づいて欲しいと横内社長
は言う。「フィトンの寝具によって、
少しだけれど、社会の意識を変えてい
るという手応えを感じています」。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

消臭
試験

温度・
湿度試験

原材料
供給

会社概要

材料となる間伐材。ふっくら感をだすため、加工時
の木材の水分量にもこだわっている

横
よこうち

内靖
やすひで

英 代表取締役

ファンド担当者の視点！

消費者

公
益
財
団
法
人
や
ま
な
し
産
業
支
援
機
構

有限会社榊工業 一般財団法人
日本繊維製品
品質技術センター

株式会社
山梨県環境科学
検査センター

山梨県木材製品
流通センター
協同組合

事業成功のポイント

公益財団法人
やまなし産業支援機構

平成20年
間伐材の有効利用を模索し始める。木
材の種類や既に販売されている枕に
ついて調べ、試作を行う
平成22年
「山梨みらいファンド」助成事業の助
成を受け、「フィトンの寝具」の開発
を本格的にスタートする
平成23年
6月に販売をスタート。インターネッ
トや展示会などで積極的に販促活動
を行う

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 山梨みらいファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人やまなし産業支援機構

事業メニュー 新製品研究開発支援事業

申請テーマ 山梨県産間伐材等のヒノキ、スギ等の削り粉、粉砕
チップ等及び紙等を利用した使い捨て寝具類の開発

助成期間 平成22年6月7日～平成23年5月15日 「フィトンの寝具」の枕。中身は山梨県産ヒノキの間伐材を独自の技術で加工した
カールチップ（右下）。ヒノキの香りとほどよいフィット感が安眠へと誘う

製造作業中の横内社長。ヒノキを削るスピードで
仕上がりが変わるため、その目は真剣だ

お問い合わせ
公益財団法人やまなし産業支援機構
☎ 055-243-1888

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 有限会社榊工業
● 事業内容 建築・不動産業
● 代表者 横内靖英 代表取締役
● 設立年 昭和 55（1980）年
● 所在地 山梨県南アルプス市上宮地 972
● TEL 055（284）1416
● FAX  055（284）1442
● URL  http://www.sakaki55.jp/
● 従業員数 2人
● 資本金 2,200万円
● 売上高 4,300万円（平成 24年 5月期）

この製品は木材の魅力を知るからこそ
行き着いたものだといえる。製品を作
り売るだけではなく、「環境」にも優
しい「循環型の寝具」という新しい機
能を付与した寝具を一つのきっかけ
に、これからも消費者と環境に優しい
製品を生み出していって欲しい。

ヒノキのチップを利用した「アイス枕」を山梨大学との産学共同で開発
中。ヒノキのチップを凍らせると、穏やかな冷たさが持続し、溶ける時は
ほのかにヒノキの香りが漂う。平成25年には商品化をめざしている。

やまなし産業支援機構から派遣さ
れたアドバイザーの方には、本当
にきめ細かにフォローしてもらっ
たと思う。中小企業にアドバイス
してくれる人は、なかなかいない
から、助成金はもちろん、サポー
トしてくれるスタッフがいたこと
は、とても心強よかった。アドバ
イザーがいることで、安心して新
事業に取り組むことができた。

今後の事業展開
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静岡県富士市

株式会社トヨコー

鋼鉄メンテナンスの
常識を変える
エコ・安全・高精度な
塗膜除去技術を開発

大型鋼構造物の安全を守る
エコで高精度な新技術

橋梁などの大型鋼構造物を保全する
ためには、一度完全に塗料を除去し、
塗り替えを行うというメンテナンスが
必要だ。現在、塗料の除去には砂など
を高速で噴射して塗料を削り取るブラ
スト工法が多く用いられているが、粉
じんや騒音の発生、下地の鉄骨を傷め
るといった問題がある。また、塗料と
砂などが混じることで、産業廃棄物の
量も増加する。塗膜剥離剤を使った工
法もあるが、産業廃棄物の増加という
問題は解決できない。
従来の除去工法の問題点を解決し

たのが、株式会社トヨコーが開発し
たレーザー塗膜除去装置「クーレー
ザー」だ。「レーザーで塗膜を瞬間的
に気体へと昇華させることで、塗料を
除去できます」と同社の豊澤一晃取締
役は、そのメカニズムを説明する。除
去した塗料の微粒子を吸引することで
粉じんの発生を抑制。下地も傷めな
い。また、産業廃棄物の量はブラスト
工法の10分の1以下に抑えられる。
環境に優しくて安全、クオリティの
高い塗膜除去を実現した新たな工法と
して注目を集めている。

開発のための産学共同を
助成機関が橋渡し

トヨコーが塗膜除去の新技術開発に
取り組んだ理由は、経営の安定化だっ
た。景気の低迷などにより、塗装改修
の依頼が減少。安定したインフラ事業
への参入を模索したが、競合が多いた
め参入は難しい。「新しい技術があれ
ば、突破口になる」と豊澤取締役は考
えた。現状の塗膜除去工法には課題が
多いが、何十年も画期的な方法は開発
されていなかった。この技術を革新す
ることがチャンスになると考えた。
塗膜除去には「力」が必要だ。その
エネルギー源を何にするかを模索し、
レーザーに目をつけた。平成19年、別
の技術開発で支援を受けていた財団法
人しずおか産業創造機構（現：公益財
団法人静岡県産業振興財団）に相談す
ると、浜松市にある光産業創成大学院
大学との産学共同開発を薦められた。
豊澤取締役は教授とのディスカッション
から、レーザーの有用性を確信した。
そして平成21年、財団からの勧めで
静岡県と中小機構などが資金拠出して
造成された「静岡県地域活性化基金」
に申請。採択を受け、レーザー塗膜除
去装置の開発が始まった。

レーザー装置の
研究開発費に助成金を活用

豊澤取締役が開発にあたって最も大
切にしたのは現場の視点だ。「現場で
何が求められているかを知っているこ
とが、トヨコーの強みですから」。
精密機器であるレーザー装置を建

築・土木現場で利用するためには、ま
ず振動やほこりへの耐久性や堅牢性が
必要だ。レーザー装置の製造に協力し
てくれる会社は、以前から懇意にして
いた中小機構関東本部が紹介してくれ
た。また、高額なレーザー装置の試作
費用には助成金が活用された。
レーザーのパラメーター設定も重要
な問題だった。下地の鉄骨を傷つけず
に塗膜だけを除去することは理論的
に可能だが、建築・土木工事の現場で
使われるという条件を加味すると、そ
の設定は複雑で困難なものになる。ま
た、実用性を考えた場合、エネルギー
の効率も勘案しなければならない。
「少し条件を変えただけで、起きるべ
き現象が起きなくなることもある。不
思議ですよね」と豊澤取締役は苦笑い
する。実験は光産業創成大学院大学の
研究室で繰り返し行われ、そのための
共同研究費にも助成金が使われた。
一番苦労したのは、レーザーヘッド
のハンディ化だった。最も劣化しやす
い金属の隅部の塗装や錆を除去するた
めには、レーザーヘッドを手で持って
作業することが必要だ。「高出力レー
ザーを制御するヘッド部分を、片手に
収まる大きさにすることは非常に難し
かったですね」と豊澤取締役は語る。
レーザーヘッドの設計は、現場を知る
トヨコーが自社で行った。

「新技術の開発には気が遠くなるよ
うな作業工程が必要だし、本業だけで
精一杯な中小企業が新しい事業を始め
るのは、本当に大変。でも、助成金を
活用できたことが、大きな推進力に
なった」と豊澤取締役は言う。
平成24年2月、テスト機が完成。同年
同月、中小機構関東本部の支援を受け
て、国の支援事業である「新連携事業
認定計画」の認定を受け、さらなる改
良と検証実験、事業化への動きが進ん
でいる。この技術が、建造物メンテナ
ンスのあり方を変える日は遠くない。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

共同研究

技術協力

技術協力

会社概要

トヨコー本社外観

豊
とよさわ

澤弘
ひろやす

康 代表取締役

ファンド担当者の視点！

鉄道会社・道路管理会社など

公
益
財
団
法
人
静
岡
県
産
業
振
興
財
団

株式会社トヨコー レーザー装置
製造会社

プラスチック
部品製造会社

光産業
創成大学院
大学

事業成功のポイント

公益財団法人
静岡県産業振興財団

平成19年
光産業創成大学院大学と共同で、レー
ザー塗膜除去技術に着手
平成20年
レーザーによる塗膜除去技術を発明
する
平成21年
「静岡県地域活性化基金」助成事業に
採択され、試作機を開発
平成24年
テスト機が完成
2月に国の支援事業である「新連携事業
認定計画」の認定を受ける

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 静岡県地域活性化基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人静岡県産業振興財団

事業メニュー 産学官連携研究開発助成事業

申請テーマ 塗膜の光剥離装置における低コスト・高機能化実現のための
レーザー光制御技術と光ビーム走査機構に関する研究開発

助成期間 平成22年4月1日～平成23年2月28日 レーザー塗膜除去装置「クーレーザー」。ここから出力されたレーザーを
光ファイバーでハンディのレーザーヘッドに送り、塗膜除去の処理を行う。

お問い合わせ
公益財団法人静岡県産業振興財団
☎ 054-254-4512

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 株式会社トヨコー
● 事業内容 建築工事業／とび・土木工事業／
 塗装工事業／防水工事業
● 代表者 豊澤弘康  代表取締役
● 設立年 平成８（1996）年
● 所在地 静岡県富士市青島町 39
● TEL 0545（53）1045
● FAX  0545（53）2045
● URL  http://www.toyokoh.com/
● 従業員数 16人
● 資本金 5,000万円
● 売上高 3億8,000万円（平成25年2月期）

助成を受ける中で、課題を把握し
ながら試験を重ね、着実に技術を
仕上げてきた。自社の経験から、
現場ニーズを的確に捉えられた点
も、開発を進める上でのプラス要
因だった。今後事業が、同社の柱
となるよう期待したい。

現在、インフラ事業に携わる複数の企業と共同で実証実験を行っている。
技術の提供だけではなく、この技術を導入することによって実現できる新
たなビジネスプランを含めた提案をしていくことが今後の目標。

新技術の開発は現場のニーズあ
りきだと思う。新たな塗膜除去技
術の開発は、大型鋼構造物が老朽
化し、メンテナンスや改修のニー
ズが急増する「今」がまさにチャ
ンスだった。同じものを10年前に
開発しても注目されなかったと思
う。どの時期に、どういったニー
ズが生まれるか。現状を知りつ
つ、その先を読むことが重要。

「クーレーザー」で
塗膜除去された鉄
鋼素材の見本。水
などがたまりやす
く、塗料の劣化や
錆が発生しやすい
ボルト周囲の塗装
もきれいに除去さ
れていることが分
かる

技
術

提
携
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愛知県名古屋市

株式会社守隨本店

高精度でコンパクト。
「はかりの老舗」の
こだわりから生まれた
車載計量機

はかりの老舗が開発した
精度の高い車載計量機

株式会社守
しゅずい

隨本
ほん

店
てん

は、明暦4年の創業
以来350年以上「はかり」を専門に扱っ
てきた老舗である。昭和56年には、日
本初の移動式計量機であるフォークリ
フトスケールを開発するなど、付加価
値の高い計量機の製造・販売を行っ
てきた。その守隨本店が平成22年に開
発、販売をスタートしたのが車載計量
機「ロッキーⅡ」だ。
ロッキーⅡは、トラックなどの車体
に計量ユニットを組み合わせることで
荷台をそのまま「はかり」として利用
することができる移動式計量機。計量
と運搬を1台で行うことで、業務の効率
化を図ることができる。この製品が既
存の車載計量機と一線を画している理
由は、計量の精度と利便性だ。
1.5ｔまでの計量が可能で、その誤

差は1kg以内と非常に高い計量精度を
実現。また、荷台を昇降させずに計量
できる直接負荷方式を採用しているた
め、時間と手間を軽減できる。
さらに、そのコンパクトさも大きな
メリットだ。一般的には計量機を搭載
すると、荷台が10cmほど高くなってし
まうため、搭載後にも車検（構造等変

更検査）を受けなければならない。し
かしロッキーⅡは独自の方法により、
荷台の高さ上昇を3cmにおさえたため、
再度車検を受ける必要はない。
「ロッキーⅡを守隨本店の主力商品
に育てたい」と早川静英代表取締役社
長は熱い期待を寄せている。

移動式計量機のノウハウと
助成金で問題を解決

ロッキーⅡ完成の2年前、平成20年に
その前身である「ロッキーⅠ」は開発
された。計量精度や機能は基本的に同
じだが、ロッキーⅠは計量時に荷台を
上下させる昇降式を採用していた。
計量は、重量をセンサーで感知する
「ロードセル」という装置を使って行
われる。昇降式の場合、荷台を上下さ
せることで計量時にだけロードセルに
負荷をかけ、走行中は休ませることが
できる。しかし、荷台を昇降させるに
は大きな昇降装置が必要となるため、
コストが高くなってしまうことがネッ
クだった。ロッキーⅡの開発は「もっ
とリーズナブルで使いやすいものを」
という思いから始まった。
昇降機をなくせば、コストダウンと
コンパクト化を実現できる。しかし、

常に荷物の重さや振動がロードセルに
伝わるため、耐久性が懸念される。そ
の問題を解決したのは、移動式計量機
の先駆者である守隨本店が持つノウハ
ウと、愛知県と中小機構などが資金拠
出して造成された「あいち中小企業応
援ファンド」だった。愛知県が配布し
ている冊子で助成金を知り、同ファン
ドに申請。平成22年に採択された。
守隨本店では、助成金を試作や試験
の費用に活用。測量以外の用途に使わ
れていたロードセルを使った「特殊
ロードセル」を採用し、約3カ月で試作
機を作った。また、その後8カ月間にわ
たり耐久テストを実施。精度と耐久性
をあわせ持ち、約30％のコストダウン
を実現したロッキーⅡが完成した。

助成金を活用し、
展示会で注目を集める

助成金は改良費などの他、展示会へ
の出展にも役立った。ロッキーⅡ完成
後に出展した「国際物流総合展2010」
では助成金を活用し、ロッキーⅡを搭
載した車体を実際に展示できる広いス
ペースを確保。注目度がアップしたこ
とで、ブース来場者374名、資料請求25
件という成果をあげた。
「ロッキーⅡは自信のある商品です
が、すぐ爆発的に売上が伸びるもので
はないと思っています」と早川社長
は冷静に分析する。しかし知名度を高
め、販売パートナーが見つかれば、売
上は一気に上向きになる。その手応え
を感じているという。展示会で知名度
を高めていく試みは、徐々に、しかし
確実に効果をもたらし、今、数多くの
商談に結びついている。

「100年後」を見据え
新たな商品開発にも挑戦

「守隨本店は進化し続ける老舗なん
です。350年続いたことよりも、これか
ら100年続いていくことが大切。そのた
めには、他社にできないことを追求し
続けなければなりません」と早川社長
は熱く語る。
守隨本店では、今後、新たな商品開
発で介護や農業といった新たな業界に
も参入していく予定。進化し続ける老
舗・守隨本店の挑戦は続いていく。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

会社概要

「ロッキーⅡ」のモニター。計測データは印字するだ
けでなく、パソコンへ転送することも可能

早
はやかわ

川静
せいえい

英 代表取締役社長

ファンド担当者の視点！

顧客（車体メーカー・
ディーラー・回収業者など）

公
益
財
団
法
人
あ
い
ち
産
業
振
興
機
構

株式会社守隨本店

事業成功のポイント

公益財団法人
あいち産業振興機構

平成20年
高精度な計量を可能にした車載計量
機「ロッキーⅠ」を開発
平成22年
「あいち中小企業応援ファンド」助成
事業に採択される
助成金を活用し、ロッキーⅠを改良し
た「ロッキーⅡ」を開発
展示会などで積極的に告知を行って
いる

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 あいち中小企業応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人あいち産業振興機構

事業メニュー 研究開発・販路開拓

申請テーマ 低価格で計量精度の良い車載計量機の
開発と販路拡大

助成期間 平成22年４月１日～平成23年３月20日 「ロッキーⅡ」を搭載したトラック。荷台の下４カ所には、特殊ロードセルを設置。
荷台に荷物を乗せるだけで、その重さを正確に計量することができる

「国際物流総合展2010」に出展。ロッキーⅡを搭載
した車体を実際に展示し、注目を集めた

お問い合わせ
公益財団法人あいち産業振興機構
☎ 052-715-3074

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 株式会社守隨本店
● 事業内容 計量機器製造・販売
● 代表者 早川静英  代表取締役社長
● 創業年 明暦４（1658）年
● 所在地 愛知県名古屋市中川区福川町 3-1
● TEL 052（361）1511
● FAX  052（361）1613
● URL  http://www.shuzui.jp/
● 従業員数 32人
● 資本金 2,000万円
● 売上高 5億3,000万円（平成23年3月期）

ロッキーⅡの部品を提供するメー
カーの利益や利用するユーザーの
効率アップなど、この商品が地元
にもたらす効果は大きい。ロッキ
ーⅡの成功が、地域の活性化につ
ながることを期待している。

医療品関係や古紙の回収業者からの需用が見込める。今まで箱の数などで
計算していた数量が明確になることで、回収業者・依頼者双方にメリット
がある。営業にはずみをつけ、10年後は500台の受注をめざしたい。

助成金を知ったきっかけは、愛知
県が配布している冊子だった。日
頃から愛知県やあいち産業振興機
構が発信している情報を注意深く
見ていれば、自社の現状に合った
サポートがきっと見つかると思
う。「これは」と思うものを見つ
けて相談すれば、熱心に対応して
くれる。制度を上手に利用するこ
とを勧めたい。
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岐阜県岐阜市

高橋製瓦株式会社

イクメンパパの
心をつかむ
高品質ベビーカー

瓦屋さんが作る
イクメンベビーカー

育児に積極的に参加するお父さんが
増えている。休日にお父さんがベビー
カーを押す姿も珍しいものではなくな
り、「イクメン」という呼び名も定着
した。そんなイクメンの一人、高橋製
瓦株式会社の高橋陽介取締役が、男性
の使用をイメージして開発したベビー
カーが「CURIO」（キュリオ）だ。平
成21年にモニター販売をスタートする
と、おしゃれに敏感な人たちに注目さ
れ、徐々にファンを増やして着実に売
り上げを伸ばしている。

ベビーカー事業部を
立ち上げ

「瓦屋とベビーカーという異色の組
み合わせ、とよく言われます。でも自
分が作りたかったものを、助成金を活
用したことで実現できただけ」と、高
橋取締役はさらりと言うが、ここまで
の道のりは簡単ではなかった。

高橋取締役は、平成17年に長年勤め
た大手建設会社を退職し、結婚を機に
屋根工事を手がける家業に戻った。新
しい事業を立ち上げるための帰郷だっ

たが、当面は家業を手伝いながら事業
の方向性を模索していた矢先に、長男
が誕生した。「一緒にいろいろな所に
出掛けたいと思ってベビーカーを買い
ました。でも、デザインが“可愛らし
すぎ”て、男性が使うには違和感を感
じました。それなら作ってしまおうと
思い立ったんです」と、高橋取締役は
語る。自分が欲しいと思うものは、同
じイクメンのニーズと合致する。きっ
と需要があるはずだ、と高橋取締役は
直感した。

とはいうものの、家業とはあまりに
もかけ離れた分野。会社の方向性につ
いて幾度か高橋陽一代表取締役と衝突
したが、最終的には高橋取締役の熱意
に負け、ベビーカー事業部を立ち上げ
ることとなった。

しかし、ベビーカーを作った経験も
知識もなく、開発資金にも余裕がな
い。そこで高橋取締役は岐阜商工会議
所に相談。さまざまな助成金制度があ
ることを教えてもらい、早速、岐阜県
のデザインアドバイザー派遣事業に申
請。プロダクトデザイナーの紹介を受
け、平成19年にプロジェクトがスター
トした。

自分のイメージをプロダクトデザイ
ナーに伝え、そのイメージをもとにデ

ザインイラストを作成してもらった。
出来上がったデザインイラストを持っ
て、創業を目指す事業者を支援する、
岐阜市事業創造支援補助金産学連携事
業を申請。さらに岐阜県と中小機構な
どが資金拠出して造成した「岐阜県地
域活性化ファンド」に申請。平成19年
に採択され、前の会社を辞めた時の退
職金とあわせて開発資金を捻出した。

こだわりのゴムタイヤを
助成金の活用で実現

高橋取締役が特にこだわったのがタ
イヤだ。従来のベビーカーのタイヤは
プラスチック製が一般的だった。しか
し、小さい頃からタイヤの付いた乗り
物が大好きで、今も自転車やバイク、
クルマが趣味という高橋取締役にとっ
て、中空ゴムタイヤを使うことは譲れ
ないものだった。

デザインイラストを手に、フレーム
製造と組み立てを担ってくれる会社を
探し歩き、車椅子を製造する有限会社
前田工業に依頼。子どもを支えるシー
トは、産学官連携事業を活用して岐阜
女子大学との共同開発を行い、丈夫で
安全な形状を模索した。プラスチック
パーツ部分の製造は、中国の部品工場
XIHE BABY社に依頼し、塗装は岐阜県
関市の株式会社みどり塗装工業所に依
頼。製造のほとんどをこれら地元企業で
固め、委託費にも助成金を活用した。

最も苦心したのは折り畳み機構だ。
折り畳む時に余計な力がかかって折れ
たりしないか、部品や構造をデザイ
ナーと一緒にゼロから考え、安全性を
確保しながらデザイン性を追求し、助成
金を活用して試作テストを繰り返した。

子育てを楽しむ
新たなニーズを開拓

EUの安全規格も取得し、品質や安全
性も実証した。平成21年に東京の代官
山にショールームをオープンし、モニ
ター販売を経て、平成22年5月から本
格的に販売を開始。平成23年からは、
中小機構中部本部の支援を受けて、国
の支援事業である「新連携事業認定計
画」の認定を受けて販路拡大に取り組
んだ。当初は月平均10〜15台ほどだっ
た販売数は50台までにアップし東京、
名古屋、大阪、福岡の大手百貨店でも
扱ってもらえるようになった。「今ま
でのベビーカーは子どもを運ぶただの
道具。これは子どもと遊ぶことがコン
セプト。イクメンたちはきっと気に入
るはず」と、高橋取締役はイクメンに
向けた、さらなる市場開拓に自信をの
ぞかせる。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

シート
共同開発

金属加工・
組み立て委託

シート
製造委託

樹脂部品
製造委託

会社概要

高
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一 代表取締役

ファンド担当者の視点！

百貨店、直営ショールーム、
自社ホームページなど 消費者

公
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高橋製瓦株式会社

後藤デザインオフィス

有限会社
前田工業

シンコール
株式会社

中国・XIHE
BABY社

事業成功のポイント

公益財団法人
岐阜県産業経済振興センター

平成19年
子どもと遊べるベビーカーを構想
平成19年
「岐阜県地域活性化ファンド」助成事
業に採択
平成21年
「CURIO」（キュリオ）をモニター販売
平成21年
「CURIO」（キュリオ）本格販売開始
平成23年
2月、国の支援事業である「新連携事業
認定計画」の認定を受ける

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 岐阜県地域活性化ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター

事業メニュー ブランド構築事業

申請テーマ 父親が育児を楽しめる男性用育児用品ブランドの
構築と新開発乳母車の市販化

助成期間 平成19年12月1日～平成23年11月30日 CURIO（キュリオ）ストローラーＡ標準仕様。ショッピングの利便性を考えシートの下
に買い物カゴが置けるスペースを設けた。駅の自動改札も通過できるコンパクト設計

お問い合わせ
公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
☎ 058-277-1083

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 高橋製瓦株式会社
● 事業内容 屋根工事、ベビーカー・自転車
 企画、製造、販売
● 代表者 高橋陽一 代表取締役
● 創業年 昭和 29（1954）年
● 所在地 岐阜県岐阜市城東通 2-36
● TEL 058（271）7430
● FAX  058（271）7318
● URL  http://www.curio-web.com/
● 従業員数 7人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 1億2,000万円（平成23年2月期）

ここまで本業と離れた商材での事業
は珍しい。男性育児ブランドという
新しいジャンルを生み出し、他社に
ない商品として注目された。助成金
を効率的に活用し、最大限の効果を
生み出している。

こだわって開発した商品が、子どもが大きくなったら捨てられるのでは悲
しい。シートを交換し第２子に使用したり、知人に譲渡して使ってもらえ
るリユースシステムの構築に取り組んでいる。

本業とあまりに離れた事業に不安
は大きかったが、助成金を受ける
ことができ、また形にするために
多くの人が協力してくれた。従来
品とはかなり異なる形になった
が、おしゃれに敏感な人たちや子
育てに熱心なイクメンたちの目に
とまった。万人受けする商品を狙
わずに、自分の好みにとことんこ
だわったことが良かった。

デザイン・設計

東京・代官山のショールーム

今後の事業展開
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三重県四日市市

ユーユーハウス株式会社

障がい者雇用率
ワーストワンの汚名返上へ
障がい者の
働く場を創出

全国ワーストワンの
障がい者雇用率

「無農薬の菌床しいたけ栽培で、障
がい者雇用率を改善する」。そんな思
いで「しいたけハウス」をオープンさ
せた、ユーユーハウス株式会社の佐野
幸男代表取締役。昨今の深刻な経済不
況もあり、三重県の障がい者雇用率は
最低だった。しかも四日市市が県内最
低という状況だ。四日市はかつての歴
史から公害の町というマイナスイメー
ジも残る。そんなイメージもまとめて
払拭したいと佐野社長は考えていた。
佐野社長は、長年携わってきた温浴施
設事業（ユーユー・カイカン）を行う
株式会社リプロの代表を親族に譲り、
高齢化と後継ぎ問題を抱える農業と、
障がい者雇用率全国ワーストワンとい
う地域課題を解決するための社会貢献
を目的に、新たにグループ企業のユー
ユーハウスを設立した。

菌床しいたけ栽培で
障がい者を安定雇用

「障がい者雇用には単純作業という
イメージがあるのではないか」と感じ
ていた佐野社長。単純作業だけなく、

労働の楽しさや充実感を感てもらうた
めの、農業を使った障がい者福祉を考
えていた。
佐野社長の行動力は、社員の誰もが
認めるところ。興味を引く事例を見つ
ければすぐに電話し、足を運んで話
を聞く。そうして知ったのが、ワサビ
栽培で障がい者雇用を行う岐阜県の山
県ファームの事例だった。ユーユーハ
ウスのある場所は鈴鹿山系の伏流水が
湧き、環境省選定の名水百選にも選ば
れるほど水が綺麗な場所。「ワサビ栽
培に向いているだろうという単純な発
想だった」と佐野社長。山県ファーム
を訪問し、ワサビ栽培の様子を見学。
障がい者雇用の可能性に自信を深めた
が、もう一つの事例として菌床しいた
け栽培を薦められた。「菌床しいたけ
栽培は年間を通じて栽培できるため、
障がい者の安定雇用になる」という山
県ファーム藤原雅章社長の言葉に納
得。ユーユー・カイカンに隣接する場
所に、しいたけ栽培用のビニールハウ
ス用地を借り、ハローワークを通じて
障がい者採用に動き出した。
佐野社長の行動を見守っていたリプ
ロの地域活性化推進室・高山功平室長
は、ビニールハウスが立ち始めたのを
見て佐野社長の事業サポートに動き出

した。最初に着手したのは資金確保
だ。三重県が発行する広報誌に、三重
県と中小機構などが資金拠出して造成
した「みえ地域コミュニティ応援ファ
ンド」助成事業の募集記事を見つけて
申請。平成22年に同ファンドに採択さ
れた。

ゆるキャラでしいたけを
ブランディング

「しいたけハウス」は、男女15名の
障がい者を雇用し、平成23年にスター
トした。菌床しいたけを育成する知識
がなく、障がい者の指導方法にもノウ
ハウがなかったため、助成金を活用し
山県ファームに専門家の派遣を依頼。
温度管理や、菌床しいたけの栽培・収
穫方法、障がい者指導法まで細かく指
導を受けた。どのくらい大きくなれば
収穫できるのか障がい者たちが分かりや
すいように、見本の大きさをボール紙で
作って持たせ、つきっきりで教えた。
しいたけハウスの開所当初は、購入
したほだ木（キノコの菌糸を人工接種
したもの）を使っていたが、どうせ
なら全部自分でやってみたいと、助成
金を活用して松阪飯南森林組合からお
が粉を購入し、ほだ木を自社製造で試
作した。初めはしいたけが出なくて悩
み、出たら出たで収穫が追いつかなく
なるというトラブルが続いた。
佐野社長が生産性の安定に努力する
一方で、高山室長は、菌床しいたけの
ブランディングに動いていた。さま
ざまな公募情報を掲載する「公募ガイ
ド」で菌床しいたけのキャラクターを
一般公募。ゆるキャラ「しいたん」が
誕生した。

助成金に採択されたことは、地域の
価値ある商品として「ユーユーハウス
のしいたけ」というブランド力の向上
に貢献。視察や取材を受ける機会が増
えて、社員や障がい者の自信となり、
ユーユーハウスだけでなくグループ全
体のモチベーション向上にもつながっ
た。さらに社会福祉協議会や行政関係
機関、商工会とのつながりも生まれ、
商品PRやビジネスマッチングなどのサ
ポートを受けられたことも助成金の大
きな効果、と高山室長は語る。
現在、障がい者34名を雇用し、辞め
た者はいない。菌床しいたけ栽培にや
りがいを感じていることは明らかだ。
平成24年にはイチゴハウスを増設し
て、無農薬イチゴ栽培をスタートさせ
た。さらに障がい者雇用を50名まで増
員する予定だ。障がい者雇用率ワース
トワンの汚名を返上する糸口になれば、
と佐野社長。生き生きと働く障がい者た
ちと、汗を流す日々を送っている。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

ほだ木用
おが粉仕入

技術指導

会社概要

ビニールハウス内部には、菌床しいたけのほだ木が
整然と並ぶ
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ファンド担当者の視点！
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ユーユーハウス
株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
三重県産業支援センター

平成21年
ユーユーハウス株式会社を設立
平成22年
「みえ地域コミュニティ応援ファン
ド」助成事業に採択
平成23年
障がい者15名を雇用し「しいたけハ
ウス」を開所

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 みえ地域コミュニティ応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人三重県産業支援センター

事業メニュー みえ地域コミュニティ応援ファンド（地域課題解決型）

申請テーマ 無農薬しいたけ栽培ビジネスに挑戦する
障がい者雇用プラン

助成期間 平成22年9月9日～平成23年8月31日 障がい者たちが丹精込めて栽培した無農薬菌床しいたけ

お問い合わせ
公益財団法人三重県産業支援センター
☎ 059-228-3585

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 ユーユーハウス株式会社
● 事業内容 福祉（就労継続支援 A型事業所）
● 代表者 佐野幸男 代表取締役
● 設立年 平成 21（2009）年
● 所在地 三重県四日市市智積町 3219
● TEL 059（325）4147
● TEL 059（326）7330
● URL  http://kaikan.yuyu.ne.jp/
● 従業員数 10人（パート含む）
● 資本金 100万円
● 売上高 2,500万円（平成 24年 3月期）

「しいたけハウス」は、四日市市初
の障がい者雇用による菌床しいたけ
栽培施設。無農薬栽培の菌床しいた
けで、地産地消と食の安心・安全を
発信し、他県企業や障がい者就労支
援施設からの注目度も高い。

現在、地域の支援学校の実習先となっており、障がい者の農業訓練や障が
い者と働くことの平常化教育など、福祉施設の多機能化によるさらなる障
がい者支援を行っていきたい。

助成金に採択されたことで、菌床
しいたけ栽培と障がい者指導の両
方に精通した専門家を呼び、ノウ
ハウを学ぶことができた。自社、
他社、業界、地域のすべてが「四
方よし」の精神で推進し、農業の
活用で、福祉に貢献できることを
証明できたことに満足している。

今後の事業展開
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共同
開発

共同
開発

三重県多気郡

株式会社相可フードネット

高校生レストランの
仕掛人が高校生と
企業コラボで
ハンドジェルを開発

高校生と
企業のコラボで
化粧品開発

TVドラマ「高校生レストラン」（日
本テレビ系列）で一躍有名になった、
三重県立相可高等学校・食物調理科。
そして今度は、株式会社相可フード
ネットが企画のまとめ役となり、同校
生産経済科の生徒たちで組織するNPO
法人植える美ingが提案した商品開発コ
ンセプトに基づき開発された、スキンケ
ア商品「まごころteaハンドジェル」が
注目を集めている。
生徒たちに商品開発を持ちかけたの
は、多気町役場に籍を置く、岸川政之
まちの宝創造特命監。高校生たちを
地域全体で応援する目的で設立され
た、相可フードネットの立ち上げに協
力し、また高校生レストラン「まごの
店」の仕掛人でもある。“まちの宝創
造特命監”とは、岸川氏が自ら付けた
役職名。まちの宝を発掘し、磨いて輝
かせる、という思いが込められてい
る。
岸川氏は、まごの店という活躍の機
会を与えられた食物調理科の生徒たち
が、目を輝かせて高校生活を過ごし
ているのを見て、ほかの生徒たちにも

活躍の機会を作ってあげたいと考えて
いた。「農業や松阪牛の飼育にひたむ
きに取り組む生産経済科の生徒たちの
姿が印象的だった。彼女たちに活躍の
機会を作ってあげればもっと輝くはず
だ」。そう確信し、何とか応援してあ
げたいと思っていた、と語る岸川氏。
岸川氏は、農作業で手が荒れるとい
う話を聞き、生徒たちを集め自分たち
でハンドクリームを作ってみないかと
提案したところ、生徒たちも楽しそう
だと賛同。地元の製薬企業である万協
製薬株式会社の松浦信男代表取締役社
長に、相可フードネットを通じ「高校
生と一緒にハンドクリームを作ってく
れませんか」と協力を依頼し、快諾を
得た。

高校生の一言が
プロ意識に火をつけた

最初はボランティア感覚だった松浦
社長だが、生徒たちとの最初の打ち合
わせで、松浦社長が用意してきたアイ
デアを見せたところ、「作るのならこ
れ以上のものを作りたい」と言われ、
ビジネスマンの顔に一変した。
打ち合わせの場で、開発商品はネーミ
ング、パッケージデザイン、入れる成分

まで生徒たちが考え、多気町の農産物を
入れることが条件として決まった。
開発の体制が決まると相可フード

ネットは、今回の商品開発には最適な
助成金だという岸川氏のアドバイスを
受け、三重県と中小機構などが資金
拠出して造成した「みえ地域コミュニ
ティ応援ファンド（地域資源活用型）」
に申請。平成22年に採択された。
高校生のアイデアに刺激を受け、化
粧品製作者のプロ魂に火がついた松浦
社長は、通常ならば2カ月ほどで完成す
るところを、助成金を活用しながら、
約半年をかけて生徒たちと試作を繰り
返した。作業も生徒たちが万協製薬の
実験室に入り、万協製薬社員の助けを
借りながら、器具を自ら操作し、サン
プルを作った。そしてそれを学校に
持ち帰って、アンケート調査を繰り返
し、商品を形にしていった。
開発当初はクリームタイプにする

予定だったが、「クリームではべたつ
き感がある」というアンケート結果
から、べたつかないジェルに変更され
た。チューブのデザインに関しても
「箱はすぐ捨ててしまうから、チュー
ブ型にしてデザインも可愛らしくした
い」という生徒たちのこだわりから、
助成金を活用してチューブにもオリジ
ナルデザインを印刷した。デザインは
校内の公募で募集し、ネーミングは開
発に関わった生徒たちが自ら考え決め
た。

国内300店舗で販売し
台湾へも輸出

地元の農産品を入れるという課題
は、身体に付ける商品だけにアレル

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

農産品エキス

製造委託

商品卸

会社概要

生産経済科の生徒たちと万協製薬株式会社との商
品開発打ち合わせ
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ファンド担当者の視点！

消費者 ドラッグストアなど

株式会社近江兄弟社万協製薬株式会社
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株式会社
相可フードネット

事業成功のポイント

公益財団法人
三重県産業支援センター

平成22年
高校生が作るハンドクリームを構想
平成22年
「みえ地域コミュニティ応援ファンド
（地域資源活用型）」助成事業に採択
平成23年
高校生と企業のコラボ開発化粧品
「まごころteaハンドジェル」発売

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 みえ地域コミュニティ応援ファンド（地域資源活用型）

ファンド運営管理法人 公益財団法人三重県産業支援センター

事業メニュー みえ地域コミュニティ応援ファンド（地域資源活用
型）助成金交付事業

申請テーマ 産官学のコラボで"特産品を使ったハンドクリーム"
を製造販売する地域資源活用プラン

助成期間 平成22年9月9日～平成23年8月31日 地域の特産品と高校生たちの思いで作った「まごころteaハンドジェル」

お問い合わせ
公益財団法人三重県産業支援センター
☎ 059-228-3585

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 株式会社相可フードネット
● 事業内容 惣菜、弁当の調理・販売
● 代表者 小西蔀 代表取締役
● 創業年 平成 20（2008）年
● 所在地 三重県多気郡多気町五桂 956
● TEL 0598（39）7700
● 従業員数 27人（パート含む）
● 資本金 200万円
● 売上高 9,000万円（平成 24年 7月期）

高校生と企業の共同開発という珍
しい事例だが、相可高校には高校
生レストランの実績があり、何か
を起こしてくれる期待感がある。
独立採算で長く続く仕組みを作っ
たことは高く評価できる。

全国販売になったことで、生徒たちは首都圏での店頭セールスプロモー
ションにも参加し、商品ビジネスを身体で学んだ。この活動は生産経済科
の在校生に受け継がれ、あらたな商品開発へと展開していく。

高校生たちの柔軟な発想力は学ぶ
ことが多かった。ビジネスを意識
し、他人に丸投げせずに自分で考
えることで、作るからには売らな
ければならないという覚悟が生ま
れた。純粋な高校生の思いに、大
人が一生懸命に真面目に向かい
合ったことで、助成金も生きた使
い方ができた。

ギーへの配慮も必要という万協製薬の
アドバイスを受けて検討した結果、助
成金を活用することでJA多気郡と地元
農家の協力を得て、多気町の自然に育
まれた伊勢茶エキス（肌を引き締め、
ハリを与える作用）と柿葉エキス（肌
の引き締めと保湿作用）の供給を受け
て配合。さらに三重県特産のみかん、
春光柑のオレンジ油を加えることで、
使い心地の良い爽やかな香りをプラス
した。
商品は「まごころteaハンドジェル」
の商品名で、平成23年に発売された。
万協製薬の取引先だった株式会社近
江兄弟社（滋賀県）の社長が、商品の
開発経緯を聞いて感銘を受け、販売協
力へと話が発展。全国300店舗で取り
扱うことになり台湾へも約3,000本を輸
出。これまでの売り上げは2,000万円を
超えたという。助成金を活用してまち
の宝である高校生たちが輝き、その輝
きが地域にも元気を与えている。

地元農家・
JA多気郡

NPO法人
植える
美ing

今後の事業展開
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富山県黒部市

合同会社うなづき商店

100年かけて磨かれる
黒部の名水と
熱い想いで作った
富山の地サイダー

商工会青年部有志で
合同会社を設立

国土交通省の水質調査により「清流
日本一」（平成19年より4年連続）と
なった黒部川や、環境省の名水百選に
選定された黒部川扇状地湧水群など、
名水の里として知られる黒部市。その
名水を使い、合同会社うなづき商店が
開発したのが「名水サイダー黒部の泡
水（あわみず）」だ。

平成21年春に、当時宇奈月町商工会
青年部員の中林政彦氏（現：代表社
員）らが、商工会青年部全国大会に
出席したことが開発のきっかけだ。
地サイダーブームの火付け役といわれ
た「指宿温泉サイダー」が、商工会青
年部員による開発商品として出品され
ていたのを目にし、「同じ商工会青年
部員が作ったのなら、自分たちにもで
きるのではないか。挑戦してみたい」
と考えた。町に戻り、早速青年部員を
集めて自分が見てきたサイダーを紹介
し、サイダー開発を熱く語った。

商品開発は決まったが、商工会の青
年部員にはそれぞれに本業があり、何
よりも資金がない。有志13名が出資金
を出し合い、合同会社うなづき商店を
設立。商工会の助成制度と公益財団法

人富山県新世紀産業機構の創業ベン
チャー挑戦応援事業を活用し、会社の
体制を整えスタートした。しかし、会
社設備を揃えると、たちまち資金不足
に陥った。その時、富山県新世紀産業
機構に紹介されたのが、富山県と中小
機構が資金拠出して造成した「とやま
新事業創造基金 地域資源ファンド」
だった。「助成金を活用し商品開発に
取り組みたい」と、中林代表社員は申
請。平成22年に採択された。

全国の地サイダーを
飲み比べ

何から始めればよいかわからなかっ
た中林代表社員は、とりあえず全国の
地サイダーを飲んでみることから始め
た。100種類を超える地サイダーを飲み
比べたが、本当においしいと思えるも
のは数少ない。「せっかく開発するの
だから、素材にもこだわり、自分たち
がおいしいと思えるものを作ろう」と
決心した。

自分たちがこだわるものとは何か？
「すぐに答えは出た」と中林代表社員
は言う。北アルプスの雪解け水が地中
深くに浸透し、約100年といわれる長
い年月をかけて地中で磨かれ、湧き出

た水しかない。安心して飲むことがで
き、安定した水量を確保できる取水源
探しに奔走。黒部市内の日本酒蔵元か
ら、日本酒造りにも使われている湧き
水を使わせてもらえることになった。

製造委託先は、インターネットで探
し、福井県にある創業40年を超えるサ
イダーの老舗メーカー「北陸ローヤル
ボトリング協業組合」に決定した。し
かし、通常は工場近くから汲み上げた
水を使用するサイダーに、黒部市から
水を持ち込もうとしたことで工場側が
難色を示した。中林代表社員は何度も
足を運び、「この商品は、地域の良さ
を伝えるための商品。運んででも、黒
部の水で作りたい」と想いを伝え、引
き受けてもらうことができた。

ペットボトルが主流の炭酸飲料に
「助成金を活用して瓶と王冠を使用し
たことで、サイダーの懐かしい雰囲気
も表現できた」と中林代表社員は言
う。試作と試飲を繰り返し、水の良さ
を生かすために人工甘味料ではなく、
助成金を活用して高品質の果糖を使用
した。ラベルデザインも助成金を活用
して制作。黒部川扇状地湧水群を表現
する、清涼なイメージに仕上がった。

構想から約1年。富山県初の本格地サ
イダーとして誕生した「黒部の泡水」
は、商工会青年部が作ったという話題性
で、多くのメディアに取り上げられ注目
された。商品の魅力を満載したホーム
ページも、助成金を活用し立ち上げた。

地域資源を活用した第2弾
リンゴサイダー

「黒部の名水」で培った経験を活か
した、第2弾地サイダーが「名水百選

プレミアム 完熟林檎のサイダー」だ。
使用するリンゴは、黒部市に隣接する
魚津市産。100年以上の栽培の歴史を
持つ加積リンゴの「完熟ふじ」だ。助
成金を活用した最初の試作で、北陸
ローヤルボトリング協業組合の森田英
昭社長が、加積リンゴの芳醇な香りに
驚いた。風味や香りを最大限に活かす
ため、通常なら10％以下で使用する濃
縮還元果汁を、ストレート果汁を使
い30％という割合に設定した。そのた
め、炭酸を注入する際に泡が発生して
ボトリングできなくなる問題が起きた
が、森田社長は、ボトリングのスピー
ドやタイミングの調整を繰り返し、問
題解決に取り組んだ。中林代表社員が
待つこと約3カ月、製造のめどが立った
という知らせが森田社長から届いた。
「これは単なるサイダーではない。地
域の想いの結晶だ」と語る中林代表社
員。この「想い」を全国に伝えたいと
夢が広がる。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）
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JAうおづ、加積リンゴ組合

事業成功のポイント

公益財団法人
富山県新世紀産業機構

平成21年
商工会青年部員の出資で会社を設立
平成22年
「とやま新事業創造基金 地域資源
ファンド」助成事業に採択
平成22年
「黒部の泡水」を発売
平成23年
「完熟林檎のサイダー」を発売

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 とやま新事業創造基金地域資源ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人富山県新世紀産業機構

事業メニュー とやま新事業創造基金地域資源ファンド

申請テーマ 黒部川扇状地湧水をベースにした、にいかわ観光
圏における「名水サイダー」ブランドの確立

助成期間 平成22年6月21日～平成25年3月31日 商工会青年部の思いが詰まった名水サイダー「黒部の泡水（あわみず）」（左）と
「名水百選プレミアム 完熟林檎のサイダー」（右）

日本一美しいと称される「黒部川扇状地」

お問い合わせ
公益財団法人富山県新世紀産業機構
☎ 076-444-5650

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 合同会社うなづき商店
● 事業内容 地域資源を活用した観光物産品
 の開発・製造・販売、宇奈月地域
 及び他地域の地域振興事業に対 
 する支援業務
● 代表者 中林政彦 代表社員
● 創業年 平成 21（2009）年
● 所在地 富山県黒部市宇奈月町下立 2835-1
● TEL 0765（52）2822
● URL  http://unaduki.net/
● 従業員数 6人（代表社員含む）
 その他出資者 7人
● 資本金 50万円
● 売上高 700万円

大きな目標を掲げ過ぎて失敗する
のではなく、一歩一歩着実に事業
を進めているという安心感があ
る。今後も人々が見過ごしている
「地域の良さ」を再認識させるよ
うな活動に期待している。

温泉水サイダー、完熟ぶどうサイダー、米サイダーなど「名水サイダー」
シリーズの準備が進んでいる。地域の良さをPRするための商品として、
現在は、地元の人と観光客に向けた販売に限定している。

「自分たちも地サイダーを作って
みたい」という思いで1年。資金
力もなく、助成金を活用すること
で、委託先との最良のパートナー
シップを築くことができた。ま
た、商品開発を経験したことで、
地域資源のポテンシャルの高さに
あらためて気づかされた。

原料リンゴ
供給

宇奈月町内旅館・ホテル・
お土産物店・道の駅など

合同会社
うなづき商店うなづき商店うなづき商店

今後の事業展開
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石川県羽咋市

オリケン株式会社

夏涼しく、冬温かい
身につけるエアコン。
和紙の特性を備えた
「Nekiro」（ネキーロ）

常識をくつがえした
和紙織物

これまでの和紙を使った織物といえ
ば、ごわごわして硬い感触のものが常
識だった。オリケン株式会社が、独自に
開発した織り技術でその常識をくつがえ
し、滑らかな肌触りを実現した和紙織物
が、「Nekiro」（ネキーロ）だ。
Nekiroの秘密は独自の製造方法に

ある。従来の和紙織物は和紙を糸状に
“より”、織っていたが、それではど
うしても硬くゴワゴワした生地になっ
てしまう。Nekiroでは細いテープ状の
まま織るという、今までに誰もやった
ことがない方法に取り組んだ。紙をよ
らずに織ることで和紙そのままの軽く
やわらかな感触に仕上がり、触っただ
けでは専門家でさえ和紙で織っている
とは気付かないほどだ。

脱石油で
土に還る織物

義父の介護で、寝具などに使われて
いる化学繊維によるアレルギーの深刻
さを実感したオリケンの亀井千代子代
表取締役。近所にも化学繊維のアレル
ギー症状を持つ子どもが多く、安心し

て身につけられる自然素材の生地はな
いものかとたどりついたのが、身の回
りにたくさんある「紙」だった。平成
18年に卓越した織り技術を持つと評判
だった、知人である現在のオリケン・
岡田功取締役と、新たな生地の開発を
目指し起業した。国内アパレル産業の
落ち込みが続く中では、無謀という声
が多かったが、そんな声を聞けば聞く
ほど、亀井社長はやる気になった。
「生地を織ることにも苦心したが、
時間がかかったのは生地を織ることよ
りも加工だった」と亀井社長は振り返
る。織り上がった布はただの白い布で
あり、生地として使用してもらうに
は染めなどの後加工が必要になる。
染めを依頼した職人たちは初めて見る
生地だけに、最初のうちはムラになっ
たり、縮んだりと試行錯誤が続いた。
熟練した職人の腕をもってしても簡単
に満足できる仕上がりはできなかった
が、資金がいつまでも続くわけではな
い。だが、満足できる染め上がりにな
るまではとにかく織り続け、染めのテ
ストを繰り返さなければならない。資
金面の課題解決のため、石川県商工会
連合会の紹介で、石川県と中小機構な
どが資金を拠出して造成した「いしか
わ産業化資源活用推進ファンド」を勧

められて申請し、平成22年に採択され
た。助成金は生地を織る糸の購入費と
染めのテストに活用された。すると助
成採択を待っていたかのように、染めの
仕上がりも良くなり始め、1年以上も試
行錯誤を続けていた染め加工が、ついに
納得できるものに染め上がってきた。こ
こまでくれば、あとは販路開拓に集中
するだけ、と亀井社長は動き出した。

大手紳士服メーカー
との共同開発

染め上がった生地で作ったストール
とタオルを手に、亀井社長は岡田取締
役と共に、大阪市で開かれた大手繊維
メーカー主催のイベントに出展した。
そこで全国チェーンの紳士服メーカー
「エフワン」社員の目に留まり、紳士
ジャケット用生地の共同開発の話が持
ち上がる。しかし、一口に生地といっ
てもタオルと服では、求められる性質
が変わってくる。洋服地に採用しても
らうためには、服に合わせたサンプル
生地を見てもらうことが必要だ。共同
開発することになったジャケット用生
地には、肌触りのやわらかさだけでな
く身につけた時の生地の張りや耐久性
など、数多くの規格が求められた。オ
リケンでは助成金を活用して生地を試
作し、能登から大阪のエフワン本社へ
運んで実際にジャケットに仕立てて試
着したり、洗濯したりと性能チェック
を繰り返すなど試行錯誤が約半年間続
いた。こうして和紙ジャケットは、平
成24年秋に春・夏向けジャケットとし
て販売された。
販路開拓のため、財団法人石川県産
業創出支援機構が開いた「石川のこだ

わり商品フェア」などのイベントにも
出展した。平成24年、同機構推薦によ
り、将来の成長が期待できる製品とし
て石川県が認定する「プレミアム石川
ブランド製品」にも選定され、県から
の支援も獲得した。努力が実って知名
度が上がり、海外の有名アパレルデザ
イナーからのオファーも舞い込んだ。
ファストファッションが主流となっ
ている現在のアパレル業界では、デザ
インや価格以外の差別化が重要だ。
「高い技術力を持ち、付加価値のある織
物を作ることができる石川県の地場産業
である織物企業にとっては追い風」と亀
井社長。繊維産業を取り巻く環境が厳
しさを増す中で、独自の技術と積極的
な販路開拓で活路を見出している。

今後の事業展開
海外有名ブランドや新規メーカーなどの問い合わせに応えるために、織り込
む和紙の産地や幅を替え、新しい生地開発に取り組んでいる。ジャケットだけ
でなく、より幅広い製品への生地供給を目指す。

ファンド担当者の視点！

事業成功のポイント

財団法人
石川県産業創出支援機構

県内の優れた技術や企業を紹介する
ことが、支援機関としての役割の一
つ。オリジナリティーのある技術や
商品を、販路拡大の弾みとなるよう
情報誌やホームページなどを使った
情報発信で、今後も協力したい。

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品
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オリケン株式会社

販売紳士服・婦人服・子供服メーカー
アパレルデザイナー など「Nekiro」（ネキーロ）で仕立てた春・夏用ジャケットとストール、ブラウス

ファンド名 いしかわ産業化資源活用推進ファンド

ファンド運営管理法人 財団法人石川県産業創出支援機構

事業メニュー 中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用
新商品等の開発・事業化に対する支援（小規模企業者枠）

申請テーマ 和紙織物「Nekiro」（ネキーロ）のファッション衣料部門
販路開拓及び新たな用途開発事業

助成期間 平成22年9月1日～平成25年8月31日

● 社名 オリケン株式会社
● 事業内容 織物製品の企画・製造・販売
● 代表者 亀井千代子 代表取締役
● 創業年 平成 18（2006）年
● 所在地 石川県羽咋市本江町へ 55
● TEL・FAX 0767（26）0012
● URL  http://www.oriken.jp/
● 従業員数 2人
● 資本金 500万円

原料となる、マニラ麻をベースにした和紙の糸

平成18年
和紙を使った生地の開発を目指し起業
平成22年
和紙とレーヨンで織った
「Nekiro」（ネキーロ）を開発
平成22年
「いしかわ産業化資源活用推進
ファンド」助成事業に採択
平成24年
「Nekiro」（ネキーロ）を使用した紳士
用ジャケットが、大手紳士服メーカー
から全国発売

事業化までの道程～年表～

会社概要

試作した生地を
チェックする岡田
功取締役

亀
かめ

井
い

千
ち よ こ

代子 代表取締役

石川県は、地場産業として古くか
ら繊維産業が盛ん。この商品も、
糸、織り、染めなど多彩な繊維技
術が集積していたからこそ開発で
きた商品だ。助成金を活用して粘
り強く試作を続け、出来上がった
商品については自信をもって意見
交換しお互いの立場を認め合うこ
とで、取引先との信頼を築くこと
ができた。

お問い合わせ
財団法人石川県産業創出支援機構
☎ 076-267-5551

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。
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福井県鯖江市

株式会社キッソオ

世界に知られる
「鯖江」の眼鏡製造
技術が生み出す
アクセサリー

メガネの製造技術を使って
オリジナルアクセサリー
を開発

メガネフレームの生産地として国内
製造シェアの90％以上を誇る鯖江市。
その鯖江市で注目を集めているのが、株
式会社キッソオがメガネフレームの製造
技術を応用して開発したアクセサリーブ
ランド「Dirocca」（ディロッカ）だ。
鯖江市にはおよそ500社のメガネ関連
事業所があり、長年圧倒的な生産量を
誇ってきた。しかし近年は、価格競争に
さらされ、業界全体に業績悪化の傾向が
広がっていた。このままでは会社の存続
すら危ういという危機感を覚えたキッソ
オの吉川松郎代表取締役は、既成概念に
とらわれない新商品開発を、次世代を担
う吉川精一専務取締役へと託した。
メガネ業界の活性化を目的に設立さ
れた福井県眼鏡工業組合でも、青年部
メンバーが自社の得意分野を活かし
て、オリジナル製品の開発を目指す動
きが起こり、「ギフト組」が結成され
た。そこに鯖江商工会議所が加わり、
オリジナル商品を開発するなら、ギフ
ト業界最大級の「東京インターナショナ
ル・ギフト・ショー」への出展を目指し
てみないか、という話に発展した。

職人の遊び心で生まれた
オリジナルアクセサリー

キッソオが得意とするのは、メガ
ネのセルフレームに使用される、ア
セテート素材を使ったプラスチック
加工。世界のトップブランド、イタリ
ア・マツケリー社の職人が手作りす
る、色鮮やかなアセテートシートを張
り合わせて作り出されるブロック体
は、眼鏡作りで培われたキッソオなら
ではの技術。接着面の汚れやズレがな
く、シートを変形や変色させずに貼り
合わせ、量産できる会社は世界でも少
ない。キッソオには貼り合わせ専門の
職人がいるほどで、作り出されるブ
ロック体の模様は無限大。他社には真
似のできないオリジナルの模様が生み
出されている。
吉川専務がこの素材を使った商品開
発に試行錯誤していたところ、同社の
職人が、空いた時間にリングを作って
みたと持ってきた。吉川専務は、透明
感のある色が複雑に混じり合ったリン
グを見て「これは面白い」と、さらに
10個ほどを試作。ギフト組メンバーと
共に、ギフト・ショーへと持ち込むこ
とが決まった。
吉川専務は、ギフト・ショー出展前

の腕試しと、ギフト・ショーの直前に
開催された、眼鏡関連商品が世界中か
ら集まるアジア最大級の国際眼鏡展
「iOFT」へと試作品を持ち込んだ。
iOFTを訪れたメガネ小売店の友人が興
味を持ち、店で販売してみるとたちま
ち完売。手応えを感じた吉川専務は、
アクセサリー開発に取り組むために、
業界情報誌で知った福井県と中小機構
が資金拠出して造成した「ふくいの逸
品創造ファンド」に申請。平成22年に
採択された。採択後に出展したギフト
ショーでも美しい発色が高い評価を得
たことで、さらに美しい発色のアクセ
サリー試作に取り組むために、助成金
を活用してオリジナルシートをマツケ
リー社に発注した。
現地まで足を運び、何万種類ものカ
ラーサンプルの中から、これは、とい
うシートを吉川専務自身が選び出し、
商標登録も済ませ、商品開発は本格的
に動き出した。

助成金活用で
大学生との共同開発

今まで下請けメーカーであった会社
が、既存のメガネの販路を使って販売
を始めれば、発注元から勝手なことを
していると思われ、反感もあるだろ
うと考えた吉川専務は、新しい販路を
開拓するために、以前より懇意にして
いた鯖江地区の地場産業を研究する龍
谷大学の秋庭太准教授と、学生の授業
の一環として開発中のアクセサリーを
テーマにマーケティング調査を行うと
いう協定を結んだ。さらに、助成金を
活用して、福井工業大学と企画・開発
の共同研究を行った。

福井工業大学の学生たちから、柔軟
な発想力を活かした、印鑑などユニー
クな商品提案を受けて試作に取り組ん
だ。龍谷大学の学生らが百貨店などを
対象に行ったマーケティング調査で
は、取引のきっかけとなる催事などに
出展するためには指輪だけでは難しい
ことが判明し、ブレスレット、バング
ルのほか、メガネ小売店でも扱いやす
いルーペなど、商品バリエーションの
拡充に取り組んだ。
平成23年から本格販売をスタートし
た「Dirocca」は、全国100店舗のメガ
ネ小売店に並ぶまでになり、初年度に
は月間約50万円の売り上げだったもの
が、現在は月平均150万円ほどに成長。
とはいえ「商品開発は難しい。何が求
められているのかを探りながら、一歩
ずつです」と吉川専務。さらなる商品
バリエーションの拡充と、ブランドの
育成に力を注いでいる。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

● 社名 株式会社キッソオ
● 事業内容 眼鏡資材設備販売、アクセサリー
 企画・製造・販売
● 代表者 吉川松郎 代表取締役
● 創業年 平成 7（1995）年
● 所在地 福井県鯖江市丸山町 4-305-2
● TEL 0778（54）0355
● FAX  0778（54）0383
● URL  http://kisso.co.jp/
● 従業員数 14人（パート含む）
● 資本金 1,500万円
● 売上高 5億円（平成 24年 9月期）

会社概要

眼鏡作りで培ったキッソオ社独自の技術で、職人が
手作りする

吉
よしかわ

川松
まつろう

郎 代表取締役

誰か一人に任せきりでは、何事も
成功しない。毎週、ミーティング
を繰り返し、社員全員が同じ危機
感を持って取り組むことで、自分
たちの強みを認識し、危機感をバ
ネに技術を活かして異業種に進出
することができた。大学生との共
同研究も、百貨店へのアプローチ
の方法や、商品開発に成果があっ
た。

ファンド担当者の視点！

百貨店、メガネ小売店、ミュージアム
ショップ、自社ホームページなど

消費者
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井
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業
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株式会社キッソオ

事業成功のポイント

公益財団法人
ふくい産業支援センター

鯖江のメガネ製造技術の高さは、
国内のみならず世界に知られてい
るが、その技術を活用した今回の
事例は、鯖江周辺の異業種関係者
にも大きな刺激となった。この成
功をきっかけに、国の認定へのス
テップアップを期待したい。

平成21年
福井県眼鏡工業組合青年部が

「ギフト組」を結成
平成22年

「ふくいの逸品創造ファンド」
助成事業に採択
平成23年

「Dirocca」（ディロッカ）を販売

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 ふくいの逸品創造ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人ふくい産業支援センター

事業メニュー “ふくいの強みを活かす”チャレンジ企業支援事業

申請テーマ 眼鏡の製造技術を利用した、アクセサリー（指輪、
ジュエリー）の商品開発とその販売開拓事業

助成期間 平成22年4月1日～平成23年3月31日 一つ一つ素材を手作りするため同じ柄のものがない「Dirocca」（ディロッカ）の
指輪

お問い合わせ
公益財団法人ふくい産業支援センター
☎ 0776-67-7406

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

事業の最終目標は、消費者の反応を一番近くで見ることができるよう、自
分たちで作ったものを自社の店舗で売ること。自社製造のメガネフレームと
「Dirocca」の専門店舗を作りたい。

共同研究

共同研究

販売

今後の事業展開
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滋賀県愛知郡

株式会社林与

究極の超細番手糸を
織る近江の
麻織り技術

極細リネン糸の
製織技術開発

琵琶湖の東に位置する近江湖東地域
は、近江上布の産地として、何代にも
わたり麻織物が織られてきた。株式会
社林与も、明治30年の創業以来、麻織
物を織り続けてきたが、デフレ時代の
価格破壊に、伝統の技術が消えてし
まう恐れを感じた林与志雄代表取締役
が、超細番手アイリッシュリネン糸を
使い取り組んだのが、麻織物の「のり
付け」「染色」「織り」「縫製」の一
連した技術基盤の開発だ。

林社長は、140番手という超細番手の
アイリッシュリネンの麻織物製品を作
ることで、100番手以上のリネン糸に対
応できる製織技術を開発した。番手と
は、糸の太さを表す単位。細くなるに
つれ番手数が大きくなり、100番手以上
のリネン糸は、織るのが難しいという
のが業界の常識だ。

林社長が細番手リネン糸の製織技術
開発に取り組んだのは、倉庫の奥に超
細番手のアイリッシュリネンを見つ
けたことがきっかけだ。先代が購入し
たその糸は、1970年代に北アイルラン
ドで紡績され、現在は入手不可能とい
われているリネン糸の最高峰だった。

見つけた瞬間、林社長は「織ってみた
い」と、代々受け継いだ機織りの血が
騒ぐのを感じたと言う。

巡ってきた
助成金のチャンス

技術開発のための予算を組み始めた
林社長のもとに、滋賀県と中小機構な
どが資金拠出して造成した「しが新事
業応援ファンド」の話が所属している
ひこね繊維協同組合から舞い込み、平
成21年に採択されたことで、林社長は
チャンスが巡ってきたことを感じた。

採択が決まり、すぐにでも織りたい
気持ちでいっぱいだった林社長だが、
細い糸はのりを付けて強度を上げない
と織ることができない。のり付けに精
通した工場に持ち込んだが140番手の細
さは経験がない。カセのり付けが良い
だろうという結論に至り、地元染色工
場に依頼した。

“カセ”とは糸が束になった状態の
こと。のりを強く付けると、糸と糸と
がくっついてしまうため、最適なのり
の量を決めるために、助成金を活用し
て、何度も試作を繰り返し、最適なの
りの量を導き出した。

難関は「織り」だった。のり付けを

施し強度を増した糸であっても、細さ
ゆえ、頻繁に糸切れを起こした。その
窮地を救ったのが、50年以上前に製造
されたシャトル織機だった。スピード
は遅いが、糸に負担をかけず、ふっく
らとした織り上がりになった。「最新
の織機で織れないものが、50年以上昔
の織機なら織れることに、織物の不思
議を感じる」と林社長は言う。

近江湖東産地の技術を
世界が再認識

平成22年にアイリッシュリネン140番
手を織ることに成功した林社長は、そ
のノウハウを活用し、市販のアパレル
リネン110番手の試作にも成功。平成
24年には、さらに細いアパレルリネン
150番手の試作にも挑戦して生地を織り
上げた。織り上がった生地は、リネン
のソフトで上質な風合いに最適な、ハ
ンカチに仕上げることに決めた。助成
金を活用してさまざまな縫製方法でハ
ンカチを試作した結果、ハンドロール
ヘムという、ハンカチ職人による手縫
い仕上げに決定した。「最初は社内縫
製で、ミシンを使うつもりだった。で
もそれでは生地が波打ち、針が生地の
糸を傷つけてしまう」（林社長）。細
番手のリネンに最適な縫製方法を見つ
けられたことは、その後の商品展開に
も収穫だった。試作した生地とハンカ
チやブラウスなどを持って、世界最大
級のテキスタイル展「インターテキス
タイル上海2010」や各国のテキスタイ
ルメーカーが集まる「テックスワール
ド パリ」などの展示会と商談会に助成
金を活用し出展した。上海やパリでは
「海外ブランド関係者がブースを訪れ、

海外リネン市場に関する情報収集ができ
ただけでなく、“メイド・イン・ジャパ
ン”の織物技術力を印象づけることがで
きた」と林社長は胸を張る。

細番手リネン製品で
販路を拡大

国内の麻織物関連業界にも注目され
た。また百貨店やアパレルメーカーと
の商談に発展したことで、会社全体の
モチベーションが上がり、平成23年に
は細番手リネン糸のハンカチコレク
ションを発売。麻織物関係者に細番手
のリネン製品の存在を意識づけた。助
成金を活用して、アイリッシュリネン
を使った技術開発を行い、「技術とは
経験を積むことでしか伝承されない」
ことを実感した林社長。超細番手の糸
を使った幅広い製品化に取り組み、世界
が注目する近江湖東地域の技術基盤づく
りに余念がない。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

会社概要

倉庫の奥に眠っていた、北アイルランドのハードマ
ンズ社サイオンミル製の超細番手リネン糸

林
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志雄 代表取締役

ファンド担当者の視点！
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株式会社林与

事業成功のポイント

公益財団法人
滋賀県産業支援プラザ

平成21年
「しが新事業応援ファンド」助成事業
に採択
平成22年
アイリッシュリネン超細番手糸を
使った麻織物技術開発に着手
「インターテキスタイル上海2010」に
出展
平成23年
細番手リネン糸による生地およびハ
ンカチコレクションを発売
平成24年
「テックスワールド パリ」に出展

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 しが新事業応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人滋賀県産業支援プラザ

事業メニュー 地域資源活用新商品・新サービス開発事業

申請テーマ
地域資源 湖東麻織物の技術を応用し、
世界最高峰のリネン織物を製織できる
技術基盤の開発

助成期間 平成21年10月1日～平成24年9月30日

アイリッシュリネン
生地をシンプルに
引き立てるハンカ
チコレクション

お問い合わせ
公益財団法人滋賀県産業支援プラザ
☎ 077-511-1412

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 株式会社林与
● 事業内容 麻織物製造・販売
● 代表者 林与志雄 代表取締役
● 創業年 明治 30（1897）年
● 所在地 滋賀県愛知郡愛荘町東円堂 1770
● TEL 0749（42）3245
● FAX  0749（42）3544
● URL  http://www.hayashiyo.com/
● 従業員数 5人（パート含む）
● 資本金 2,000万円

地場産業といわれながら、技術の
衰退が進む。その中で日本の中小
企業が、「メイド・イン・ジャパ
ン」の技術の高さを海外に向け発
信できたことは注目すべきこと
だ。

細番手リネン糸の製織技術に関するノウハウを活かし、100番手以上のリ
ネン織物技術をさらに進化させ、世界最高峰クラスのリネン織物に挑戦し
ていきたい。

のり付け技術、染め技術、織り技
術、加工技術、縫製技術のどれか
一つが欠けても実現できなかっ
た。麻織物産地として代々受け継
がれてきた技術を、助成金を活用
したことで再確立できた。幻のア
イリッシュリネンに出会えた幸運
と助成金の採択に感謝する。

販
売

今後の事業展開
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京都府京都市

株式会社辰馬コーポレーション

高齢者社会の
一歩先を行く
４世代バリアフリー
を目指す京料理店

3世代から
4世代バリアフリーへ

祇園や東山まで出かけなくとも、お
手頃価格で気軽に和食が味わえる。し
かも高齢者から子供まで3世代に対応す
る和食店として、地域の中で知名度を
上げていた「京料理・京会席 せんしょ
う」。株式会社辰馬コーポレーション
の辰馬雅子代表取締役が、先代より
店を受け継いだ時に、時代の流れをい
ち早く感じ取り、高級割烹だった店
を、気軽に利用できる、バリアフリー
日本料理店に作り替えた。しかし近
年、度々耳にする少子高齢化に関する
ニュースと、実際に法要などで店を利
用するお客の傾向から、時代はもはや3
世代ではなく、おじいちゃん、おばあ
ちゃんからひ孫までの4世代ではないか
と感じていた辰馬社長は、「京都とい
う地域特性を活かし、日本文化を受け
継ぎながら高齢者から子供までの幅広
い世代に向けた4世代バリアフリー」を
新たな店舗経営のテーマとすることを
決心した。

4世代となればさらなる店内改装も
必要となる。店を始めた当初、店舗経
営のヒントを見つけるべく参加してい
た、事業者支援講座「創業塾」を主催

する公益財団法人京都産業21に店舗改
装のアドバイスを受けるために訪れ
た。そこで勧められたのが、京都府と
中小機構などが資金拠出して造成した
「きょうと元気な地域づくり応援ファ
ンド」だった。さまざまな事例に対
し、専門家がアドバイスやサポートを
行う「ハンズオン支援」をセットで受
けることができると聞き、すぐさま申
請。平成23年に採択されると、辰馬社
長はさっそく改装プランに着手した。

京料理の見た目の
美しさを楽しめる
高さ10cmのこだわり

4世代バリアフリーを目指すとはい
え、老人ホームのようでは風情が無く
なり、料理の雰囲気にもそぐわない。
京都の日本料理店として、日本文化を
受け継ぎながらも、幅広い年齢層向け
の内装と設備を整えたかった。

辰馬社長がもっともこだわったのが
テーブルの高さ。車椅子のままでも日
本料理特有の器や料理の見た目の立
体感を感じながら食事ができるように
したかった。助成制度のハンズオン支
援で紹介されたバリアフリーの専門家
と詳細な打ち合わせを繰り返し、テー

ブルの高さを10cm低くすることで、
低床用車椅子使用者が、器や料理を高
い位置から見て、美しさを感じながら
食事ができるように工夫した。畳も車
椅子用に高耐久のものを選び、和室な
らではの床の間や掛軸も、車椅子から
見やすい高さに取り付け直した。階段
の昇降リフトは高価なため、従前から
取り付けていたもので間に合わせる予
定だったが、助成金が活用できたこと
で、より安全な最新型に交換すること
ができた。

「これまでの経験から、高齢者は特
別扱いされることを嫌う」と言う辰馬
社長。高齢者が食べやすい器の形を考
えながら、柔らか食を取り入れ、高齢
者向けとは気づかないような料理を開
発した。現在、ランチメニューとして
提供している「京づくし御膳」は、当
初は高齢者向けに開発したメニュー
だったが、一般ビジネスマン向けにも
ヒットメニューとなっている。

地域コミュニティーが
気軽に集う場所を提供

従業員の作業スペースを半分つぶ
し、万一の場合に備えて救護室を設
け、サービスを提供する仲居さんにも
介護資格を取得してもらった。各部屋

とトイレには最適な手すりの位置を何
度もテストし、取り付けた。

「助成金の活用で、目標とするバリ
アフリー空間に近づくことができた」
と辰馬社長は語る。改装完了後は、
日々の営業に追われ宣伝活動を行う余
裕がなかったが、さまざまなお客への
配慮が評判を呼び、口コミでの利用者
が、徐々に増えているという。近年の
長引く不況から近隣の競合飲食店が
減り、高齢者や小さな子供を持つ母親
グループが集まる場所も減っている傾
向がある。「今後は、こうしたさまざ
まなコミュニティーに利用してもらえ
るような、地域の集会所としてのアプ
ローチを進めていきたい」と語る辰馬
社長。日本料理アカデミーによる嚥下
食（介護食）プロジェクトなどにも参
加し、京都の素材を使った嚥下食や子
供向けの京料理メニューの開発など、
4世代バリアフリーをテーマに商品開発
を進めている。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

● 社名 株式会社辰馬コーポレーション
● 事業内容 料飲業
● 代表者 辰馬雅子  代表取締役
● 創業年 平成 12（2000）年
● 所在地 京都府京都市右京区西院安塚町 23
● TEL 075（322）1923
● FAX  075（322）1914
● 従業員数 25人（アルバイト含む）
● 資本金 1,000万円
● 売上高 7,000万円（平成 24年 8月期）

会社概要

手すり位置も何度も辰馬社長自ら試して決めた
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 代表取締役

助成を受けたことで、自分一人で
悩まずバリアフリーのプロからア
ドバイスを受けることができ、最
適な空間ができ上がった。ワンコ
インメニューなど、現在の飲食業
界は安さだけを前面に出している
傾向があるが、消費者が望むのは
価格だけではない。値段だけに振
り回されずに、知恵を出して解決
していくことが必要だ。

ファンド担当者の視点！

一般消費者（健常者、老人ホーム、
幼稚園のお母さんグループ など）

公
益
財
団
法
人
京
都
産
業
21

株式会社辰馬コーポレーション

事業成功のポイント

公益財団法人京都産業 21

これまで飲食店への助成は少ない
が、地域活性化、ソーシャルビジネ
スとして着目できる事例だ。高齢者
や障がい者に優しい店として、一般
の方と同じように楽しめる店作りを
目指している事業者の先見性に、今
後も期待している。

平成22年
4世代バリアフリーの京料理店を構想
平成23年
「きょうと元気な地域づくりファン
ド」助成事業に採択
平成23年
改装を完了。再オープン

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 きょうと元気な地域づくり応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人京都産業21

事業メニュー 福祉向上・子育てに資するための事業

申請テーマ
京会席、京料理・京弁当を高齢者でも楽しめるよう
なバリアフリー京料理店として、より幅広い層に
なじめる店及びメニューづくりで販路開拓を図る

助成期間 平成23年7月1日～平成24年1月31日 4世代バリアフリー日本料理店を目指す「京料理・京会席 せんしょう」

階段昇降リフトで足の不自由なお客も2階を利用す
ることができる

お問い合わせ
公益財団法人京都産業 21
☎ 075-315-8848

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

健康状態が日々変わる高齢者は、予約がキャンセルになったりと難しい部分
も多い。健常者と同じように自然に受け入れ、子ども向けの京料理や嚥下食メ
ニューなど新たな京料理の開発を進める。

今後の事業展開
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大阪府堺市

南海鋼材株式会社

安全性と利便性で
ものづくり環境を改善。
現場のニーズから
生まれた「予熱くん」

金型のライフを延ばす
業界待望の予熱装置

金属加工法の一つ「鍛造」。その中
でも金属を1,000～1,200℃の高温に熱し
て加工する熱間鍛造は、複雑な加工が
可能なため精密部品の製造などに用い
られている。その製造現場には一つの
悩みがあった。それは「金型のライフ
（使用期間）が短い」ということだ。

常温の金型に高熱の金属が接触する
と、金型表層部に温度差が生じ、ひび
割れが起こる。これが金型のライフを
縮める原因となるのだ。製造現場で
は、金型をバーナーで熱しておくこと
で温度差をおさえ、ひび割れを防ぐ方
法がとられていたが、危険が伴う・熱
が均等に伝わらない・温度管理が難し
いなどのデメリットがあった。

より安全で簡単に金型を熱するため
に誕生したのが、南海鋼材株式会社が
開発した「予熱くん」だ。金型にヒー
ター部を接触させることで、素早く熱
することができる。しかもバーナーよ
りも安全に扱うことができ、常温～
700℃までの温度調節も容易だ。

「予熱くん」は今、大手自動車メー
カーはもちろん、さまざまな製造業か
らも注目を集めている。

 顧客が満足できる商品を
そのこだわりと情熱
 

南海鋼材株式会社は、金型材料の卸
売や鍛造用金型の販売を行う企業。福
原實晴代表取締役社長は顧客から金型
のライフに関する悩みを聞くたびに、
「顧客が困っていることを解決した
い」という気持ちを持ち続けてきた。

そして平成20年、福原社長は「予熱
くん」の開発に着手する。高温でより
安全な熱源を探した結果、ヒーターが
ベストだと分かった。次の課題はヒー
ターのカバーとなる素材だ。アルミは
軽いが高熱に弱い。銅は熱伝導がいい
けれど変形してしまう。カーボンは衝
撃に弱いことがネックになった。何度
も実験を繰り返し、熱に強く、強度が
ある金属素材を見つけた。また、軽量
化するために形状にも工夫を施した。

平成21年4月にモニター機が完成。実
際に顧客に使ってもらうと「このまま
ずっと使わせて欲しい」と無理を言わ
れるほど好評だった。そして平成22年2
月、「予熱くん」の販売を開始。

福原社長は「開発はそんなに難しく
なかったな」とさらりと言うが、その
経緯から、商品開発に対するこだわり
と情熱がひしひしと伝わってくる。

助成金の利用で、
とことん試作を繰り返す
 

「予熱くん」の開発を始めた頃、地
元の堺商工会議所から大阪府と中小機
構などが資金拠出して造成した「お
おさか地域創造ファンド」の利用を勧
められた。平成20年に採択された時は
「これで思う存分、実験ができる」と
いう喜びとともに、不安もあったと福
原社長は言う。採択されたからには、
失敗はできない。また顧客の期待に応
える商品を作らなければというプレッ
シャーを感じたのだ。

助成金を受ける不安は、助成金を利
用することで解決した。助成金があっ
たことで、納得できるまで実験し、こ
だわりを追求することができたのだ。

また、助成金はモニター機の製造に
も活用された。実際に熱間鍛造の現場
で使ってもらったことで、想定外の多
様なニーズをつかむことができたとい
う。「最初は標準機を1台作って量産し
ようと思っていた。でも、金型の形状
は実にさまざま。台の上に置くだけで
は、全体を熱しづらいものもあった」
（福原社長）。顧客のニーズに合わせ
たカスタマイズの必要性を実感できた
ことは、その後の商品展開にもつなが
る大きな収穫だった。

「予熱くん」がもたらした
経営的なメリット
 

「予熱くん」は、経営的にも大きな
効果をもたらした。その一つが販路の
拡大だ。「予熱くん」は安全に金型を
熱することができるため、職場環境改
善に注力する大手メーカーからも注目
された。今まで会えなかった大手メー
カーから自社開発商品へのアプローチ
を受けたことは、営業マンのモチベー
ションをアップさせた。また「予熱く
ん」の開発が行われたのは、リーマ
ン・ショックで仕事や売上が激減した
時期。仕事がしたくても仕事がない、
社内に不安感が漂う雰囲気の中「自社
初の商品開発」という新たな取組み
は、社員全員を前向きにしたという。

福原社長の挑戦は「予熱くん」だけ
では終わらない。同社は平成23年、大
阪府「経営革新計画」の認定を受け、
さらなる販路拡大、新たな商品開発に
取り組んでいる。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

支援

部品提供・
技術協力

会社概要

より親しみやすく感じてもらえるよう、赤く熱した
「予熱くん」をイラスト化したキャラクター
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 代表取締役社長

ファンド担当者の視点！

顧客（自動車部品メーカーなど）
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南海鋼材株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人大阪産業振興機構
堺商工会議所

平成20年
「おおさか地域創造ファンド」助成事
業の助成を受け、金型予熱装置の開発
に着手
平成21年
モニター機が完成。顧客に実際に使っ
てもらい、好評を得る。商品化への準
備を進めつつ、特許を出願する
平成22年

「予熱くん」の販売を開始
大阪府から「経営革新計画」の認定を受
ける

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 おおさか地域創造ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人大阪産業振興機構

事業メニュー 地場産業の技術・製品を活用した事業

申請テーマ 堺からものづくり技術の高さを見せつける
熱間プレス鍛造用金型予熱装置の商品開発

助成期間 平成20年９月11日～平成23年３月31日 金型予熱装置「予熱くん」。商品の機能である「予熱」をストレートに商品名にしたこ
とで、インターネットでキーワード検索されやすくなるという効果もあった

ヒーター台がジャッキで上下する「予熱くん」。上下
の金型を同時に熱したいという顧客の要望に応えて
作られたオーダーメイド商品

お問い合わせ
公益財団法人大阪産業振興機構
☎ 06-6947-4351

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 南海鋼材株式会社
● 事業内容 特殊鋼全般卸売／鍛造用金型、
 アルミダイカスト用金型および
 各種冶工具の加工販売／金型予
 熱装置「予熱くん」の販売製造
● 代表者 福原實晴  代表取締役社長
● 創業年 昭和 25（1950）年
● 所在地 大阪府堺市堺区北庄町 2-2-10
● TEL 072（233）1525
● FAX  072（233）0172
● URL  http://www.nankaikozai.co.jp/
● 従業員数 150人（役員除く）
● 資本金 1,600万円
● 売上高 65億2,100万円（平成24年８月期）

多くの支持を得つつある「予熱くん」。
「簡単・スピーディー・均一予熱・
安全・クリーン・形状自在」。今後
もユーザーの声を反映させ、バー
ジョンアップし、更に多くの “もの
づくり企業“に利用されることを期
待している。

「予熱くん」は、金型の予熱だけでなく、金型の補修溶接やその他幅広い
製造現場で活用されている。この成功を「予熱くん」を収納・運搬するた
めのオプション商品開発や、次の新商品開発へとつなげていきたい。

ものづくりの現場をずっと見てき
た経験を通して、お客さんが抱え
ている悩みや潜在的なニーズはつ
かんでいた。だから「この商品が
完成したら、絶対お客さんに喜ん
でもらえる」という信念を持って
商品開発することができたと思
う。商品開発にはリスクが伴う
が、お金のリスクを助成金で軽減
できるのは、前に進む力になる。

今後の事業展開
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和歌山県紀の川市

デュプロ精工株式会社

古紙率100%！
使用済み用紙が
白い再生紙に
生まれ変わる

古紙率100％の白い
再生紙を作り出す

「紙を捨てるのがもったいない」。
そんな何気ない一言がきっかけとな
り、デュプロ精工株式会社が開発した
小型製紙機「RECOTiO」。同社は事
務用プリンターを中心に事務機器の設
計、開発、製造を行ってきたが、平成
23年に、トナー除去機能を搭載した世
界初のオフィス向け小型製紙機を発売
したことで、環境企業としての新たな
一歩を踏み出した。
事務用プリンターメーカーならでは
の発想で、オフィスで使えるクオリ
ティを追求し、トナー除去機能を搭載
したことで、何度でも白い紙へと再生
することができる。使用済み用紙を
セットしてスタートボタンを押すだけ
で、1時間後に10秒に1枚のペースで再
生紙としてよみがえる。
商品開発に活用したのが、和歌山県
と中小機構などが資金拠出して造成し
た「わかやま中小企業元気ファンド」
だ。企業の経営課題の解決をサポート
する紀陽銀行ピクシス営業室から、開
発資金に同ファンドを勧められたのが
きっかけで申請し、平成21年に採択さ
れた。

製紙の仕組みを知るために
実験を繰り返す

商品開発プロジェクトに携わった太
田竜一再生紙事業担当は、紙を再生す
る工程を理解するために、製紙に関す
る専門書を読みあさり、製紙メーカー
の再生紙工場の見学にも行ったが、自
分で作ってみるのが一番と、紙を繊維
に分解し、和紙づくりのように繊維を
“すく”実験に着手した。
実験の中で、繊維分解の際、トナー
が繊維に残ったままでは、再生紙が汚
れた紙のようになってしまうことに
気がついた。「大理石模様のようにな
り事務用には適さなかった」と太田氏
は言う。白い紙にするには、トナー
を取り除くことが必要だった。太田氏
は、市販の家庭用洗剤でトナーを洗い
流し、繊維を和紙の要領ですき、ドラ
イヤーで乾燥という実験を1年以上繰
り返して機械化のイメージを固めた。
イメージを設計図に起こし、助成金を
活用して機能検証用の実験機を準備し
た。
「実験ではできたものが、機械では
なかなかうまくいかなかった」と太田
氏は言う。水の量を変えたり、かき混
ぜる回転数を変えたり試行錯誤を重ね

た結果、水を投入するタイミングとか
き混ぜる刃の形状、回転数が重要であ
ることを突き止めた。
難関は紙を定形にカットすること

だった。帯状に出来上がってくる紙を
カットする際に、刃に紙が巻き込まれ
サイズが揃わない。試行錯誤の結果、
紙を一時停止させてカットする方法を
見つけ出し、巻き込みを解決した。
繊維分解に水を使うため、排水にも
注意した。排水部分は、助成金を活用
して国立和歌山工業高等専門学校の専
門家と共同開発し、排水が公共の水域
を汚染することがないか、水質汚濁防
止法に基づく分析を、和歌山県工業技
術センターに依頼した。「トナーに含
まれる化合物を取り除くことが可能に
なり、安心して使用してもらえる製紙
機であることを実証した」と太田氏は
言う。

環境意識の高まりで
注目度がアップ

助成金を活用して最初に完成した試
作機は、会議室いっぱいの幅と天井ま
で届くほどの高さになった。
満足できるレベルではなかったが、
紙ができたことで自信を深め、小型化
に向けた改良が続いた。およそ4,500個
の部品を一つ一つ検証し、助成金を活用
して5台の試作機を作り、全長10mほど
あった本体は約5mまで小型化できた。
京都議定書が採択されるなど、社会
の環境意識も確実に変化していた。平
成22年に、省エネルギーに関係する企
業が出展する第1回「エコオフィス展」
に、「RECOTiO」試作機を出展。い
つもの事務用機器展示会では200名ほど

のブース来場者なのだが、注目度が高
く、2,000名近くのブース来場者から、
多くの問い合わせを受けた。新聞社な
どからの取材も殺到。「注目度の高さ
を感じた」と池田弘樹代表取締役社長
は語る。

営業と技術が一体となった
販路拡大

オフィス用製紙機がどのようなもの
なのか、知らない企業はまだ多い。高
額なため、資金に余裕のある大手企
業や、環境意識の高い企業に販路も限
られている。「製品認知と紙をリサイ
クルする文化を根付かせることが重要
だ」と池田社長は言う。営業スタッフ
が、企業の質問に戸惑うことがないよ
うに、営業スタッフ向けの技術講習会
も開催。技術スタッフも一緒に販路開
拓に回るなど、営業と技術が一体とな
り、製品認知と販路拡大を狙っている。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

● 社名 デュプロ精工株式会社
● 事業内容 事務用印刷機及びコンピュータ
 周辺装置の開発・製造
● 代表者 池田弘樹 代表取締役社長
● 創業年 昭和 48（1973）年
● 所在地 和歌山県紀の川市上田井 353
● TEL 0736（73）6233
● FAX  0736（73）4993
● URL  http://www.duplo-seiko.co.jp/
● 従業員数 191人（パート含む）
● 資本金 3,200万円
● 売上高 43億円（平成 24年度 5月期）

会社概要

給紙台に使用済みの用紙をのせるだけで1時間後
には再生紙ができあがる
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 代表取締役社長

お客様が驚くようなものを開発す
ることが、会社のポリシーだ。枠
にとらわれない自由な発想でも
のづくりを進めるためにも、現場
の技術者が、開発したいと考えた
ものを止めることはない。社会も
常に変化している。製品とは、技
術者がお客様に喜んでもらえるも
のは何かを考えた「思い」の結晶
だ。

ファンド担当者の視点！

企業など

公
益
財
団
法
人

わ
か
や
ま
産
業
振
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財
団

デュプロ精工株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
わかやま産業振興財団

「わかやま中小企業元気ファンド
事業」を通じ、世界初となる革新
的な製品が世に送り出されたこと
は非常に喜ばしい。世界の環境意
識の高まりとともに、本製品が広
く認知され、販路拡大されること
を期待している。

平成14年
使用済みコピー用紙のリサイクルを
構想
平成21年
「わかやま中小企業元気ファンド」助
成事業に採択
平成22年
第1回「エコオフィス展」に試作機を出
展
平成23年
「RECOTiO」1号機を納入

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 わかやま中小企業元気ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人わかやま産業振興財団

事業メニュー 新産業育成事業B

申請テーマ 「印刷済み用紙の再利用に使用する装置」の開発と商品化

助成期間 平成21年7月16日～平成23年7月15日 製紙工場のような工程を1台で可能にした「RECOTiO」

お問い合わせ
公益財団法人わかやま産業振興財団
☎ 073-432-3412

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

紙のリサイクル文化が根付かなければ、販路も広がらない。自分でリサイクル
するという文化を広めるために、大手企業以外にも導入しやすいより低価格な
次世代モデルの開発が進んでいる。

販売

和歌山県
工業技術センター

和歌山工業
高等専門学校

水質汚濁防止
法に基づく排
水分析

共同開発
（排水部分）

今後の事業展開
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鳥取県境港市

株式会社澤井珈琲

喉をとろっと包み込む。
ウイルスの抑制に
効果を発揮する
抗インフル成分入り紅茶

抗インフル成分
入り紅茶を開発

新型インフルエンザなど、感染症の
大流行で、感染予防商品が注目されて
いる。そんな中、インフルエンザウイ
ルスを抑制するための機能性飲料を開
発し、注目されているのが、株式会社
澤井珈琲だ。澤井幹雄代表取締役は、
平成20年に中小機構中国本部の支援を
受けて、「地域産業資源活用事業計
画」の認定を受け、認知症予防に効果
があるとされる「トリゴネリン」成分
入りの「トリゴネコーヒー」を開発し
た実績を持つ。
「地方の中小企業は、常に新しい情
報にアンテナを張ることが必要だ」と
語る澤井社長。そんな日々の情報収集
から生まれたのがインフルエンザウイ
ルスを抑制する機能性飲料「とろみ紅
茶テアフラティー®」だ。インド産アッ
サムの茶葉を使い、テアフラビン成分
を抽出。市販のペットボトル紅茶の2〜3
倍の量のテアフラビン成分を含有する。

助成金活用で大学研究者と
共同研究をスタート

澤井社長がとろみ紅茶テアフラ

ティー®を考え始めたのは、新型インフ
ルエンザが大流行し始めた平成21年。
インターネットで情報収集をしていた
時、紅茶に含まれる「テアフラビン」
成分がインフルエンザウイルスをガー
ドする、という自衛隊医学チームの論
文が目に留まった。「インフルエンザ
に効果的な紅茶飲料はまだ見たことが
ない。これは可能性がある」と、澤井
社長は感じた。
トリゴネコーヒーの開発でも協力を
得た、鳥取県産業技術センター食品開
発研究所に相談すると、「面白い」
と好感触を得た。早速、インフルエン
ザウイルス研究の第一人者、鳥取大学
医学部の影山誠二教授との共同研究計
画を立案。開発に向け、鳥取県と中小
機構が資金拠出して造成した「とっと
り次世代・地域資源産業育成基金」に
申請した。機能性飲料では正確な成分
分析が不可欠。「助成金がなければ、
信頼できる研究者との共同研究は難し
かったかもしれません」と澤井社長は
言う。

試験、分析を繰り返し
効果の高い茶葉を選定

平成22年に採択されたことで、テア

フラビンの含有量分析に着手した。澤
井社長が抽出したさまざまな濃さの紅
茶を影山教授の研究室へと持ち込み、
抗インフルエンザ試験と、成分分析を
実施した。その結果、ウイルスをある
程度抑制するには、一定以上の濃さの
紅茶が必要であることがわかった。さ
らに茶葉の産地や種類を変え、テアフ
ラビンの含有量を測定。インド産アッ
サムの茶葉が濃い紅茶を抽出しやす
く、より多くの成分を含むことも判明
した。
平成23年、澤井社長はより効果を発
揮できるよう「とろみ」を付け、飲
んだ人の印象にも残るよう工夫を加
えた。「コンニャクイモから抽出し
た食物繊維を使いとろみを付け、のど
に付着することで有効成分が長くとど
まり、飲んだ実感も感じることができ
る」（澤井社長）。こうして喉を包み
込むような優しい飲み心地の「とろみ
紅茶テアフラティー®」が完成した。
「影山教授の研究で、とろみ紅茶が
100％に近いレベルでインフルエンザ
ウイルスを抑制できることも証明でき
た」と澤井社長は言う。
順調に進んできた商品開発だった

が、生産を前に思わぬところで問題が
発生した。ウイルスの抑制効果を発揮
するために、一定以上の濃さの紅茶を
抽出する必要があるが、工場のライン
生産では、これまで大量の茶葉を使い
濃い紅茶を抽出したことがなかった。
そのため製造委託した工場が難色を示
したのだ。そこで澤井社長は、使用す
る茶葉の大きさをより細かくすること
で、茶葉のお湯に触れる面を増やし、
高濃度紅茶の抽出を可能にした。

マスコミの騒ぎにも
冷静に対応

平成24年に発売した商品は、インフ
ルエンザウイルスの抑制効果がメディ
アにも取り上げられて、一気に注目度
を上げた。しかし澤井社長は、トリゴ
ネコーヒーが市場に定着するまでに時
間がかかった経験から、マスコミなど
の一過性の騒ぎにはいたって冷静だ。
自社ホームページや大手通販サイト
などのネット販売やリピーターへのサ
ンプル配布、口コミなどでの地道な販
路開拓を狙う。「とろみ紅茶テアフラ
ティー®のようなタイプの商品は、時
間をかけて販売数をのばしていく商品
だ」と語る澤井社長。そこには、これ
までの商品開発で培ってきた商品への
自信が窺える。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

共同
研究

製造委託

成分分析

会社概要

インフルエンザウイルスの培養液を使いとろみ紅
茶の効果を評価
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 代表取締役

ファンド担当者の視点！

消費者直営店舗、自社ホームページ、
大手通販サイトなど

鳥
取
県

産
業
技
術
セ
ン
タ
ー

食
品
開
発
研
究
所

紅
茶
製
造

工
場

公
益
財
団
法
人

鳥
取
県
産
業
振
興
機
構

鳥
取
大
学

医
学
部
・

影
山
誠
二
教
授

株式会社澤井珈琲

事業成功のポイント

公益財団法人
鳥取県産業振興機構

平成20年
2月、国の支援事業である「地域産業資
源活用事業計画」の認定を受ける
平成21年
抗インフルエンザウイルス効果の紅
茶を構想
平成22年
「とっとり次世代・地域資源産業育成
基金」助成事業に採択
平成24年
「とろみ紅茶テアフラティー ®」を発売

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 とっとり次世代・地域資源産業育成基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人鳥取県産業振興機構

事業メニュー 次世代産業育成事業

申請テーマ 「高テアフラビン黒紅茶」の開発及び販路開拓
商品名：「とろみ紅茶」テアフラティ

助成期間 平成22年12月7日～平成24年10月31日
ポリフェノール成分の一つ「テアフラビン」が、市販のペットボトル紅茶の2～3倍含
まれている「とろみ紅茶テアフラティー®」

お問い合わせ
公益財団法人鳥取県産業振興機構
☎ 0857-52-6704

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 株式会社澤井珈琲
● 事業内容 コーヒー豆の卸・小売り販売業
 及び喫茶業
● 代表者 澤井幹雄 代表取締役
● 創業年 昭和 57（1982）年
● 所在地 鳥取県境港市竹内団地 278-6
● TEL 0859（47）5381
● FAX  0859（47）5385
● URL  http://www.sawaicoffee.co.jp/
● 従業員数 100人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 12億2,900万円（平成24年度3月期）

今までにない発想で機能性飲料を
開発する姿勢が目を引く。これ
まで開発された商品の売上が伸
びていくのはもちろん、今後も
“あっ”と思うような商品を開発
していって欲しい。

トリゴネコーヒーでも、安定した販売にいたるまで10年かかった。サン
プル配布とインターネット販売などで地道に商品のファンを増やし、販路
拡大を狙う。

新型インフルエンザの大流行が商
品の注目度を上げたが、このよう
な機能性商品の開発には、正確な
分析が欠かせない。助成金を活用
したことで、ウイルス研究の分野
で実績のある影山教授との共同研
究が実現でき、十分な検証で効果
を明確にすることができた。

今後の事業展開
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島根県出雲市

有限会社ひらの屋

神話の国から
ご縁を結ぶ
縁結びの
懸け箸（橋）が誕生

ヤマタノオロチ伝説に
由来する縁結び箸

神々が集う神話の国として日本全国
に知られる島根県出雲市。出雲の神々
が描かれた古事記には、天上高天原か
ら舞い降りたスサノオノミコトが、川
を流れる「箸」に導かれる不思議な
「縁」で稲田姫と出会い、ヤマタノオ
ロチを退治して二人は結ばれ幸せにな
るという神話が残っている。
その神話に基づき、有限会社ひらの
屋の平野裕二代表取締役が開発した、
人と人との「縁」をつなぐギフト商品
が「縁結び箸」だ。

縁結び観光協会設立を
契機に10年の時を
経て発売	

ひらの屋は創業百余年の老舗呉服店
だったが、平成元年に平野社長がギフ
ト事業へと路線を転換した。ギフト事
業に携わる中で、お中元やお歳暮に
ただ「物」を贈り合うだけの習慣に疑
問を持ち、「モノ」ではなく、人と人
との「縁」をギフトにできないかと考
え、ヤマタノオロチ伝説をもとにした
「箸」を使ったギフトのアイデアにた

どり着いた。
箸は片方だけでは使い物にならず、2
つが揃うことで初めて機能する。男女
の出会いのように2人の縁の懸け橋（懸
け箸）となるイメージとも重なり、
ブライダルギフトに最適だと考えた。
アイデアをもとに平成10年に「縁結び
箸」を開発。しかし形もデザインも、
納得できる仕上がりにならず、「縁
結び箸」の商標登録まで済ませたもの
の、販売には至らなかった。
だが平成16年に島根県が縁結び観光
協会を設立したことをきっかけに新た
なチャンスが生まれた。縁結び協会で
は、縁結びの地として「出雲」を全国
へとPRする広報活動に取り組んでい
た。同じ「縁結び」をテーマにしてい
るのなら、何らかのビジネスチャンス
があるかもしれないと、平野社長は、
箸を持って観光協会を訪問。すると平
成17年に、観光協会が誘致した海外か
らの団体観光客へのプレゼントに採用
された。
商品の珍しさから、テレビなどにも
紹介されて知名度がアップしはじめ
た。さらに平成20年に出雲大社の表参
道に「ひらの屋大社店」をオープン。
縁結び箸の売り上げを徐々に伸ばして
いった。

だが、ギフト小売業界は縮小傾向に
あった。ブランド力を強化し、新規事
業展開が急務と考えた平野社長は、新
しい販売方法やPR方法を模索し、公益
財団法人しまね産業振興財団が開催す
るインターネット通販事業者育成プロ
グラム「あきんど養成ジム」を受講。
そこで島根県と中小機構などが資金拠
出をして造成した「しまね地域資源産
業活性化基金」を紹介された。
ブランド力の強化に取り組むことを
決意し、助成金に申請。平成21年に採
択されると、商品のバリエーションの開
発とあわせ、パンフレットとホームペー
ジを一新する作業に取りかかった。

助成金の活用で
バリエーションを拡大

当時、縁結び箸のうわさを聞いた女
性が、遠方から一人でひらの屋を訪ね
てくることが何度かあった。
その様子を見て平野社長は「こんな
にも欲しがってくれるのならば」と、
助成金を活用して、全国どこからでも
購入できるようホームページを作り替
え、また、ホームページを縁結び箸の
PRに特化した存在と位置づけ、JA共済
加入者誕生日記念の記念品に採用され
た事例など、企業などの商品活用事例
を掲載。企業ノベルティとしての利用
法をPRした。
さらに助成金を活用して商品バリ

エーションの拡大に着手。特に島根県
産材の活用を目指して開発した箸で
は、出雲神話に登場する竹林の里をイ
メージした竹製の縁結び箸「宝竹」を
開発した。

JR西日本キャンペーン
特典に採用

商品パンフレットも助成金を活用
し、商品バリエーションがひと目でわ
かるように新たなデザインに作り替
え、ブライダル市場やノベルティ市場
の開拓へと奔走した。平野社長は「積
極的な販路開拓活動が功を奏し、出雲
の地ならではの商品として、認知度が
高まっていることを実感できた」と言
う。その言葉を裏付けるように、平成
23年には大手旅行会社のクーポン特典
に採用。平成24年にもJR西日本秋の
デスティネーションキャンペーン「鳥
取・島根山陰めぐりパス」の特典とし
て採用された。「縁結びの輪が広がっ
ていくことが嬉しい」と語る平野社
長。出雲の縁を日本全国に広げること
が自分の使命であると、縁結び箸の由
来を、店を訪れる人々にあつく語る毎
日だ。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援
事業
アドバイス

パンフレット
デザイン

ホームページ
デザイン

● 社名 有限会社ひらの屋
● 事業内容 ギフト商品企画・製造・販売
● 代表者 平野裕二 代表取締役
● 創業年 明治 40（1907）年
● 所在地 島根県出雲市平田町 991
● TEL 0853（63）4649
● FAX  0853（63）4114
● URL  http://www.enmusubi-izumo.com/
● 従業員数 6人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 7,000万円（平成24年度10月期）

会社概要
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 代表取締役

出雲大社の平成の大遷宮により、
観光地としての注目度が高まり、
島根県の広報活動も盛んになって
いた。そのタイミングで助成金に
採択され商品、パンフレット、ホ
ームページをまとめてリニューア
ルできた。イメージを統一するこ
とができ、広報効果が一層高まっ
た。

ファンド担当者の視点！

ブライダル関連商品代理店、直営店舗、自社ホームページなど

ホテル、企業、個人消費者

島
根
県
商
工
会
連
合
会

有限会社ひらの屋

事業成功のポイント

島根県
商工会連合会

出雲大社を中心とする、縁結びを
イメージさせる地域性は、島根県
特有のもの。他県にはない地域性
を活かし、異業種分野とのコラボ
レーションなど、多方面での展開
に期待している。

平成10年
縁結び箸を開発
平成20年
出雲大社表参道に「大社店」を出展
平成21年
「しまね地域資源産業活性化基金」助
成事業に採択
平成22年
「縁結び箸」シリーズの商品バリエー
ションを開発
平成24年
JR西日本秋のデスティネーション
キャンペーン特典に採用

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 しまね地域資源産業活性化基金

ファンド運営管理法人 島根県商工会連合会

事業メニュー 新商品・新サービス研究開発及び販路開拓事業

申請テーマ 縁結び商品研究開発事業

助成期間 平成21年12月8日～平成22年5月27日

出雲大社の平成の大遷
宮を記念し、本殿の天井
に描かれた「八雲の図」
をモチーフに完成させ
た遷宮記念縁結び箸

日本全国から「縁」を求めて女性たちが訪れる「ひら
の屋大社店」

お問い合わせ
島根県商工会連合会
☎ 0852-21-0651

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

出雲の地にこだわり、「縁」を広めることが自分に与えられた使命。大社店を単
なるお土産店にするのではなく、「縁結び箸」のアンテナショップとして位置付
けることで、出雲の「縁」を広げたい。

販売

島根県
中小企業団体
中央会

	山下プラン

カンドウ
コーポ
レーション

今後の事業展開
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岡山県総社市

三乗工業株式会社

騒音を手軽に
最大50％カットする
遮音・防音ボックス

自動車部品の
リサイクル技術を
商品開発に転用

三乗工業株式会社は、三菱自動車系
列の協力会社として内装装備部品の製
造を長年にわたって行ってきた。「人
にやさしく、地球にやさしく」をキー
ワードに資源の再利用にも取り組み、
自社での部品製造時に発生する端材
や、他社リサイクル材を活用して、新
しい内装材に再生する工場を併設して
いる。
その独自のリサイクルノウハウと加
工技術を活かし、岡山県と中小機構が
資金拠出して造成した「きらめき岡山
創成ファンド」の助成を受けて平成23
年に開発したのが、工事現場などの発
電機にかぶせるだけで、騒音を最大
50％カットできる遮音・吸音ボックス
「ミノリ・サイレンサー」（MES）
だ。
自動車産業は、電機などと並ぶ日本
の主力産業の一つ。三乗工業は内装装
備部品の製造を担ってきたが、リーマ
ン・ショック後の経済不況や若者の車
離れなどによる需要の伸び悩みの影響
を大きく受け、苦境に立っていた。自
動車に頼らない事業の核を作ることが

急務と、眞田達也代表取締役社長は平
成22年に社内プロジェクト「新戦略検
討会」を立ち上げ、自らもメンバーに
加わった。

合言葉は
「世の中の困りごとを探せ」

プロジェクトは立ち上げたが、明確
な方向性を見出せないまま数カ月が過
ぎた時に総社商工会議所を通じ出会っ
たのが、事業開発の経営コンサルタン
ト、株式会社企業競争力研究所（現：
コンセプト・シナジー）の高杉康成氏
だった。「むやみに何か作っても成功
しない。まず世の中の困っていること
を探すこと」と言う高杉氏の話に、眞
田社長は「それこそ自分がやろうとし
ていること」と、その場でアドバイザー
としてプロジェクト参加を要請した。
月2回のミーティングに高杉氏が加わ
り「自社の技術を生かせるもの」「世
の中の困りごと（市場で求められてい
るもの）」という明確な方向が示され
たことで、プロジェクトメンバーがや
るべきこともはっきりした。さまざま
な製品をリストアップし、持ち寄って
はメンバー全員で検討を繰り返した。
その結果、市場のニーズや自社の技術

を考えて選ばれたのが、工事現場など
で使用する発電機用の遮音・吸音ボッ
クスだった。「使用する場面もイメー
ジしやすく、何よりも自動車の内装装
備部品で使用している自社の遮音・防
音技術も有効に活用できた」と、前職
で建設関係の経験があった萩原淳之部
長代理は開発決定の経緯を振り返る。
さらに高杉氏に、商品開発に向けて助
成金の利用を薦められ「きらめき岡山
創成ファンド」に申請。平成23年に採
択された。

高速道路の防音壁をヒントに
形状を決定

開発にあたって、市場に既にある他
社製品も調べたが、企業の採用事例が
ほとんど見当たらない。原因は組み立
てが複雑で重く、高価なためだと分析
した。車の装備部品は誰でも使えるよ
うに取り扱いが簡単であることが基本
だ。それができるのが自分たちの強み
だろう、と簡単な構造を目指した。
重量でも車の部品は一人で持つこと
ができる15kgが基本という考えをもと
に、それよりも軽い10kgを目指した。
台形状に、内側に傾いた形状は高速道
路の防音壁をヒントにした。助成金を
活用し、傾き角度の異なる形状や材質
の異なる吸音パネルで試作を繰り返
し、音のデータを分析。音が反射して
減衰する最適な角度を割り出した。さ
らに吸音ホールを設けることで、吸音
性を向上させ、小型発電機の騒音を、
かぶせるだけで最大15db低減すること
に成功した。
商品として売り出すのだから見た目
もカッコ良くしたいと考え、高杉氏に

工業デザイナーを紹介してもらい、助
成金を活用して形状デザインを依頼。
「デザイン面でもクオリティが上がっ
た」と眞田社長は語る。

販路開拓を加速するために
さらに助成金を申請

東日本大震災以降、企業の防災意識
も高まり、展示会への出展ではいつも
多くの企業担当者がブースを訪れる。
中長期の販売計画に組み込んでの事業
化を目指す眞田社長は、販路開拓を目
的に、再び「きらめき岡山創成ファ
ンド」を申請し、平成24年に採択され
た。下請け企業としての意識が染み込
んだ体質を一掃し、自社商品としての
営業活動に向け、眞田社長はアクセル
をいっぱいに踏み込んでいく方針だ。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援 開発
アドバイス

形状
デザイン

● 社名 三乗工業株式会社
● 事業内容 自動車内装部品・
 リサイクル部品の製造
● 代表者 眞田達也 代表取締役社長
● 創業年 明治 28（1895）年
● 所在地 岡山県総社市井尻野 100
● TEL 0866（93）2301
● FAX  0866（93）2309
● URL  http://www.minori-kogyo.co.jp/
● 従業員数 99人
● 資本金 6,400万円
● 売上高 32億円（平成 24年 3月期）

会社概要
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 代表取締役社長

長年、自動車メーカーの協力会社で
あったため、自動車以外のことは、
本当に何も知らない集団だった。そ
れも長所と考え、長く悩まず、とに
かくまずやってみることを心がけ、
これからの会社を担うべき社員たち
と危機感を共有した。そこにスタッ
フをリードする外部スタッフが助成
金を活用して加わったことで、開発
が具体的になった。

ファンド担当者の視点！

建設会社、官公庁、レンタル会社など

（使用場所）工事現場、お祭り、野外イベント、災害現場など
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三乗工業株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
岡山県産業振興財団

岡山県には自動車部品関係の中小企業
が集積しているが、今後の次世代自動
車にどのように対応するか各社模索し
ている。その中でのこのような得意技
術を基にした新規分野への展開に関係
企業も大いに刺激を受けている。今後
の更なる展開に期待したい。

平成22年
社内プロジェクト「新戦略検討会」を
結成
平成23年
「きらめき岡山創成ファンド」助成事
業に採択
平成23年
各種展示会出展で注目
平成24年
販路開拓を目的に平成24年度「きら
めき岡山創成ファンド」助成事業に再
申請、採択

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 きらめき岡山創成ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人岡山県産業振興財団

事業メニュー 地域産業資源活用 商品化の研究、試作支援事業

申請テーマ
自動車部品製造時に排出される端材を利用し、
自動車用遮音・吸音技術を利用した「エンジン発電
機用、遮音・吸音ボックス」の開発

助成期間 平成23年7月5日～平成24年1月31日 自動車内装装備部品の製造技術・リサイクル活用技術から生まれた発電機用遮音・
吸音ボックス「ミノリ・サイレンサー」（MES）

中で作業ができる6角形の大型タイプも開発中

お問い合わせ
公益財団法人岡山県産業振興財団
☎ 086-286-9651

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

展示会などでの意見を参考に、改良と商品バリエーションの開発を進めている。
国土交通省が推進する公共工業等における新技術活用システム「NETIS」への登
録認定（登録No.KT-120128-A）を機に、建設関連企業への採用拡大を目指す。

防音

販売

今後の事業展開
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広島県広島市

奥田商事株式会社

夜間映像のわずかな
光の情報を拡大して
犯罪を未然に防ぐ

警察関係機関を悩ませる
夜間犯罪

今では街中で見かけることも珍しく
なくなった防犯カメラだが、犯罪の場
面を撮影するだけでなく、犯罪の抑止
効果も期待されてきた。しかし近年、
カメラの死角を狙う犯罪が増えてい
る。最も大きな死角になりうる、夜間
の時間帯における犯罪が警察関係機関
を悩ませ、奥田商事株式会社の奥田企
三宏代表取締役のもとに、夜間でもよ
り明瞭な撮影ができないかという相談
が持ち込まれていた。

奥田商事は、セキュリティカメラの
パイオニアとして、広島県内の金融機
関や警察関係機関、官公庁向けに防
犯・防災カメラを販売してきた企業
だ。平成20年と平成22年には、広島県
と中小機構が資金拠出して造成し、公
益財団法人ひろしま産業振興機構が運
営する「ひろしまチャレンジ基金」を
活用し、セキュリティカメラの技術開
発をした実績もあった。

奥田社長は、夜間の映像の可視化
技術に取り組むために、3度目の申請
をし、平成23年に採択され、開発がス
タートした。

助成金を活用した試作で
アイデアを形に

夜間映像用のカメラは、すでに他社
でも販売していた。しかし他社の技術
は、レーザー光や赤外線照射で映像
を見えるようにしているため、照射の
際に相手に感知され、そのためカメラ
の場所を特定されてしまう。自衛隊
とも取引のある奥田商事には、相手に
場所を特定されない技術開発が求めら
れていた。また、少ない光量下で映像
を明るくする電子増感の技術も存在す
るが、スローシャッターになるため、
素早い動きに反応しなければならない
犯罪現場では対応できない。奥田社
長は、レーザー光や赤外線、スロー
シャッターを使わない方法を見つける
ため試行錯誤を重ねた。

「これまでの開発経験から、頭の中
にイメージはあった」と奥田社長。
「通常のシャッタースピードで撮影さ
れた夜間映像を、その映像上に残る
光の情報を拡大し、コントラストと
シャープネスを補正することで記録さ
れた像が浮かび上がってくるはずだ」
と考えた奥田社長は、助成金を活用
し、自社のエンジニアたちと試作に取
り組んだ。

映像処理技術には、ICチップなどの
高価な電子部品が多く必要になり、費
用を考えると試作に踏み出しにくい。
「助成金を活用し、10台以上の試作を行
うことができたため、漠然とあったアイ
デアを形にできた」と奥田社長は語る。

既存設備との互換性で
コスト面にもメリット

開発された「Okuda VP」は、通常
のシャッタースピードで撮影された夜
間映像をリアルタイムに補正し、イン
ターネットの動画サイトのように、簡単
に夜間映像を視聴することができる。

さらに同器の強みは、ニーズに特化
し、コストを抑えた点だ。他社では、
このような機器の場合、カメラ、パソ
コンなどとのセット販売が多い。「し
かし、多くの現場では備え付けのカメ
ラなど既存設備の活用を望む声が多
く、他社機器との互換利用を可能にし
た」（奥田社長）。

以前に、チャレンジ基金を活用して
開発した、車両のナンバーを瞬時に読み
取る「車両のナンバープレートの読み取
り技術」にも対応し、映像から車両ナン
バーを認識しデータベース化できる製品
として平成24年に販売を開始した。

専門店として
他社に負けない技術革新

東日本大震災以降は、自治体や企業
などの防犯、防災に対する意識が高
まっていた。東京都の協力と経済産業
省や内閣府などの後援によって開催さ
れた「テロ対策特殊装備展」に助成金
を活用して出展。同器に備えられた車

両のナンバープレートの読み取り技術
が評価され、高速道路運営会社への導
入に至った。

顧客に官公庁を多く持つ奥田商事で
は、官公庁において年度初めに予算化
されないと、1年間新規受注が無いと
いう販売面での問題を抱えていたが、
「Okuda VP」の開発とともに金融機関
の協力で、購入しなくとも利用できる
リース制度を準備した。これにより、
1年毎の予算確保を待つことなく、より
積極的な営業活動が展開できるように
なった。

専用ソフトを使わず、一般に利用さ
れているインターネットブラウザを
使ったことで、スマートフォンなどの
新しい機器へもスムーズに対応できる
と、汎用性の高さに自信を持つ奥田社
長。コスト、アフターサービスにおい
てもさらに他社製品に負けない競争力
を付け、セキュリティカメラ専門店と
しての認知度向上を目指している。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援 部品供給

部品供給

● 社名 奥田商事株式会社
● 事業内容 インターネット制御システムの

構築、防犯カメラ及びデジタル
レコーダー周辺機器の製造販売・
設置・保守

● 代表者 奥田企三宏 代表取締役
● 創業年 昭和 47（1972）年
● 所在地 広島県広島市西区横川町 1-10-1
● TEL 082（292）2600
● FAX  082（292）2944
● URL  http://www.okudacamera.co.jp/
● 従業員数 20人
● 資本金 3,000万円

会社概要

夜間撮影された車のナンバー
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 代表取締役

ブランド力では大手メーカーに勝
てない。自社の強みを分析し、特
化した機能でニッチな市場を狙っ
た。機能を少なくすることでコス
トも抑えられ、他社製品に負けな
いものになった。また採用先の現
場を考え、他社製品との互換性を
高めたことでデモ機を持ち込んで
のプレゼンテーションもスムーズ
だった。

ファンド担当者の視点！

官公庁、警察関係機関、高速道路運営会社など
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奥田商事株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
ひろしま産業振興機構

広島県は工業県であり、新たな事
業出現が地域を活性化する要因と
なる。新しいアイデアをどんどん
出して、事業化を進めてくれるこ
とに期待している。

平成22年
夜間の映像可視化技術の開発に着手
平成23年
「ひろしまチャレンジ基金」助成事業
に採択
平成23年
映像処理装置「Okuda VP」を開発

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 ひろしまチャレンジ基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人ひろしま産業振興機構

事業メニュー 新事業創出チャレンジ企業支援事業

申請テーマ 防犯防災カメラからの夜間映像の可視化

助成期間 平成23年6月27日～平成24年3月5日
幅約13cm、奥行き約10cm。手のひらにのるコンパクトさだ

お問い合わせ
公益財団法人ひろしま産業振興機構
☎ 082-240-7701

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

顧客の欲しがる新しい製品を、スピード感をもって提供することが今後も重要に
なる。その上で、「Okuda VP」の導入先には、継続して購入していただけるよう
に、アフターサービス面での充実を図っていく。
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P

販売

今後の事業展開
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山口県山口市

有限会社石野製作所

江戸時代から続く
玉しぼり製法で
できたて香る
フレッシュオイル

フレッシュな油を
家庭で手軽に

有限会社石野製作所は船舶用制御盤
の組立・製造を行う会社だ。しかし、
今から約30年以上前には、地元農家か
らの要望を受け、ナタネ油搾り機や農
薬散布機などの農業用機器を製造して
いた。ナタネ油搾り機など農業用機
器製造の歴史を先代から受け継ぎ、同
社の石野隆三代表取締役が開発した家
庭用油搾り機「SHiBORO」。ゴマや
クルミ、ナタネなどの種子から、手軽
に油を搾ることができる家庭用油搾り
機だ。手軽に使えるコンパクトな形状
で、フレッシュな油を楽しめる油搾り
機として平成22年に発売した。

業務用から家庭用へと
方向性を転換

開発は公益財団法人やまぐち産業振
興財団からの事業アドバイスがきっか
けとなった。石野製作所の現在の本
業である船舶用始動基盤組立もまた、
同財団によるビジネスマッチングで始
まったもので、同財団とは以前からの
付き合いがあった。石野社長は「油搾
り機に本気で取り組んでみたい」と事

業に関する相談を持ちかけると、助成
金の利用を勧められた。今を逃せばも
うチャンスはないかもしれないと石野
社長は決心し、山口県と中小機構が資
金拠出して造成した「やまぐち地域中
小企業育成基金」に申請。平成20年に
採択された。
開発は同財団より地方独立行政法

人山口県産業技術センターの紹介を
受け、視覚的にも高品質のものを目
指し、同センターのデザイナーとの共
同作業で進めた。市場に従来からある
搾油機をベースに、制御方法を一新さ
せた全自動機器を目指し、助成金を活
用。同センターと考案した形をもとに
機器設計を外部に依頼した。タッチパ
ネルを設置し、原料投入から搾油、カ
スの排出までを自動で行う業務用試作
機を完成させた。しかし、販路開拓の
ための市場調査を進めると、国内既存
メーカーと韓国メーカーにより市場は
占有状態。後発メーカーが参入する余
地のないことが判明した。
かつては油搾り機を製造していたこ
とから、自社ホームページで油搾り機
の紹介を行っていた同社は、ホーム
ページを見て問い合わせをしてくる人
に、小型の製品を希望する個人消費者
が多いことに気づき、個人向けに新た

な販路の可能性を見出した。
すでに業務用試作機が出来上がって
いたが、小型化を目指す開発に方向修
正。平成21年5月に事業計画を変更し、
小型油搾り機の開発をスタートした。

助成金を活用し
試作機を改良

小型油搾り機は、電動スクリュータ
イプと手搾り直圧式の2つのタイプを並
行して開発を進めた。開発は業務用と
同様に、助成金を活用し産業技術セン
ターと共同開発の体制を組んだ。
連続して搾油できる電動タイプは便
利だが、搾りカスが詰まる、異音を発
する、メンテナンスが難しいなど問題
点が多かった。その点、手搾り機は、
搾る油の量は少ないが高品質の油を搾
ることができ、何よりも取扱いが簡単
だった。
手搾り直圧式の試作1号機では、い

かにも機械部品の塊という雰囲気だっ
た。2号機では、改良を加えデザイン面
でも徐々に洗練されたものとなった。
そして3号機でほぼ理想形に近づいた。
しかし、安全性を考え、過度の力が加
わるとそれ以上圧力が加わらないよう
にする、トルクリミッター付の4号機ま
でを試作した。「商品開発でここまで
試作を繰り返し、検討を重ねられたの
は助成金があったからこそ」と石野社
長は語る。

教育研究機関に新たな販路

完成後にはやまぐち産業振興財団の
紹介などもあって、地元テレビに出演
し業界新聞にも掲載された。現在、

「SHiBORO」専用ホームページも立ち
上げ、製品の周知・PRに努めている。
改良型低価格品を発売したところ、
調理器具として開発したつもりが、大
学や企業の研究所などの購入が増えた
という。化粧品や加工食品の製造時に
加えられる種子油の経年変化の研究
用に、少しの油をその都度搾ることが
できてちょうど良いというのだ。石野
社長は、「日本中の企業や研究所が、
販路先として可能性があるということ
だ」と新たな販路開拓に向け意気込ん
でいる。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

● 社名 有限会社石野製作所
● 事業内容 家庭用油しぼり機製造・販売、
 船舶用始動基盤組立
● 代表者 石野隆三 代表取締役
● 設立年 昭和 56（1981）年
● 所在地 山口県山口市徳地引谷 23
● TEL 0835（56）0210
● FAX  0835（56）1567
● URL  http://www.ishinoss.jp/
● 従業員数 16人（パート含む）
● 資本金 800万円
● 売上高 5,000万円（平成 24年 3月期）

会社概要
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 代表取締役

インターネット環境の普及が、市
場調査に役立った。個人の消費者
が小型の製品を望んでいることを
知り、自信を持ってスタートでき
た。販売方法は自社ホームペー
ジに限定し在庫リスクを軽減した
が、ファンドからの紹介でマスコ
ミへの露出もあり、販路開拓に大
いに役立った。

ファンド担当者の視点！

自社ホームページなど

個人消費者、大学研究所、企業研究所 など
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有限会社石野製作所

新栄

徳山興産
株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
やまぐち産業振興財団

市場が何を求めているか、その難
しさはいつも感じている。できる
限りの支援を続け、助成終了後に
もビジネスマッチングなどの紹介
機会を数多く持ち、事業者の販路
開拓に協力したい。

平成20年
全自動油搾り機の開発を構想
平成20年
「やまぐち地域中小企業育成基金」
助成事業に採択
平成21年
小型油搾り機の開発に方向修正
平成22年
直圧式小型家庭用油搾り機
「SHiBORO」発売

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 やまぐち地域中小企業育成基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人やまぐち産業振興財団

事業メニュー やまぐち地域中小企業育成事業
創業・新事業支援助成金【一般枠】

申請テーマ 異物除去機構を有し、全自動化された玉しぼり式
搾油機の開発および家庭用小型機搾油機の開発

助成期間 平成20年7月24日～平成22年3月31日

直圧式のため摩擦熱で油が焦げたりせず、透明感
のあるフレッシュな油を搾ることができる

キッチンに置いても違和感のない、シンプルでモダンなデザインの小型油搾り機
「SHiBORO」

お問い合わせ
公益財団法人やまぐち産業振興財団
☎ 083-922-3700

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

販売はホームページが中心だが、機械の販売だけにとどまらず、地元で栽培さ
れた種子を買い取りお客様に販売するという、地域の生産活動にも貢献するシ
ステム作りを目指している。

試作1号機（右）と2号機（左）

販売

地方独立
行政法人
山口県産業
技術センター

共同開発

設計

部品加工

有限会社石野製作所

今後の事業展開
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アドバイス・
指導

徳島県海部郡

東西電工株式会社

省電力で長寿命！
いち早くあわ産LED
道路照明灯に選定され、
徳島県内の県道に採用

節電が求められている中
注目のLED道路照明灯

徳島県は、LEDを利用する光（照
明）産業の集積を目標に「LEDバレイ
構想」を掲げ、企業や研究施設等への
支援を行っている。徳島県にある多く
のLED関係企業の中でも、特に注目を
集めているのが東西電工株式会社だ。
長年、照明装置の省エネ化に取り組
んでいる同社が、開発・商品化したの
が「LEDユトリックス道路灯」だ。最
大の特長は、今までのLED道路照明灯
に比べ、照射範囲内における光の明暗
が少なく均一な光を照射する点だ。ま
た、消費電力は100W以下で、省エネに
も貢献する商品となっている。

あわ産製品を目指し
助成の力で開発を開始

同社は元々、コピー機内の蛍光灯を
制御する機器を製造していた。その
後、一般の照明器具の省エネタイプの
制御装置や、省エネ水銀灯を製造。ま
た、20年ほど前から赤色LEDを使って
列車の尾灯なども手がけ、青色LEDが
開発されてからは、本格的にLEDを
使った照明事業に参入した。

平成21年8月に、大阪府のLED道路照
明技術評価制度への応募を考えたが、
筐体の試験や輝度分布図等の資料が揃
わず、受理されなかった。その経験を
活かして、平成21年12月から募集が始
まった、徳島県内の企業が開発した
LED道路照明灯の本格的な導入に向け
た実証実験「あわ産LED道路照明灯モ
デル事業」に応募した。
また、過去にも助成金を利用したこ
とのある同社は、研究・開発費用に活
用しようと考え、平成22年に、徳島県
と中小機構などが資金拠出して造成し
た「徳島県LEDバレイ推進ファンド」
に申請を行い採択された。
平成22年3月から徳島県道路整備課の
指導のもと、実際の道路2、3カ所に道
路照明灯を設置して試験を行った。設
置基準をクリアするまで、何度も試作
品を作り直したという。助成金を活用
して形、大きさ、光の強さなど、様々
なLEDを試した。また、試作品の灯具
や基盤などにも助成金は活用された。
開発には莫大な費用が必要だが、助成
金を活用できたことで負担が軽減でき
たという。「あわ産LED道路照明灯に
選定される商品を作りたかった。助成
金により開発に弾みがついた」と北出
亘専務取締役は振り返る。

粘り強く開発を続けて、
LED道路照明灯が完成

試験中に問題となったのは、明るさ
不足とLEDの照射ムラだった。
道路照明灯を中心に横幅40mを照ら
す必要があるが、距離が離れると暗く
なり明るさが設置基準に満たなかっ
た。そこで、ボールレンズを使って光
を集め、焦点距離を延ばし、横幅40ｍ
まで照らせるようにした。
また、LEDを照射するとイエロー

リング（照射面で中央付近の光に比べ
て周辺光が黄色味がかる現象）がはっ
きり出てしまい、照射ムラが出てまだ
らになってしまっていた。そこで、光
を重ね合わせて照射ムラをなくすこと
にした。灯具のカバー内にあるLEDが
ついたブロックを、光が重なるように
角度を変えて配置し、照射して検証。
横幅40m先までムラなく照らせるよう
に、試作を繰り返し行い、1年ほどかけ
て照射ムラをなくしていった。途中、
諦めかけた時期もあったが、粘り強く
開発を続けていった。
平成22年12月に完成に近い試作品を
製作し、外部機関に配光試験を助成金
で依頼。設置基準を満たす結果が得ら
れた。「1年間じっくり時間をかけて開
発できた。これにより性能・品質も改
善できた」と北出専務は語る。

助成事業をきっかけに
積極的に事業展開を図る

平成23年3月に「あわ産LED道路照
明灯モデル事業」の第1号として選定さ
れたことが、徳島県のプレスで発表さ
れた。この発表がPR効果をもたらし、
徳島県内での知名度が向上した。ま
た、知名度の向上が新規雇用にもつな
がっているという。現在LED道路照明
灯は、徳島県内120カ所に設置され、交
通安全の確保や省エネ化等にも貢献し
ている。同商品の売上は2,000万円を超
え、事業は順調に成長している。
今後の展開について南渕幸雄代表取
締役は「信用される会社をスローガン
に品質第一でやっていく。基礎はでき
たので、これからはコストダウン。小
型化を実現して市場に挑戦していく」
と意欲を語る。同社はこれからも積極
的に助成金等の支援を利用して、新た
な商品を開発していくつもりだ。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

調査分析
依頼

会社概要

本社ビル／緑に囲まれた素晴らしい環境の中、LED
を使った省エネ分野に力を入れ開発・製造を行う

南
みなみぶち

渕幸
ゆき

雄
お

 代表取締役

ファンド担当者の視点！

各官公庁など
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東西電工株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
とくしま産業振興機構

平成21年
大阪府のLED道路照明技術評価制度へ
の応募を考え、道路照明灯の開発開始
平成22年
「あわ産LED道路照明灯モデル事業」
に応募。徳島県内の道路で試験開始
「徳島県LEDバレイ推進ファンド」助
成事業に採択
試作品が完成
平成23年
「あわ産LED道路照明灯モデル事業」に
選定・販売。県道で実証実験開始

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 徳島県LEDバレイ推進ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人とくしま産業振興機構

事業メニュー LED産業振興事業

申請テーマ 入力電力100W以下のLED道路灯照明

助成期間 平成22年4月1日～平成23年3月31日 ファンドを活用して商品化した「LEDユトリックス道路灯」。国内製高輝度LEDを
採用し、長寿命で高照度。漏れ光が少なく、光害対策に有効なLED道路灯だ

LEDチップの付いたブロックの角度を微妙に変えて
１列ごとに調整。完成された形は芸術作品のよう

お問い合わせ
公益財団法人とくしま産業振興機構
☎ 088-654-0103

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 東西電工株式会社
● 事業内容 蛍光ランプ用安定器から LED用
 点灯装置、自動水銀灯調光シス
 テム・スーパーユトリックス照明
 器具、放電ランプ点灯装置の設計・
 開発・生産・販売及び設置工事
● 代表者 南渕幸雄 代表取締役
● 創立年 昭和 48（1973）年
● 所在地 徳島県海部郡牟岐町河内赤水 98-1
● TEL 0884（72）1974
● FAX  0884（72）3197
● URL  http://wwwd.pikara.ne.jp/tozai/
● 従業員数 39人
● 資本金 9,000万円
● 売上高 3億6,200万円（平成24年3月期）

同社はLED照明器具の開発に取り
組んでいるが、今回、取り上げた
「LED道路照明灯」は、徳島県が
推進している「あわ産LED道路照
明灯モデル事業」に県内で初めて
採用され、今後更に引き合いが増
えると期待している。

LED道路照明灯の更なる省エネ化、コストダウンに向けた研究開発に取り組
む。製造設備も増強し、低価格・大量生産を目指したい。また、官公庁だけ
ではなく、企業の敷地内にある道路などへの納入を目指し販路拡大を図る。

最後まで粘り強く開発できたのが事
業化のポイントだ。ファンド活用に
より、開発コストの負担を軽減する
こともできた。また今回の商品開発
は、基礎的な研究開発になって次の
商品開発につながっていくものとな
った。ファンドを活用する以上、研
究だけで終わらずに、しっかりと商
品化して世の中に出して欲しい。市
場ニーズの把握が大切だ。

今後の事業展開
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測定
依頼

実証
実験

徳島県板野郡

株式会社エコテック

「塗るだけ」で
ボイラーの燃費を削減。
省エネ技術として
ハウス農家へ普及

ハウス農家を助けたい
その思いで新塗料を開発

原油の価格高騰による重油コストの
負担が大きいハウス農家。近隣のハウ
ス農家が廃業していく現状を目の当た
りにし、益田茂明代表取締役は「少な
い投資で効率良く暖房し、少しでも燃
費の削減ができないか」と考えてい
た。一般社団法人日本機械学会に出席
した時に、電磁波レゾナンス現象を用
いての燃焼促進技術を知り、新塗料開
発に着手。徳島県立工業技術センター
と共同で、新塗料「テックコート（炉
内壁面輻射増進塗料）」を開発した。

テックコートは、ボイラー等の化石
燃料を燃焼させ発生する排出ガス（燃
焼ガス）に特化した耐熱塗料。ボイ
ラー炉内の壁面を厚さ20μmほどコー
ティングすると、火炎からの熱吸収率
が増加し、炉壁の放射熱が増え、炉内
の温度が上昇。炉内温度のばらつきも
少なくなる。また、バーナー周辺の口
金に塗料を塗ると、火炎温度が上昇す
る効果もあり燃料消費の削減につなが
る。また塗るだけなので、保有資産が
活かせる。施工費用は5万円程度、耐用
年数は一般的なボイラーで約6年と、費
用対効果が髙いことも特徴だ。

県庁舎に採用。更なる
改良のため助成金を活用

平成21年から商品開発は開始され
た。平成22年には、遠赤外線塗料を用
いると燃焼効率が高まり、燃料消費の
削減に繋がることが分かり、試作品を
製作。平成23年2月に、試作品を徳島県
管財課に紹介したところ、徳島県庁舎
の空調用ボイラーに採用。ボイラーを
管理する管財課は、温室ガス抑制に積
極的だったため話はスムーズに進み、
公式のデータも得られた。

塗料の更なる改良のため工業技術セ
ンターに相談すると、共同で新塗料を
開発することになった。また、工業技
術センターの勧めで、平成23年に徳島
県と中小機構などが資金拠出をして造
成した「とくしま経済飛躍ファンド」
に申請して採択された。

助成金は 試作塗料の原材料購入のほ

か、検証に必要なハウス暖房機や排ガ
ス測定器の購入、工業技術センターな
どの解析機関での評価・分析の費用に
も活用された。

分光放射率0.96の塗料が
完成。実証実験も好結果

最も苦労したのは、光（熱）を吸収
する測定基準である分光放射率（熱吸
収率）を、すべての波長の放射を完全に
吸収する黒体の1.0に近づけることだ。

助成金を活用して、工業技術セン
ターの指導のもと開発が続けられた。
リチウムイオン電池の材料に使われる
熱吸収素材に、市販の黒体塗料や耐熱
塗料などを様々な比率で配合した。工
業技術センターや産業技術総合研究所
四国センターで、塗料の分光放射率を
測定。平成23年5月からは、配合した複
数の塗料を工業技術センターに設置し
たハウス暖房機の口金に塗り、吸い込
み温度と吹き出し温度、排気温度を測
定。また排ガス測定器で、酸素濃度や
二酸化炭素、空気比を測定し、最適な
塗料を検証していった。様々な検証の
末、平成23年11月ついに、分光放射率
が1.0に限りなく近い0.96の塗料が出来上
がった。

助成金を活用して、塗料の耐候性の
検証、耐熱温度・時間等の確認を工業
技術センターに依頼。その後、協力
会社の総合ビル・メンテム株式会社が
管理するビルのボイラーや、徳島県立
農林水産総合技術支援センターの協力
で、徳島農業大学内のハウス暖房機で
実証実験を行い、燃料消費を5〜10％程
度削減という結果を得た。そして、平
成24年2月から販売を開始した。

農水省の推進事業に採択
県内外へも販売を拡大

徳島県の協力で得られたデータを活
用して普及活動を展開。スポーツ施設
いしいドーム（名西郡石井町）、JA徳
島市ハウスみかん部会の生産者が構え
るハウスのボイラーなど、テックコー
トを導入する施設が広がっている。

また、開発の段階で偶然発見した新
技術による「ボイラー炉内壁面輻射増
進塗料を活用したハウスの効率的暖房
技術の普及」が、平成24年に農林水産
省「新技術導入推進事業」（徳島県農
林水産部申請）に採択。これは、塗料
を塗り空気比を最適に調整し、燃料消費
量を削減する技術の普及を図り、農家の
省エネ意識を高める事業だ。これを徳島
県内の農家が構える100台余りの暖房機
に、安価で提供。今後、農林水産総合支
援センターを中心に、県内外の農業関係
者に対して販売数を拡大していく。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

● 社名 株式会社エコテック
● 事業内容 コンクリート 2次製品開発・販売、
 炉内壁面輻射増進塗料の販売
● 代表者 益田茂明 代表取締役
● 設立年 平成 7（1995）年
● 所在地 徳島県板野郡松茂町豊岡字山ノ手 16-7
● TEL 088（699）8311
● FAX  088（699）2214
● URL  http://ecotecinc.jp/
● 従業員数 4人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 1,600万円（平成 24年 11月期）

会社概要

ハウス暖房機／全国で約30万台が稼働。炉内、
口金、どちらに塗っても省エネ効果が見込める

益
ます

田
だ

茂
しげあき

明 代表取締役

なにより開発費用の2/3を助成して
もらえたのが良かった。また、資金
面のサポートだけではなく、工業技
術センターの技術指導、農林水産総
合技術支援センターでの燃料削減効
果の検証、徳島県が取引先を紹介し
てくれるなど、サポートも心強かっ
た。ファンド事業での研究というこ
とで、顧客に対する信用度が高く、
営業に繋げることができる。

ファンド担当者の視点！

ハウス農家、ゴルフ場、温水プール施設、温泉施設など

販
売

公
益
財
団
法
人
と
く
し
ま
産
業
振
興
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構

株式会社エコテック

徳島県立工業技術センター
徳島県立工業
技術センター
産業技術
総合研究所
四国センター

徳島農業大学内の
ハウス暖房機
総合ビル・メンテム
株式会社
（同社が管理しているビル）

事業成功のポイント

公益財団法人
とくしま産業振興機構

既存のボイラー等に塗布するだけ
で燃焼効率を向上させられること
などコストパフォーマンスが高
く、また、多方面への汎用性も高
いと思われる。今後、幅広い分野
への事業展開を期待したい。

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 とくしま経済飛躍ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人とくしま産業振興機構

事業メニュー 新商品・技術開発支援事業

申請テーマ ボイラー炉内壁面輻射増進塗料の開発

助成期間 平成23年4月1日～平成24年3月31日 「テックコート」を塗っていく作業員。作業時間は、調整も含めて２時間～半日程度
未来の技術に注目が集まる中、既存の設備に対する技術は特徴的

左がテックコートを塗ったバーナーの口金部分

お問い合わせ
公益財団法人とくしま産業振興機構
☎ 088-654-0103

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

興味を持っているボイラーメーカーを中心に営業を進めていく。また、農水省
の「新技術導入推進事業」にも採択されているので、徳島県と連携しながら成
果目標（導入暖房機500台）を達成していく。

平成21年
徳島県立工業技術センターで、市販の
塗料を使った試験を開始
平成22年
市販の遠赤外線塗料での効果を確認
平成23年
試作品が徳島県庁舎の空調用ボイ
ラーに採用
「とくしま経済飛躍ファンド」助成事
業に採択され新塗料の開発が本格化
試作品が完成
ハウス暖房機やビルで実証実験
平成24年
ハウス農家が構える暖房機や温浴施設
などへ販売を開始

共同研究・開発援助

今後の事業展開
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香川県観音寺市

株式会社請川窯業

50％の軽量化を実現。
重厚感のある風合いが
景観を美しく保つ、
軽量耐震本葺瓦

瓦の重厚感をそのままに
50％の軽量化を実現

寺院や仏閣の屋根に使われる、重厚
感のある本葺瓦。しかし近年、瓦屋根
を板金屋根に変更するケースが増え
ている。瓦屋根は一般的に、粘土質の
土を焼いて固めた瓦を、屋根の上に敷
いた土やしっくいの上に固定する方法
で作られている。瓦の重さに土などの
重さが加わるため、当然屋根は重く
なる。この重さが建物を傷める原因に
なるのだ。また、地震の時には屋根の
重さで建物が損傷するという恐れもあ
る。板金屋根が採用されている理由は
その軽さだが、瓦屋根のような重厚感
を再現することはできない。
「瓦屋根を軽量化して、もっとたく
さんの人に瓦を使って欲しい」。株式
会社請川窯業の請川和英代表取締役の
そんな思いから生まれたのが「軽量省
エネ耐震乾式本葺瓦」だ。
軽量瓦は、平瓦3枚を縦に連結した

一体型瓦。3枚の瓦を並べた状態を1枚
で作ることができるため、瓦と瓦が重
なり合う部分を少なくすることがで
きる。また、素地に適度な気孔を入れ
ることで、瓦そのものを軽量化。さ
らに、ビスで瓦を固定する乾式施工法

を採用しているため、土などの重さが
加わらない。これにより、本葺瓦の重
厚な質感はそのままに、50％の軽量化
を実現。原材料の使用量が減ったこと
で、製造過程のCO２排出量も半減。価
格も従来より2～3割程度安くなった。

ファンドを知ったことが
製品化実現へのスタート

請川社長が軽量瓦を考え始めたの
は、平成7年に発生した阪神・淡路大震
災がきっかけ。時間があればその方法
やアイデアをメモしていたが、なかな
か具体的に動き出すことができなかっ
た。「中小企業は、目の前の仕事が優
先されてしまいますから」と請川社長
は苦笑いする。
軽量瓦開発を考えていた時、香川県
の広報誌で、香川県と中小機構などが
資金拠出して造成した「かがわ中小企
業応援ファンド」を知った。ファンド
に申請するため、工程や予算を洗い出
したことによって、製品化までの道の
りがクリアになったという。
平成22年に採択され、軽量瓦開発

が動き出した。「ファンドがなかった
ら、今でもメモのまま立ち止まっていた
かもしれません」と請川社長は言う。

トライ＆エラーの
繰り返しで課題を解決

強度を保ちながら軽量化するために
は、形状と原料、２つからのアプロー
チが必要だった。
軽量瓦の特徴である複雑な形状の成
形は予想以上に難しく、思うようには
仕上がらない。問題解決のため、助成
金を活用し何度も金型を修正した。
また、原料の配合比率には、香川県
産業技術センターが持つ情報が大きな
役割を果たした。請川窯業もノウハ
ウを持っていたが、細かなデータはス
トックされていなかった。「産業技術
センターの膨大な試験データがあった
から、より早く理想的な原料配合にた
どり着けた」と請川社長は言う。
形状や原料の配合を変えた瓦を何種
類も作り、窯入れする。試作瓦が焼き
上がったら試験を行う。助成金を活用
した試作は何度も繰り返され、最終的
に50％の軽量化を達成した。
平成23年度、開発は強度と耐久性向
上という次の段階に進んだ。石の結晶
が細かく、耐久性に優れた香川県産の
「庵治石」の粉末を原料に配合したこ
とで、素地の強度を高めることに成
功。庵治石は高級石材だが、加工時に
発生する石材スラッジ（石粉）を配合

することで、廃棄物の有効活用とコス
トダウンを実現。こうして、軽量であ
りながら高い強度と本葺瓦の重厚な質
感を持った、軽量瓦が完成した。
「トライ＆エラーの繰り返しでし

た」と請川社長は開発当時を振り返
る。助成金があったことが度重なるト
ライを可能にした。

香川県発の軽量瓦が
日本の景観を守る

構想から約17年、開発の本格スター
トから約2年後の平成24年5月。軽量瓦
は販売を開始し、すでに多くの寺院・
仏閣の改修に活用されている。
「瓦屋根には、日本人の心に訴えか
ける何かがある」と請川社長は言う。
瓦屋根の安全面・費用面の不安を解消
してくれる軽量瓦の普及は、瓦屋根が
並ぶ日本の美しい景観を守るための一
助となるに違いない。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援 実験協力

技術協力

庵治石の
供給

会社概要

軽量瓦を使って改修が行われた屋根。価格をおさえ
たことも、普及促進につながっている

請
うけがわ

川和
かずひで

英 代表取締役

ファンド担当者の視点！

自社工事部門 工務店・建設会社・瓦工事店など

顧客（寺院・仏閣・一般住宅など）

公
益
財
団
法
人
か
が
わ
産
業
支
援
財
団

株式会社請川窯業 みなと瓦産業
株式会社

香川県産業
技術センター

讃岐石材加工
協同組合

事業成功のポイント

公益財団法人
かがわ産業支援財団

平成7年
阪神・淡路大震災発生後、耐震の観点
から瓦屋根の需要が減少。瓦の軽量化
について模索し始める
平成22年
「かがわ中小企業応援ファンド」助成
事業に採択され、開発をスタート
平成23年
完成度を高めるため強度と耐震性の
向上に取り組む
平成24年
軽量瓦の販売を開始。特許出願中

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

施工 施工

ファンド名 かがわ中小企業応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人かがわ産業支援財団

事業メニュー 地域企業研究開発小規模助成事業（地域資源活用枠）

申請テーマ 軽量省エネ耐震乾式本葺瓦の開発

助成期間 平成22年４月１日～平成24年３月31日 「軽量省エネ耐震乾式本葺瓦」で葺いた屋根の見本。軽量化したとは思えない、
重厚感のある美しさが大きな特長だ。左上は軽量瓦１枚の形状。

庵治石の石材スラッジの塊。庵治石を配合したこと
で、表面がよりなめらかになるという効果もあった

お問い合わせ
公益財団法人かがわ産業支援財団
☎ 087-868-9903

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

● 社名 株式会社請川窯業
● 事業内容 日本瓦・陶器瓦販売施工／
 寺院仏閣瓦販売施工／屋根設計／
 施工資材開発など
● 代表者 請川和英  代表取締役
● 創業年 昭和７（1932）年
● 所在地 香川県観音寺市木之郷町 852-1
● TEL 0875（27）6327
● FAX  0875（27）6326
● URL  http://www.ukegawa.info/
● 従業員数 25人
● 資本金 1,700万円
● 売上高 4億2,000万円（平成24年6月期）

東日本大震災の影響で防災意識が高
まる中、今回軽量化やコストダウン
を実現したことで、本葺瓦が見直さ
れる契機になればと思う。また、庵
治石の石材スラッジの有効活用によ
り、地場産業の活性化や循環型社会
の形成の上からも期待される。

まずは四国八十八カ所やその門前町、四国の寺院・仏閣を中心に広めてい
くことが目標。軽量瓦は一般住宅の屋根葺きにも利用できるため、街の景
観保護を推進する地域などへも普及させていきたい。

思いばかりで実行にうつせなかった
軽量瓦の開発が、ファンドを利用す
ることで推し進められた。費用の問
題を解決できることはもちろん、進
捗状況の報告を求められるため、後
回しにできなくなったことが一番大
きな効果だったかもしれない。新商
品を開発したくても最初の一歩が踏
み出せない人には、ぜひファンドの
利用を勧めたい。

今後の事業展開
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愛媛県今治市

株式会社さくらコットン

冷えで悩む女性の
問題を解決！
今治タオルを使った
商品開発で雇用を創出

今治タオルを使った
ヒエトリパットを開発

冷えや尿漏れなど、多くの女性が抱
える悩みを解決するために開発された
布ナプキン型ライナー「ヒエトリパッ
ト」。開発したのは、タオル製品の企
画・製造・販売を手がける株式会社さ
くらコットン。女性視点でものづくり
を行っている企業だ。
肌に触れる部分には肌触りを重視す
るため心地良い今治タオルを使い、女
性に使ってもらうために、色・柄は可
愛いものを選んでいる。その他にも、
ずれない工夫や使いやすさ等、女性の
声を聞ききめ細かい配慮がされた商品
であることが特徴だ。

女性の声を聞き
逆転の発想で商品開発

「10歳の頃からヒドイ子宮内膜症に
悩まされていました。数年前に、布ナ
プキンに替えて体調がびっくりするほ
ど良くなりました。原因は冷えです。
同じ悩みを抱えている人を助けたいと
いう想いから、商品を開発することに
しました」と菊川あずさ代表取締役は
商品開発のきっかけを語る。更に、以

前から、女性の働く場所を提供したい
とも考えており、地元の今治タオルを
活用できないかと考えていたという。
当初は、生理用布ナプキンの開発を
行っていたが、試作品を知人等に試し
てもらうと、「白い生地に血がつくの
が嫌だ」と不評だった。しかし一方で
は「着けてみたら温かい」「何もない
日に着けてもいいのでは」という声も
聞けた。様々な声から生理時だけ冷え
対策を行うのではなく、日頃から行っ
た方が良いことに気がつき、毎日使え
る布ナプキン製ライナーの開発へと方
向転換を図った。

助成金を活用して、
商品化と雇用創出

平成23年2月から、一般財団法人今治
地域地場産業センター5階にあるアイ
ビックに入居し、インキュベーション
マネージャーの品部行秀氏に経営相談
をしていた。
また、商品を全国で売れるものにす
るためにマーケティングについて、起
業家や中小企業支援を目的としたレ
ンタルオフィス事業等を展開する株式
会社ビジネスアシスト四国に相談する
と、公益財団法人えひめ産業振興財団

の和田健一氏を紹介された。和田氏か
ら助成金の活用を勧められ、愛媛県と中
小機構などが資金拠出をして造成した
「えひめ地域密着型ビジネス創出ファン
ド」に申請し、同年8月に採択された。
試作品第1号は平成23年3月に完成。
菊川社長が主宰する女性グループ「マ
マ★コレ」のメンバーや知人に試して
もらい、素材や形状など改良点を調査
した。意見を参考に、廃棄予定タオル
やＢ品タオルの中から、肌触りの柔ら
かいタオルを仕入れた。表側のデザイ
ンは女性好みにこだわり、ズレを防
ぐためスナップで固定する試作品を製
作。また縫製を担当する女性スタッフ
に、助成金を活用して縫製の技術指導
を行い、テスト販売・モニタリング調
査に備えた。
平成23年9月から札幌・東京・名古

屋・愛媛でモニタリング調査を助成金
を活用して行った。全国約500名以上に
試してもらい意見を集め、要望に応え
ていった。意見の中には、トイレの回
数が減った等の嬉しい声もあり「この
人たちのために、頑張っていい商品を
作りたい」と菊川社長は強く思ったと
語る。その後、ビジネスアシスト四国
から広告代理店を紹介され、平成24年1
月発売の雑誌に広告を掲載。商品は注
目されすぐに注文が来たという。
ヒエトリパットを生産するために、
縫製のスタッフが必要だ。また女性の

働く場を提供するために菊川社長は法
人化を決意し、平成24年1月に株式会社
さくらコットンを設立。現在では、34
名のスタッフが働いている。

コンテストや商談会で
共感を得て順調に成長

平成23年10月、フロンティア企業ク
ラブが主催する「平成23年度ビジネス
プランコンテスト」に応募し、多くの
女性の問題を解決する考え方が共感
され最優秀賞を受賞。また同年12月に
は、えひめ産業振興財団が開催した
「ファンド助成企業ビジネスマッチン
グ会」で、今治タオル専門ショップ
「伊織」との商談が成立し、国内5店舗
で商品を取り扱うことになった。
また、地元新聞やテレビ局にも取り
上げられ注目されている。また商品を
使った人が、周りの人にも勧めるとい
う口コミ効果もあり、販売は順調だ。

オフィスのレンタル、経営
サポート、仕入先の紹介など

ECサイト、Facebook
などを活用した口コミ

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

広告代理店
の紹介

モニタリング調査

今治タオル供給

● 社名 株式会社さくらコットン
● 事業内容 今治タオル製品の企画・製造・販売
● 代表者 菊川あずさ 代表取締役
● 設立年 平成 24（2012）年
● 所在地 愛媛県今治市蒼社町 1-3-47
● TEL 0898（35）0175
● FAX  0898（33）2608
● URL  http://www.sakura-cotton.com/
● 従業員数 34人（パート・アルバイト含む）
● 資本金 100万円
● 売上高 420万円（平成 24年 9月期）

会社概要

ECサイトを開設し、ネット販売にも力を入れている
Facebook（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）
も積極的に活用

菊
きくかわ

川あずさ 代表取締役

きちんと売れていく商品を作らなくて
はという思いで開発した。多くの方の
声を聞いて開発したことは、自信にな
ると共に商品のファンを増やし、同時
に想いを伝えるチャンスになった。助
成金を活用する以上、実現可能な事業
計画を作ること。そしてお客様の声を
商品づくりに反映させていく経過が必
要だ。事業を成功させるという覚悟を
持って取り組んで欲しい。

ファンド担当者の視点！

今治タオル専門ショップ「伊織」、
小売店、病院、薬局など

消費者

株式会社
さくらコットン

一般財団法人今治地域地場産業センター

事業成功のポイント

公益財団法人
えひめ産業振興財団

ヒエトリパットは、菊川代表取締役
の思いと多くの女性の「欲しい」が
形になった商品である。今後も今治
タオルの特性を活かした「女性の暮
らしやすさ」を提案できる商品が数
多く開発されることを期待したい。

平成22年
今治タオルを使った布ナプキンを試
作。 試作品の評価を受け、女性用機
能パッドを開発することに方向転換
平成23年
「えひめ地域密着型ビジネス創出ファ
ンド」助成事業に採択。 試作品を完
成させ、モニタリング調査を開始
平成24年
法人化し、「第75回東京インターナ
ショナル・ギフト・ショー」にも出展

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ネット販売

ファンド名 えひめ地域密着型ビジネス創出ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人えひめ産業振興財団

事業メニュー 地域密着型ビジネス創出助成事業（一般枠）

申請テーマ 廃棄予定タオル・Ｂ品タオルなどを活用した
女性用機能パット開発

助成期間 平成23年8月1日～平成24年3月30日 「今治タオル」を使った、毎日使える布ナプキン製ライナー。オーガニック素材と
可愛さにこだわり、今治ブランドの認定を受けている

高品質な今治タオルを専門に扱う人気のショップ
「伊織」に並ぶヒエトリパット

お問い合わせ
公益財団法人えひめ産業振興財団
☎ 089-960-1201

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

ママ★コレと株式会社さくらコットンは、女性の働く場のモデルケースだと考え
ている。ヒエトリパットを売れる商品に成長させ、今後、女性の働く場を広げてい
きたい。

支援
公
益
財
団
法
人

え
ひ
め
産
業
振
興
財
団

サポート

株式会社ビジネス
アシスト四国

今治のタオル
メーカー

ママ★コレ

今後の事業展開
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販
売

販
売

穀物供給

しらす供給

愛媛県伊予市

株式会社オカベ

愛媛県産の農作物と
瀬戸内産の海産物が
奇跡のコラボレーション
「しらすぞうすい」が好調

安定的な収益を目指し
農産物で新商品を開発

株式会社オカベは、昭和49年に創業
した海産物の加工食品メーカー。海産
物は漁獲量によって仕入価格が変動。
近年は、天候不順によって仕入価格が
乱高下する等、仕入リスクが高まって
いた。こうしたことから、より安定し
た収益構造を目指し、仕入価格が比較
的安定している地元農産物を原料とし
た商品の開発に着手。平成23年8月に
「しらすぞうすい」を発売した。

同商品は、愛媛県産の八穀米に瀬戸
内産しらすを配合。膨化・発泡加工を
施し、焼き上げたポン菓子風のインス
タント雑炊だ。1食45キロカロリーと低
カロリー。また米トレーサビリティー
法に基づいて、生産から販売・提供ま
での取引等の記録を作成・保存してお
り、安心・安全と好評だ。

助成金は開発設備に活用
試作できる環境を整えた

顧客の「朝食にはカロリーが少なく
てヘルシーなものがいい」という声を
ヒントに、岡部悦雄代表取締役会長が
「ポン菓子を作ったら面白い。朝食以

外にも応用できるのでは」と発案し、
商品開発を考案し始めた。しかし、自
社の設備では発泡食品を試作すること
ができなかった。そこで同社は、事業
拡大や新規分野への進出などに、助成金
を積極的に活用しようと考え、公益財団
法人えひめ産業振興財団を訪れた。

財団に農産物を使った発泡食品の開
発を相談したところ、愛媛県と中小機
構などが資金拠出して造成した「えひ
め中小企業応援ファンド」の「新規ビ
ジネス展開助成事業」への申請を勧め
られた。社内で検討し、平成22年度の
公募に申請した結果、採択された。

半年間探し続けて
８つ目の穀物を見つけた

平成22年12月から商品開発がスター
トした。当初はポン菓子を考えたが、
単価が安く採算をとることが難しいこ
とがわかった。そのため発泡技術が応
用でき、利便性の高い雑炊に付加価値を
つけ、採算をとっていく方針に変更。学
校給食への提供も考えて地産地消を意識
し、原材料は愛媛県産にこだわった。

六穀米を使用した商品はすでにあっ
たので、その上を目指そうと八穀米に
決定。白米、玄米、裸麦、押麦、緑

米、黒米、赤米はすんなりと決まっ
た。しかし愛媛県産で発泡できる穀
物は限られており、残り1つを見つけ
るのに苦労したという。もち麦を考え
たが、卸売業者から安定供給が難しい
と言われた。半年ほど探して、安定供
給ができコスト的に見合う、ういろう
豆に辿り着いた。「全国に販売するの
で、原材料の安定供給が大前提だった」
と岡部光伸代表取締役社長は語る。

助成金を活用して試作用設備を整え
試作を行ったが、原材料の配合と発泡
方法に苦労した。

混合機でしらすと八穀米を配合した
が、最初はうまく混ざらなかった。小
さいしらすを使ったが、うまくいかな
い。そこで細かく裁断し、形状を揃え
たところ混ざり合うようになり、しら
すを配合した八穀米が出来上がった。

膨化発泡工程では、様々な穀物を
使っていることで、加工後の形が崩れ
てしまった。膨化発泡食品製造機の温
度設定や圧力を変えながら試作し、平
成23年6月に試作品が完成した。

7月には社団法人大日本水産会が主
催する「第13回ジャパン・インターナ
ショナル・シーフードショー」に助成
金を活用して出展した。数多くのバイ
ヤーがブースに訪れ「カロリーが少な
くていい」「お酒を飲んだ後に食べた
い」など高評価を得ることができた。

積極的な販路開拓で
約14万パックを販売

既存取引先である全国のスーパーや
ドラッグストア等を中心に販売。平
成24年12月現在、累計販売数は約14万
パック（出荷ベース）と好調だ。平成
24年3月には「FOODEX JAPAN 2012」
の愛媛県ブースに出展。全国のバイ
ヤーと商談を行った。また病院や介護
施設にも展開。歯が悪くても食べられ
ると、高齢者にも好評だ。岡部社長は
「当社になかった技術を社内に蓄積す
ることができた。また新商品で販路が
広がった」と事業を振り返った。

平成23年6月に中小機構四国本部の支
援を受けて、国の支援事業である「農
商工等連携事業計画」の認定を受け
た。消費者の減塩・健康ニーズに応え
る「愛媛県産ちりめん・煮干し等を活
用した無添加の減塩煎餅」を開発し、
新たな販路開拓を行っている。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

● 社名 株式会社オカベ
● 事業内容 農水産物製造・販売
● 代表者 岡部悦雄 代表取締役会長
 岡部光伸 代表取締役社長
● 創業年 昭和 49（1974）年
● 所在地 愛媛県伊予市市場 150
● TEL 089（983）1230
● FAX  089（983）1239
● URL  http://www.okabe-group.com/
● 従業員数 120人
● 資本金 5,000万円
● 売上高 40億円（平成 24年 12月期）

会社概要

椀にしらす入り八穀米と粉末スープを入れ、湯を注
いで1分で完成。賞味期限は半年で長期保存できる

岡
おか

部
べ

光
みつのぶ

伸 代表取締役社長

ファンド担当者の視点！

消費者介護施設、病院など

全国のスーパーや
ドラッグストア、
土産物屋、通信販売
など

県内の
農業事業者

県内の
漁業事業者

公
益
財
団
法
人
え
ひ
め
産
業
振
興
財
団

株式会社オカベ

事業成功のポイント

公益財団法人
えひめ産業振興財団

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 えひめ中小企業応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人えひめ産業振興財団

事業メニュー 新規ビジネス展開助成事業

申請テーマ 愛媛県産の農産物（地産、地消）を使用した、機能性
膨化発泡食品の製造、販売

助成期間 平成22年12月1日～平成23年11月30日 低カロリー、安心・安全といった特長が好評で、発売時の当初目標の２倍、月間１万
パック（出荷ベース）を販売。パッケージデザインにも助成金を活用している

しらすを配合した八穀米を膨化発泡食品製造機に
投入。一度に6枚ずつ膨化発泡され出てくる

お問い合わせ
公益財団法人えひめ産業振興財団
☎ 089-960-1201

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

今まで培った加工技術を元に、海産
物と農産物を融合した商品は、健康
志向の高まりの中、今後の事業展開
に大きな可能性を感じる。地域の一
次産業のためにも、こうした開発の
取組みを一層推進して欲しい。

商品のシリーズ化を図り、販売ルートごとに付加価値をつけて販売してい
く。鉄分やミネラルなどを添加し健康商品として、新たな展開も模索。ア
ジア市場にも挑戦すべく商品ラインナップを揃える。

助成金の試作・開発費への活用で、
経営リスクを軽減することができ
た。また、新分野へ挑戦する足がか
りとなり、商品化へのスピートアッ
プにつなげることができた。明確な
目標を設定し、社員の意思統一を図
り、売れる仕組みづくりに取り組ん
だことがポイント。助成金を活用し
ているという責任を持ちながら、開
発・商品化していく必要がある。

平成22年
農産物を使った膨化発泡食品の開発
を考える
「えひめ中小企業応援ファンド」助成事
業に採択
平成23年
6月、国の支援事業である「農商工等連
携事業計画」の認定を受ける
膨化発泡食品の開発に着手
「しらすぞうすい」の販売を開始

事業化までの道程～年表～

今後の事業展開
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高知県吾川郡

有限会社丸英製紙

古紙100％でも
白さと柔らかさを追求。
エコと高知らしさで
新たな挑戦に取り組む

白くて柔らかい古紙100％
トイレットペーパー

古くから多くの製紙会社が集まる
仁淀川流域。この地で明治時代の手
すきから営業を続ける有限会社丸英
製紙は、高知県で唯一の古紙100％再
生紙メーカーだ。商品化した「やりこ
いロール」は、エコと高知らしさを切
り口にしたトイレットペーパー。古紙
100％では難しい、白さと柔らかさを徹
底的に追求。高知らしさをアピールす
るため、商品名は高知の方言で柔らか
いという意味の「やりこい」に。包装
紙や外箱には、高知新聞で四コマ漫画
を連載している村岡マサヒロ氏にイラ
ストを依頼、高知県仁淀川の自然をイ
メージしたデザインとなっている。

経営革新計画を作成し
方向性が見え始めた

同社は、量販店向けの長尺トイレッ
トペーパーやボックスティッシュが主
力商品だが、価格競争の激化など厳し
い状況だった。また取引先からも、品
質をもっと向上して欲しいという要望
も挙がっていた。
平成23年、公益財団法人高知県産業

振興センターの林幸男コーディネー
ター（前高知県立紙産業技術センター
所長）に、品質や商品開発に関する相
談をすると、高知県と中小機構などが
資金拠出して造成した「こうち産業振
興基金」の活用を勧められ、経営革新
支援事業に申請することを決めた。
採択には、高知県の経営革新計画の
承認を受ける必要があった。産業振興
センターや林氏と相談を重ねながら、
半年以上かけて経営革新計画を練っ
た。個人への販売方法の仕組みと高知
県人会等を活用した販路拡大計画等が
認められ、平成23年8月に採択された。
この計画により、柔らかいトイレット
ペーパーが作れる技術力を再確認し、
今後の方向性が明確になった。

柔らかさ、白さへの挑戦
助成金で販路開拓を行う

やりこいロールは、周囲の製紙会社
から出た損紙や、高知クリーン推進会
が集めた高知県内のOA古紙を使って作
られている。損紙の繊維は長く、OA古
紙は短い。同社は、長さの違う繊維を
独自の割合で配合する。この配合技術
により、再生紙ではありえない柔らか
さを実現した。また紙は薄ければ柔ら

かい。反面、薄いと強度が落ち、巻き
取り時に切れてしまう。紙が切れて機
械が止まってもいいと割り切って、そ
のギリギリのラインを試行錯誤しなが
ら探っていった。「再生紙を使ってど
れだけ柔らかくできるかに徹底的にこだ
わった」と濱田英明取締役は振り返る。
業界トップレベルの白さを求め、設
備を導入しパルプの粒を細かくした。
また専門家のアドバイスで、漂白剤を
使うタイミングを前にずらした。その
結果、劇的に白さが増したという。
また助成金を活用して、ほぐれやす
さ・柔らかさの検査を紙産業技術セン
ターに依頼。解析だけではなく、ア
ドバイスも受けることができた。製紙
メーカーの技術者から技術指導を受
け、OEMの品質基準をクリアすること
にも助成金は活用された。これらによ
り平成23年10月に商品が完成した。
助成金の効果が高かったのは、展示
会への出展だったという。ギフト向け
商品としての可能性を探るため、平成
24年2月、「第73回東京インターナショ
ナル・ギフト・ショー春2012」に初出
展。バイヤーの注目を集めたが、商談
までには至らなかった。その反省を
踏まえて、同年9月の「第74回東京イ
ンターナショナル・ギフト・ショー秋
2012」にも出展。高知をイメージさせ

るデザインがバイヤーの注目を集め、
品質の高さをアピールした。そして、再
生紙から作ったとは思えない白さが通販
サービス企業の目に留まり、平成25年春
にPB商品として販売されることが決まっ
た。他にも、販路開拓のためのWEBサ
イト開設やパッケージデザイン、チラ
シ制作にも助成金が活用された。

自身の経験を伝えて
産業の活性化につなげる

平成23年9月には、高知県の製紙会
社の若手社員を集めて「恵紙会」も
結成。情報や技術を共有して、今まで
なかった横の繋がりを作ろうとしてい
る。「助成金を活用した経験も伝えて
いる」と濱田取締役は語る。
この取り組みは、厳しい状況にある
高知県の製紙業界にとって、明るい
ニュースとなっており、地域・産業の
活性化にも繋がっているという。

技術的な助言、
情報共有など

経
営
革
新
計
画
等

作
成
の
ア
ド
バ
イ
ス

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

相談・
アドバイス

検査
依頼

古紙供給

アドバイス

● 社名 有限会社丸英製紙
● 事業内容 古紙100%トイレットペーパー、
 ボックスティシュ、襖の下張り
● 代表者 濵田満廣 代表取締役
● 設立年 昭和 38（1963）年
● 所在地 高知県吾川郡いの町鹿敷 523-2
● TEL 088（893）0618
● FAX  088（892）0731
● URL  http://maruhide-paper.com/
● 従業員数 13人
● 資本金 3,000万円
● 売上高 1億6,000万円（平成24年10月期）

会社概要

高知県内の製紙メーカーで発生した古紙の山。
繊維の状態等を見て、分別配合し柔らかさを保つ

濱
はま

田
だ

英
ひであき

明 取締役

経営革新支援事業での様々な人との
出会いが成功のポイント。相談やア
ドバイスで、やりたいことが明確に
なり商品化し、売上を計上すること
ができた。作りたい商品・サービス
を考えているなら、活用をお勧めし
たい。心強いサポートもあり、勇気
を持って新事業に取り組むことがで
きるのではないか。そして助成され
ている以上、しっかりと結果を出し
ていくことも重要だ。

ファンド担当者の視点！

消費者
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高知県立紙産業技術センター

事業成功のポイント

公益財団法人
高知県産業振興センター

自身が本格的に経営に携わるのを
きっかけに自社をいま一度見つめ直
し、古紙でありながらも「柔らか
さ」「白さ」という同社の強みを徹
底的に磨き上げたことが、このチャ
レンジの成功のカギになった。

平成23年
個人向け商品の試作開始

「こうち産業振興基金」助成事業に採択
「インターナショナル・ギフト・ショー」
に向けた新商品完成
平成24年

「第73回東京インターナショナル・
ギフト・ショー春2012」に出展

「第74回東京インターナショナル・
ギフト・ショー秋2012」に出展し、商
談成立

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 こうち産業振興基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人高知県産業振興センター

事業メニュー 経営革新支援事業

申請テーマ 古紙100％トイレットペーパーの
個人向け新商品の研究開発・販路開拓

助成期間 平成23年8月1日～平成25年3月30日 高知らしさにこだわり、包装紙や外箱には、いの町出身の漫画家・村岡マサヒロ氏の
可愛いキャラクターを採用。ギフトショーにも出展し、高評価を得た

原紙を紙管に巻き付け必要な長さに巻き取る。
業界トップクラスの高品質な商品が出来上がる

お問い合わせ
公益財団法人高知県産業振興センター
☎ 088-845-6600

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

個人向けに開発した商品なので、WEBサイトの改良を行い、個人に対する販
売強化を図っていく。更なる品質向上と商品開発に継続して取り組んでいく。ま
た柚子や茶葉など、高知県の特産品を活用した紙製品にも挑戦していく。

有限会社 
丸英製紙

通販サービス企業（PB商品）、製紙メーカー
（OEM商品）、問屋、量販店など

今後の事業展開
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長崎県諫早市

イサハヤ電子株式会社

金線から銅線へ。
海外に負けない
銅線ワイヤボンド
技術に取り組む

社会・経済の先行き不安に
より銅線需要が高まる

液晶テレビやタブレットPC、スマー
トフォンなどに使われている小信号ト
ランジスタ。内部のワイヤ配線には金
が大量に使われているが、社会や経済
の先行きに対する不安感から金の価格
が高騰。金の使用量制限は、資源保全
の面だけではなく、低コスト化の上で
も重要となっている。また銅は、低抵
抗で放熱性が高く優位性もあり、半導
体業界全体で「金線から銅線へ」とい
う動きが進んでいた。
トランジスタ製品の低コスト化、高
信頼性品の顧客要望が高まる中、イサ
ハヤ電子株式会社は、銅線ワイヤボン
ド技術の確立に成功。汎用性の高い品
種「大きさ2mm角の小信号トランジス
タ」を製品化した。

技術研究の初期投資費用
に助成金を活用

いち早く銅線へ変更するため、平成
20年から市場調査や設備の評価を進め
ていたが、リーマン・ショックにより
売上が激減。開発費の捻出が困難とな
り、助成金の活用を考え長崎県と中小

機構が資金拠出をして造成した「ナガ
サキ型新産業創造ファンド」の説明会
に参加。平成21年度の助成事業に採択
された。
助成金は、酸化防止用混合ガス供給
ユニットを、既存の設備に取り付け改
造することに活用した。諫早ラボラ
トリー内に、銅線ワイヤボンド技術を
使った組立プロセスを評価する設備1台
を立ち上げることができた。この設備
を使うことで、評価する時間と費用の
削減が可能となった。
設備の改造部品購入のほか、設備

メーカーへの出張費や銅線などの原材
料の購入、外部解析機関への依頼にも
助成金を活用した。技術管理部の水野
優氏は「イニシャルコストに活用でき
たのが非常に良かった。採択されなけ
れば、海外に負けていたかも」と、助
成金活用のメリットを語った。

熱、接合、硬さの問題を
独自のノウハウで解決

材料を金線から銅線へ変更するにあ
たり2種類の銅線を試し、田中電子工
業株式会社の銅線を採用。その後、専
用ボンディングツールを選び、接合の
プロセス条件を出し問題がないことを

確認して、改造部品を設備に取り付け
る作業に着手。改造した設備での品質
検査と生産性を検証しサンプルを試作
し、外部検査機関での信頼性試験をク
リアした。平成23年からは、セット
メーカーへサンプルを出荷するなど、
量産化の準備に取りかかった。
高品質・生産性・低コストを実現す
る同社独自の生産技術「多条化フープ
ライン」。複数の工程をノンストップ
で処理できることが大きな特徴だが、
もし、どこかひとつに不具合が発生す
ると、全てのラインが止まってしまう
というデメリットがある。材料を金線
から銅線に替えても、安定した生産が
できる環境づくりに工夫を重ねた。中
でも問題となったのは、溶着時の熱の
加え方と圧力のかけ方だ。
銅線をシリコンチップに溶着するに
は、熱を加える必要がある。しかし、
熱を加えすぎると酸化し溶着できな
い。今までの金線での技術を基に、溶
着時の温度のかけ方や、混合ガスが噴
出するノズルの形状・角度などを最適
化し、300℃の熱でも銅を酸化させない
技術開発に成功した。
また圧力と超音波を使って溶着する
が、銅線は金線に比べて約1.5倍硬く、

溶着時の圧力によりシリコンチップに
ダメージが出てしまう。その問題を自
社の専用設備を使い、圧力のかけ方を1
年間検証し最適化を行った。
これらの工夫により平成22年6月に、
同社独自の銅線ワイヤボンド接合基礎
技術を確立した。

県のPRなどで、知名度が
アップし、波及効果も

県が主催する「ポスターセッショ
ン」への展示など、県がイサハヤ電子
をアピール。それにより知名度も上が
り、長崎大学と包括連携協定を結べ
た。現在、共同開発の話も進んでいる
という。また、大学生の就職先候補に
なるなど、地域への波及効果もある。
「当社の知名度が上がったことで、自
動車メーカーや電源メーカーとの新た
な取引にも繋がっています」と水野氏
は、今後の展開に期待を寄せている。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援

改造部品
の購入

銅線の
購入

解析
依頼

● 社名 イサハヤ電子株式会社
● 事業内容 半導体の開発・設計・製造・販売
● 代表者 井嵜春生 代表取締役会長兼社長
● 設立年 昭和 48（1973）年
● 所在地 長崎県諫早市津久葉町 6-41
● TEL 0957（26）3592
● FAX  0957（26）5257
● URL  http://www.idc-com.co.jp/
● 従業員数 167人
● 資本金 4億 8597万円
● 売上高 103億円（平成 23年 3月期）

会社概要

生産性を高めるための設備。ベルト状になったリー
ドフレームが、3台の生産設備を通っていく

今後の事業展開
製品戦略方針を変えて、徐々にパワー半導体の開発にシフトしている。助
成事業で得た技術を基に、EVや送電・蓄電・節電など、成長が見込める分
野への進出を狙って開発を進めていく。
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 代表取締役会長兼社長

ファンド担当者の視点！

消費者
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イサハヤ電子
株式会社

株式会社
カイジョー

福菱セミコン
エンジニアリング
株式会社

長崎県工業
技術センター

田中電子工業
株式会社

事業成功のポイント

公益財団法人
長崎県産業振興財団

原材料の変更には多くの課題があっ
たが、顧客が要求する高い信頼性を
確保しながらコストダウンを達成したこ
とで、同社の技術力の高さが証明され
た。既に銅線材への移行を始めてお
り、今後の事業拡大が期待される。

平成20年
銅線の市場調査を開始
メーカー保有の設備を使って評価に
着手
平成21年
「ナガサキ型新産業創造ファンド」助
成事業に採択
自社保有の設備（1台）の改造評価に
着手
平成23年
サンプルが完成。メーカーに出荷
量産を開始

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 ナガサキ型新産業創造ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人長崎県産業振興財団

事業メニュー 商品化研究・開発支援事業

申請テーマ 銅線ワイヤボンド技術開発
（Au線レス パッケージの開発）

助成期間 平成21年7月1日～平成22年6月30日
小信号トランジスタは、電気が通るあらゆる電気製品に使われる汎用部品。
シリコンチップに、わずか25ミクロンの銅線を接合する技術を開発した

ひとつのリードフレームに、最大20列まで部品を
並べることができ、全列の品質を均等に保つ

お問い合わせ
公益財団法人長崎県産業振興財団
☎ 095-820-3838

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

特約店

セットメーカー

リーマン・ショック時、長崎県産業振
興財団のファンド事業に採択され、
開発費用として有効活用できたこと
に感謝している。半導体産業は常
に新しい開発品をワールドワイドに
展開しないと世界と戦えない時代で
あり、このような助成事業は中小企
業として大変有り難く、今後も有効
に活用しながら新規開発を進めて行
きたい。
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熊本県玉名市

有限会社坂本石灰工業所

発熱しない
石灰乾燥剤を開発。
産学の連携で、
金属除去にも成功

安全性向上のため発熱しない
石灰乾燥剤の開発に着手

食品などの湿気防止に利用されてい
る石灰乾燥剤。高い吸湿力が評価され
ている反面、安全性に問題を抱えてい
た。水との反応により、300℃近い熱
が発生。やけどや火災の原因となるの
だ。特殊な外装フィルムの使用を義務
づけるなどの対策はとられているが、
毎年多くの事故が報告されている。
「高熱を発するという抜本的な問題
を解決しなければ、石灰乾燥剤はいず
れ使われなくなる」。将来を危惧した
有限会社坂本石灰工業所の坂本達宣代
表取締役社長は、約20年前から発熱し
ない石灰乾燥剤の可能性を模索してい
た。数えきれないほどの試行錯誤を繰
り返した結果、発熱しない方法を見つ
けることはできたが、そのメカニズム
は分からなかった。その理論を確かめ
るべく、熊本大学に相談。熊本大学と
の共同研究の結果、発熱しない理由を
明確化することができた。
そして平成20年、発熱しない石灰乾
燥剤「Ｉ.Ｃ.」が完成。量産のためのプ
ラントも導入し、これからという時、
坂本社長は予想していなかった大きな
壁にぶつかることになる。

食品乾燥剤としての
問題が販売後に発覚

「Ｉ.Ｃ.が金属探知器に反応してし
まったんです」（坂本社長）。食品は
一般的に、パッケージされた後、探知
機による金属検査が行われる。そこで
金属反応があれば異物が入っていると判
断され、当然出荷することはできない。
通常の乾燥剤は、加工過程で石灰石
に含まれた金属を除去し、探知機に反
応しないレベルにする。Ｉ.Ｃ.が反応す
る原因は、石灰石を一度微粒子化し、
それを球状の塊に成形するという独自
の加工法にあった。微粒子化すると金
属の除去が難しくなる上、微粉砕機の
摩耗によって金属混入が発生する。ま
た、微粒子の状態では探知機に反応し
ないが、それを塊に成形すると金属反
応が起きてしまうのだ。
これでは商品にならない。完成の喜
びから一転、坂本社長は頭を抱えた。
途方にくれながらも、もう一度、発
熱メカニズムに立ち戻って考えること
にした。Ｉ.Ｃ.は、加工によって水と
の反応速度を抑えているから発熱しな
い。ならば、別の加工方法で反応速度
を抑えればいいのではないか。少しず
つ、方向性が見えてきた。

その頃、財団法人くまもとテクノ産
業財団（現：公益財団法人くまもと産
業支援財団）の敷地内にある研究所を
利用していたことがきっかけで、熊本
県と中小機構などが資金拠出して造成
した「くまもと夢挑戦ファンド」を知
る。そして、平成21年に採択されたこ
とで、Ｉ.Ｃ.改良への動きが加速。助成
金という後押しが、挫折しかけていた
気持ちをもう一度高めてくれた。

コストのかかるプラント
実験に助成金を活用

石灰の表面が水をはじけば反応が遅
くなり、発熱しない。しかし、撥水性
が強すぎると吸湿性が低下してしま
う。そのため、撥水性と吸水性のバラ
ンスがとれた特殊な表面加工が必要
だ。また、加工に使用する薬品の安全
性にも十分留意しなければならない。
問題を一つひとつクリアし、共同研究を
行っている熊本大学の研究室内では、納
得のいく結果を出すことができた。
しかし、実際にプラントを使って試
験を行わなければ、商品としての品質
を確認することはできない。研究室で
は数ｇ単位での試験を行っていたが、
プラント試験を行うためには数百kg単
位という大量の材料が必要になる。多
額の費用がかかるプラント試験の材料

費に助成金を活用したことで、プラン
ト試験を実施することができた。さら
に、金属反応を最小限に抑えるため、
独自の方法で2回の金属除去を実施。こ
うして金属反応という課題を解決した
Ｉ.Ｃ.が完成した。

財団のバックアップで、
食品以外にも販路を拡大

Ｉ.Ｃ.の販路開拓には、財団のサポー
トが大きな力になった。発熱の危険が
ないＩ.Ｃ.は、精密機器などを保管・
輸送する際の結露防止にも活用できる
が、同社にはそのつてがなかった。財
団の紹介のおかげで、新たな業界の企
業と商談を進めることができた。
Ｉ.Ｃ.は平成20年にキッズデザイン賞
金賞を、平成22年には熊本県工業大賞
を受賞。その安全性は高く評価されて
いる。坂本石灰工業所から生まれた一
つの商品が、乾燥剤とそれを取り巻く
業界の未来を大きく変えていく。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援 共同研究

技術支援

● 社名 有限会社坂本石灰工業所
● 事業内容 石灰製品の製造販売／
 石灰に付帯する事業
● 代表者 坂本達宣  代表取締役社長
● 設立年 昭和 27（1952）年
● 所在地 熊本県玉名市下 273-1
● TEL 0968（76）6165
● FAX  0968（76）6130
● URL  http://www8.ocn.ne.jp/~sakamoto/
● 従業員数 82人（パート・アルバイト含む）
● 資本金 500万円
● 売上高 18億円（平成 24年６月期）

会社概要

「Ｉ.Ｃ.」の中身「インテシウム」。石灰が外装フィルムを
突き破らないよう、できるだけ粒子を細かくするなど
細部にわたり安全性にこだわった

坂
さかもと

本達
たつのぶ

宣 代表取締役社長

ファンド担当者の視点！

顧客（食品メーカーなど）

熊
本
大
学

熊
本
県
産
業

技
術
セ
ン
タ
ー

公
益
財
団
法
人

く
ま
も
と
産
業
支
援
財
団

有限会社坂本石灰工業所

原料メーカー 加工メーカー

事業成功のポイント

公益財団法人
くまもと産業支援財団

平成20年
発熱しない石灰乾燥剤「Ｉ.Ｃ.」を開
発。販売後、金属探知機に反応するこ
とが判明する
平成21年
金属反応しないＩ.Ｃ.開発に着手
「くまもと夢挑戦ファンド」助成事業
の助成を受け、繰り返し試験を行う
平成22年
Ｉ.Ｃ.の金属ノイズ除去に成功
財団のバックアップで食品メーカー以
外にも販路を拡大

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 くまもと夢挑戦ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人くまもと産業支援財団

事業メニュー 成長分野における取組み

申請テーマ 発熱しない石灰乾燥剤の金属ノイズ除去に関する
研究開発

助成期間 平成21年４月１日～平成22年３月31日 「乾燥剤 Ｉ.Ｃ.」。商品名のＩ.Ｃ.はインテリジェント・カルシウムの略。「安全な石灰」と
いう付加価値を伝えたいという意図で命名された

プラントで製造され
たインテシウムは
工場内に運ばれ、外
装フィルムで包装し
た後、出荷される。
Ｉ.Ｃ.開発にあたって
は、吸湿性を高める
ため、外装フィルムの
仕様にもこだわった

お問い合わせ
公益財団法人くまもと産業支援財団
☎ 096-286-3311

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

石灰乾燥剤によるやけどの事故を
防ぐことができる、画期的な商品
開発であり、今後、業界をあげて
普及する可能性が見込まれる。ま
だ開発途中と熱く語る同社の取り
組みに今後も注目したい。

認知度の高まりとともに、顧客からの問い合わせや発注が増えている。平
成23年度はＩ.Ｃ.の原料となる石灰を月に70ｔ仕入れていたが、平成25
年度からは月300ｔに増やし、需要に応えられる製造体制を作っていく。

Ｉ.Ｃ.を開発する時に、自社の存在
意義について突き詰めて考えた。そ
して「石灰乾燥剤の欠点を克服する
企業」「オンリーワンの技術を持つ
企業」でありたいという答えにたど
り着いた。付加価値の高い商品を提
供するためには投資が必要だし、そ
れにはリスクが伴う。そんな時、助
成金を活用することが、殻をやぶる
きっかけになる。

原料
提供

共同
開発

今後の事業展開
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大分県別府市

株式会社風月

天然蒸気を使い
低温でじっくり蒸す
鉄輪温泉の新名物
「蒸

じ ょ う

d
で

e喜
き

」

低温スチーミングで
素材の旨味を引き出す

雄大に立ち昇る湯けむりで有名な大
分県別府市にある鉄輪温泉。高温の噴
気で食材を蒸す「地獄蒸し」は、鉄輪
温泉の伝統料理だ。しかし今、新たな
名物が注目を集めている。それが温泉
蒸気を使い、低温スチーミング調理法
で食材を蒸した料理「蒸

じょう

d
で

e喜
き

」だ。
一般的な蒸し料理は100℃前後の高

温で一気に蒸すが、蒸de喜は60～90℃
の低温でじっくり蒸すのが特徴。低温
で蒸すことで、野菜はシャキシャキし
た食感を残したままアクがとれ、生よ
り美味しくなる。魚は骨まで柔らかく
なるため、まるごと食べられる。強い
クセを持つ猪や鹿の肉からは臭みが消
え、旨味だけが残る。蒸de喜は高温蒸
しよりも、旨味成分の含有量・栄養価が
高いことが科学的にも証明されている。

「初めて食べた時は、僕も驚いた。
今まで味わったことのない、突き抜け
た美味しさがある」。蒸de喜を開発し
たホテル風月HAMMOND（株式会社風
月）の甲斐賢一代表取締役はその美味
しさについて熱く語る。今までの蒸し
料理とはまったく違う、新しい蒸し料
理、それが蒸de喜なのだ。

美味しさに感動！研究会を
立ち上げ、試作に取り組む

甲斐社長が低温スチーミング調理法
を知ったのは、平成18年。低温蒸しを
提唱する早稲田大学社会システム工学
研究所「食と地域環境研究室」室長の
平山一政氏との出会いがきっかけだっ
た。平山氏から初めて低温スチーミン
グについて聞いた時は「低温で中ま
で蒸せるのか」と半信半疑だったとい
う。しかし、低温スチーミングで調理
した食材を試食してみると、びっくり
するほど美味しかった。その感動が、
蒸de喜を開発するきっかけになった。

平成19年、商品開発のため甲斐社長
が中心となり、旅館経営者や大分県産
業科学技術センター、別府大学教授な
ど約20名が参加する「鉄輪温泉蒸気活
用研究会」を発足。平山氏の指導を受
けつつ、試作や試食を繰り返した。

そして平成21年、大分県と中小機構
などが資金拠出して造成した「おおい
た地域資源活性化基金」に申請し採択
された。申請の理由は、費用の捻出だ
けではなかったと甲斐社長は言う。
「助成金を活用すれば新しい出会いがあ
る。その人脈が自分の視野を広げ、商品
の完成度を高める糧になると思った」。

適温を見つけ、実現する
ために助成金を活用

低温と一言でいっても食材によって
最適な温度は異なる。あらゆる食材一
つひとつの適温を見つけるための試
作は、それだけで気が遠くなるような
根気のいる作業だったが、問題は食材
の違いだけではなかった。同じ食材で
もその大きさはもちろん、季節や産地
によって適温に違いがあるのだ。「こ
れは奥が深いなぁ。大変やなぁと思っ
た」と甲斐社長は当時を振り返る。年
間を通じて繰り返された試作用の食材購
入には、助成金が活用された。

また、低温スチーミングは温度管理
も重要だ。「1℃温度が違うだけで、味
や食感が変わってしまう」。蒸de喜の
熱源は温泉蒸気だが、蒸気の量の調整
だけでは微妙な温度調整ができない。
助成金は温度を調整する専用機材の
リース代にもあてられた。

蒸de喜は、鉄輪温泉だからできた
料理だと甲斐社長は言う。その理由の
一つは温泉という資源があること。食
材によっては10時間以上蒸すことが必
要となる低温スチーミング。「温泉蒸
気という天然の熱源がなければ、コス
トの面で商品化は難しい」。もう一つ
は、地域を愛する人々の思いだ。開発
に携わったすべての人が「鉄輪に新し
い名物を」という気持ちを持ち、アイ
デアを出し合った。「みんなが心を一
つにして蒸de喜に関わってくれたこと
が何よりも大きな強みだった」。

地域資源を活用したこの事業は平成20
年7月、中小機構九州本部の支援を受け
て国の支援事業である「地域産業資源活
用事業計画」の認定を受けている。

蒸de喜が鉄輪の
新たな魅力になる

平成22年、蒸de喜は鉄輪の旅館で一
般客への提供を始め、「今まで味わっ
たことがない美味しさだ」と喜ばれて
いる。また、老人ホームへも提供。蒸
de喜の魚は柔らかく、骨まで食べられ
るため、飲み込む力が弱いお年寄りで
も安心して食べられると好評だ。

同年、大分県が観光拠点として指定
する「里の駅かんなわ 蒸de喜屋」でも
販売を開始。集客の新たな目玉となり
つつある。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援
開発協力

食事提供

アドバイス・
技術指導

● 社名 株式会社風月
● 事業内容 宿泊業・温泉施設運営・小売業
● 代表者 甲斐賢一 代表取締役
● 設立年 昭和 27（1952）年
● 所在地 大分県別府市北中１組
● TEL 0977（66）4141
● FAX  0977（66）1232
● URL  http://www.fugetsu-hammond.jp/
● 従業員数 38人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 5億3,000万円（平成24年２月期）

会社概要

蒸de喜を作る
熱源は天然の
蒸気。奥が見え
ないほどもうも
うと立ち上る
蒸気は、鉄輪温
泉が誇る豊か
な天然資源だ

甲
か い

斐賢
けんいち

一 代表取締役

ファンド担当者の視点！

消費者

老人
ホーム/
病院

旅館・
ホテル

里の駅かんなわ
蒸de喜屋
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株式会社風月

事業成功のポイント

公益財団法人
大分県産業創造機構

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ファンド名 おおいた地域資源活性化基金
ファンド運営管理法人 公益財団法人大分県産業創造機構
事業メニュー 地域資源活用商品創出支援事業（企業連携商品開発枠）

申請テーマ
大分県産の食材を活用して日本で初めて
低温スチーム方式で「鉄輪地獄蒸し」加工した
新商品開発と販路開拓

助成期間 平成21年４月１日～平成22年9月30日 お土産用にパッケージした蒸de喜シリーズの「しし肉の角煮」と「さばの姿蒸し」。 
ホテル風月HAMMONDに併設された「里の駅かんなわ 蒸de喜屋」で販売中

蒸de喜で蒸した鹿肉をタマネギの間にはさんで揚
げた「鹿肉サンド」は、人気の一品

お問い合わせ
公益財団法人大分県産業創造機構
☎ 097-533-0220

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

豊富な温泉蒸気という天然の熱源
がコスト・付加価値の両面から大
きな強みである。加えて開発に向
けた組織作りにも取り組み、多様
な視点を取り入れながら進めたこ
とが成功の要因と考えている。

蒸de喜の美味しさを広く知ってもらうため、メニューのバリエーションをも
っと増やすことが目標。あわせて蒸de喜を提供する施設を徐々に増やしてい
きたい。また、老人ホームだけでなく、病院へ提供する話も進行している。

助成金を利用することで、新たな
人脈ができたことは大きなメリッ
トだった。試作を繰り返す中で、
これで本当に正しいのか？と迷っ
てしまうこともあったが、さまざ
まな人の意見を聞くことで自分の
考えに自信を持つことができた。
アドバイスやヒントをくれる人々
が、正しい道へと導く「羅針盤」
になってくれたと思う。

平成18年
低温蒸しを提唱する平山一政氏と出
会い、低温スチーミングを知る
平成19年
「鉄輪温泉蒸気活用研究会」を立ち上
げ、 試作・試食を繰り返す
平成20年
7月に国の支援事業である「地域産業
資源活用事業計画」の認定を受ける
平成21年
「おおいた地域資源活性化基金」助成事
業に採択される
平成22年
旅館などで蒸de喜の提供を始める

販
売

今後の事業展開
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鹿児島県薩摩郡

株式会社井川産業

地域資源「シラス」を
活用して新分野へ進出。
超微粒シラス素材の
製造技術を確立

異分野からの挑戦で
シラスバルーンを完成

鹿児島県特有の地域資源であるシラ
ス（火山灰）。シラスを1,000℃程度の
高熱で加工し発泡させたシラスバルー
ンは、軽量で断熱性・遮音性に優れ、
安全・安心な天然素材として、石鹸や
洗顔料、建材、断熱塗料等の素材に広
く利用されている。
そのシラスを使った商品開発に異分
野から挑戦したのが株式会社井川産業
だ。同社は、自動車関連の部品加工等
を行っており、売上の9割を占めてい
たが、リーマン・ショックで受注が激
減。自動車関連への依存からの脱却を
迫られ「もう一つ柱が必要だ」と井川
清隆代表取締役は考えた。平成19年に
知人から「シラスバルーンを使って、
自動車向けの新部品を開発したい」と
相談が来た。しかし、同社はシラスに
関しては素人。そこで鹿児島県工業技術
センターに相談。共同研究で開発に着手
し「シラファイン」を完成させた。
従来のシラスバルーンは100μmと大
きいが、シラファインは平均粒度5μm
と超微粒。しかも白色で、粒度分布が
揃っている。部品の小型化が進む中、
より微粉化が求められており、特殊塗

料や特殊接着剤等の付加価値の高い新
用途への展開が期待されている。

助成事業の採択が
研究開発を後押し

平成20年に井川猛志専務取締役を中
心にシラス部門を立ち上げ、研究開発
に着手。粉体に関する知識、技術、設
備もない、ゼロからのスタートとなっ
た。その同社をサポートしたのが、工
業技術センターと助成金の存在だ。不
明点があると、工業技術センターに駆
け込みアドバイスを受けたという。
当初、市場規模の大きな自動車向け
に研究開発を行ったが、要求する供給
量に生産能力が追いつかなかった。火
山灰の化粧品がブームとなった背景も
あり、工業技術センターから同社の研
究開発が化粧品分野に向いていると、
アドバイスを受けた。また、研究資金
について工業技術センターに相談する
と助成金の活用を勧められた。採択さ
れれば、研究開発の将来性が認められ
たことにもなると、平成22年に鹿児島
県と中小機構などが資金拠出して造成
した「かごしま産業おこし挑戦基金」
に申請し採択。資金面の不安が解消さ
れたことで、研究開発が本格化した。

工業技術センターの
助力で新技術を確立した

同社は製造装置を保有していないた
め、助成金を活用し工業技術センター
で研究開発を行うことにした。多い時
には週に2〜3日、工業技術センターの
装置でサンプル製作、評価を行った。
専門家のアドバイスを受け、平均粒径
5μmで粒度の揃った白色の製品を目標
に試行錯誤。中でも微粒化と、分級精
度の向上に苦労したという。
通常はシラスを原料のままふるいに
かけ分級するが、原料を粉砕して分級
すれば、更に細かな粒子を得ることが
できると発想。様々な粉砕機を試し、
10μm未満まで小さくすることが可能と
なった。「知識がないからこその発想
だった」と井川専務は語る。
一般的に粒子径が小さくなると、分
級は困難となる。振動ふるいによる分
級から、焼成炉の高温排気を利用し
て、原料の乾燥と粒径選別を複数のサ
イクロンにより気流分級する製造技術
に変更して、分級精度を向上させた。
約4年の歳月を費やし、平成22年11月
に量産技術を確立。「ゼロから始めた
が、助成金の助けで思ったより早く完
成した」と井川専務は振り返る。
平成22年11月に、工業技術センター

の紹介で、微粒なシラスを製造してい
る企業を求める化粧品メーカーと出会
い、サンプルを出荷し受注が決まっ
た。平成23年2月に研究開発・生産工場
「R&Dセンター」が完成。製造体制を
整えて、4月から生産を開始。6月から
化粧品メーカーへ販売を始めた。

取組みが認められ
様々な賞を受賞

事業の成功により6名を新規雇用。
また平成24年には、シラス新素材の研
究開発が認められ、優れたアイデアや
発明を表彰する「鹿児島県発明くふ
う展」にて鹿児島県知事賞を、鹿児島
県商工会議所が地域の商工業振興に貢
献した企業や団体に贈る「産業経済大
賞」にて大賞を受賞した。
「さらに研究開発を進め、自動車関
連へも展開していきたい」。井川専務
の目は成功の先を見ている。

技術支援、研究開発の
相談・アドバイス、
取引先の紹介

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援
共同研究

分析依頼

● 社名 株式会社井川産業
● 事業内容 一般機械部品製造及び装置組立・
 紙保護帽製造、シラス素材の研究
 開発・製造販売
● 代表者 井川清隆  代表取締役
● 創業年 昭和 53（1978）年
● 所在地 鹿児島県薩摩郡さつま町田原
 2271-1
● TEL 0996（52）2380
● FAX  0996（52）3760
● 従業員数 55人
● 資本金 3,000万円
● 売上高 4億 5,000万円（平成 24年 7月）

会社概要

社内で徹底した製品の品質管理を行うため、助成金
で粒度分布測定機や、その他の分析装置を購入した
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隆 代表取締役

ファンド担当者の視点！
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株式会社井川産業

事業成功のポイント

公益財団法人
かごしま産業支援センター

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 かごしま産業おこし挑戦基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人かごしま産業支援センター

事業メニュー 地域資源活用新事業創出支援事業

申請テーマ 高精度・高性能なシラス新素材の開発

助成期間 平成22年6月29日～平成23年3月31日 シラファインMタイプ/平均粒径30μm以上の中空体製品（マイクロスコープ写真）。
共同特許技術の2段階焼成によって高強度・高真球度を実現している

工業技術センターからの技術移転により、
シラスバルーン製造装置を導入し生産体制を整えた

お問い合わせ
公益財団法人かごしま産業支援センター
☎ 099-219-1272

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

鹿児島の代表的な地域資源であるシ
ラスの研究成果を見事に事業に結実
させている。平成24年度は、真球
ビーズの研究・開発も進めており、
他分野への応用など、今後さらに飛
躍することを期待したい。

シラス素材の更なる品質向上（微粒化、真球化、高強度化）を目指して、工
業技術センターと共同研究を継続的に実施。平成24年度も助成金を活用して
新製品の開発に挑戦。今後は、生産設備を増設して生産力を向上していく。

助成金は研究資金の捻出に活用する
ことができた。市場分析を行い、従
来の製品と違った独自の製品を開発
することができた。これにより他
社との差別化を図ることができ、
販路開拓につながった。目標を見
据えて、粘り強く研究開発してい
くことが重要。財団等に相談すれ
ば助力をいただくことができるの
で、うまく活用して欲しい。

平成20年
鹿児島県工業技術センターと共同研
究開始
平成22年
「かごしま産業おこし挑戦基金」助成事
業に採択。サンプルが完成し企業・大
学へ出荷
量産技術を確立
平成23年
シラスの研究開発・生産工場／R&Dセ
ンターが完成
シラス素材の製造・販売開始
「シラファイン」を商標登録

事業化までの道程～年表～

化粧品メーカー

今後の事業展開
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沖縄県那覇市

有限会社月桃花

女将の思いで始まった
ゴーヤーソース開発。
沖縄の魅力を発信する
新商品として期待

新鮮なゴーヤーを使った
色鮮やかな万能ソース

「沖縄の優れた食材をいろいろな形
で提案したい」。那覇市の風情ある民
家で沖縄料理を提供する琉球会席月桃
庵（有限会社月桃花）の女将・玉城良
子代表取締役が開発した「月桃庵 ゴー
ヤーソース」。ゴーヤーを使ったソー
スとしては日本初の商品だ。

沖縄県産の新鮮なゴーヤーの種を取
り、丸ごとペースト状にして、パセリ
やカニステル、シークヮーサー等を
調合。素材の爽やかな風味を活かした
独自の製法は特許出願中だ。ゴーヤー
特有の鮮やかな色彩と味わい深い風味
は、肉や魚との相性も良い。そのまま
野菜にかけたり、パスタソースにした
りと、何にでも使える美味しい万能調
味料だ。

月桃庵のお客の声が
きっかけで新商品を開発

ゴーヤーソースは元々、月桃庵の人
気メニューのひとつで、ゴーヤーを練
り込んだパスタのソースとして使って
いた。しかし、県内外の常連のお客よ
り「お土産に持ち帰りたい」という要

望があり、ゴーヤーソースを商品にし
て沖縄をアピールできればと思い、商
品開発を決めたという。

那覇商工会議所より、助成金を活用
して商品開発を行ってはどうかと紹介
を受けた。平成23年、商品開発計画が
認められ、沖縄県と中小機構などが資
金拠出をして造成した「OKINAWA型
産業応援ファンド」に採択。平成24年
も継続して助成を受けている。

助成金を活用して様々な
見本市へ積極的に参加

助成金を活用してリースしたミキ
サーを使い、公益財団法人沖縄県産業
振興公社から紹介された有限会社開発
屋でぃきたんや管理栄養士の協力の
下、製造方法や殺菌方法、品質管理の
方法等、アドバイスを受けながら開発
は進んだ。

開発の中で、一番の課題は消費期限
の延長だった。一般的には加熱殺菌を
施し、常温保存を可能にするなどの方
法をとるが、ゴーヤーソースの場合、
味のバランスが崩れてしまい、苦味や
風味が損なわれてしまうことがわか
り、冷蔵保存食品として開発すること
にした。消費期限を延ばすため、ph値

を下げようと酸度を上げるとゴーヤー
特有の色が若干退色してしまった。添
加物を使いたくないという思いから、
様々な植物由来の食材で試作。管理栄
養士のアドバイスでパセリを配合した
ところ、鮮やかな緑色になることがわ
かった。また、原材料の比重が違うた
めうまく混ざらなかったが、何台もの
ミキサーで試作した。その結果、平成
24年2月に分離しないペースト状のソー
スがついに完成した。

同年2月の「第46回スーパーマーケッ
ト・トレードショー2012」に助成金を
活用して出展。約2,000名分の試食を提
供、バイヤーから高評価を受け商談が
成立。ハワイの会員制スーパーのマル
カイ・ホールセールマートから、7月に
開催する「沖縄フェア」の目玉にしたい
と要望があり、出荷が決定した。4月末
に商品が完成。助成金でラベルをデザイ
ンし、リーフレットも用意。6月に沖縄
県庁で商品発表の会見を行い、7月から
マルカイや沖縄三越で販売を開始した。

他にも助成金で、中小機構沖縄事務
所と沖縄銀行が共催する「第3回おきぎ
ん美ら島商談会」に参加。ゴーヤーパ
スタの試食を提供し、販路開拓を図っ
た。取引先からは、流通・保管・陳列
で冷凍・冷蔵設備が必要ない、常温保
存が可能にならないかという声が多く
届いている。玉城社長は「来年には常

温のものを発表したい」と決意を語っ
てくれた。

また、食材や調理機器の相談や商談
の窓口、展示会への同行等、沖縄県産
業振興公社のコーディネーターより、
進捗に合わせて的確なサポートがあっ
た。「コーディネーターの力がなかっ
たら、商品は完成していない」と玉城
社長は、採択された利点を振り返る。

波及効果はもちろん
沖縄の新しい魅力にも

原材料を生産する農家の活性化、加
工施設での雇用など地域への効果もあ
る。またテレビや新聞等の取材にも積
極的に協力。商品の知名度が向上し、
沖縄を代表するお土産として期待され
ている。玉城社長は「ゴーヤー以外の
特産物もソースにしていきたい。沖縄
の一つの産業として膨らんでいくに違
いない」と、将来の可能性を語る。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

支援 開発支援

アドバイス

● 社名 有限会社月桃花
● 事業内容 琉球会席 月桃庵の運営
● 代表者 玉城良子 代表取締役
● 設立年 平成 9（1997）年
● 所在地 沖縄県那覇市松尾 2-16-49
● TEL・FAX 098（863）1421
● 従業員数 6人
● 資本金 300万円

会社概要

ビタミン、カロテン、カリウムを豊富に含むソース。
毎日食べても飽きない味に仕上げているという

玉
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良
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子
こ

 代表取締役

まったくの素人だったが、あらゆ
る面でサポートをしてくれたコー
ディネーターの存在が成功のポイ
ントだ。食を通じて沖縄の良さを
伝えたいという強い思いが商品化
を実現した。助成事業により視野
が広がり、先の道筋を考えなが
ら商品開発に取り組むことができ
た。この取り組みが、次の世代に
何らかの形でつながって欲しい。

ファンド担当者の視点！

消費者

有限会社
開発屋
でぃきたん

管理栄養士

公
益
財
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法
人
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県
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有限会社月桃花

事業成功のポイント

公益財団法人
沖縄県産業振興公社

ゴーヤーソース単品に終わらず、常
温保存可能タイプ、さらにゴーヤー
以外の県産原材料を使用したソース
などを展開することで、より消費者
に訴求しやすく、また流通でも売りや
すい商品群となると期待している。

平成20年
琉球会席 月桃庵にてメニューの一部
として、ゴーヤーソースを提供
平成23年
商品開発に着手
商標登録出願。製法特許を申請
「OKINAWA型産業応援ファンド」助
成事業に採択
平成24年
商品サンプル完成
「第46回スーパーマーケット・トレー
ドショー 2012」に出展
「OKINAWA型産業応援ファンド」助成
事業継続支援に採択
商品が完成し、沖縄県庁にて記者会見
7月から発売開始

事業化までの道程～年表～

化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

販売

ファンド名 OKINAWA型産業応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人沖縄県産業振興公社

事業メニュー 地域資源活用支援事業

申請テーマ ゴーヤーを活用した県産高付加価値商品の企画販売

助成期間 平成23年４月１日～平成26年3月31日 「琉球会席 月桃庵」で提供している味を、そのまま詰め込んだゴーヤーソース。
沖縄特産のシークヮーサーを使った深みのある味わいが特長

浦添市に構える加工施設で、徹底した
衛生管理の中、一つひとつ手作りで作っている

お問い合わせ
公益財団法人沖縄県産業振興公社
☎ 098-859-6237

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

ゴーヤ－ソースを広く流通させるためには、90日程度、常温保存可能な商品も必要。
味のバランスと消費期限を考慮しながら納得できるレベルの新商品も開発してい
く。高付加価値の商品として販売先を戦略的に絞り込んで、販路拡大を図っていく。

月桃庵、沖縄三越、マルカイ（ハワイ）
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今後の事業展開
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北海道 （河東郡・帯広市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

ナッツを連想させる
ポリポリ食感

北海道の十勝地方は、国内有数の大
豆生産地だ。しかし、そのほとんどは
加工用として首都圏の食品メーカーへ
と出荷され、生産地にもかかわらず大
豆自体を味わう食品が皆無だ。そこで
考案されたのが、大豆そのものの食感
を楽しむ「開拓漬」だ。
見た目は煮豆にそっくりだが、ポリ
ポリとした歯ごたえはナッツを思わせ
る独特の食感だ。
平成22年から本格販売をスタート

し、希望小売価格は350円。商品ライン
ナップは当初、鮭節醤油味だけだった
が、平成23年から新たにキムチ味が加
わった。

北海道の食文化復活で
全国区へ

もともと十勝らしさにこだわった食品
開発を行っていた株式会社すてーぶるす
は、道外観光客向けの食事メニューの企
画開発も行っていた。そのレストランで
提供するメニューを考案する中で考えら
れたのが「開拓漬」の始まりだ。
すてーぶるすの安久津幸宏代表取締
役が、北海道開拓時代の古い資料の中
に「大豆を醤油に漬けて冬の保存食
として食べていた」という記述を発見
し、興味を引かれて試作。レストラン
で提供してみると評判も良く、ほかに
大豆を食べる商品も見当たらない。商
品開発で縁のあった北海道立十勝圏地
域食品加工技術センターに持ち込んだ
ところ、永草淳センター長に「これは
ユニーク。農商工連携にぴったり」と
太鼓判を押された。商品化するには原
料大豆と加工工場も必要だろうと、株
式会社イソカワファーム・五十川賢治
代表取締役とデリカファクトリー十勝
株式会社・平野芳光代表取締役社長
とを紹介された。連携の形ができあが
り、北海道と中小機構などが資金拠出し
て造成した「北海道農商工連携ファン
ド」に申請。平成21年に採択された。

デリカファクトリー十勝は、十勝地
区の食品加工企業として多岐にわた
る食品製造に実績があり、イソカワ
ファームは、自家配合の有機肥料を使
用した生産を行う、音更町トップクラ
スの生産者。3社のノウハウを活かし
た、十勝の特産品開発がスタートした。
大豆は「ユキホマレ」を使用。一般
的な大豆品種と比較してコクや甘みに
優れ、大豆を味わう開発商品には最適
と五十川社長が選んだものだ。
最も苦労したのは、量産化体制でも
ポリポリした食感を安定して引き出す
こと。助成金を活用し、食品加工技
術センターに加熱時間による食感分析

を依頼。測定結果をもとに加熱温度と
時間を決定したが、微妙な加減で食感
が変化してしまうため「2年かかりま
した」と安久津社長は苦笑する。加熱
前の袋詰め作業でも「並べ方で味が変
わってしまう」と、大豆の並べ方まで
こだわり、助成金を活用して試作を繰
り返した。ここまでこだわることがで
きたのも、「助成金の効果であり、平
野社長に辛抱強く試作に協力いただい
たおかげ」と安久津社長。
開拓漬というネーミングで、高齢者
層に受けるだろうと考えデザインした
パッケージも、展示会でのアンケー
トなどからより広い層に受け入れられ

今後の事業展開
そのまま食べる以外にも、炊き込みご飯するなど用途を提案することで市
場認知を拡大し、十勝エリアにとどまっている販路を全国へと広げたい。

「開拓漬」という商品名は北海道ならではの
ネーミング。道外へ販路を広げる時にも、北
海道・十勝としての存在感を表現して成長
することを期待している。

ファンド担当者の視点！

北海道商工会連合会

株式会社すてーぶるす／デリカファクトリー十勝株式会社／株式会社イソカワファーム お問い合わせ
北海道商工会連合会
☎ 011-251-0102

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）
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JR帯広駅・道の駅・スーパーなど 消費者

自家配合の有
機肥料を使用
し、農薬を減
らして生産し
た「ユキホマ
レ」を供給。

北海道の歴史と食文化をヒン
トに商品を開発。

食品加工のノウ
ハウを活かした
丁寧な袋詰め作
業により味の均
一化を実現。

連携体 農林漁業者中小企業等

支援

北
海
道
商
工
会
連
合
会

食
品
加
工
工
場 販売

十勝産大豆の供給
株式会社

イソカワファーム

商品企画
株式会社
すてーぶるす

商品の漬け込み・袋詰め
デリカファクトリー
十勝株式会社

長年、食品の世界
に携わってきたが、新
しい商品開発は難し
く、時間もかかる。助
成金をフル活用する
ことで、事業推進の
大きな力となった。

「開拓漬」のネーミン
グで、おふくろの味を
思わせる雰囲気作り
が成功した。味やパッ
ケージデザインは、意
見を聞きながら修正す
る柔軟性も必要だ。

大豆の品種はより甘
味の強い「ユキホマ
レ」を提供した。この
ような事例は、異業種
の企業とつながりがで
き、刺激になった。

事業成功のポイント
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分析を担当した、北海道立十勝圏地域食品加工技
術センター四宮紀之研究員

北海道の開拓史と
十勝産大豆が生んだ
ポリポリ楽しい食感の
「お豆の漬け物」

ファンド名 北海道農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 北海道商工会連合会

事業メニュー 事業化推進事業

申請テーマ 十勝産大豆を活用した漬物の開発と販路開拓

助成期間 平成21年11月13日～平成23年3月31日
ポリポリした食感がクセになる「開拓漬」

● 社名 株式会社すてーぶるす
● 事業内容 地域食品の企画・開発
● 代表者 安久津幸宏 代表取締役
● 創業年 平成元（1989）年
● 所在地 北海道河東郡音更町木野大通東
 8丁目 1-35
● TEL 0155（32）5211
● FAX 0155（32）5215
● URL http://www.stables.in/
● 従業員数 9人
● 資本金 1,000万円

● 社名 デリカファクトリー十勝株式会社
● 事業内容 惣菜・冷凍食品製造
● 代表者 平野芳光 代表取締役社長
● 創業年 平成元（1989）年
● 所在地 北海道帯広市西 20条北 2丁目
 24-10
● TEL 0155（67）1510
● FAX 0155（67）1511
● URL http://www.df-tokachi.co.jp/
● 従業員数 55人（パート含む）
● 資本金 1,000万円
● 売上高 7億円（平成23年6月期）

● 社名 株式会社イソカワファーム
● 事業内容 農産物生産・販売
● 代表者 五十川賢治 代表取締役
● 創業年 平成 5（1993）年
● 所在地 北海道河東郡
 音更町字中音更西 9線 -10
● TEL 0155（44）2787
● FAX 0155（44）2688
● 従業員数 6人（非常勤含む）
● 資本金 100万円
● 売上高 21億円（平成23年12月期）

会社概要

平成10年
古い歴史資料に「大豆のしょうゆ漬」の記
述を発見し、商品を構想
平成21年
「北海道農商工連携ファンド」助成事業に
採択され商品化に着手
平成22年
十勝の開拓時代を連想させる
「開拓漬」として発売
平成23年
キムチ味を発売

事業化までの道程～年表～

ることがわかり、デザインの修正にも
助成金を活用できた。大豆をそのまま
食べる漬物は全国でも珍しい。「開拓
漬」というネーミングでノスタルジー
感を演出し、十勝の味として、全国PR
への意欲を見せている。

株式会社すてーぶるす デリカファクトリー十勝株式会社 株式会社イソカワファーム
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農商工連携型
地域中小企業応援ファンド
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青森県黒石市 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

特定非営利活動法人くろいし・ふるさと・りんご村／津軽山形りんごの会

りんごの美味しさを
まるごと楽しめるワイン

特定非営利活動法人くろいし・ふる
さと・りんご村は、りんご作りの盛ん
な青森県黒石市でグリーン・ツーリズ
ムなどを実施する団体。自身もりんご
作りを手がける同法人の千葉心理事長
は、かねてから「地元のりんごでワイ
ンを作ってみたい」と思っていた。そ
んな千葉理事長と地元りんご農家が連
携して作ったのが、りんご農家の手づ
くりスパークリングワインだ。
その特徴の一つは、りんご農家がワ
イナリーを持ち、手作りしているとい
うこと。もう一つの特徴は、原材料
だ。ワインの原材料には、日本で最も
生産量が多い、サンふじという品種が
使われることが一般的だ。しかしりん
ご村では、サンふじの他にも、王林と
いう品種100％のワインも販売。王林独
特の香りが感じられるめずらしいワイ
ンとして人気を集めている。

りんご農家との提携が
原材料の質を上げた

平成19年、千葉理事長は弘前地域研
究所と共同でりんごワインの研究を始

めた。ワインを作るためには、まず原
材料の発酵に適した酵母を探さなけれ
ばならない。数千種類を超えるとも言
われている酵母の中から、りんごに適
したものを探すのは至難の業だ。しか
し、偶然にも弘前地域研究所がりんご
に適した酵母を研究・保有していたこ
とで、ワイン作りは大きく進展。千葉
理事長は事業化に向けて動き出した。
原材料となるりんご確保のため、黒
石市のりんご農家で構成される「津軽
山形りんごの会」に協力を依頼。「加
工用りんごを有効活用できることは、
農家にとってもうれしい提案でした」
とりんごの会の佐藤隆治会長は言う。
りんごが加工用に使われる理由は、
落果や傷、色が悪いなどさまざま。そ
の中から落果したものを除き、さらに
味のいいものだけを選果して提供して
もらえたことは、りんごの会との連携
による大きなメリットだった。「見た
目は悪いけれど、味はいい。そういっ
たりんごを選ぶのは、りんご農家にし
かできないことだ」と千葉理事長は言
う。
平成22年、青森県と中小機構が資金
拠出して造成した「あおもり農商工連
携支援基金」の採択を受け、りんごワ
インの開発が本格的に始まった。

助成金の活用で念願の
「王林ワイン」が完成

りんごワインの商品化には、千葉理
事長と佐藤会長が一丸となって取り組
んだ。しかし、二人ともワイン作りに
関しては、まったくの素人。まずワイ
ン作りの現場を知るため、助成金を活
用して北海道の小樽にある北海道ワイ
ン株式会社で指導を受けた。
りんごワインは搾汁・発酵・澱引

き・濾過という工程を経て作られるが
「一つの工程ごとに、大きな壁があっ
た」と佐藤会長は言う。その一つが澱
引きだ。発酵が終わったばかりのワイ
ンは濁っているため、放置して澱を沈
殿させ、上澄みだけを別の樽に移し替
える作業が必要になる。これが澱引き
だ。しかし、いつまでたっても澱が沈
殿しない。澱引きができなければ、ワ
イン独特の美しい琥珀色は生まれず、
商品にはならない。困った佐藤会長
は、もう一度澱引きの作業すべてを見
直し、ほんの小さなミスを見つけた。
この経験を通して、ワイン作りの難し
さを実感したと、佐藤会長は言う。
一方、千葉理事長がどうしても作り
たかったのは王林の香りが感じられる
ワインだった。しかし、違う種類のワ
インを作るためには、試作の手間も2
倍になる。さらに王林とサンふじは味
も糖度も違うため、美味しいと感じら
れるアルコール度数に違いがあること
が、試作を通して分かった。アルコー
ル度数を変えて行われた、試作のため
の酵母購入費や消耗品の費用などは、
助成金でまかなわれた。念願だった王
林のワインを作ることができたのは、
助成金があったからだと千葉理事長は

言う。「自己資金でできることは限ら
れている。助成金がなかったら、王林
のワインはあきらめていただろう」。
そして平成23年、りんご農家が作っ
たスパークリングワインを発売。販売
促進のための広告費やパンフレット作
成にも助成金が活用された。
「黒石市以外の地域でも、ワイン作
りに挑戦して欲しい」と千葉理事長は
言う。ヨーロッパのワイナリーのよう
にいろいろな地域で、個性的なワイン
が生まれる。それが農業の発展につな
がることを千葉理事長は願っている。

● 法人名 特定非営利活動法人
 くろいし・ふるさと・りんご村
● 事業内容 農作業体験／農家民泊体験／
 りんご酒の製造・販売
● 代表者 千葉心 理事長
● 設立年 平成 21（2009）年
● 所在地 青森県黒石市温湯字派 15-4
● TEL・FAX 0172（54）8210
● URL http://ringomura.or.jp/
● 会員数 28名

● 団体名 津軽山形りんごの会
● 代表者 佐藤隆治 会長
● 設立年 平成 13（2001）年
● 所在地 青森県黒石市花巻字花巻 17-1
● TEL・FAX 0172（54）8338
● 会員数 15人

会社概要

平成19年
りんごのスパークリングワインの研究
を、弘前地域研究所と共同で始める
青森県がりんごワインに適した酵母の
研究を行っていたことを知る
平成22年
「あおもり農商工連携支援基金」助成事
業の採択を受け、りんごワインの開発
を始める
平成23年
サンふじ、王林とも醸造に成功
りんご農家が作ったスパークリングワイ
ンを発売

事業化までの道程～年表～

ファンド担当者の視点！

地方独立行政法人
青森県産業技術センター

りんご農家の手作りスパークリングワインシリーズ。手にとってもらいやすいよう、
ボトルの形やパッケージのデザインにもこだわった

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

りんご果汁を
アルコールに
醸造するサー
マルタンク

消費者

りんごの生産およびス
パークリングワインに適
したりんごの選定・提供。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

技術
指導

開発
協力

アド
バイス

販売

地
方
独
立
行
政
法
人
青
森
県
産
業
技
術
セ
ン
タ
ー

素材から製法まで
りんご農家の
こだわりがつまった
人気のりんごワイン
ファンド名 あおもり農商工連携支援基金

ファンド運営管理法人 地方独立行政法人青森県産業技術センター

事業メニュー あおもり農商工連携助成事業
（経営革新助成事業）

申請テーマ 黒石産完熟りんご100％を原料にしたアッ
プルワインの新商品開発及び販路開拓事業

助成期間 平成22年10月１日～平成24年3月31日

商品開発・製造・販売 原材料提供
津軽山形りんごの会特定非営利活動法人

くろいし・ふるさと・
りんご村

地元農家か
ら提供され
たりんごを
スパークリ
ングワイン
に加工。販
売を行う。

アンテナショップ、ホームページ

お問い合わせ
地方独立行政法人青森県産業技術センター
☎ 0172-52-4319

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

地元りんごを使用した「りんご酒の復
活」の取組みには、様々な苦労もあっ
たかと思う。りんごの香り、風味を活か
した第２弾、第３弾の商品開発ととも
に、地元の活性化につながるような
取組みを期待している。

黒石市は今、観光に力を入れている。農家が作ったスパークリングワイン
を、おみやげの目玉にしていきたい。また、いろいろな品種のりんごでワ
インを作るなど、より美味しいワイン作りを追求していきたい。
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事業成功のポイント
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 会長千
ち ば

葉心
しん

 理事長

特定非営利活動法人くろいし・ふるさと・りんご村 津軽山形りんごの会

新しく始める事業が
具体的になっていく
と、費用のことも気
になってくる。助成
金があったから、安
心して開発に取り
組むことができた。

りんご農家はみんな
「美味しいりんごを
作る」ことに情熱を
持っている。自分の
りんごが美味しいワ
インになることは、と
てもうれしいことだ。

今後の事業展開
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岩手県（一関市・奥州市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

古代米を使い
歴史ロマンを感じさせる
商品開発

平成23年に「世界文化遺産」に登録
されることが決定し、世界中の注目を
集めることとなった、岩手県平泉町。
その平泉観光の玄関口となるのが、東
北新幹線も停まる「一ノ関駅」。駅の
ある一関市では、観光客が数多く訪れ
ることは確実だ、と観光産業関係者の
期待も高まっていた。
一関市に本社と工場を置く、明治創
業の老舗菓子店の株式会社松栄堂で
も、小野寺眞利代表取締役社長が「地
域活性化を促す好機」と、平泉の特色
を生かしたお土産品を模索。震災とい
う困難を乗り越え、助成金を活用し、
小野寺社長が新たな銘菓として開発し
たのが、バターサンドタイプのサブレ
菓子「延年の月」だ。
延年の月には、古代から栽培されて
きたとされる古代米を米粉にして生地
に練り込んだ。古代米、ヒエ、アワな
ど、国内有数の雑穀類の生産地である
岩手県の地域的な特色を背景に、「歴
史遺産の平泉」と「古代米」という、
共通した歴史イメージを持つ素材を組
み合わせて考案された。

初心に立ち返り
商品開発を再開

古代米を使ったのは、以前に古代米
生産農家の鈴木次男氏から、お菓子製
造に古代米を使えないか、という相談
を受けたことがきっかけだった。岩手
県は国内有数の古代米生産地でありな
がら、商品に使用されているものが少
なく、鈴木氏は古代米の販路に悩んで
いた。小野寺社長は鈴木氏に古代米を
米粉に加工・供給してもらうことを決
め、鈴木氏と連携体を組んで、岩手県
と中小機構などが資金を拠出して造成
した「いわて農商工連携ファンド」に
申請。平成23年2月に採択された。平泉
が世界文化遺産に登録されることが確
実と思われ、開発を急いだが、採択直
後に東日本大震災が起きた。道路が寸
断されて流通が止まり、材料がまった
く手に入らなくなった。店舗の一部も
倒壊し、工場を稼働できない状況が約6
カ月間も続いた。
従業員の士気が下がり始めたことを
感じた小野寺社長は、「地域に活力を
与えるために始めた事業じゃないか。
東北が復興に向かう今こそ開発を進め
ることが必要だ」と、自らと従業員を
励まし、開発を決心した当時の高揚し

た気持ちをもう一度思い返して、商品
開発を再開した。

助成金の活用で
最適な米粉の細かさを決定

同社がすでに発売していた、米粉を
使ったサブレ菓子「ルナ」をモデルに
開発は進んだ。レーズンバターサン
ドをイメージし、レーズンに替えて地
元で生産されているブルーベリーを使
用することにした。お菓子用の米粉供
給が初めてだった鈴木氏は、助成金を
活用してメッシュの違うフルイ網を揃
え、細かさの違う米粉を準備。小麦粉
との混ざり具合や、焼き上がった時の
歯触りなどを小野寺社長と検証し、最
適な米粉の細かさを決定した。
小野寺社長もサブレのサクッとした
食感に仕上がる米粉と小麦粉の配合割
合やバターの量を決めるために、助成
金を活用して何度も試作を重ね、助成
支援の終了期限が迫る中、試作品を一
気に完成させた。
出来上がった商品は、古代米を使っ
たことで黒みがかった見た目に仕上が
り、ほどよくさっくりとした食感が生
まれた。パッケージにも古代米を表現
するために、助成金を活用して「黒」
をイメージしたデザインを外部デザイ
ナーに依頼。黒を基調にした大人っぽ
い雰囲気に仕上がった。

平泉に直営店をオープンし
平泉のお土産をPR

季節菓子も含めると年間、数百種類
もの新商品を発売する松栄堂では、あ
らたな商品開発にかけられる予算は厳

しく「助成金を活用できたことで、新
たな素材にチャレンジができた」と、
小野寺社長は満足げだ。
現在の販売総数は15万個を超え、同
社商品の中でも上位の売上を誇る商品
に成長した。
「世界文化遺産」の地、平泉も観光
客で賑わいを見せており、小野寺社長
は季節限定で平泉に直営店舗をオープ
ンさせ、平泉のお菓子としてさらなる
知名度向上を目指している。

今後の事業展開

同社は、平泉だけでなく、岩手県を代表
する老舗菓子店。この開発商品も、世
界文化遺産と共に平泉を代表する商
品に育っていくことを期待している。

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
いわて産業振興センター

平泉店の出店効果で徐々に認知度が上がり、大手通販サイトにも出店し、好
評を得ている。自社商品トップの売上を目指し、今後のPR方法を考えたい。

株式会社松栄堂／鈴木次男 お問い合わせ
公益財団法人いわて産業振興センター
☎ 019-631-3824

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

古代から栽培されてきたとされる古代米を使って開発した「延年の月」

世界文化遺産・平泉に
誕生した
歴史ロマンのお菓子
「延年の月」

ファンド名 いわて農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人いわて産業振興センター

事業メニュー 地域活性化支援事業助成金

申請テーマ 岩手県南産の特色ある米を米粉に加工して
利用した菓子の新商品開発と販路拡大

助成期間 平成23年2月1日～平成24年1月31日

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

デ
ザ
イ
ナ
ー

消費者

古代米を、お菓子に最適な
細かさの米粉に加工し提供。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売

公
益
財
団
法
人
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産
業
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ン
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商品企画・製造 古代米の栽培
株式会社松栄堂 鈴木次男
世界文化遺産「平泉」を
代表するお菓子を目指
して商品開発し、直営
店で販売。

直営店舗、自社ホームページ、
大手通販サイトなど

古代米の中でも、アントシアニン系の色素を
含み、外見が黒い「黒米」を使用した

● 社名 株式会社松栄堂
● 事業内容 菓子製造・販売業
● 代表者 小野寺眞利  代表取締役社長
● 創業年 明治 36（1903）年
● 所在地 岩手県一関市山目前田 103
● TEL 0191（23）5009
● FAX 0191（23）3151
● URL http://www.shoeidoh.co.jp
● 従業員数 130人（パート含む）
● 資本金 2,000万円

● 氏名 鈴木次男  氏
● 所在地 岩手県奥州市前沢区白山字松葉
 20-6
● TEL 0197（56）5566

会社概要

平成22年
平泉の「世界文化遺産」登録を目前に、
商品開発を構想
平成23年
「いわて農商工連携ファンド」助成事業
に採択
平成24年
「延年の月」を直営店舗等で発売開始

事業化までの道程～年表～

古代米を使い少し黒っぽい仕上がりに

事業成功のポイント
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利 代表取締役社長

株式会社松栄堂

初めての助成支援
は、わからないことが多
かった。支援ファンドと
密なコミュニケーション
を取り、課題を解決し
ながら、「必ず成功させ
る！」という強い思いで
事業を進めた。

岩手県内には雑穀
食文化があるが、あ
くまで米が中心であ
り、雑穀の利用量
は少ない。販路に
悩んでいた古代米
に、あらたな活用の
道が開けた。
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山形県（東根市・天童市・酒田市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

天然アミノ酸発酵で
うま味をアップ ！

「庄内浜で水揚げされた天然魚を使
い、内陸部の漬け込み文化をベースに
したギフト商品を開発する」というコ
ンセプトをもとに有限会社しぶやが製
造・販売する「天然旬魚熟成シリーズ 
真たら純米粕漬」。

朝出港し夕方港に戻る「日戻り船」
の、船上で活〆にした魚を7時間以上
置き、天然のアミノ酸発酵を促しうま
味をアップさせてから加工するという
こだわり商品だ。合成添加物を一切使
用せず、うま味調味料も使わないが、
試食販売では甘みが他社の商品とは違
うと評判だ。

山形県の海を
全国に知って欲しい

「真たら純米粕漬」を開発する以
前、渋谷和彦代表取締役は経営してい
た料理店の運営を子どもに任せ、自身
は新たな事業を模索していた。地元商
工会からファンド助成事業の話が持ち
込まれたことで、サクランボを食べさ
せて育てる「サクランボ豚」のアイデ
アを考え、公益財団法人やまがた農業
支援センターを訪れた。その結果、農
産物の助成対象事業は多いが、海産物
を使った事業がない、ということが判
明した。渋谷社長には「山形県の海や
庄内浜をもっと有名にしたい」という
思いが以前よりあったことから庄内浜
の魚を使う「粕漬」のアイデアに練り
直し、山形県と中小機構などが資金拠
出をして造成した「やまがた農商工連
携ファンド」助成事業への申請を決め
た。取引のあった株式会社山形丸魚に
商品保管と運搬は依頼したが、あとは
魚をどうするか。渋谷社長は山形県漁
業協同組合へ直接電話をかけ交渉。同
組合は船上活〆天然魚では計画生産に
難しさがあると感じたが、庄内浜ブラ
ンドの認知度アップを目的にと連携を
決め、日戻り船が船上で活〆にしたタ

ラを同組合が競り落として供給するこ
とになった。

サービスの純米粕で
好みの味に調整

平成22年に助成事業での採択が決ま
り、商品開発と販路開拓に弾みがつい
た。粕漬に使用する酒粕は庄内米での
試食を重ね、県内酒蔵の3種類の純米粕
を選定し、渋谷社長と山形県漁業協同
組合の担当者が満足できる味を実現し
た。さらにこの商品は、試食してもら
わないことには味の良さがわかっても
らえないと、助成金の活用で試食品を
十分に準備。全国各地の百貨店へ出向
き、積極的に試食を勧めて意見を聞い
た。渋谷社長は、食文化の違いから全

国を同じ味にするのは難しいと感じ、
酒粕をサービスで付け、自分好みの味
に調整できるようにした。パッケージ
も商品がわかりやすいようにと、意見
を聞きながら助成金を活用して何度も
作り替えた。山形県漁業協同組合は安
定しない天候の中でも懸命な出漁で、
魚を供給した。

東北復興弁当に採用

助成金の活用で同じ庄内浜の念珠関
漁業協同組合の協力を得て加工場を確
保。女性たちが一次加工し、その後、
漬け込み作業を行う体制も構築した。

「ファンドの助成を受けたことで、
情報網が広がり早めの準備もできた」
と渋谷社長。平成23年に中小機構東北
本部の支援を受けて国の支援事業でも
ある「農商工等連携事業計画」の認定
を受けた。また中小機構東北本部の企
画協力により東北新幹線の車内で販
売された、「東北復興弁当」でもメ
ニューに採用された。

百貨店バイヤーとの商談に向け、さ
らなる商品バリエーションを開発中の
渋谷社長。「サワラ」や「ハタハタ」
「甘エビ」などを使い、山形県の海の
魅力を全国発信し続けている。

山形県は果実をはじめとして農産品のイメージ
が強い。魚の味や種類は他県産に負けてい
ないはず。今回の助成事例を手本に、海産物
を扱うものが増えていくことを期待している。

ファンド担当者の視点！
公益財団法人

やまがた農業支援センター

県内でも数少ない船上活〆漁の魚を使ったことで、海外産の魚などとの
圧倒的な味の違いが表現できた。庄内浜の魚の味をさらに広めるため、
航空会社の機内食メニューへの参入を目指している。

有限会社しぶや／株式会社山形丸魚／山形県漁業協同組合 お問い合わせ
公益財団法人やまがた農業支援センター
☎ 023-642-2905

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

山形県・庄内浜の魚にこだわった「真たら純米粕漬」

荒海にもまれた
天然魚を船上活〆！
刺身にできる魚で
作った 「純米粕漬」
ファンド名 やまがた農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人やまがた農業支援センター

事業メニュー 新商品・新サービス開発支援

申請テーマ やまがた天然地魚漬け（寒たら・木の芽たら
の純米酒粕漬・鰰柚庵漬・鰆西京漬）

助成期間 平成22年11月1日～平成23年10月31日

無料提供される、山形県内酒蔵の3種類の純米粕

● 社名 有限会社しぶや
● 事業内容 飲食店経営、水産加工業
● 代表者 渋谷和彦 代表取締役
● 創業年 平成 17（2005）年
● 所在地 山形県東根市本町 1-2
● TEL 0237（53）0603
● FAX 0237（53）0607
● URL http://www.tensyun.com/
● 従業員数 8人
● 資本金 300万円
● 売上高 7,000万円（平成 23年 5月期）

● 社名 株式会社山形丸魚
● 事業内容 生鮮水産物及び加工品・
 一般加工食品、飲料などの卸売り
● 代表者 矢野秀弥  代表取締役社長
● 創業年 昭和 17（1942）年
● 所在地 山形県天童市石鳥居 2-2-70
● TEL 023（658）3330
● FAX 023（658）3340
● URL http://www3.maruuo.co.jp/maruuo/
● 従業員数 189人
● 資本金 1億円
● 売上高 240億円（平成 23年 3月期）

● 団体名 山形県漁業協同組合
● 事業内容 信用・共済・販売・購買・
 製氷冷凍冷蔵・水産品加工など
● 代表者 五十嵐安哉  代表理事組合長
● 創業年 昭和 40（1965）年
● 所在地 山形県酒田市船場町 2-2-1
● TEL 0234（24）5611
● FAX 0234（24）5604
● URL http://www.kengyokyo.or.jp/
● 職員数 63人
● 出資金 7億 1,698万 2,000円
● 取扱高 201億円（平成 23年 3月期）

会社概要

平成22年
「やまがた農商工連携ファンド」助成事業
に採択、日戻り船の船上活〆マダラを使
用した商品開発に着手
平成23年

「日本海産 日戻り漁船 真たら純米粕漬」
を発売
平成23年
9月、国の支援事業である「農商工等連携事
業計画」の認定を受ける
平成24年

「サワラ」「ハタハタ」「甘エビ」などの粕
漬け商品を開発し発売

事業化までの道程～年表～

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

念
珠
関
漁
業
協
同
組
合

百貨店ギフトカタログなど 消費者

刺身にでき
るマダラを
純米粕に漬
け込み。

1次加工品の運搬と、漬け込み後
真空パックされた商品を冷凍保管。

日戻り船・活〆の魚を競り落と
して供給。

連 携 体 農林漁業者中小企業等

支援

公
共
財
団
法
人

や
ま
が
た
農
業
支
援
セ
ン
タ
ー

販売

委託
1次加工

パッケージ
デザイン

商品企画・
漬け込み加工・販売

日戻り船・活〆鮮魚の
供給

有限会社しぶや 山形県漁業協同組合

デ
ザ
イ
ナ
ー

1次加工品の運搬・
商品保管

株式会社山形丸魚

事業成功のポイント
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 代表理事組合長渋
しぶ

谷
や

和
かずひこ

彦 代表取締役

有限会社しぶや 山形県漁業協同組合

計画生産が難しい天
然魚にもかかわらず、
山形県漁業組合の努
力により、納得できる
素材が入手でき、他社
品との味の違いを際
立たせることができた。

庄内浜の魚は少量多
種が特徴。大量生産
加工品には向かない
が、味にこだわる商品
に最適だ。

今後の事業展開
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農商工連携型
地域中小企業応援ファンド
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福島県（会津若松市・大沼郡） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

取引価格の安いムネ肉の
利用方法を模索

会津地方の伝統ある地鶏として厳格
な基準で飼育される「会津地鶏」。ブ
ロイラー肉と比べうま味が強いと評価
は高いのだが、ムネ肉だけはパサパサ
しているというイメージが強く、売れ
にくかった。

「加工することでムネ肉の販路を広
げられないか」。有限会社会津地鶏み
しまやの小平和広代表取締役は「生ハ
ム」に注目。

ハムは肉の良し悪しが重要になる
が、会津地鶏はかめばかむほどうま味
が広がり、素材として申し分ない。イ
ンターネットなどで生ハム商品を調べ、
鶏肉を使った生ハムがほとんどないこと
で、これは商品になると確信した。

助成金の採択で
本格化した商品化

小平社長は先々の販路開拓を見据
え、県内のホテルや旅館に幅広いネッ
トワークを持つ、特定非営利活動法人
素材広場の横田純子理事長に相談。

素材広場は、福島県内のホテル・旅
館と生産者を直接結びつけるコーディ

ネート業務を手がけるコンサルティ
ング機関。宿の料理長たちと一緒に新
しいメニューを企画するなど、そのユ
ニークな試みが県内観光関係者などか
らも注目されていた。

小平社長と横田理事長は、こうした
素材広場の活動を通じ、以前から旧知
の仲。2人は県産品ブランドの底上げ
に加え、会津地鶏を育成する養鶏農家
の拡大も期待できると考え、福島県と
中小機構などが資金拠出をして造成し
た「ふくしま農商工連携ファンド」に
申請。平成22年に同ファンドに採択さ
れ、商品開発は本格化した。

助成金のサポートで
試作を繰り返し
味と食感の完成度を高める

加工は県内加工にこだわり、福島県
内で唯一、生ハムの加工が可能だった
株式会社ノーベルに依頼。 手づくりハ
ム・ベーコンを手がけ、国際コンクー
ルで金メダルを受賞するほどの実力派
ハム工房だ。

「豚肉の生ハムなどでは、塩辛さが
目立つものが多い。会津地鶏は塩味を
抑えた方が肉の味が引き立つ」と小平
社長は考え、助成金を活用して試作を

繰り返した。独自の塩せき液に3日間
漬け込んだ後、サクラの原木を使った
薫製窯でじっくりと薫製するノーベル
の技術に加え、ギリギリまで塩分を抑
える製造方法にしたことで、身の収縮
も抑えられ、肉が固くならずやわらか
い食感に仕上がった。「会津地鶏は、
うまいがムネ肉がパサパサしていると
いうイメージをくつがえす仕上がりに
なった」と小平社長。しかしこれに満
足せず、エサに県内産の大豆やアスパ
ラを添加し、肉質の比較研究にも取り
組んだ。食感の劣化や雑菌の繁殖状況
などを細かく分析し、完成度を高めら
れたのも助成金支援があってのこと
だ。

試作品を手に素材広場の横田理事長
は、福島県内の旅館・ホテルとのネッ
トワークを生かし、「会津地鶏生ハ
ム」を使ったメニュー企画の商談を進
めつつ、助成金活用により制作したポ
スターやチラシを県内の宿に配布。 活
動が功を奏し、県内旅館「山形屋」よ
り月間200〜300個のまとまった数の注
文を獲得した。

助成金を活用して出展した、食
品関係者が一堂に集まるアジア最
大級の「食」の展示会「FOODEX 
JAPAN2011」や「ごちそうふくしま
満喫フェア」では、「これが鶏肉？」
という驚きの声も多く、商品価格アン
ケートでは平均726円という高い値段評
価も得た。

出展に際しては、株式会社四万十ド
ラマの畦地履正社長に、商品の見せ方
やブースの作り方などの指導を受け
た。四万十ドラマは平成21年度に「こ
うち農商工連携基金」の助成金を受け
て展示会に出展しており、その経験を

基にしたさまざまなアドバイスを受け
ることができた。

会津地鶏が世間一般には知られてい
ない中での出展であったが、予想以上
の高い評価を受け、取引要請もあっ
た。 直後に東日本大震災が起き、話が
立ち消えとなったのだが、その時のア
ンケートなどを基に、取引先の県内・
外による価格設定の細分化や素材広場
ホームページによる消費者への直接販
売、会津地鶏の飼育数増加計画などの
チャレンジが今も進んでいる。

ファンド担当者の視点！

公益財団法人 
福島県産業振興センター

お問い合わせ
公益財団法人福島県産業振興センター
☎ 024-525-4070

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

他の部位に比べ人気が低く、安値で
取引されるムネ肉の高付加価値化は 
会津地鶏ブランド全体の底上げに資
する。確かな技術とこだわりが凝縮し
たこの「生ハム」は、福島から全国へ
発信したい逸品である。

会津地鶏生ハムの生産は、加工に時間がかかるため、生産量に限界があ
り、やみくもに販路を広げられない。現在は委託加工しているが、今後は
自社工場や職人の育成等も視野に入れている。

事業成功のポイント
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子 理事長

特定非営利活動法人素材広場 有限会社会津地鶏みしまや

全国規模の展示会
は、訪れる人の目的も
明確なので出展する
意味は大きいが出展
料が高額。そのため
にも助成金は大きな
力になった。

商品の試作には時間
も手間もかかる。助
成金を受けることで、
認可事業として委託
先にも安心して開発
に取り組んでもらうこ
とができるようになっ
た。

特定非営利活動法人素材広場／有限会社会津地鶏みしまや

● 法人名 特定非営利活動法人素材広場
● 事業内容 サービス業
● 代表者 横田純子 理事長
● 創業年 平成 21（2009）年
● 所在地 福島県会津若松市八角町 13-45
● TEL 0242（85）6571
● FAX 0242（85）6572
● URL http://sozaihiroba.net/
● 従業員数 5人（緊急雇用含む）
● 資本金 310万円
● 売上高 3,000万円（平成 24年 8月期）

● 社名 有限会社会津地鶏みしまや
● 事業内容 製造業
● 代表者 小平和広  代表取締役
● 創業年 平成 16（2004）年
● 所在地 福島県大沼郡三島町
 大字宮下字上ノ原 2098-3
● TEL 0241（48）5860
● FAX 0241（52）3288
● URL http://www.aizujidori-mishimaya.com/
● 従業員数 8人
● 資本金 360万円
● 売上高 5,500万円（平成24年3月期）

会社概要

平成21年
会津地鶏のムネ肉を使った生ハムの商
品化を立案
平成22年
「ふくしま農商工連携ファンド」助成
事業に採択
味付けと食感にこだわり試作を繰り
返し「会津地鶏生ハム」を商品化
平成23年
アジア最大級の「食」の展示会
「FOODEX JAPAN2011」に出展
県内の旅館・ホテル、県外への販路開拓
に着手

事業化までの道程～年表～

肉質のすぐれた会津地鶏と、本場ドイツの食肉マイスター直伝の技で完成した
「会津地鶏生ハム」

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

塩分控えめの生ハムは、そのまま食べる以外にも
サラダに使ったり、幅広いメニューに利用できる
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消費者

飼料づくりから、飼育・食肉
処理までを一貫して行う循
環型飼育で
良質の会津
地鶏を育成
し提供。

連携体中小企業等 農林漁業者
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分析
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優れた肉質の
会津地鶏と熟練の技
が出会い生まれた
こだわりの美味
ファンド名 ふくしま農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人福島県産業振興センター

事業メニュー 農商工連携創出事業

申請テーマ 会津地鶏の生ハム商品開発及び
販路開拓事業

助成期間 平成22年4月1日～平成23年3月31日
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委
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工

販路の開拓
特定非営利活動法人

素材広場

会津地鶏の育成・処理
有限会社

会津地鶏みしまや
福島県内の旅館・ホテル
とのネットワークを生か
し、料理長たちに「会津地

鶏生ハム」
を使ったメ
ニューを提
案。

県内旅館・ホテル／県外飲食店

今後の事業展開
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栃木県栃木市 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

有限会社釜屋／サンファーム・オオヤマ有限会社

トマトの美味しさを
活かしたレトルトハヤシ

栃木市にある洋食店「ALWAYSカマ
ヤ」と地元トマト生産者の「栃木の魅
力を伝えたい」という思いから生まれ
たのがレトルトのハヤシソースとドラ
イトマトをセットにした商品だ。生ト
マトをたっぷり使った、濃厚でコクが
あるソース。付け合わせのドライトマ
トの半生で柔らかな食感と酸味がハヤ
シの美味しさを一層引き立てる。
栃木県のブランド牛「とちぎ和牛」
と栃木県の代表的な農産物の一つであ
るトマトの美味しさを活かしたハヤシ
ライスは、まさに、栃木の味覚を満喫
できる一品だ。

地元への愛が飲食店と
生産者の気持ちを一つに

ALWAYSカマヤ（有限会社釜屋）の
髙瀬淳代表取締役には、同店で提供す
るメニューの中でも、ハヤシライスに
は特に思い入れがあった。「地産地消
と栃木の魅力を食から伝えることは、
店舗オープンからの大きなテーマだっ
た」。地元の素材を活かしたハヤシラ
イスは同店の人気メニューになった。

しかし店舗に来てもらわなければそ
の美味しさを伝えることはできない。
「お土産として持ち帰りできれば、
もっと広く栃木の魅力を伝えられる」
と髙瀬社長は思っていた。
一方、サンファーム・オオヤマ有限
会社の大山寛代表取締役（現：取締
役）もトマトを活用した町おこしを模
索。「若手生産者のためにも、トマト
を使って地元を活性化できる新しい商
品を作りたい」と思っていた。
髙瀬社長と大山社長が出会ったのは
平成22年。ALWAYSカマヤに食材を提
供していた農家からの紹介がきっかけ
だった。「ハヤシライスをお土産に」
という髙瀬社長の思いと、「トマトを
使った商品を」という大山社長の思い
が重なった。平成23年、その思いを実
現するため、公益財団法人栃木県産業振
興センターの紹介を受け、髙瀬社長は栃
木県と中小機構などが資金拠出して造成
した「フードバレーとちぎ農商工ファン
ド」に申請、採択を受けた。

連携と助成金の力で
新しい栃木の魅力を作る

ハヤシライスだけでは、トマトその
ものの形が見えない。「もっとトマト
が主張できるものを作らなければ」と
いう思いが髙瀬社長・大山社長、双方
にあった。話し合った結果、ドライト
マトをハヤシライスの付け合わせにす
るというアイデアが生まれた。ドライ
トマトといっても、その味や食感はさ
まざま。ハヤシライスに合う味、食感
を実現するために助成金を活用して、
何度も試作を繰り返した。
また、店舗の味をレトルトで提供す
ることは想像以上に大変だったと髙瀬
社長は言う。レトルトにするための加
圧加熱殺菌という工程によって、まっ
たく味が変わってしまうからだ。試食
した髙瀬社長と大山社長は「なぜこ
んなに味が変わるのかと、驚いた」と
声を揃えて言う。加圧加熱殺菌による
味の変化を想定して素材の配分を調整
し、限りなく店の味に近づけた。
助成金を活用したことで、パッケー
ジにもこだわることができた。デザイ
ン会社からのコンサルティングを受け
たことで他のレトルト商品との差別化
を意識。また、世界的な評価を受けて
いるイラストレーターの林静一氏にイ
ラストを依頼できたことで、インパク
トのあるパッケージが完成した。
価格設定にも頭を悩ませたと髙瀬社
長は言う。品質を保ちつつ、消費者が
手に取りやすい価格設定をするために
は、助成金を利用して行った市場調査
のデータが参考になった。
そして、平成24年8月、ALWAYSカ
マヤの店頭で販売をスタートした。

「助成金を活用したことで、生産者
の方と一緒に商品を開発するという経
験ができたことは非常に大きかった」
と髙瀬社長は連携のメリットを語る。
また、大山社長も「消費者の話を直接
聞いている人たちの、味へのこだわり
を肌で感じることができたことで、6次
産業化への展望が見えた」と言う。
一人ではできないことも、人が集ま
れば可能になる。栃木県の魅力を伝え
たいという2人の思いが、新しい栃木の
名産を作る原動力となった。

● 社名 有限会社釜屋
● 事業内容 飲食店の経営／鶏肉卸および
 販売／弁当類の製造および販売
● 代表者 髙瀬淳  代表取締役
● 創業年 明治 2（1869）年
● 所在地 栃木県栃木市城内町 2-32-4
● TEL 0282（23）1832
● FAX 0282（22）0264
● URL http://www.kamaya0282.co.jp/
● 従業員数 25人
● 資本金 300万円
● 売上高 １億1,000万円（平成23年8月期）

● 社名 サンファーム・オオヤマ有限会社
● 事業内容 トマトなどの農産物の生産
● 代表者 大山貴史  代表取締役
● 設立年 平成 16（2004）年
● 所在地 栃木県栃木市田村町 352-1
● TEL 0282（51）7983
● 従業員数 15人（パート・アルバイト含む）
● 資本金 1,000万円

会社概要

平成20年
栃木市の老舗うなぎ・鳥料理店「釜屋」
（有限会社釜屋）が、洋食店「ALWAYS
カマヤ」をオープン
平成22年
サンファーム・オオヤマ有限会社と出
会い、一緒に栃木県産トマトを使った
商品を作りたいと考えるようになる
平成23年
「フードバレーとちぎ農商工ファンド」助
成事業に採択され、レトルトハヤシとドラ
イトマトの商品開発が本格的にスタート
平成24年
商品が完成。８月から「ALWAYSカマ
ヤ」などで販売を開始

事業化までの道程～年表～

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
栃木県産業振興センター

「ALWAYSカマヤ」の味が自宅でも味わえるレトルトハヤシとドライトマトのセット。
林静一氏が描いたメイド姿の女の子のイラストが印象的なパッケージも魅力だ

ドライトマトの原料
となる「シシリアン
ルージュ」。味が濃
く、調理・加工用ト
マトの傑作と言わ
れている

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

「ALWAYSカマヤ」のハヤシライス。地元の味噌
を隠し味に使った、どこか懐かしい味が人気だ

消費者

ドライトマトの原料とな
る「シシリアンルージュ」
を生産。商品開発にも関
わる。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援 協力

販売

公
益
財
団
法
人
栃
木
県
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー

栃木県の魅力を
食から伝えたい。
地元産にこだわった
絶品ハヤシライス
ファンド名 フードバレーとちぎ農商工ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人栃木県産業振興センター

事業メニュー 新商品等開発支援事業

申請テーマ 栃木産トマトを活用したハヤシライスの
レトルト商品開発

助成期間 平成23年7月1日～平成24年2月29日

商品開発・
製造・販売

商品開発・
トマト提供

有限会社釜屋 サンファーム・
オオヤマ有限会社栃木県産牛肉とトマトを

使ったハヤシライスを製
造。レトルトハヤシの品
質管理、販売を行う。

ALWAYSカマヤ／栃木県のアンテナショップ

お問い合わせ
公益財団法人栃木県産業振興センター
☎ 028-670-2607

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

県産トマトの旨みを凝縮し、隠し味に味噌
を使ったコクのある大人のハヤシソース
とほんのり甘い半生ドライトマトを商品化
した。林静一氏が描いたキャラクターと相
まって、昭和レトロ感の漂う商品となって
おり、土産品・ギフト商品として期待大。

現在は「ALWAYSカマヤ」の店頭や栃木県のアンテナショップなどで販
売中。今後は、販売ルートの拡大やハヤシライス以外の商品開発にも積極
的に取り組み、販売促進をめざす。

事業成功のポイント

大
おおやま

山寛
ゆたか

 取締役髙
たか

瀬
せ

淳
じゅん

 代表取締役

有限会社釜屋 サンファーム・オオヤマ有限会社

一人で考えている
だけでは何もできな
い。まず人に相談す
ることが第一歩。協
力者や情報を集め
れば、必ずいい結果
が出ると思う。

一人ひとりの知恵
は小さいけれど、集
まれば大きな力なる
ことを実感した。連
携したことで得た経
験や人脈を、今後も
活かしていきたい。

若
手
ト
マ
ト
生
産
者

を生産。商品開発にも関を生産。商品開発にも関を生産。商品開発にも関を生産。商品開発にも関を生産。商品開発にも関を生産。商品開発にも関を生産。商品開発にも関
わる。わる。
を生産。商品開発にも関
わる。わる。
を生産。商品開発にも関を生産。商品開発にも関

今後の事業展開
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静岡県浜松市 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社丸昌河合商店／浜名漁業協同組合

ふんわり食感と魚の旨味
まったく新しい練り製品

静岡県内1位のシラス水揚量を誇る浜
松市舞浜漁港。舞浜でシラス加工業を
営む株式会社丸昌河合商店と、浜名漁業
協同組合が開発した新しい魚加工食品が
「あげ↑ あげ↑ あげはん」だ。
あげはんの一番の特徴は、魚を骨ご
とすり身にしたものを加工して作って
いるということ。そのため、カルシウ
ムなどの栄養価が高く、添加物を使っ
ていないため安全。ふんわりした食感
と魚の旨味がぎゅっとつまった味は、
そのまま食べても美味しいが、料理の
材料としても人気だ。一般的なはんぺ
んは温めるとふくらみ、冷めるとべっ
たりしてしまうが、あげはんは冷めて
もその食感が変わらない。
多くのメディアで紹介されるなど、
新たな食材として注目されている。

未利用魚と禁漁期間の
課題から生まれた連携

あげはんは、丸昌河合商店と浜名漁
協、それぞれの思いを静岡県漁業協同
組合連合会の牛島秀和販売課課長がつ
ないだことから生まれた。

浜名漁協の吉村理利代表理事組合長
は、網にかかっても市場に出すことが
できない未利用魚を活用できる方法を
模索していた。練り製品にしようと
思ったこともあるが、浜名漁協は引き
網漁を行っているため、定置網漁に比
べて魚の水揚量が不安定。安定した供
給ができないと、加工業者に引き取って
もらえないため断念していた。
一方、丸昌河合商店の河合正代表取
締役は、以前から地元のシラスなどを
使った新商品を積極的に開発し「舞浜
しらす親分」というブランドで販売し
ていた。しかし、静岡県では毎年1月15
日から3月20日をシラスの禁漁期間と定
めている。その期間にシラス以外の商
品を手がけることができれば、同社に
とって大きなメリットとなると河合社
長は考えた。
吉村理事長から未利用魚活用の相談
を受けていた牛島課長は、河合社長に
連携を打診。浜名漁協と丸昌河合商店
による新商品開発は動き出した。
しかし、商品開発のためには当然資
金が必要だ。牛島課長に助成金の利用
を勧められた河合社長は、静岡県と中
小機構などが資金拠出して造成した「し
ずおか農商工連携基金」による助成事業
に申請。平成22年に採択を受けた。

助成金を活用し、
試験用食材１万食を提供

未利用魚の練り製品を作って販売す
るだけでは、競合商品が多く拡販は難
しい。そう考えた河合社長は、販路
から商品を企画することにした。そこ
で注目したのが、学校給食だ。浜松市
内の学校給食を管理する、公益財団法
人静岡県学校給食会から「フィッシュ
バーガーはどうか」という提案を受
けた河合社長は、魚のすり身を使った
フィッシュバーグの開発に乗り出す。
製造体制は、浜名漁協の協力のもと
漁師が船上で魚の選定を行い、未利用
魚を丸昌河合商店に提供。同社の工場
内で内臓除去などの下処理を行い、冷
凍して加工業者にわたす方法がとられ
た。漁港の近くにある丸昌河合商店が
下処理と冷凍を行うことで、鮮度を保
つことができ、学校給食で提供する体
制上重要な、安定量の供給という問題
も解決できる。魚を急速冷凍する機器
のリースには、助成金が活用された。
そして平成22年9月、試作が始まっ

た。「最初に試食した時、これはま
ずいと思いましたね」と河合社長は苦
笑いする。魚をまるごと加工したこと
で、骨や皮のジャリジャリした食感が
残ってしまったのだ。アナゴは皮が固
いし、ハモは骨が強い。しかし、試作
を繰り返すうちに、ふんわりした食感を
出すために適した魚種が分かってきた。
試行錯誤の結果、あげはんが完成。
学校給食会などで試食をしてもらうと
「フィッシュバーグ以外の料理の材料
としても、ぜひ活用したい」と好評を
得ることができた。
平成22年10月、助成金を活用し、学

校給食用導入試験用として1万食を浜松
市内の中学校に無償で提供。生徒や調
理現場から高い評価を受け、平成24年
には、給食に導入された。
商品名は、給食を食べた中学生から
公募し「あげ↑ あげ↑ あげはん」とい
うユニークなネーミングに決まった。
河合社長と吉村組合長は「あげはん
を通して、子どもたちに地元の魚の美
味しさを伝えていきたい」と異口同音
に言う。あげはんは未利用魚の有効活
用だけではなく、子どもの魚離れとい
う問題の解決にも貢献している。

● 社名 株式会社丸昌河合商店
● 事業内容 水産加工業
● 代表者 河合正  代表取締役
● 創業年 昭和 25（1950）年
● 所在地 静岡県浜松市西区舞阪町舞阪
 4193-1
● TEL 053（596）2340
● FAX 053（596）3233
● URL http://www.marumasakawai.jp/
● 従業員数 24人
● 資本金 800万円
● 売上高 6億円（平成 24年 12月期）

● 団体名 浜名漁業協同組合
● 代表者 吉村理利 代表理事組合長
● 創業年 明治 22（1889）年
● 所在地 静岡県浜松市西区舞阪町舞阪
 2119-19
● TEL 053（592）2911
● FAX 053（596）0022
● URL http://www.hamanagyokyo.or.jp/
● 職員数 34人
● 資本金 3億 7,000万円
● 売上高 45億円（平成24年12月期）

会社概要

平成22年
7月「しずおか農商工連携基金」助成事
業の採択を受け、開発をスタート
10月、浜松市の中学校に給食導入試験
用として１万食を無償提供
平成24年
「あげ↑ あげ↑ あげはん」が、浜松市の
中学校の給食に導入される
静岡県内のスーパーなどで、販売を開
始

事業化までの道程～年表～

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
静岡県産業振興財団

「あげ↑ あげ↑ あげはん」は丸昌河合商店が展開する「舞浜のしらす親分」シリーズ
の一つとして、静岡県内のスーパーなどで市販されている

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

丸昌河合商店の工場で下処理された魚。新鮮なう
ちに処理・冷凍することも美味しさの理由の一つ

消費者

水揚げされた魚を選定して、
丸昌河合商店に提供。

連携体中小企業等 農林漁業者

製品加工
依頼

販売

公
益
財
団
法
人
静
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県
産
業
振
興
財
団

ふんわりした食感と
濃厚な魚の旨味。
未利用魚を活用した
舞阪発の新食材
ファンド名 しずおか農商工連携基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人静岡県産業振興財団

事業メニュー 新商品・新サービス開発事業

申請テーマ 未利用魚種を使った地場特産商品の開発

助成期間 平成22年7月30日～平成23年3月31日

コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ

商品開発・
一次加工・販売

開発協力・原料提供

株式会社
丸昌河合商店

浜名漁業協同組合

浜名漁協か
ら提供され
た魚の一次
加工および
商品の販売。

公益財団法人
静岡県学校給食会浜松支部

静岡県内のスーパーなど

浜松市の小学校・中学校

お問い合わせ
公益財団法人静岡県産業振興財団
☎ 054-254-4512

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

明確な商品コンセプトに基づく事業
計画の立案、連携体の堅実な開発
推進、また、関係機関の支援体制な
ど、事業化の成功要因が揃ってい
た。今後も地域が元気になるよう、事
業が発展していくことを期待している。

平成24年に引き続き、平成25年も浜松市内の学校給食の食材として採用
されることが決定。今後は「あげ↑ あげ↑ あげはん」を展開した商品を
開発しつつ、市販に協力してくれる店舗の拡大も図っていきたい。
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県
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合
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会
社

事業成功のポイント

吉
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利 代表理事組合長河
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合
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正
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 代表取締役

株式会社丸昌河合商店 浜名漁業協同組合

助成金の申請時、
「しずおか農商工
連携基金」には、農
商工連携を応援し
たいという思いがあ
ることを感じ、安心し
て新商品に取り組
むことができた。

今まである商品を真
似るのではなく、自
分たちの手で新し
い商品を作ろうとい
う意気込みを持っ
て取り組んだ。それ
が功を奏したのだと
思う。
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三重県（志摩市・度会郡） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

有限会社久政／三重外湾漁業協同組合

伝統製法で
伝統の波切節を復活

古くから水産資源に恵まれてきた三
重県・伊勢志摩地域。江戸時代から明
治時代にかけては、直火で魚を燻す手
火山式焙乾法の「波切節」と呼ばれる
節商品が作られていた。マグロ、サ
バ、カツオなどが水揚げされ、また高
級炭の備長炭に使用されるウバメガシ
の群生地だったため、100軒を数える節
加工所があったという。しかし今では、
数軒を数えるだけになってしまった。
そこで、伝統の波切節を復活させ、
天然100%の手作りだしパック製造で地
域活性化を目指すのが、有限会社久政
の橋爪政吉代表取締役だ。

捨てられる未利用魚
を活用し商品化

久政でも先代までは節製造を行って
いたが、原料の輸送コストばかりが大
きくなり「節」製造から撤退。仕入れ
た節を削り節やだしパックなどに加工
し、業務用として販売することが中心
となっていた。しかし「節」は、日本
人の味覚には無くてはならないもの。
波切節を復活させれば、付加価値の高

い商品として市場にも受け入れられる
はずだ、と橋爪社長は考えていた。
橋爪社長は、規格外などの理由で値
がつかず、捨てられることが多い未利
用魚に目を付けた。近年、未利用魚を
活用する動きは多くなっている。しか
し、ほとんどは鮮魚のまま使用するた
め、鮮度が問題。しかし「節」に加工
してしまえば賞味期限は数ヶ月以上。
「鮮魚とは違い保存が利き、販売期間
を長く設定できるため、商品化に自信
はあった」と橋爪社長は言う。
地元の志摩市商工会から、農商工連
携に関する助成金情報を仕入れていた橋
爪社長は、三重県と中小機構などが資金
拠出して造成した「みえ農商工連携推進
ファンド」に申請するため、連携体組成
のため定置網事業者との交渉に動き出
し、了解を得た。
平成21年に採択が決定すると、橋爪
社長は本場のかつお節作り技術を身に
つけるため、鹿児島県枕崎市の節製造
事業者に製造指導を頼み込み、助成金
を活用して現地に滞在し指導を受け
た。
枕崎から戻ると橋爪社長は、すぐに
試作のための魚を煮る大釜や手火山式
の焙乾設備を、助成金を活用して揃え
た。

変動する魚の脂の“のり”
を、煮る時間で調整

連携相手の三重外湾漁業協同組合で
は、未利用魚を保管しておくための、
氷水入り専用ボックスを準備。これま
で未利用魚は、ゴミと一緒にされてい
たが、専用ボックスを設けたことでゴ
ミと一緒にならず、鮮度が保たれたま
ま久政へ届けられる体制を整えた。
漁業協同組合では、活用できそうな
魚が水揚げされると、組合担当者が橋
爪社長に電話をかけ、確認すること
も度々あったという。しかし、「魚の
種類よりも、季節で変動する魚の脂の
“のり”が問題だった」と橋爪社長。
脂が多いと節にアクが残り、だしの味
に影響してしまう。そこで橋爪社長
は、魚種によって煮る時間を変えて脂
を落とし、節の品質を安定させる方法
を考案し、未利用魚活用の幅はさらに広
がった。

伊勢の人気商品「波切節」
が復活

使用する魚はソウダガツオ、イワシ、
アジ、小イサキ、小タイ、ハモなど。い
ずれも小さすぎて商品にならなかったも
のや、とれすぎて余ってしまったもの
だ。これらの魚の粉末にカツオの粉末を
加えてだしパックの味を調整し、平成24
年8月より、県内外の業者向けに、業務
用だしパックの出荷を開始した。
古来より、伊勢神宮のお供え物とし
て使われたことで一目置かれ、人気が
高かった波切節。伝統製法の手火山式
焙乾法で復活させた波切節は、だしが
よく出ると評判だ。

「原料の魚の質も良い波切節は、か
つてのように地域の産業として再興で
きるはず」と語る橋爪社長。波切節専
用加工場を建設し、3名の高齢者を雇
用。地域の雇用創出にも取り組み、業
務用に加え一般消費者向けのだしパッ
クも新たに開発。伊勢神宮のように、
全国に知られる「波切節」を目指し、
販路拡大に取り組んでいる。

● 社名 有限会社久政
● 事業内容 削り節・節製品製造販売、海産物
 などの加工食品製造販売
● 代表者 橋爪政吉 代表取締役
● 創業年 明治 30（1897）年
● 所在地 三重県志摩市大王町波切 1000-2
● TEL 0599（72）4141
● FAX 0599（72）3113
● URL http://www.kyumasa.co.jp/
● 従業員数 13人（パート含む）
● 資本金 300万円

● 団体名 三重外湾漁業協同組合
● 事業内容 信用・共済・販売・購買・製氷冷凍
 冷蔵・加工など
● 代表者 清水清三 代表理事組合長
● 設立年 昭和 24（1949）年
● 所在地 三重県度会郡南伊勢町奈屋浦 3
● TEL 0596（72）2244
● 職員数 270人（パート含む）
● 出資金 23億円
● 売上高 40億円（購買事業のみ/
 平成24年3月期）

会社概要

平成20年
未利用魚を活用した「節」製品を構想
平成21年
「みえ農商工連携推進ファンド」助成事
業に採択
平成24年
未利用魚を活用した天然100%業務用
だしパック発売

事業化までの道程～年表～

業務用のだしパック（左）と一般消費者向けに新たに開発しただしパック（右）

波切節製造に使用する焙乾施設

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

か
つ
お
節
製
造
事
業
者

旅館・ホテル、給食施設など

水揚げされた魚から未利用魚
を選別。専用のボックスで保
管し、その日のうちに供給。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売

公
益
財
団
法
人
三
重
県
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー

質の高い未利用魚と
江戸時代から伝わる
伝統製法で
復活する 「波切節」
ファンド名 みえ農商工連携推進ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人三重県産業支援センター

事業メニュー 新商品・新サービス開発等支援事業（一般型）

申請テーマ 志摩地域の定置網で漁獲した未利用魚を有
効活用して新たな節関連商品の開発・販売

助成期間 平成22年1月28日～平成24年1月27日

製
造
研
修

有限会社久政 三重外湾漁業
協同組合江戸時代から伝わる伝統製法

「手火山式焙乾法」により、遠
赤外線効果で味の良い「節」を
製造し粉末加工。数種類の粉
末を配合しだしパックに加工。

業務用食材卸問屋

お問い合わせ
公益財団法人三重県産業支援センター
☎ 059-228-3585

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

未利用魚を活用したことで、だしパックの価格を抑えることができた。だ
しがよく出ると質の高さも徐々に認められ、取引先も拡大している。季節
ごとに魚の組み合わせを変えた商品開発を進めている。

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
三重県産業支援センター

未利用魚を活用した商品は全国的に
もまだ珍しい。水産資源活用の動き
は、これから全国に広まっていくはず
だ。先進事例としてインパクトのある
商品開発に期待している。

事業成功のポイント

井
いのうえ

上作
さくひろ

廣 志摩支所常務理事橋
はしづめ

爪政
まさよし

吉 代表取締役

有限会社久政 三重外湾漁業協同組合

助成金を活用でき
たことで、鹿児島
県まで指導を受け
に行くことができ、
節の製造技術をよ
り高めることができ
た。

未利用魚の専用保
管ボックスを準備し
たことで、未利用魚
を水産資源として活
用する、という意識
が生まれた。

商品企画・波切節の製造・販売 未利用魚の選別供給

今後の事業展開
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富山県（富山市・高岡市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社マナーハウス／有限会社渡辺農園

富山県産大麦麦芽と
紅茶を原料とする
日本初のアルコール飲料

「地ビールの醸造ノウハウは、清
涼飲料水にも活用できるのではない
か」。株式会社マナーハウスの松本幸
司事業開発部長がそんな思いを胸に抱
いたのは、10年ほど前だ。

当時、日本各地で個性豊かな地ビー
ルが作られていた。松本部長は製造工
程の中で、麦芽が糖化する過程で生成
する「麦汁」を、ビール以外にも応用
できないかと考えたのだ。

このアイデアが、開発商品となる
「Hop'n Tea ホップン・ティ」へと
つながっていくが、ホップン・ティ開
発に着手する前に、松本部長は、平成
18年に松本真紀代表取締役と共に紅茶
事業をスタートする。それをきっかけ
に、「紅茶と麦汁を組み合わせれば、
画期的なアルコール飲料ができるは
ず」と、松本部長はビール醸造のノウ
ハウを活かしたアルコール飲料の開発
を先行させ、酵母菌の管理技術にノウ
ハウを持つ富山大学との共同開発によ
り、平成21年に、紅茶の香りを生かし
た「アロマ紅茶エール」を発売した。

展示会での出会いで
助成金事業を知る

「アロマ紅茶エール」は、アロマ
ホップの香りと苦みをブレンドした個
性的なアルコール飲料と評価された。
しかし市場は、健康志向や飲酒運転罰
則の厳格化などに伴いノンアルコール
飲料への注目度が高まっていた。

志向の変化に対応するためには、ノ
ンアルコール飲料の開発が必要だっ
た。そんな時、本来の紅茶事業で展示
会出展をしたブースに、中小機構北陸
本部の助成事業担当者が訪れたことが
転機を生んだ。

自社の紅茶と富山県産大麦から作る
麦汁を使った紅茶飲料の話をすると、
農商工連携に最適と太鼓判を押され、
富山県と中小機構が資金拠出して造成
した「とやま新事業創造基金 農商工連
携ファンド」を勧められた。

松本部長は、連携に向け大麦生産者
を探すために、農業指導員を務め生産
者に顔が広い父親に相談。有限会社渡
辺農園の渡辺俊雄取締役会長を紹介さ
れた。早速、渡辺会長に会い、安心・
安全をモットーにする農業への熱い思
いを聞き意気投合。富山県が全国第２
位の生産量を誇る六条大麦の供給約束

を取り付けた。農商工連携体として申
請し、「とやま新事業創造基金 農商工
連携ファンド」に平成22年に採択され、
富山県産六条大麦と紅茶を使ったノンア
ルコール飲料開発は本格化した。

市場調査の厳しい意見で
味を改良

富山県内に麦芽製造の設備を持つ製
造工場がなかったため、新潟県内の
ビール醸造所に製造を依頼した。デザ
イン事務所から商品のデザイン案と
ネーミング案が届き、その中から数案
に絞り込んで、試作商品用のパッケー
ジ缶を発注した。試作商品が出来上が
ると、助成金を活用してポスターや配
布用のブローシャー、ホームページな
どの販売促進ツールを準備するととも
に、味やデザイン、ネーミング、価格
に関する市場調査と試飲会を渋谷や新
宿で実施した。

市場調査では、7割の人が無糖を支
持しながらも「甘さ」を求める声も
多かった。この相反する意見に悩ん
だ松本部長は、砂糖を加えたのでは市
販の紅茶飲料に炭酸を加えたものと変
わらないと考え、ダイエット食品など
に甘味料として使用されるハーブの一
種「ステビア」を加えた。すると、調
査結果にも高評価が多くなった。市場
調査の結果をもとに商品名を「Hop'n 

Tea ホップン・ティ」に決定。平成23
年に販売を開始した。

販売開始と並行し、富山大学に依頼
していた、富山県産六条大麦から生成
される酵母菌の分離技術に成功。紅茶
成分と反応してできる“濁り”が抑え
られ、品質はさらに向上した。

マナーハウスは平成24年2月に、国の
支援事業である「農商工等連携事業計
画」の認定も受けている。「助成金を
活用し、これからは販路拡大を目指し
たい」と語る松本社長は、現在、麦汁

の濃縮エキス製造に取り組んでいる。
濃縮エキスができれば、麦芽醸造設
備を持たない工場でも製造が可能にな
り、大きなロットでの商品生産とコス
トダウンが可能だ。「すでに濃縮エキ
スを使ったペットボトル化の準備が進
んでいる」と語る松本社長は、大都市
圏での販路展開に向け、着実に歩みを
進めている。

● 社名 株式会社マナーハウス
● 事業内容 紅茶の輸入・加工・販売、緑茶の
 加工・販売、茶木生育技術支援、
 醸造・発酵技術支援、清涼飲料水
 の企画・販売
● 代表者 松本真紀 代表取締役
● 創業年 平成 18（2006）年
● 所在地 富山県富山市小泉町 54-7
● TEL・FAX 050（3433）7259
● URL http://www.hopntea.com/
 http://www.paddingtonhouse.co.jp/
● 従業員数 4人（パート含む）
● 資本金 300万円

● 社名 有限会社渡辺農園
● 事業内容 農産物生産・販売
● 代表者 渡辺俊雄 取締役会長
● 創業年 昭和 58（1983）年
● 所在地 富山県高岡市戸出伊勢領 2460
● TEL 0766（63）0620
● FAX 0766（63）5612
● 従業員数 9人（パート含む）
● 資本金 1,000万円

会社概要

平成20年
富山県産六条大麦を使ったアルコール
飲料の開発に着手
平成21年
「アロマ紅茶エール」を発売
平成22年
「とやま新事業創造基金 農商工連携
ファンド」助成事業に採択
平成23年
紅茶風味麦芽炭酸飲料「Hop'n Tea
ホップン・ティ」を発売
平成24年
2月、国の支援事業である「農商工等連携事
業計画」の認定を受ける

事業化までの道程～年表～

国の支援事業にも認定され、周囲の期
待はさらに高くなっている。富山県内で
は近年、個性的な飲料水が数多く開発
されているが、差別化をして販路拡大を
目指して欲しい。

助成金を活用して実
施した市場調査が、
味の方向性を絞り込
む決め手となった。若
い女性の味の好みも
把握できたことで、今
後の参考にもできる。

大麦は生産量が安定
しているため、安定供
給ができた。農地の
有効利用に生産され
てきた富山県産六条
大麦の品質の高さも
証明できた。

ファンド担当者の視点！
公益財団法人

富山県新世紀産業機構

砂糖を使用しない自然な甘みと、紅茶の風味が口の中に広がる紅茶風味の
麦芽炭酸飲料「Hop’n Tea ホップン・ティ」

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

料理教室会場で行われたポップン・ティ試飲会

新
潟
麦
酒

株
式
会
社

消費者

効率的な大規模農業経営
で、品質の良い六条大麦を
安定供給。

連携体中小企業等 農林漁業者

販売

事業成功のポイント

渡
わたなべ

辺俊
とし

雄
お

 取締役会長松
まつもと

本真
ま き

紀 代表取締役

株式会社マナーハウス 有限会社渡辺農園

富山県産六条大麦と
地ビール醸造技術の
コラボで生まれた
新感覚紅茶炭酸飲料
ファンド名 とやま新事業創造基金 農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人富山県新世紀産業機構

事業メニュー とやま新事業創造基金 農商工連携ファンド事業

申請テーマ 富山県産大麦とネパール産エコ紅茶を原料とする新規
アルコール飲料とノンアルコール飲料の開発・製造・販売

助成期間 平成22年10月26日～平成24年3月31日

製
造

委
託

株式会社
マナーハウス

有限会社渡辺農園
富山大学との酵母菌共同研
究と、地ビール醸造の経験で
培ったノウハウを活かし、本
格紅茶風味の麦芽飲料を開発。

通販サイト、高速道路サービスエリア、
首都圏アンテナショップなど

お問い合わせ
公益財団法人富山県新世紀産業機構
☎ 076-444-5650

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

単価が高いという指摘が多くコストダウンが課題。麦汁の濃縮エキス技術を確
立させることで、コストダウンに一歩近づける。また六条大麦生産者の農閑期の
仕事にすることで、生産者メリットも生み出せる。

公
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団
法
人
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格紅茶風味の麦芽飲料を開発。格紅茶風味の麦芽飲料を開発。格紅茶風味の麦芽飲料を開発。

商品企画・販売 富山産六条大麦の供給

今後の事業展開
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京都府南丹市 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

「米粉パン」で地域の課題を
まとめて解決

京都府のほぼ中央に位置し、古き良
き日本の原風景が色濃く残る山里「美
山町」。自然景観と見事に調和したか
やぶき住居が現存する「かやぶきの
里」は、年間約60万人の観光客が訪れ
る人気スポットだ。
かやぶきの里への立ち寄りスポット
として道の駅にも指定されている「ふ
らっと美山」は、かつてAコープがあっ
た場所を住民が引き継ぎ、平成14年に
再スタートした店舗。「ふらっと」に
は「ふらっと立ち寄る店」と「平屋地
区」の平（フラット）の意味が込めら
れ、地元の野菜や地元産品の加工食品
などを販売しているが、かつてのAコー
プがそうであったように、地元住民だ
けの消費では店の経営が成り立たず、
観光客向けの商品開発が不可欠だっ
た。
ふらっと美山を運営する、株式会社
ネットワーク平屋の加地唯男代表取締
役が商品開発に試行錯誤していた時、
美山町の地域振興会では地元の米を
使った米粉の利用促進に取り組んでい
た。また一方では、社会福祉協議会が
不景気で減ってしまった障がい者向け

の仕事探しに奔走していた。
当時、米粉を使ったパンが話題にな
りつつあり、「地元の米と野菜を使っ
た米粉パンを作れば、障がい者には仕
事を生み出し、農家にとっては規格外
の野菜を利用できるという、ダブルの
メリットがある。また、観光客にも販
売できる」と、加地社長が考えたこと
が米粉パン開発のきっかけだ。ふらっ
と美山生産者の会の菅井正巳会長に協
力を申し出ると、農家のメリットにな
るならと菅井会長は即決。ふらっと美
山生産者の会が米粉と農産物の一次加
工までを行い、障がい者施設「ワーク
センターびび」がパンを製造、ふらっと
美山で販売するという地域連携が出来上
がった。

障がい者たちが
初めて取り組んだパン作り

タイミングを合わせたように、京都
府と中小機構などが資金拠出して造成
した「きょうと農商工連携応援ファ
ンド」の募集が始まった。美山町役場
から事業者募集の話を聞いた加地社長
は、早速、ふらっと美山生産者の会と
の連携体として申請。平成22年に採択
された。

障がい者にとっては初めてのパン作
り。美山町唯一のパン屋に技術指導を
依頼した。「最初は形が歪んでいた
り、大きさも不揃い。売り物にならな
いと、随分ダメ出しもしました」と加
地社長。オーブンを使用するためケガ
を心配する声もあったが、加地社長は
作業現場での障がい者の真摯な作業ぶ
りに感心し、問題のないことを確認。
指導を依頼したパン職人が連日足を運
び、パン生地のこね方から焼き方ま
で、一つ一つ丁寧に指導したことで、
障がい者のパン作り技術はメキメキ上
達。平成23年に販売を開始した。

素材を美山産にこだわり
地域を活性化

助成金を活用して、地元の野菜や果
物、加工品を使った米粉パンやおやき
の試作に取り組んだ。また、試食を繰
り返し、ネットワーク平屋とふらっと
美山生産者の会の、両者が満足できる
商品を開発した。
ふらっと美山では観光客向け商品を
多く販売するが、日常食のパンであれ
ば地元住民も購入する。そのため、購
入しやすい手頃な値段設定も重要だっ
た。コストを優先すれば、安い輸入材
料や他地域からの材料を採用したかも
しれないが、助成金を活用できたこと
で、地元生産者のものを優先的に購入
し、安心・安全にこだわった商品開発
ができた。「そのおかげで、ふらっと
美山を中心とした地域連携も強められ
た」と、加地社長は助成金の効果を語
る。
地域住民にも米粉パンが徐々に認知
され、障がい者の仕事を作るという目

的の一つは達成できた。しかし、農業
生産者メリットはまだ十分ではないと
加地社長は感じている。規格外の野菜
は量が揃わず、材料には使えないもの
も多いためだ。
今後は、観光客への販売数が伸びれ
ば、農産物の使用量も増え、農業者メ
リットを作り出せるはずだと、加地社
長は新たな商品開発と農業者メリット
の向上に意欲を燃やしている。

お問い合わせ
※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

米粉パンは以前とは見違えるほどの完成度になってきた。販売数を伸ばすため
に、「おやき」のような観光客に喜ばれる、地域ならではの季節感や雰囲気を
持った商品開発を目指して取り組んでいる。

● 社名 株式会社ネットワーク平屋
● 事業内容 野菜の直販、地域特産品の加工・販売
● 代表者 加地唯男 代表取締役
● 創業年 平成 14（2002）年
● 所在地 京都府南丹市美山町安掛下 23-2
● TEL・FAX 0771（75）0190
● 従業員数 10人（パート含む）
● 資本金 630万円
● 売上高 1億6,000万円（平成24年6月期）

● 団体名 ふらっと美山生産者の会
● 事業内容 農産品生産、技術指導、
 トレーサビリティ
● 代表者 菅井正巳 会長
● 創業年 平成 15（2003）年
● 所在地 京都府南丹市美山町長尾稗田 5
● TEL 0771（75）1515
● 会員数 170人

会社概要

平成14年
「ふらっと美山」オープン

平成22年
「きょうと農商工連携応援ファンド」
助成事業に採択
平成23年
野菜の一次加工試作及び米粉パンの
試作を開始
平成23年
直売所やイベントでの販売を開始

事業化までの道程～年表～

米粉パンとあわ
せて商品開発さ
れた「おやき」は、
観光客に人気

米、旬の野菜、山菜、きのこなど、地元の人が
丹精込めた商品がならぶ「ふらっと美山」

農商工連携を通じた地域活性化事例
ということで、各方面が注目している。
米粉パンと並行して開発した「おやき」
が観光客向けに人気があると聞く。あ
とに続くヒット商品の開発に期待して
いる。

ファンド担当者の視点！

公益財団法人 
京都産業 21

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

ワ
ー
ク
セ
ン
タ
ー
び
び

消費者

米粉パンの材料となる米粉
と季節の野
菜や果実を
一次加工し
提供。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売

公
益
財
団
法
人
京
都
産
業
21

株式会社
ネットワーク平屋 ふらっと美山

生産者の会運営する「ふらっと美山」の
店頭で、地元産野菜や加工食
品等とあわせて米粉パンを
販売。

ふらっと美山

公益財団法人京都産業 21
☎ 075-315-9234株式会社ネットワーク平屋／ふらっと美山生産者の会

地元農家の野菜を
使って、障がい者が
作る「米粉パン」が
地域の絆をつなぐ
ファンド名 きょうと農商工連携応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人京都産業21

事業メニュー 新たな農林漁業ビジネスの創出により
地域経済の活性化に資する事業

申請テーマ 障がい者が取り組む地産地消の米粉パン製
造販売事業と連携した野菜の一次加工事業

助成期間 平成22年7月16日～平成24年3月31日 米粉と野菜が美山町産100%の米粉パン

米
粉
パ
ン

製
造
委
託

事業成功のポイント

菅
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井
い

正
まさ

巳
み

 会長加
か じ

地唯
ただ

男
お

 代表取締役

株式会社ネットワーク平屋 ふらっと美山生産者の会

助成金を受けたこと
で、京都府主催の
農林水産フェスティ
バルにも参加。他の
助成先の頑張る姿
を見て、負けられな
いと励みになった。

少量多品種の生産
者が大半のため、同
じ具材を大量に作
ることが難しいが、
助成金を活用したこ
とで、地域の特色を
活かした具材を提供
できた。

米粉パンの製造・販売 米粉の供給と
原材料の一次加工

今後の事業展開
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和歌山県（有田市・御坊市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

有田食品株式会社／紀州中央農業協同組合

ジビエカレーで
鳥獣害対策

紀州中央農業協同組合（以下、JA紀
州中央）のある和歌山県御坊市は、紀
伊半島の中央に位置する自然の宝庫。
全国屈指の花の産地として、スターチ
ス生産量日本一を誇る。自然豊かな反
面、イノシシを中心とする鳥獣害被害
は深刻。そこで捕獲したイノシシを使
い、平成23年にJA紀州中央が、有田食
品株式会社と共に開発したレトルトカ
レーが「あんばいできました 紀州カ
レー しし肉入り」だ。花の産地をイ
メージしたパッケージと近畿地方でよ
く使われる「あんばい」（ちょうど良
く）を使ったネーミングで、地域への
思いを込めた商品だ。

JA紀州中央管内では、これまでも特
産の「紀州うすい」の規格外品活用を
目的に商品開発が模索されてきたが、
いずれも成功しなかった。そんな中、
日高川町が鳥獣害被害に業を煮やし、
ヨーロッパの食文化に欠かせない狩猟
による鳥獣肉のジビエを参考に、有害
鳥獣食肉処理加工施設「ジビエ工房紀
州」を開設。肉の活用を周辺市町村に
依頼した。

JA紀州中央では、イノシシ肉特有の

臭いを、スパイスで消しやすいカレー
が向いていると考え、商品化を和歌山
県農業協同組合中央会（以下、JA和歌
山中央会）に相談した。

和歌山県では、わかやま農業協同組
合（以下、JAわかやま）が、平成22年
4月に和歌山県と中小機構などが資金
拠出して造成した「わかやま農商工連
携ファンド」を活用し、「生姜丸しぼ
り わかやまジンジャーエール」を開発
した実績があった。JA和歌山中央会は
その実績を参考に、JA紀州中央にも同
ファンドの利用を勧めた。JA紀州中央
は、JAわかやまからも開発経験をもと
にしたアドバイスを受け、本谷昌平次
長を中心に、JA和歌山中央会から紹介
されたホテルブランドカレー缶詰製造に
ノウハウを持つ有田食品株式会社と開発
チームを結成。連携体として同ファンド
に申請し、平成22年8月に採択された。

イノシシ臭を抑えた
ホテル仕様のカレー

有田食品の安井伸一部長は、これま
でに約1,000種類のカレーを開発した
実績を持っていたが、イノシシ肉のカ
レーは初めてだった。安井部長は「肉
の部位ごとに味の違うカレーがおもし

ろいだろう」と考え、JA紀州中央が助
成金を活用し確保した、イノシシの部
位ごとのカレーを試作した。しかしそ
れでは確保できる肉の量が不足してし
まうことが判明し、イノシシ肉をミッ
クスして使用することになった。臭い
を抑えるためにスパイスの配合を工夫
し、カレールウには不可欠なラード
を、臭いが移りやすいブタのラードか
らサラダ油に代えた。最初の試食会で
は、イノシシ臭もなく肉もやわらかく
仕上がったと評判は上々だったが、ス
パイス配合が裏目に出て「辛すぎる」
という意見が相次いだ。しかし辛さを
抑えすぎると味のコクや深みに物足り
なさを感じてしまうため、安井部長は
辛さをほどほどに、コクのあるカレー
を目指し味の微調整を繰り返した。具
材でより地域性を出すために、助成金
を活用し、特産品である紀州うすいと
ミニトマトを加えることになり、さら
に子ども向けを作れば家庭向けに販路
も広がりやすいと、甘口の追加開発が
決まった。イベントなどに、助成金を
活用して試食会場を設置。2,000食を超
える試食で、味の改良を繰り返した。
「イベントの試食会には子どもからお
年寄りまでが参加し、たくさんの評価
を聞くことで、より満足度の高い味に
なった」と本谷次長。有田食品のカ
レー製造ノウハウと試食会を重ねたこ
とで、カレーの辛味にミニトマトの甘
みと酸味がバランスよくマッチし、ホ
テルブランドの高級カレー缶詰を思わ
せるカレーが完成した。

地域ブランド商品として
全国展開へ

1年をかけ試食が繰り返されたカレー
は、JAグループ各店で平成23年8月に販
売をスタート。助成金を活用し、大小
のノボリやリーフレットを用意して店
頭を盛り上げ、初年度販売数は2万個を
超えた。日高川町ではイノシシの出没
が減り、早くも鳥獣害対策に効果が出
ているという。現在は県内販売が中心
だが、今後は地域ブランドとして日高
川町観光協会とも協力し、全国PRに向
けた県外戦略に取り組んでいく。

● 社名 有田食品株式会社
● 事業内容 冷凍食品・レトルト食品製造・販売
● 代表者 永井大善  代表取締役社長
● 創業年 昭和 16（1941）年
● 所在地 和歌山県有田市箕島 743
● TEL 0737（83）3445
● FAX 0737（83）3264
● URL http://arita-foods.co.jp/
● 従業員数 120人（パート含む）
● 資本金 4,000万円
● 売上高 22億円（平成 24年 5月期）

● 団体名 紀州中央農業協同組合
● 事業内容 営農指導・信用・共済・販売・購買・加工など
● 代表者 芝光洋  代表理事組合長
● 創業年 平成 10（1998）年
● 所在地 和歌山県御坊市湯川町財部 668-1
● TEL 0738（22）2480
● FAX 0738（23）3223
● URL http://www.ja-kc.or.jp/
● 職員数 245人
● 出資金 16億円
● 売上高 71億円（販売・購買事業のみ/
 平成24年3月期）

会社概要

平成22年
有害鳥獣食肉処理加工施設「ジビエ工
房紀州」オープン
平成22年
「わかやま農商工連携ファンド」助成事
業に採択
平成23年
「あんばいできました  紀州カレー
しし肉入り」発売

事業化までの道程～年表～

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
わかやま産業振興財団

特産品の花とJA紀州中央のマスコットキャラクター「きちゅうくん」をマークの中に
あしらった

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）
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工
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紀
州

消費者

鳥獣害対策の一環として捕獲
されたイノシシ肉、地域特産
のウスイエンドウ、ミニトマ
トを供給
し地域へ
の思いを
込めて商
品 企 画・
開発。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売
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特産農産物と
イノシシ肉で
ホテルカレーのプロが
作ったジビエカレー
ファンド名 わかやま農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人わかやま産業振興財団

事業メニュー 農商工連携事業

申請テーマ 鳥獣害対策施設加工肉（イノシシ）を使用したレトル
トカレー等の地域ブランド商品の開発・製造・販売

助成期間 平成22年8月4日～平成23年8月3日

イ
ノ
シ
シ

肉
を
供
給

有田食品株式会社 紀州中央農業
協同組合関西圏のホテ

ルブランドの
カレー缶詰製
造で実績のあ
る製造技術で
イノシシ肉入
りカレーを製
造。

県内Aコープ、ファーマーズ
マーケット、サービスエリアなど

お問い合わせ
公益財団法人わかやま産業振興財団
☎ 073-432-3412

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

農作物に、年間数億円の規模で被
害を与えている野生鳥獣への対策
となっただけでなく、捕獲したイノシシ
の肉を加工し商品として販売したこと
で、地域経済にも大きく貢献した。

年間販売数3万食を目標に、より幅広い年齢層に受け入れられやすい中辛味
を開発中だ。観光協会とも協力しながら、観光客向けにも積極的なPR展開
を仕掛け、販売数を伸ばすことで鳥獣害対策にもより貢献できる。

JA紀州中央が40年以上前から栽培する「紀州う
すい」（エンドウ）は、ホクホクとした食感が特徴

糖度が高く、
フルーツのよ
うな甘さで、
J A紀州中央
自慢のミニト
マト

事業成功のポイント
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  光
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洋 代表理事組合長永
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井
い

大
ひろよし

善 代表取締役社長

有田食品株式会社 紀州中央農業協同組合

試食回数が通常の
開発と比べて多く、
試作材料費に助成
金が活用できた。ジビ
エを使ったカレーは、
大型飲食店チェーン
も注目し、企業実績と
してアピールできる。

カレー缶詰に実績
のある企業と連携
体が組めたことで、
質の高い商品が開
発できた。カレーが
たくさん売れること
で、鳥獣害対策に
もつながる。

商品の製造 商品企画・原材料供給

今後の事業展開
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兵庫県（神戸市・加西市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社松原製餡所／兵庫みらい農業協同組合

特産品をPRしたいという
思いで、ようかんを開発

三木市東部、小野市、加西市を管轄
とする兵庫みらい農業協同組合（JA
兵庫みらい）では、農家で発生する規
格外の農産物の活用を検討していた。
「規格外の農作物をうまく活用して、
特産品をPRしたかった」とJA兵庫み
らい営農部営農振興課の小山修平係長
（現：営農経済部営農振興課副課長）
は商品開発のきっかけを語る。
そうした思いから開発されたのが、
小野市産のブランドイチジクである
「おのこまち」や山田錦からできた酒
粕等の特産品を使ったようかんだ。

イチジクへの思いが
取り持つベストマッチング

小山係長は、商品化について兵庫県
農業協同組合中央会に相談。中小機構
近畿本部の専門家を紹介され、農商工
連携に向けた助言を受けていた。
一方、神戸市に本社を構える創業昭
和22年の株式会社松原製餡所の松原宏
代表取締役は、とある懇談会で兵庫県
がイチジクの生産量全国1位を目指して
いることを聞いた。同社は、様々な素

材を使ってあんこを製造している企業
で「イチジクを使ったあんこを作るこ
とで、生産農家の意欲を刺激し、生産
量で日本一になれるかもしれない」と
考えていた。また懇談会に出席してい
た、公益財団法人ひょうご産業活性化
センターより専門家を紹介された。
その専門家の紹介により両者は、イ
チジクについて意見を交わし、連携し
て商品開発を行うことになった。また
平成23年に専門家の勧めで、兵庫県と
中小機構などが資金拠出をして造成し
た「ひょうご農商工連携ファンド」に
申請し採択された。

松原製餡所の技術力と
助成の後押しで商品完成

小山係長はイチジクの他、ぶどう、
キャベツ、ブロッコリー等であんの試
作を松原製餡所に依頼。当初、あんパ
ンを考えたが、賞味期限が1週間ほどで
短かった。検討する中で、ようかんな
ら賞味期限が1年間と長く、安心して
販売できると試作を依頼。試食すると
「あっさりして甘すぎず美味しい」と
好評で、商品化を決めた。
助成金を活用してJA兵庫みらいは、
ピューレへの一次加工を農家の主婦で

作る「ひまわり加工グループ」に依
頼。また、両者は松原製餡所で試作・試
食を繰り返した。
試作で苦労したのは、イチジクの風
味を出すことだった。通常は水を加え
ながら炊くが、イチジクは水分が多
い。水を加えられないので温度が上が
らず時間がかかり、あんが焼けたり味
が損なわれてしまう。それを、松原製
餡所の長年の経験と知識で、イチジクに
砂糖を混ぜるタイミングや温度に工夫を
し、平成23年9月に試作品が完成した。
そして、JAグループや兵庫県が主催
する展示会に出展し試食・アンケート
調査を実施。改良を重ねてJA兵庫みら
いと松原製餡所が求める、イチジクの
香りが漂うプチプチとした食感の商品
を作り上げた。平成24年3月の「第6回
JAグループ国産農畜産物商談会」では
「欲しい。売ってくれ」等、多くの要
望が寄せられ商品に手応えを感じたと
いう。
ファンドに採択されたことでマスコ
ミの注目度も高く、新聞やラジオ等に
も取り上げられた。「生産者の意欲も
高まり事業への理解を得て、積極的に
出荷に協力してくれることになった」
と小山係長は語る。平成24年4月の発
売後、いちじくようかんは5,500本を売
上。いちじく餡パンも好調だ。

農家の認識を変えて、
地域の活性化を目指す

平成23年9月に中小機構近畿本部の
支援を受けて、国の支援事業である
「農商工等連携事業計画」の認定も受
けた。おのこまちブランドの浸透を図
り、農家の所得向上を目指す。
平成24年度は、2ｔのイチジクを仕入
れた。「規格外農作物の活用や農商工
連携に消極的な農家の認識を変え、収入
向上に繋がった」と小山係長は語る。

● 社名 株式会社松原製餡所
● 事業内容 製餡業（業務用卸、家庭用販売）
● 代表者 松原宏 代表取締役
● 創業年 昭和 22（1947）年
● 所在地 兵庫県神戸市中央区日暮通 2-2-8
● TEL 078（221）2707
● FAX 078（232）0044
● URL http://www.macan.co.jp/
● 従業員数 15人
● 資本金 2,400万円
● 売上高 2億 5,000万円
 （平成 24年 10月期）

● 団体名 兵庫みらい農業協同組合
● 事業内容 営農経済事業、信用事業、
 共済事業
● 代表者 稲葉洋 代表理事組合長
● 創業年 平成 14（2002）年
● 所在地 兵庫県加西市玉野町 1156-1
● TEL 0790（47）1255
● FAX 0790（47）1674
● URL http://www.hyogomirai.com/
● 職員数 450人
● 販売高 28億円（平成 24年 3月期）

会社概要

平成22年
規格外品を活用した試作品の開発開始
平成23年
「ひょうご農商工連携ファンド」助成事
業に採択
試作品が完成
展示会・品評会で試食を繰り返し改良
を重ねる
9月、国の支援事業である「農商工等連
携事業計画」の認定を受ける
平成24年
4月、いちじくようかん、いちじく餡パ
ンの発売開始
8月、山田錦酒粕ようかんの発売開始

事業化までの道程～年表～

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
ひょうご産業活性化センター

いちじくようかんは、イチジクの風味がほんのりと漂う優しい甘さで、花のプチプチ
感が楽しめる。山田錦酒粕ようかんは、日本酒の香りとほどよい甘さが特徴

JAグループという利点を活かして展示会・品評会に
多数参加。特に女性をターゲットに試食を行った

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

松原製餡所の生産技術は、特許を取得するほど
高い。300種類のあんこを開発・製造している

ひ
ま
わ
り
加
工
グ
ル
ー
プ

消費者

安全安心な農作物の提供。
JA直売所で販売するという
特性を活かして低価格で消
費者に販売。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売

公
益
財
団
法
人
ひ
ょ
う
ご
産
業
活
性
化
セ
ン
タ
ー

地元特産のイチジクを
使ったようかんが
老舗製あん企業との
連携により完成
ファンド名 ひょうご農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人ひょうご産業活性化センター

事業メニュー 農商工連携事業

申請テーマ 規格外の兵庫県産野菜・果物を使用した
野菜・果物あんの開発

助成期間 平成23年7月1日～平成24年3月31日

一
次
加
工
委
託

餡加工、
ようかん製造
株式会社
松原製餡所

原材料の供給、
商品企画、販売
兵庫みらい
農業協同組合

創業 66年の老舗企業。「あん
こにできないものはない」を
モットーにあんこを製造。

JA直売所など

お問い合わせ
公益財団法人ひょうご産業活性化センター
☎ 078-230-8110

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

中小企業者、ＪＡ、生産者のそれぞれの
役割をうまく活かした商品開発であっ
た。また、単なる商品開発だけでなく、
規格外を活用することにより生産者の
認識を変え、意欲を高めるなど地域へ
の波及効果が高い事業であった。

地域の農作物を使った新たなようかんを開発。ラインナップを増やして、ギ
フト商品としての可能性を探る。規格外農作物の確保、加工設備の整備、保
存施設等の充実を行い、通年で安定した供給ができる体制を構築する。

事業成功のポイント

小
こ

山
やま

修
しゅうへい

平 係長松
まつばら

原宏
ひろし

 代表取締役

株式会社松原製餡所 兵庫みらい農業協同組合

開発型製餡所として
強みを活かすことがで
きた。県のイチジク生
産量を全国１位にし
たいという思いで取り
組んだ。無理だと思
わずに積極的にチャ
レンジして欲しい。

開発力のある松原製
餡所との出会いがポ
イント。事業化を加速
させるのに役立った。
何か作りたいと思った
なら、支援機関に相
談してみると良いマッ
チングができる。

今後の事業展開
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農商工連携型
地域中小企業応援ファンド
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鳥取県（米子市・境港市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社丸綜／共和水産株式会社

世界初の
天然マグロ魚醤

鳥取県の西部に位置し、三方を海に
囲まれた境港市は、近海マグロの水揚
げ日本一を誇る港湾都市。水揚げされ
たマグロはすぐに解体され冷凍される
が、解体の際に出る内臓の腐敗した悪
臭が、地域の大きな問題となってい
た。

通常ならば、廃棄処分されるマグロ
の内臓に注目して生まれたのが、株式
会社丸綜が開発した、マグロ魚醤「天
然本まぐろ魚醤 ぎょ」だ。生のまま
で高く販売されていたマグロを加工す
るという発想は、今までになく、世界
で初めてのマグロ魚醤として注目され
た。

マグロの内臓を丸ごと使い、天然塩
で1年半熟成させたまろやかな味わいの
魚醤は、境港産マグロのPRにもなると
水産関係者の注目度も高い。全国的に
も有名な秋田県の「しょっつる」や石
川県の「いしる」生産者らで組織する
「日本魚醤文化研究会」は「マグロの
魚醤は世界初。インパクトがあり、味
も良い」と太鼓判を押す。

料理に少し加えるだけで味にコクが
出るため、減塩にもなり健康に関心の

ある人に最適な商品として、平成24年
に販売がスタートした。

境港産マグロをPRし
悪臭問題も解決

創業以来、水産加工食品の企画・製
造を手がけてきた丸綜は、これまで
も、境港で水揚げされた新鮮なイワシ
の稚魚を使った「ちりめん」や「煮干
し」「さばの薫製」などさまざまな商
品を開発してきた。丸綜の磯田克典代
表取締役が、次に続く商品として目を
付けたのが魚醤だった。

磯田社長は、10年以上前に、カタク
チイワシを使い、東南アジアの調味料
として知られるナンプラーをイメージ
した醤油を作ったことがあった。「あ
の時はあくまで個人的な趣味の領域
だった」と磯田社長は笑うが、その経
験から、どうやったら魚醤が作れるの
か、おおよそのイメージはあった。

平成22年、鳥取県産業技術センター
食品開発研究所へ商品開発の相談に訪
れると、研究所でもマグロを使った魚
醤の研究を行っているところだった。
話を聞くと、使っているのは内臓の一
部分だけだった。内臓全部を使っても
できるのではないだろうか、そうすれ

ば、地域で問題になっている、マグロ
解体の際に出る内臓の腐敗臭問題もま
とめて解決できるのでは、と磯田社長
は考えた。内臓全部を使っても味に問
題は無いだろう、という研究所の意見
を聞き、開発を決心した。

同研究所からファンドの利用を勧め
られると、連携体を組むために境港で
一番のマグロの水揚げ量を誇る共和水
産株式会社の相田仁代表取締役に話を
持ちかけた。相田社長は、境港産のマ
グロのPRになるだけでなく、内臓に
よる悪臭問題も解決できる可能性があ
るならと快諾。連携体を構築し、鳥取
県と中小機構が資金拠出して造成した
「鳥取県農商工連携促進ファンド」に
申請。平成22年に採択された。

鳥取を代表する
全国区の名産品へ

平成22年10月に助成が決定したこと
で、翌年6〜9月の漁期に向け、助成金
を活用して大型の発酵タンクを購入
し、熟成のために長期間魚醤を保管す
る場所を確保した。食品開発研究所と
共に魚醤の「味」「コク」「風味」を
最適なものにするために生産方法の確
立にも取り組んだ。発酵温度を変える
など何度も試作を繰り返した結果、内
臓を粉砕して塩を加える際に、醤油の
醸造に使う麹

こうじ

を加える生産方法にたど
り着いた。また、助成金を活用した成
分分析の結果、マグロの魚醤には、大
豆を原料とする醤油にはない「タウリ
ン」が含まれ、さらにうま味成分とな
るグルタミン酸、アスパラギン酸など
が多く含まれていることがわかり、磯
田社長は商品への自信を深めた。助成

金を活用し、水揚げ直後の新鮮なマグ
ロの内臓を生で使用できたことで、商
品の品質も向上できた。

1年半の発酵期間をかけて完成した
魚醤は、酵母菌の働きが魚の内臓特有
の臭いを抑え、うま味成分たっぷりの
まろやかな味に仕上がった。平成24年
5月から本格的に販売を開始し、地元
スーパーなどの店頭に並んだ。さらに
磯田社長は、鳥取県ならではの全国区
の名産品へと育て上げるため、販路開
拓を目的に平成24年度にもファンドに

申請。新たな助成支援も決まり、天然
のマグロと自然塩だけを使った天然食
品として販路開拓に奔走中だ。水産関
係者や調理師などの料理関係者を中心
に、着実に支持を広げている。

● 社名 株式会社丸綜
● 事業内容 海産物卸、水産加工
● 代表者 磯田克典 代表取締役
● 創業年 昭和 42（1967）年
● 所在地 鳥取県米子市淀江町佐陀 1284-1
● TEL 0859（56）2600
● FAX 0859（39）4018
● 従業員数 57人（パート含む）
● 資本金 1,000万円
● 売上高 13億円（平成 24年 3月期）

● 社名 共和水産株式会社
● 事業内容 漁労、造船、船舶修理
● 代表者 相田 仁 代表取締役
● 創業年 昭和 12（1937）年
● 所在地 鳥取県境港市栄町 65
● TEL 0859（44）7171
● FAX 0859（42）6530
● URL http://www.kyowacom.co.jp/
● 従業員数 288人（パート含む）
● 資本金 9,500万円
● 売上高 45億円（平成24年3月期）

会社概要

平成22年
マグロの内臓を使った魚醤を構想
「鳥取県農商工連携促進ファンド」助成
事業に採択
平成24年
「天然本まぐろ魚醤 ぎょ」を発売

事業化までの道程～年表～

農産品への助成支援が多い中で、水
産品への助成事例は、県内事業者の
刺激になるはず。平成24年度の販路
開拓への助成支援で、事業の成長を
見守りたい。

ファンド担当者の視点！

公益財団法人 
鳥取県産業振興機構

水揚げ直後の新鮮なマグロの内臓を生で使用した「天然本まぐろ魚醤 ぎょ」。
火を通すと香ばしく、煮込むと風味が増す万能調味料

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

見た目にも透明感があり味もまろやか

醤
油
研
究
専
門
家

消費者

境港でトップ
を誇るマグロ
の水揚げ。不
安定な漁獲量
の中で材料を
確保し供給。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売

公
益
財
団
法
人
鳥
取
県

産
業
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興
機
構

「ぎょ」っと驚く
うま味たっぷり。
世界で初めての
天然マグロ魚醤
ファンド名 鳥取県農商工連携促進ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人鳥取県産業振興機構

事業メニュー 農商工連携事業 「売れる」新商品開発事業

申請テーマ 本マグロ日本一 境港発！マグロ魚醤油・
全国発信事業

助成期間 平成22年10月6日～平成24年3月31日

製
造
ア
ド
バ
イ
ス

株式会社丸綜 共和水産株式会社

食材卸問屋、調理師組合、自社ホームページなど

お問い合わせ
公益財団法人鳥取県産業振興機構
☎ 0857-52-6704

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

魚醤は長く発酵させればさせるほど、味が変化しうま味が増す。味の完成はまだ
まだこれから。量産化で価格のコストダウンをしながら、味のバリエーション開発
にも取り組んでいく。

鳥取県産業技術センター食品開発研究所
成分分析・技術指導

廃棄処理される予
定の天然マグロの
内臓を使い魚醤を
製造、販売。

事業成功のポイント
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典 代表取締役

株式会社丸綜 共和水産株式会社

研究所でタイミング
よく魚醤の研究をし
ていたという幸運に
恵まれた。助成金
の利用で、専門家
にアドバイスを受け
られ安心感があっ
た。

マグロの水揚げ量
は、年ごとに変化す
るため、安定供給
が課題となる。悪臭
問題の解決に向け
た可能性が見えて
きた。

商品の企画・開発・製造・販売 原材料の供給

今後の事業展開
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農商工連携型
地域中小企業応援ファンド
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事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）
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公益財団法人
かがわ産業
支援財団

香川県（仲多度郡・小豆郡・さぬき市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

観光イメージに隠れた
県内一のニンニク生産地

琴平町は香川県内一のニンニク産地
でありながら、認知度が低かった。そ
こで、産地をもっとPRしようと開発
されたのが、ガーリックオイル「ガァ
リック娘」だ。
高橋商店では、以前は他県産のニン
ニクをオイル製造に使用していたが、
そこに規格外ニンニクの販路を模索
していた香川県農業協同組合（JA香
川県）を、香川県が平成19年にビジネ
スマッチング。高橋商店が早速こんぴ
らにんにくで試作してみたところ、香
り高く肉料理や中華料理の仕上げにも
最適と評判も良かった。ガーリックオ
イルを本格的に製造するためにはニン
ニクをスライス加工する必要があっ
たが、高橋商店では加工設備も人手の
余裕もなかった。加工の担い手がいな

かったところに、障がい者の農業就労
に取り組んでいた琴平町社会福祉協議
会から「ぜひ任せて欲しい」と提案が
あった。初めは、「臭いもきつく重労
働の作業を、障がい者が続けられるの
か」という不安の声が大きかったが、
スライス加工にひたむきに取り組む障
がい者の姿を見て農業関係者も納得。
安定的な原材料の供給が確保され、
ガーリックオイルの本格製造が始まっ
た。社会福祉協議会では、販売も請け
負い、売上の一部を福祉事業にあてるた
め、製造が本格化すると販路開拓に乗り
出した。
販売の要請を受け、組合法人こんぴ
ら温泉旅館ホテル協同組合が販売協力
に加わり、土産用のうどんを販売する
大庄屋株式会社が、自社製造のパスタ
とガーリックオイルのセット販売を申
し出た。株式会社フジフーヅでは、新
商品のひとくち餃子「ガァルちっぷ」
の原材料に、こんぴらにんにくの使用
を決めた。こうして「こんぴらにんに
く」を中心とする企業の輪が出来上
がった。
「組織化せず、それぞれの担当者同
士の話し合いで決めるため、意思決定
が早かった」とJA香川県・仲多度地区
営農センターの森井幹夫課長は言う。

琴平産を強くアピールするために、商
品名とパッケージのデザインを考案す
る時も「若い世代を巻き込もう」と、
その日のうちに香川県立善通寺第一高
等学校のデザイン科を訪問し、開発に
協力してもらえることになった。
高校生たちは、生産者がわが子のよ
うに大切に育てた“思い”とニンニ
クの白さから「ガァリック娘」と名付
け、これが正式に商品名に採用された。

高校生のデザインを
宣伝ツールとしてPR

高校生によるデザイン案が出来上
がったが、商品発売前で宣伝予算がな

い。そこで、商品開発に携わっている
企業と生産者を連携体とし、香川県と
中小機構などが資金拠出して造成した
「かがわ農商工連携ファンド」を申
請。平成21年に採択された。
高橋商店では助成金を活用して香川
県産業技術センター発酵食品研究所に
他県産ニンニクとの成分比較を依頼。
こんぴらにんにくには、アリシンなど
ニンニク特有成分が多いことが実証さ
れ、他県産に負けない優位性を見い
だせた。フジフーヅでは、助成金を活
用して餃子成型機を準備し、ひとく
ち餃子の試作を進めた。さらに連携体
の各企業が、高校生デザインによる商
品パッケージを製作。店頭用のポス

ター、のぼり、チラシも助成金によっ
て印刷され、地元の土産物店や旅館・
ホテルなどに配布された。高校生たち
は、商品により親しみを持てるように
と、イメージキャラクター「ガァル」
を考案。キャラクターシールを作り、
店頭のアイキャッチに使用した。
関わった人が多いだけに注目度は高
く、地元の人気はうなぎのぼり。発売
以来、年間1万本を連続して売り上げ
る。自慢のニンニクが全国区になるこ
とを目指し、町全体に連携体の輪が広
がっている。

今後の事業展開
観光客の立ち寄りスポットからの引き合いも
多い。「愛着」のある商品であり、かつ広く認
知される商品に育てるためにどうするか、町と
一緒になって考えていきたい。

ファンド担当者の視点！

公益財団法人 かがわ産業支援財団

当面は町内の旅館・ホテルや商店、一部のアンテナショップでの販売に限定し、安売りしな
いことで単なるブームで終わらせず、10年、20年たっても残るような本物に育てたい。

地域の人 を々巻き込
み、商品に愛着が持て
るようにした。すべて町
の人が考え町の人が
作り、助成金のおかげ
で販売できた商品。

消費者

ニンニク特有成分
が豊富な、香川県
産「こんぴらにん
にく」を、原材料と
して供給。

障がい者施設「ねむ工房」
で、皮むきしたニンニクを
選別後、冷凍パックし出荷

こんぴらにんに
くを使用した餃
子商品「ガァルちっぷ」を開発し販売

独自技術による
抽出温度で、香り
の良いニンニク
オイルを製造

自社オリジナル「さぬきパスタ」と「ガァ
リック娘」をセット商品としてギフト販売

琴平町特産お土
産品として販売

連 携 体中小企業等 農林漁業者

協力団体

販売

事業成功のポイント
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にんにく
原材料の供給

商品製造・
販売

商品製造・
販売1次加工・販売

商品製造商品販売

JA香川県
琴平にんにく
部会

琴平町社会
福祉協議会

株式会社
フジフーヅ

株式会社
高橋商店

大庄屋
株式会社

組合法人
こんぴら温泉
旅館ホテル
協同組合

町内商店・町内旅館ホテル・首都圏アンテナショップ・百貨店・大手通販サイトなど
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組合法人こんぴら温泉旅館ホテル協同組合／大庄屋株式会社／
株式会社高橋商店／株式会社フジフーヅ／JA香川県琴平にんにく部会

お問い合わせ
公益財団法人かがわ産業支援財団
☎ 087-868-9903

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

善通寺第一高等学校デザイン科がネーミングからデザインまでを担当した
「ガァリック娘」

こんぴらにんにく生産者と
企業が町をあげて商品化。
手塩にかけた“娘”に
町民の愛着もひとしお
ファンド名 かがわ農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人かがわ産業支援財団

事業メニュー 新商品及び新サービス開発費及び販路開拓費

申請テーマ 「こんぴらにんにく」販売促進ブランド化
事業

助成期間 平成21年10月1日～平成22年6月30日

会社概要
● 法人名 組合法人こんぴら温泉旅館
 ホテル協同組合
● 事業内容 観光客の誘致宣伝及び歓迎に
 関する共同事業
● 代表者 石川克己  理事長
● 創業年 昭和 38（1963）年
● TEL・FAX 0877（75）3493
● 組合数 14施設

● 社名 大庄屋株式会社
● 事業内容 麺類の製造・販売 飲食店経営
● 代表者 楠木哲雄  代表取締役社長
● 創業年 平成 3（1991）年
● TEL 0877（75）5980
● FAX 0877（75）5476
● 従業員数 20人

● 社名 株式会社高橋商店
● 事業内容 食品製造販売
● 代表者 高橋淳  代表取締役
● 創業年 嘉永 5（1852）年
● TEL 0879（82）1101
● FAX 0879（82）0001
● 従業員数 15人

● 社名 株式会社フジフーヅ
● 事業内容 冷凍食品等の製造・販売
● 代表者 松井重春  代表取締役
● 創業年 昭和 45（1970）年
● TEL 0879（52）3131
● FAX 0879（52）3444
● 従業員数 127人（パート含む）

● 団体名 JA香川県琴平にんにく部会
● 事業内容 こんぴらにんにくの生産振興
● 代表者 横田敏秋  部会長
● 創業年 昭和 48（1973）年
● TEL 0877（75）1869
● 会員戸数 68戸

平成20年
ガーリックオイルの命名とパッケージ
デザインを地元高校生に依頼
平成21年
「かがわ農商工連携ファンド」助成事業
に採択、「ガァリック娘」発表
平成22年
「ガァルちっぷ」発表

事業化までの道程～年表～

組合法人こんぴら温泉
旅館ホテル協同組合

大庄屋株式会社 株式会社高橋商店 株式会社フジフーヅ JA香川県琴平にんにく部会 琴平町社会福祉協議会
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愛媛県（東温市・八幡浜市） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社キシモト／有限会社昭和水産

尾頭付きタイが食べたい
高齢者の声で商品開発

「もっと魚を食べて欲しい」。干物
類の製造・販売を行っている株式会社
キシモトの岸本賢治専務取締役は、近
年の魚離れを憂いていた。そんな中、
キシモトが持つ魚加工のノウハウに着
目した愛媛県産業技術研究所から、魚
骨の軟化技術を使った加工食品の商品
化へ向けて共同開発をしたいという相
談があった。「骨まで食べられるよう
にするとは、面白い発想だ」と岸本専
務は快諾。試作を重ね、平成23年6月に
「まるとっと（アジの開き）」を商品
化。高齢者からの評判が高く、「今度
は尾頭付きのタイが食べたい」という
声も上がっていた。

骨の軟化技術は、魚種・サイズ・開
かない状態にも応用可能。尾頭付きタ
イの商品化に向け、産業技術研究所か
らアドバイスを受け、試作を繰り返し
た。平成24年4月に「尾頭付き まるとっ
と」が完成。骨まで食べられるので、
カルシウム摂取量が従来の20倍。ま
た、誤って子どもや高齢者が骨を喉に
詰まらせる危険性が減少する。学校給
食、介護施設をはじめ、ブライダル関
連企業からも注目が高まっている。

漁業事業者との連携で
鮮魚の安定供給が可能に

キシモトは、愛媛県産の魚にこだわ
り連携先を探した。産業技術研究所に
相談すると、魚種、鮮度、供給量を考
え、有限会社昭和水産を紹介された。
昭和水産は、八幡浜港で唯一のトロー
ル船団を持つ企業だ。漁獲量の減少、
価格の低迷等で厳しい状況であり、新
ビジネスを模索していた。「商品化に
よって魚の需要が高まれば」と昭和水
産の宮本洋平専務取締役は、当時の連
携への期待について語る。

そして、連携体として平成23年6月
に、愛媛県と中小機構などが資金拠出
して造成した「えひめ農商工連携ファ
ンド」に採択された。

昭和水産は加工に向いている魚種や
形状・サイズを選別し、冷凍・冷蔵設
備を活用し需要に応じた鮮魚を供給。
商品開発はキシモトを中心に進んだ。

開発用機械から展示会費
用まで助成金をフル活用

平成23年7月に助成金で購入した胸ビ
レ取り機、真空包装機がキシモトに搬
入され、開発がスタートした。10月ま

での休漁期間中は別の魚でテストを実
施。昭和水産と相談し、見た目やサイ
ズ、供給量を考慮しレンコダイを使うこ
とに。漁が開始され開発が本格化した。

アジの開きの場合は、身が薄いため
熱が通りやすく、骨を軟化させる高温
高圧調理殺菌処理が容易だが、タイの
場合は、身の中に硬い中骨があり、軟
化するまで処理をすると身が崩れてし
まう。また、サイズによって処理条件
が異なり、骨の軟化、形状の保持、水
分量等の最適な条件を見つけ出す必要
があった。助成金を活用しながら、何
度も試作を行い、温度、時間、圧力等
の条件を一つひとつ検証した。その結
果、アジの開きに比べて時間を約3倍、
温度を約7℃高くすればいいことがわ
かった。

並行して料理人に調味料・レシピ開
発を、デザイナーにデザイン企画を依
頼。これらにも助成金が活用された。

平成23年11月には助成金で「地方銀
行フードセレクション2011」に出展。
試食を提供し、意見を集めた。食感
や味付けに改良を加え、平成24年3月
「FOODEX JAPAN2012」の愛媛県
ブースにも出展。4日間で約6,000食の試
食品を提供。高い評価を受け、商品化
への手応えを掴んだ。最終的な調整の
末、ついに平成24年4月、商品が完成。
軟化加工を株式会社サンフーズに外部
委託し、生産体制を確立した。

国の支援事業にも認定
資源の有効活用に期待

平成23年6月に中小機構四国本部の支
援を受けて、国の支援事業である「農
商工等連携事業計画」の認定を受け
た。八幡浜港で水揚げされる豊富な魚
種を使った新商品開発も計画中だ。

骨の軟化技術により、小さすぎて流
通していない小魚の商品化も可能で、
地域資源を有効活用できると期待が高
まっている。

● 社名 株式会社キシモト
● 事業内容 食品製造業（干物の製造、販売）
● 代表者 岸本幸雄 代表取締役社長
● 創業年 昭和 40（1965）年
● 所在地 愛媛県東温市則之内甲 693
● TEL 089（966）6060
● FAX 089（966）6360
● URL http://www.kishimoto-web.com/
● 従業員数 30人
● 資本金 2,310万円
● 売上高 2億5,580万円（平成24年4月期）

● 社名 有限会社昭和水産
● 事業内容 沖合底引網漁業（農林水産大臣
 許可）、水産流通加工業・販売業
● 代表者 宮本英之介 代表取締役
● 創業年 昭和 39（1964）年
● 所在地 愛媛県八幡浜市向灘 1250
● TEL 0894（22）2450
● FAX 0894（24）7111
● URL http://www.uwakai.com/
● 従業員数 30人
● 資本金 2,600万円
● 売上高 4億2,600万円（平成24年8月）

会社概要

平成22年
愛媛県産業技術研究所と魚骨軟化技術
の共同開発開始
平成23年
「えひめ農商工連携ファンド」助成事業
に採択
6月、国の支援事業である「農商工等連
携事業計画」の認定を受ける
昭和水産の漁開始、本格的に試作品の
開発開始。試作品完成後、展示会に出展
平成24年
「FOODEX JAPAN2012」愛媛県ブー
スに出展
商品が完成し販売開始

事業化までの道程～年表～

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
えひめ産業振興財団

写真はレンコダイ。電子レンジや湯せんで温めるだけで食べられ、鯛めしや鍋など
様々な料理に応用できる。簡単・安全・安心と子どもを持つ主婦にも好評

レシピを使っ
て、料理方法
をわかりやす
く提案

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

昭和水産所有のトロール船／八幡浜港で水揚げされ
るタイの活用で商品価値を高め、知名度向上にも貢献
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魚種や形状、サイズを分
類し、冷凍・冷蔵設備を活
用して安定供給する。

連携体中小企業等 農林漁業者
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骨の軟化技術により
愛媛の新鮮な魚を
骨までまるごと食べられる
尾頭付きタイが完成
ファンド名 えひめ農商工連携ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人えひめ産業振興財団

事業メニュー 農商工連携助成事業

申請テーマ 魚骨の軟化技術を用いた高付加価値水産
商品の開発と販路開拓

助成期間 平成23年６月20日～平成24年３月26日

開発・製造・販売
株式会社キシモト

原料・情報提供
有限会社昭和水産

骨まで食べられる「まる
とっと」の製造・販売。安心・
安全な商品を提供。

学校給食、介護施設

スーパー、ホームページ販売など

お問い合わせ
公益財団法人えひめ産業振興財団
☎ 089-960-1100

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

食に関して消費者が求める安心・安全
を考え、骨の軟化技術を活用すること
で、魚姿のまま骨まで食べられる商品を
開発。子供や高齢者が安心して食べら
れる新商品が消費者の支持を受け計
画以上の成果になるよう期待したい。

高温高圧調理殺菌装置を導入して、自社内で生産体制を確立する。価格の高い
魚での商品化を達成し、ギフトや高級品食材市場への販路開拓を行う。海外か
らの引き合いも来ているので、その要望に対応できる体制を作っていく。

事業成功のポイント

宮
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之介 代表取締役岸
きしもと
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 代表取締役社長

株式会社キシモト 有限会社昭和水産

助成金の活用で展
示会に出展できたこ
とが、成功の第一歩
になった。助成金の
存在も知らないスター
トだったが、財団等の
アドバイスで前向きに
事業に取り組めた。

企業と漁業者が直接
連携し、情報のやり取
りを密にしていた。連
携先が、水揚げされ
た魚を見てサイズ等
を選定したことで、需
要に応じた安定的な
供給ができた。

共同開発

開発支援

加工委託

試作品製造装置
の貸与、技術的
アドバイス、
情報提供

販
売

今後の事業展開
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高知県吾川郡 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社フードプラン／農事組合法人池川茶業組合

仁淀川の高級煎茶を使用
こだわりの手作りプリン

400年以上前から茶を栽培している高
知県仁淀川町。仁淀川町の池川地区に
ある農事組合法人池川茶業組合の「池
川茶業研究会女性部」メンバーが中心
となって開発したのが「プレミアム茶
畑プリン」だ。原材料は、高級煎茶の
池川一番茶と仁淀川町産の天然蜂蜜、
高知県産低温殺菌牛乳など、地元産の
もの。玉露のような濃厚な甘みと旨味
が特徴の「かぶせ茶味」と、高級煎茶を
強火で焙煎した独特の香ばしい香りの
「ほうじ茶味」の2種類の味がある。
茶農家の女性たちがプリンを作った
きっかけは「高知県にも美味しいお茶
があることを知って欲しかった」から
だと、同組合の山中由貴氏（現：株式
会社池川茶園代表取締役）は語る。

お茶離れが進む中、農商
二人三脚で開発に挑戦

ここ10年、急須でお茶を飲む人の減
少や、高級茶葉のブレンド用荒茶価格
が低迷。山中氏らは、お茶の消費を増
やす方法を模索し「お茶を使ったお菓
子作り」というアイデアを思いつい

た。手探りで試作を行うが、商品化で
きるレベルにまで品質を高めることは
できなかった。そんな時、山中氏の取
り組みを知った仁淀川町の片岡廣秋企
画課長（現：副町長）から、株式会社
フードプランと連携してはどうかとい
う提案を受けた。フードプランは、以
前から仁淀川町と連携して地元の特産
品を使った「仁淀川の滋味」ブランド
商品の開発・販売をしている企業だ。
連携によって商品企画を強化すること
ができ、さらに「仁淀川町をＰＲする
活動が広げられるというメリットがあっ
た」と森下由朗代表取締役は語る。
片岡課長の紹介で、高知県と中小機
構などが資金拠出して造成した「こう
ち農商工連携基金」に申請。平成21年8
月に採択されたことで、商品化への動
きはスピードアップした。

本物を作りたい！熱い思い
で工夫を重ね商品完成

開発は平成21年9月からスタート。主
に商品の試作は池川茶業組合が行い、
商品企画やブランド戦略はフードプラ
ンが担当。両者とも同じ町内というこ
とで、頻繁に話し合いを重ねながら、
二人三脚で開発は進められた。

まず、池川一番茶を使ったケーキを
作っている菓子工房コンセルトの和田
道徳氏に、助成金を活用して菓子作り
の指導を依頼し、9種の試作品を作っ
て平成22年1月に東京で試食調査を行っ
た。調査にも助成金を活用し、最も好評
だったプリンの商品化を決めた。
平成22年5月～翌年2月にかけて、商
品化へ向けたビジネスプランニングや
販売戦略等を基礎から学ぶため、高知
県が月1回開催する「目指せ！弥太郎商
人塾」にも連携体として参加した。
講師の和食料理家・斎藤章雄氏から
は茶の風味の活かし方についてのアド
バイスを受けた。斎藤氏には、毎月試
食も依頼し、既存商品との差別化のた
めには「お茶の味をもっと感じること
ができるように」という助言を受け、
上部に高級茶のパウダーをたっぷり
使ったゼリーをのせ、茶の香りと旨み
を際立たせることにした。さらにフー
ドプランからの提案で、ゼリーとプリン
の量のバランスを変えるなど見た目にも
こだわった。助成金を活用して納得いく
まで試作を繰り返し、茶の風味豊かな高
級志向のプリンを目指していった。
また、コンセプト作りでも講師でク
リエイティブディレクターの川村明子
氏からアドバイスを受け、コンセプト
を何度も練り直した。その結果、茶農
家のこだわりが伝わる「茶農家が茶畑
から育てた、手作りスイーツ」に仕上
がり、ブランド名を「池川茶園」に決
めた。助成金を活用して、コンセプト
に沿ったシンプルで高級感のあるパッ
ケージも制作した。
そして平成23年3月、1年以上の試行
錯誤の末、池川一番茶を使った「プレ
ミアム茶畑プリン」が完成した。

発売後、すぐにブレイク!
池川一番茶も売上アップ

平成23年6月から販売を開始、当初の
目標「3年後に1,000万円」を１年で達
成。さらにTVや新聞・雑誌などでも
紹介されたことで、池川一番茶への注
目度も高まり、県内外へのお土産とし
て地元の人に認知された。「プリンを
通して池川茶の美味しさを知ってもら
い、仁淀川町を訪れて欲しい」と山中
氏は語る。

● 社名 株式会社フードプラン
● 事業内容 カット野菜事業、食品加工事業、
 仁淀川町まるごと販売事業
● 代表者 森下由朗 代表取締役
● 創業年 平成 14（2002）年
● 所在地 高知県吾川郡仁淀川町土居乙 199-1
  一ノ谷総合開発団地
● TEL 0889（20）2442
● FAX 0889（20）2402
● URL http://www.foodplan.co.jp/
● 従業員数 53人（パート・アルバイト含む）
● 資本金 3,168万円

● 団体名 農事組合法人池川茶業組合
● 事業内容 緑茶の生産・製造・販売
● 代表者 竹村雄幸 理事
● 創業年 平成 5（1993）年
● 所在地 高知県吾川郡仁淀川町坂本 1696
● TEL 0889（34）3877
● FAX 0889（34）2628
● URL http://ikegawacha.jp/
● 従業員数 8人
● 資本金 1,150万円
株式会社池川茶園  TEL:0889（34）3100
URL: http://www.ikegawachaen.jp/

会社概要

平成19年
池川茶を使った菓子を作ろうと試作を開始
平成21年
仁淀川町より助成事業を紹介され、「こ
うち農商工連携基金」に採択
新商品開発に着手
平成22年
9種類の試作品を使って試食調査を行
う。プリンの商品化を決定
平成23年
株式会社池川茶園設立
商品販売を開始。TVや新聞・雑誌など
に数多く紹介される

事業化までの道程～年表～

池川茶業研究会女性部の皆さんの池
川茶に寄せる熱い思い、その本気度に
応えなくてはと思った。今では、「スイー
ツ工房池川茶園」には、「茶畑プリン」
目当ての域外からのお客様が増加し、
地域の観光拠点の一つになっている。

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
高知県産業振興センター

左：かぶせ茶味、右：ほうじ茶味／プリンに合う茶を選定し、苦味と味のバランス、舌触
り、口どけ、色の透明感、茶の香りを引き出す抽出時間にこだわって作られている

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

「新商品開発にも、商人塾で学んだコンセプト作
りが役立っています」と山中氏（右）

目
指
せ
！

弥
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和
田
道
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氏

消費者

池川一番茶を生産し供給。
茶農家ならではの味の追求
で、商品を開発して販売。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売
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県産茶を知ってほしい
茶農家の女性と企業が
連携して開発した
茶畑プリンが人気
ファンド名 こうち農商工連携基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人高知県産業振興センター

事業メニュー 農商工連携事業化支援事業

申請テーマ 仁淀川緑茶と茶菓子のセット開発事業

助成期間 平成21年8月3日～平成23年3月31日

ア
ド
バ
イ
ス

ア
ド
バ
イ
ス

商品企画・ブランド戦略
株式会社
フードプラン

商品開発・販売
農事組合法人
池川茶業組合

茶を使った菓子のコンセプ
ト開発やブランディングを
通じて、販売促進につなげ
る。

ホームページ、
仁淀川町の宿泊施設「ゆの森」など

お問い合わせ
公益財団法人高知県産業振興センター
☎ 088-845-6600

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

平成23年4月に「株式会社池川茶園」を設立。「スイーツ工房池川茶園」をオー
プンさせた。多くの人が訪れ、観光拠点にもなっている。経験を活かして茶畑パ
ウンド、茶畑ロール等を開発・販売し、地場産業の更なる発展につなげていく。

事業成功のポイント

竹
たけむらゆうこう

村雄幸 理事森
もりしたよしろう

下由朗 代表取締役

株式会社フードプラン 農事組合法人池川茶業組合

助成事業なので、開
発までの期限が決め
られており、いい意
味での妥協点となっ
た。また「本物を作
る」という情熱を持っ
た担当者がいたこと
も成功の要因だ。

仁淀川町民をはじめ、
様々な方の応援で頑
張ることができた。「目
指せ！弥太郎商人塾」
で学んだことが、開発
に活かせた。お茶に
対する強い思いで開
発できた商品だ。

今後の事業展開
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佐賀県（佐賀市・杵島郡） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社大神／小野農園

● 社名 株式会社大神
● 事業内容 一般・産業用機械の設計・製造
● 代表者 吉村正 代表取締役社長
● 創業年 昭和 51（1976）年
● 所在地 佐賀県佐賀市東与賀町大字飯盛 2635
● TEL 0952（45）5131
● FAX 0952（45）5235
● URL http://www.daishin-sa.co.jp/
● 従業員数 60人
● 資本金 3,000万円
● 売上高 10億円（平成 23年 9月期）

● 団体名 小野農園
● 事業内容 アスパラガス、玉ねぎ、米、麦
 などの生産
● 代表者 小野敦子 代表
● 所在地 佐賀県杵島郡白石町

会社概要

平成20年
近隣のアスパラガス農家からの依頼を
受け、電動収穫台車の試作を開始
平成21年
試作機を農家に使ってもらう
改善の要望が数多く寄せられたため、
農家の声を取り入れた改良の必要性を
痛感、小野農園にモニターを依頼
平成22年
「さが農商工連携応援基金」助成事業に
採択
株式会社大神、小野農園の農商工連携
による、電動収穫台車の改良が始まる
展示会などに参加し、試作機で商品をア
ピールし始める
平成23年
電動収穫台車の販売を本格的に開始

事業化までの道程～年表～

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
佐賀県地域産業支援センター

アスパラガス専用の電動収穫台車。作業する人の体格に合わせ、ハンドルの位置や
高さを調整できるなど、細部まで使いやすさにこだわっている

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

横向きに座ったままでも作業が可能なため、
身体への負担を軽減することができる

試作機でアスパラガスの収
穫を行いながら、改善点や要
望点をまとめ、大神に報告。

連携体中小企業等 農林漁業者

支援

販売

公
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アスパラガス生産者の
足腰の負担を軽減。
農家の声から生まれた
電動収穫台車
ファンド名 さが農商工連携応援基金

ファンド運営管理法人 公益財団法人佐賀県地域産業支援センター

事業メニュー 新商品等開発事業

申請テーマ アスパラガス収穫作業効率化のための電動
モーター車を応用した作業効率台車開発

助成期間 平成22年１月20日～平成23年１月19日

開
発
研
究

指
導

商品開発・販売 モニター協力
株式会社大神 小野農園

電動収穫台車を開発。小野
農園の報告をもとに、改良
を行う。

アスパラガス生産農家・農機具販売メーカーなど

お問い合わせ
公益財団法人佐賀県地域産業支援センター
☎ 0952-34-4411

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

商工業者の技術力と農業者のニー
ズ、ノウハウを活かし開発された。作
業環境の大幅な改善により佐賀県
のアスパラガスの生産量や売上高が
更に向上し、県内の農業全体の活性
化へ繋がるものと考えている。

イチゴやナスなど、アスパラガス以外の野菜の電動収穫台車や手入れ用の
台車を開発して欲しいという農家からの声に応え、現在試作機を開発中。
作物や畑の特徴に合わせた、より使いやすい商品をめざす。
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県
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業
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ー

事業成功のポイント

小
お の
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よしひろ

弘 氏吉
よしむら

村正
ただし

 代表取締役社長

株式会社大神 小野農園

商品を使う人の意
見をとことん聞き、そ
れにいかに近づけ
られるかが一番大
切。また、購入しや
すい価格を実現す
ることも大事なポイ
ントだ。

便利な商品をいち
早く使えることはも
ちろん、自分の意見
が反映される経緯
を見られたことは非
常に楽しかった。今
後も連携を深めて
いきたい。

アスパラガスの生産環境を
改善する専用収穫台車

農業が盛んなことで知られる佐賀
県。なかでもアスパラガスは日本でも
トップクラスの生産量。佐賀県の野菜
の中でもイチゴ、玉ねぎに続いて3番目
の売上高をあげる主力野菜だ。
しかし、アスパラガスの収穫は中腰
で行われるため、足腰への負担が大き
いことが生産農家の悩みであった。ま
た運搬用の台車も、市販されている一
般的なものを利用することが多く、使
いやすいとはいえなかった。
農家の生産環境を改善するために開
発されたのが、株式会社大神が販売す
る「アスパラガス電動収穫台車」だ。
電動式なのにコンパクト。小回りが利
くため、狭いビニールハウス内でも自
在に動かすことができる。また、横向
きに乗ると、座ったままでも収穫でき
るため、足腰への負担がぐんと軽くな
る。さらにハンドルは肘でも簡単に操
作でき、前進・停止をフットスイッチ
で切り替えることができるため、両手
がふさがっていても操作が可能だ。
使い勝手のよさをとことん追求して開
発された電動収穫台車は、アスパラガス
農家からの熱い注目を集めている。

農家の声を開発に活かす
ため、小野農園と連携

大神が、電動収穫台車を開発した
きっかけは、近隣に住むアスパラガス
生産農家からの「農作業に使える、何
か便利なものは作れないか」という漠
然とした依頼だった。大神の吉村正代
表取締役社長は当初「本当にニーズが
あるのか？」と疑問を抱いたが、他の
農家にも話を聞くと、使いやすい収穫
台車を求める声が多かった。
ビジネスとしての可能性を感じた吉
村社長は、平成20年、電動収穫台車の
試作に取りかかる。しかし、試作機を
農家に使ってもらうと、改善して欲し
い点をいくつも指摘された。
「もっと農家の声を取り入れて改良
しなければ、商品化できない」と考え
た吉村社長は、以前から懇意にしてい
た小野農園の小野良弘氏にモニターを
依頼する。佐賀県にはやわらかい土壌
を持った農地が多い。粘土状の畑での
足回りを確認するために、有明海の広
い干拓地と干潟で知られる白石町でア
スパラガスを栽培する小野農園はモニ
ターとして最適だった。
本格的に商品開発に取り組むために
は費用がかかる。助成金を活用したい

と思った吉村社長は、公益財団法人佐
賀県地域産業支援センターや佐賀県商
工会連合会から情報を収集した。
そして平成22年、佐賀県と中小機構
などが資金拠出して造成した「さが農
商工連携応援基金」に申請。採択され、
商品化に向けた動きが加速した。

助成金を活用し、
試作機の改良を繰り返す

小野農園でのモニター調査は、平成
22年4月から始まった。試作機を収穫作
業に試用してもらい、気になったこと
を報告してもらう。小野氏を交えた意
見交換のためのミーティングは、毎月
のように行われた。「作業中でも台車
を動かしたい」「畝の間を行き来でき
るよう、回転性を高めて欲しい」「大
きさの違うコンテナにも対応して欲し
い」…。小野農園から報告を受けた改
善点や要望点を、解決するために行っ
た試作機の改良は、3回にも及んだ。試
作機を１台作るだけでも膨大な費用が
かかる。試作機を3台も作ることができ
たことは、助成金のおかげだったと吉
村社長は言う。
また、小野氏は「とにかく足腰が楽
になった」とモニターとして、商品の
メリットを語る。「自由に使って、率
直な意見を言わせていただいた」と小
野氏は当時を振り返る。
大神にとって、販売促進も難しい問
題だった。農業機械の分野では、大神
の知名度はまだ高くない。商品をア
ピールするため、展示会などに積極的
に参加。そこで配布するパンフレット
などの製作にも、助成金を使った。
現場の声を反映して開発された電動

収穫台車は展示会でも注目を集め、導
入を希望する人は確実に増えている。
次の目標は生産コストの削減だと、
吉村社長は言う。「多くの人に使って
もらえるよう、もっと安価に提供でき
るように努力したい」。電動収穫台車
が普及すれば、高齢者でも無理なく農
作業が行えるようになる。佐賀県の農
業発展に貢献するためにも、新しい農
業機械の開発にも取り組んでいきたい
と、吉村社長は意気込みを語る。

今後の事業展開
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宮崎県（宮崎市・児湯郡） 化粧品 その他生活用品業務用品・機器飲料食料品

株式会社宮防／尾鈴農業協同組合

塗るだけで温度を抑える
畜産環境を改善する新塗料

宮崎県は牛・豚・鶏のすべてにおい
て、日本有数の生産高を誇る畜産大国
だ。しかし温暖化などの影響により、
夏場の気温が上昇。畜舎の温度が上昇
すると、乳牛の搾乳量が減り、質も落
ちる。暑さで水分を摂りすぎた豚は
肉質が悪くなり、鶏などの小動物は熱
死してしまうこともある。畜産農家で
は、送風機や打ち水で温度を下げていた
が、さらなる対策が必要となっている。
そんな中、注目を集めているのが株
式会社宮防が販売する省エネ遮熱塗料
「ファームバリア」だ。ファームバ
リアに配合された特殊セラミックと熱
反射顔料が、熱作用の高い近赤外線を
効率よく反射・散乱。畜舎の屋根に塗
るだけで、温度を最大15～18℃抑える
ことができる。その効果は、地元の尾

鈴農業協同組合の協力により実証済み
だ。エネルギーを使わない遮熱処理・
暑熱対策として、畜産業以外への応用
も期待されている。

実証データ確保のため、
農協と提携

防水・建築・土木工事に携わってき
た宮防が、遮熱塗料の開発に取り組ん
だきっかけは、景気の低迷。既存事業
の業績が落ち込む中、新しい事業の立
ち上げが急務となっていた時、遮熱効
果のある塗料に目をつけた。遮熱塗料
開発の実績がある日本特殊塗料株式会
社が製造を行い、宮防が市場調査と販
売を行うという体制で、ファームバリ
アの開発は始まった。
今までも遮熱効果のある塗料は販売
されていたが、畜産農家への普及は進
んでいなかった。「今までの遮熱塗料
は値段が高いが、その効果を実感でき
ないことが理由でした」と宮防の新規
事業開発部営業部長・荻原英範氏は言
う。ファームバリア普及のためには、
その遮熱効果を実証するデータが必要
だった。データ収集するためには、畜
産農家の協力が必要だったが、なかな
か理解が得られなかった。「遮熱塗料

はあまり役に立たないという固定観念
があったのだと思います」と荻原部長
は語る。畜産農家の協力を得るために
は、農協からのアプローチが必要だと
思い、近隣の農協に打診。尾鈴農協か
ら「一緒にやりましょう」という返事を
もらったことが、事業を一歩先に進める
転機となった。
そして平成21年、宮崎県と中小機構
などが資金拠出して造成した「みやざ
き農商工連携応援ファンド」の採択を
受けたことで、ファームバリアの実証
テストが始まった。

助成金の活用により
膨大なデータ収集を実現

実証テストは、ファームバリアを塗
布した畜舎と塗布していない畜舎に、
温度を計測する計器を設置して行われ
た。塗料の塗布には当然費用がかかる
が、それを畜産農家に負担してもらう
ことは難しい。助成金を活用し、安価
にファームバリアを提供したことで、
モニター農家を増やすことができた。
「これほど膨大なデータを持っている
のは、全国でも宮防だけだと思います
よ」と荻原部長は胸を張る。実証デー
タを畜産農家に提示すれば、ファーム
バリアの遮熱効果を、説得力を持って
伝えることができる。
最初は半信半疑だった畜産農家も

徐々に効果を実感。ファームバリアの
評判は口コミでも広まっていった。
尾鈴農協との連携によって、畜産農
家が抱えている問題を詳細に知ったこ
とが、成功の要因だったと荻原部長は
言う。「畜産農家の本音を聞き、それ
を営業に活かすことができたことは、

連携の大きなメリットでした」。
現在宮防では、ファームバリアと

ソーラーパネルを使った畜舎「クリー
ンルーフ」の開発を進行中。ファーム
バリアで遮熱しつつ、太陽光で発電し
た電力で送風機を動かす。畜舎の経費
削減を実現しながら環境にも配慮した次
世代型畜舎として、期待されている。
「尾鈴農協には、クリーンルーフの
改良にもぜひ協力していただきたいと
思っています」と荻原部長は語る。連
携によって生まれた技術が、畜産業に
さらなる発展をもたらしていく。

会社概要

平成20年
日本特殊塗料株式会社と共同で、省エネ
遮熱塗料「ファームバリア」を開発
平成21年
尾鈴農業協同組合と連携。「みやざき農
商工連携応援ファンド」助成事業の採択
を受ける
平成22年
尾鈴農協をはじめとしたモニター農家の
協力により実証テストを実施
平成23年
ファームバリアを改良した「ファームバリ
アTio」を発売

事業化までの道程～年表～

今後の事業展開

ファンド担当者の視点！

公益財団法人
宮崎県産業振興機構

「ファームバリア」は、塗るだけで屋根裏温度を最大15～18℃抑えることができる
上、費用は通常の塗料とほぼ同じ。費用対効果の高さも人気の一つだ

ファームバリアを塗布した畜舎。畜舎に入るとひん
やりと感じるほど、その遮熱効果は高い

事業の推進体制（協力業者、販売代理店などの体制）

飼料タンクの温度が上がることで、飼料が劣化
するという問題もファームバリアで解決できる
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組合員の畜舎を活用し、遮
熱効果を実証するための
データを宮防に提供。

連携体中小企業等 農林漁業者
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太陽光を効率よく反射。
牛・豚・鶏を
夏の暑さから守る
省エネ遮熱塗料
ファンド名 みやざき農商工連携応援ファンド

ファンド運営管理法人 公益財団法人宮崎県産業振興機構

事業メニュー 農商工連携新商品等開発促進事業

申請テーマ 飼養環境・生産性改善を目的とした、飼料タン
ク等の暑熱対策塗料キット、新サービスの開発

助成期間 平成21年12月１日～平成22年11月７日

市場調査・販売 実証データ協力
株式会社宮防 尾鈴農業協同組合

ファームバリアの開発・販
売。尾鈴農協からのデータ
を商品開発や営業に反映。

宮崎県内の畜産農家

お問い合わせ
公益財団法人宮崎県産業振興機構
☎ 0985-74-3850

※その他の地区につい
ては巻末の連絡先一覧
をご覧ください。

牛舎、豚舎などの遮熱対策として開発
した農商工連携応援ファンド事業の
成果を、農業との連携だけでなく、様々
な分野との異業種連携や産学官連
携を図ることで、連携体の売上増や県
内全体への波及効果を期待したい。

ファームバリアの遮熱効果は高い評価を受け、現在は生コンクリートを撹
拌しながら運搬するトラックミキサー車などにも使用されている。さらに
住宅や工場などへも積極的に展開していきたい。

● 社名 株式会社宮防
● 事業内容 総合防水工事／建築土木工事／
 遮熱塗装工事
● 代表者 村社勝 代表取締役社長
● 創業年 昭和 46（1971）年
● 所在地 宮崎県宮崎市大字田吉 1886
● TEL 0985（53）1008
● FAX 0985（53）1044
● URL http://www.miyabo.co.jp/
● 従業員数 26人
● 資本金 1,000万円
● 売上高 ４億円（平成 24年８月期）

● 団体名 尾鈴農業協同組合
● 事業内容 川南町・都農町で生産される農畜
 産物の生産支援・販売・加工など
● 代表者 河野康弘 代表理事組合長
● 設立年 昭和 50（1975）年※ 2農協が合併
● 所在地 宮崎県児湯郡川南町大字川南 13658-1
● TEL 0983（27）1121
● FAX 0983（27）4503
● URL http://osuzu.ja-miyazaki.jp/
● 組合員数 正組合員／個人 2,787人、法人 36社
 準組合員／ 2,587人

事業成功のポイント

松
まつうら

浦寿
としかつ

勝 畜産部長村
むらこそ

社勝
まさる

 代表取締役社長

株式会社宮防 尾鈴農業協同組合

中小企業が新規事
業のための予算を
確保するのはとても
困難だ。助成金とい
う支援を活用したこ
とが、事業を軌道に
のせるための大きな
力となった。

畜産王国の宮崎で、
遮熱塗料を活用し
た先進技術のデー
タを実証できたこと
は、今後の暑熱対
策に大きく貢献でき
ると思う。

北
海
道
・
東
北

北
陸
・
中
部

近
畿

中
国
・
四
国

九
州
・
沖
縄

関
東
・
甲
信
越

農商工連携型
地域中小企業応援ファンド



120地域中小企業応援ファンド（スタート・アップ応援型）■事業化事例集 121

地域中小企業応援ファンド 問い合わせ先一覧

【北海道】
1  北海道中小企業応援ファンド

 （公財）北海道中小企業総合支援
 センター
 〒060-0001
 北海道札幌市中央区北１条西2丁目
 経済センタービル9F
 TEL ： 011-232-2403

【青森県】
2  あおもり元気企業チャレンジ

 助成基金
 （公財）21あおもり産業総合支援
 センター
 〒030-0801
 青森県青森市新町2-4-1
 青森県共同ビル7F
 TEL ： 017-777-4066

【岩手県】
3  いわて希望ファンド

 （公財）いわて産業振興センター
 〒020-0857
 岩手県盛岡市北飯岡2-4-26
 岩手県先端科学技術研究センター2F
 TEL ： 019-631-3824

【秋田県】
4  あきた企業応援ファンド

 （公財）あきた企業活性化センター
 〒010-8572
 秋田県秋田市山王三丁目1-1
 TEL ： 018-860-5702

【宮城県】
5  宮城・仙台富県チャレンジ

 応援基金
 （公財）みやぎ産業振興機構
 〒980-0011
 宮城県仙台市青葉区上杉1丁目14-2
 宮城県商工振興センター3F
 TEL ： 022-222-1310

【山形県】
6  やまがた地域産業応援基金

 （公財）山形県産業技術振興機構
 〒990-2473
 山形県山形市松栄二丁目2-1
 山形県高度技術研究開発センター内
 TEL ： 023-647-3163

【福島県】
7  ふくしま産業応援ファンド

 （公財）福島県産業振興センター
 〒960-8053
 福島県福島市三河南町1-20
 コラッセふくしま6F
 TEL ： 024-525-4070

【茨城県】
8  いばらき産業大県創造基金

 （公財）茨城県中小企業振興公社
 〒310-0801
 茨城県水戸市桜川2-2-35
 茨城県産業会館9F
 TEL ： 029-224-5317

【栃木県】
9  とちぎ未来チャレンジファンド

 （公財）栃木県産業振興センター
 〒321-3226
 栃木県宇都宮市ゆいの杜1-5-40
 とちぎ産業創造プラザ内
 TEL ： 028-670-2601

【千葉県】
10  ちば中小企業元気づくり基金
 （公財）千葉県産業振興センター
 〒261-7123
 千葉県千葉市美浜区中瀬2-6-1
 WBGマリブイースト23F
 TEL ： 043-299-1078

【東京都】
11   東京都地域中小企業応援ファンド
    （国連携型）
 （公財）東京都中小企業振興公社
 〒101-0025
 東京都千代田区神田佐久間町1-9
 TEL ： 03-3251-7886

【新潟県】
12  にいがた産業夢おこし基金
 （公財）にいがた産業創造機構
 〒950-0078
 新潟県新潟市中央区万代島5-1
 万代島ビル9F・10F（NICOプラザ11F）
 TEL ： 025-246-0025

【長野県】
13  長野県地域産業活性化基金
 （公財）長野県中小企業振興センター
 〒380-0928
 長野県長野市若里1-18-1
 長野県工業技術総合センター3F
 TEL ： 026-227-5803

【山梨県】
14  山梨みらいファンド
 （公財）やまなし産業支援機構
 〒400-0055
 山梨県甲府市大津町2192-8
 TEL ： 055-243-1888

【静岡県】
15  静岡県地域活性化基金
 （公財）静岡県産業振興財団
 〒420-0853
 静岡県静岡市葵区追手町44-1
 静岡県産業経済会館4F
 TEL ： 054-254-4512【福井県】

21  ふくいの逸品創造ファンド
 （公財）ふくい産業支援センター
 〒910-0296
 福井県坂井市丸岡町熊堂第3号7番地1-16
 ソフトパークふくい福井県産業情報センタービル内
 TEL ： 0776-67-7406

【滋賀県】
22  しが新事業応援ファンド
 （公財）滋賀県産業支援プラザ
 〒520-0806
 滋賀県大津市打出浜2-1
 コラボしが21 2F
 TEL ： 077-511-1412

【京都府】
23  きょうと元気な地域づくり
 応援ファンド
 （公財）京都産業21
 〒600-8813
 京都府京都市下京区中堂寺南町134
 TEL ： 075-315-8848

【大阪府】
24  おおさか地域
 創造ファンド
 （公財）大阪産業振興機構
 〒540-0029
 大阪府大阪市中央区本町橋2-5
 マイドームおおさか
 TEL ： 06-6947-4351

【和歌山県】
25  わかやま中小企業元気
 ファンド
 （公財）わかやま産業振興財団
 〒640-8033
 和歌山県和歌山市本町二丁目1
 フォルテ・ワジマ6F
 TEL ： 073-432-3412

【鳥取県】
26  とっとり次世代・地域資源
 産業育成基金
 （公財）鳥取県産業振興機構
 〒689-1112
 鳥取県鳥取市若葉台南7丁目5-1
 TEL ： 0857-52-6704

【島根県】
27  しまね地域資源産業活性化基金
 島根県商工会連合会
 〒690-0886
 島根県松江市母衣町55-4
 TEL ： 0852-21-0651

【岡山県】
28  きらめき岡山創成ファンド
 （公財）岡山県産業振興財団
 〒701-1221
 岡山県岡山市北区芳賀5301 
 テクノサポート岡山
 TEL ： 086-286-9651

【広島県】
29  ひろしまチャレンジ基金
 （公財）ひろしま産業振興機構
 〒730-0052
 広島県広島市中区千田町3-7-47
 広島県情報プラザ
 TEL ： 082-240-7701

【山口県】
30  やまぐち地域中小企業育成基金
 （公財）やまぐち産業振興財団
 〒753-0077
 山口県山口市熊野町1-10
 NPYビル10F
 TEL ： 083-922-3700

【徳島県】
31  ①徳島県LEDバレイ
 推進ファンド
 ②とくしま経済飛躍ファンド
 （公財）とくしま産業振興機構
 〒770-0865
 徳島県徳島市南末広町5番地8-8
 徳島経済産業会館2F 
 TEL ： 088-654-0103

【香川県】
32  かがわ中小企業応援ファンド
 （公財）かがわ産業支援財団
 〒761-0301
 香川県高松市林町2217-15
 香川産業頭脳化センタービル2F
 TEL ： 087-868-9903

【愛媛県】
33  ①えひめ地域密着型
 ビジネス創出ファンド
 ②えひめ中小企業応援ファンド
 （公財）えひめ産業振興財団
 〒791-1101
 愛媛県松山市久米窪田町337-1
 テクノプラザ愛媛内
 TEL ： 089-960-1201

【高知県】
34  こうち産業振興基金
 （公財）高知県産業振興センター
 〒781-5101
 高知県高知市布師田3992-2
 TEL ： 088-845-6600

【佐賀県】
35  さが中小企業応援基金
 （公財）佐賀県地域産業支援センター
 〒849-0932
 佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝114
 TEL ： 0952-34-4411

【長崎県】
36  ナガサキ型新産業創造ファンド
 （公財）長崎県産業振興財団
 〒850-0862
 長崎県長崎市出島町2-11
 出島交流会館6・7F
 TEL ： 095-820-3838

【熊本県】
37  くまもと夢挑戦ファンド
 （公財）くまもと産業支援財団
 〒861-2202
 熊本県上益城郡益城町大字田原
 2081-10
 TEL ： 096-286-3311

【大分県】
38  おおいた地域資源活性化基金
 （公財）大分県産業創造機構
 〒870-0037
 大分県大分市東春日町17-20
 ソフトパークセンタービル
 TEL ： 097-533-0220

【鹿児島県】
39  かごしま産業おこし挑戦基金
 （公財）かごしま産業支援センター
 〒892-0821
 鹿児島県鹿児島市名山町9-1
 鹿児島県産業会館2F
 TEL ： 099-219-1272

【沖縄県】
40  OKINAWA型産業応援ファンド
 （公財）沖縄県産業振興公社
 〒901-0152
 沖縄県那覇市字小禄1831-1
 沖縄産業支援センター4F
 TEL : 098-859-6237

北海道・東北

関東・甲信越

北陸・中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄

1  北海道

2  青森

3  岩手

5  宮城

7  福島

8  茨城

9  栃木

10  千葉

11  東京

12  新潟

13  長野

14  山梨

15  静岡

16  愛知

17  岐阜

18  三重

21  福井

22  滋賀

19  富山

20  石川

4  秋田

6  山形

23  京都

26  鳥取
27  島根

28  岡山
29  広島

30  山口

31  徳島

32  香川33  愛媛

34  高知

35  佐賀

36  長崎

37  熊本 38  大分

39  鹿児島
24  大阪

25  和歌山

40  沖縄

【愛知県】
16  あいち中小企業応援ファンド
 （公財）あいち産業振興機構
 〒450-0002
 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目4-38
 TEL ： 052-715-3074

【岐阜県】
17  岐阜県地域活性化ファンド
 （公財）岐阜県産業経済振興センター
 〒500-8505
 岐阜県岐阜市薮田南5-14-53
 ふれあい福寿会館10F
 TEL ： 058-277-1083

【三重県】
18  ①みえ地域コミュニティ
 応援ファンド
 ②みえ地域コミュニティ
 応援ファンド
 （地域資源活用型）
 （公財）三重県産業支援センター
 〒514-0004
 三重県津市栄町1丁目891三重県合同ビル内
 TEL ： 059-228-3585

【富山県】
19  とやま新事業創造基金
 地域資源ファンド
 （公財）富山県新世紀産業機構
 〒930-0866
 富山県富山市高田527
 情報ビル1・2F
 TEL ： 076-444-5650

【石川県】
20  いしかわ産業化資源活用
 推進ファンド
 （財）石川県産業創出支援機構
 〒920-8203
 石川県金沢市鞍月2丁目20
 石川県地場産業振興センター新館
 TEL ： 076-267-5551
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農商工連携型
地域中小企業応援ファンド

【北海道】
1  北海道農商工連携ファンド

 北海道商工会連合会
 〒060-8607
 北海道札幌市中央区北１条西7丁目1
 プレスト1・7ビル4F
 TEL ： 011-251-0102

【青森県】
2  あおもり農商工連携支援基金

 （地独）青森県産業技術センター
 〒036-0522
 青森県黒石市田中82-9
 TEL ： 0172-52-4319

【岩手県】
3  いわて農商工連携ファンド

 （公財）いわて産業振興センター
 〒020-0857
 岩手県盛岡市北飯岡2-4-26
 岩手県先端科学技術研究センター2F
 TEL ： 019-631-3824

【秋田県】
4  あきた農商工応援ファンド

 （公財）あきた企業活性化センター
 〒010-8572
 秋田県秋田市山王三丁目1-1
 TEL ： 018-860-5702

【山形県】
5  やまがた農商工連携ファンド

 （公財）やまがた農業支援センター
 〒990-0041
 山形県山形市緑町一丁目9-30
 緑町会館6F
 TEL ： 023-642-2905

【福島県】
6  ふくしま農商工連携ファンド

 （公財）福島県産業振興センター
 〒960-8053
 福島県福島市三河南町1-20
 コラッセふくしま6F
 TEL ： 024-525-4070

【栃木県】
7  フードバレーとちぎ

 農商工ファンド
 （公財）栃木県産業振興センター
 〒321-3226
 栃木県宇都宮市ゆいの杜1-5-40
 とちぎ産業創造プラザ内
 TEL ： 028-670-2607

【千葉県】
8  ちば農商工連携事業支援基金

 （公財）千葉県産業振興センター
 〒261-7123
 千葉県千葉市美浜区中瀬2-6-1
 WBGマリブイースト23F
 TEL ： 043-299-1078

【長野県】
9  長野県農商工連携支援基金

 （公財）長野県中小企業振興
 センター
 〒380-0928
 長野県長野市若里1-18-1
 長野県工業技術総合センター3F
 TEL ： 026-227-5803

【静岡県】
10  しずおか農商工連携基金
 （公財）静岡県産業振興財団
 〒420-0853
 静岡県静岡市葵区追手町44-1
 静岡県産業経済会館4F
 TEL ： 054-254-4512

【岐阜県】
11  岐阜県農商工連携ファンド
 （公財）岐阜県産業経済振興センター
 〒500-8505
 岐阜県岐阜市薮田南5-14-53
 ふれあい福寿会館10F
 TEL ： 058-277-1083

【三重県】
12  みえ農商工連携推進ファンド
 （公財）三重県産業支援センター
 〒514-0004
 三重県津市栄町1丁目891
 三重県合同ビル内
 TEL ： 059-228-3585

【富山県】
13 とやま新事業創造基金
 農商工連携ファンド
 （公財）富山県新世紀産業機構
 〒930-0866
 富山県富山市高田527
 情報ビル1・2F
 TEL ： 076-444-5650

【京都府】
14  きょうと農商工連携
 応援ファンド
 （公財）京都産業21
 〒600-8813
 京都府京都市下京区中堂寺南町134
 TEL ： 075-315-9234

【奈良県】
15  なら農商工連携ファンド
 （公財）奈良県地域産業
 振興センター
 〒630-8031
 奈良県奈良市柏木町129-1
 奈良県産業振興総合センター内
 TEL ： 0742-36-8312

【和歌山県】
16  わかやま農商工連携ファンド
 （公財）わかやま産業振興財団
 〒640-8033
 和歌山県和歌山市本町二丁目1
 フォルテ・ワジマ6F
 TEL ： 073-432-3412

【兵庫県】
17  ひょうご農商工連携ファンド
 （公財）ひょうご産業活性化センター
 〒651-0096
 兵庫県神戸市中央区雲井通5-3-1
 サンパル 6・7F
 TEL ： 078-230-8110

【鳥取県】
18  鳥取県農商工連携促進ファンド
 （公財）鳥取県産業振興機構
 〒689-1112
 鳥取県鳥取市若葉台南7丁目5-1
 TEL ： 0857-52-6704

【徳島県】
19  徳島県農商工連携ファンド
 （公財）とくしま産業振興機構
 〒770-0865
 徳島県徳島市南末広町5番地8-8
 徳島経済産業会館2F
 TEL ： 088-654-0103

【香川県】
20  かがわ農商工連携ファンド
 （公財）かがわ産業支援財団
 〒761-0301
 香川県高松市林町2217-15
 香川産業頭脳化センタービル2F
 TEL ： 087-868-9903

【愛媛県】
21  えひめ農商工連携ファンド
 （公財）えひめ産業振興財団
 〒791-1101
 愛媛県松山市久米窪田町337-1
 テクノプラザ愛媛内
 TEL ： 089-960-1100

【高知県】
22  こうち農商工連携基金
 （公財）高知県産業振興センター
 〒781-5101
 高知県高知市布師田3992-2
 TEL ： 088-845-6600

【福岡県】
23  県産農林水産物輸出応援
 農商工連携ファンド
 （公財）福岡県農業振興推進機構
 〒810-0001
 福岡県福岡市中央区天神4-10-12
 TEL ： 092-716-8355

【佐賀県】
24  さが農商工連携応援基金
 （公財）佐賀県地域産業
 支援センター
 〒849-0932
 佐賀県佐賀市鍋島町八戸溝114
 TEL ： 0952-34-4411

【長崎県】
25  長崎県農商工連携ファンド
長崎県商工会連合会

 〒850-0031
 長崎県長崎市桜町4-1
 長崎商工会館8F
 TEL ： 095-824-5413

【宮崎県】
26  みやざき農商工連携応援
 ファンド
 （公財）宮崎県産業振興機構
 〒880-0303
 宮崎県宮崎市佐土原町
 東上那珂16500-2
 宮崎テクノリサーチパーク
 TEL ： 0985-74-3850

問い合わせ先一覧

14  京都

15  奈良

17  兵庫

16  和歌山

18  鳥取

19  徳島

20  香川
21  愛媛

22  高知

23  福岡24  佐賀
25  長崎

26  宮崎

12  三重

1  北海道

8  千葉

7  栃木
9  長野

10  静岡

11  岐阜

13  富山

2  青森

3  岩手

4  秋田

5  山形

6  福島

北海道・東北

関東・甲信越

北陸・中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄
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 独立行政法人中小企業基盤整備機構

 地域経済振興部 高度化事業推進課

連絡先 〒105-8453

 東京都港区虎ノ門 3-5-1 虎ノ門 37森ビル 3F

 TEL：03-5470-1633  FAX：03-3433-0336
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